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幌延深地層研究センター 深地層研究部 
 

（編）中山 雅※ 
 

（2022 年 8 月 22 日受理） 
 

幌延深地層研究計画は、日本原子力研究開発機構が堆積岩を対象に北海道幌延町で実施してい

る。 
令和 3 年度は、「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」で示した研究課題である、実際の地質

環境における人工バリアの適用性確認、処分概念オプションの実証、地殻変動に対する堆積岩の

緩衝能力の検証について、調査研究を実施した。具体的には、「実際の地質環境における人工バリ

アの適用性確認」では、人工バリア性能確認試験および物質移行試験を、「処分概念オプションの

実証」では、人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験および高温度等の限界

的条件下での人工バリア性能確認試験を実施した。また、「地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の

検証」では、水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化および地殻変動による人工バリア

への影響・回復挙動試験を実施した。 
幌延深地層研究計画の成果は、日本原子力研究開発機構における他の研究開発拠点での成果と

合わせて一連の地層処分技術として、処分事業や安全規制に適宜反映していく。そのため、国内

外の研究機関との連携を図り、大学などの専門家の協力を得つつ、本計画を着実かつ効率的に進

めていく。また、研究開発業務の透明性・客観性を確保する観点から研究計画の策定から成果ま

での情報を積極的に公表し、特に研究成果については国内外の学会や学術誌などを通じて広く公

開していく。 
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(Received August 22, 2022) 
 

The Horonobe Underground Research Laboratory (URL) Project is being pursued by the Japan Atomic 
Energy Agency (JAEA). The main aim of this project is to enhance the reliability of relevant disposal 
technologies for geological disposal of high-level radioactive waste through a comprehensive research and 
development (R&D) program in the deep geological environment within the host sedimentary rock at 
Horonobe in Hokkaido, north Japan. 

In fiscal year 2021, we continued R&D on three important issues specified in the “Horonobe Underground 
Research Plan from Fiscal Year 2020”, which involve “Study on near-field system performance in geological 
environment”, “Demonstration of repository design options”, and “Understanding of buffering behaviour of 
sedimentary rock to natural perturbations”. 

Specifically, ‘full-scale engineered barrier system (EBS) performance experiment’ and ‘solute transport 
experiment with model testing’ were carried out as part of “Study on near-field system performance in 
geological environment”. ‘Demonstration of engineering feasibility of repository technology’ and 
‘evaluation of EBS behaviour over 100oC’ were addressed for “Demonstration of repository design options”. 
A study on “Understanding of buffering behaviour of sedimentary rock to natural perturbations” was also 
implemented in two areas, ‘evaluation of intrinsic buffering against endogenic and exogenic processes’ and 
‘development of techniques for evaluating excavation damaged zone (EDZ) self-sealing behaviour after 
backfilling’. 

The results of the R&D, along with those obtained in other departments of JAEA, will reinforce the 
technical basis for both repository implementation and safety regulation. For the sake of this, we will steadily 
proceed with this project in collaboration with relevant organizations and universities both domestically and 
internationally and also widely publish the plans and results of the R&D to ensure their transparency and 
technical reliability. 
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1. はじめに 

国立研究開発法人*1日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）幌延深地層研究センターでは、

原子力発電に伴って発生する高レベル放射性廃棄物を安全に地層処分するための基盤的な研究開

発として、平成 13 年 3 月より、北海道の幌延町において幌延深地層研究計画（堆積岩を対象とし

た深地層の研究施設計画）を進めています。この計画は、堆積岩を対象とした深地層の科学的な

研究（地層科学研究）および地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化に向けた研究開

発（地層処分研究開発）を目的として、「地上からの調査研究段階（第 1 段階）」、「坑道掘削（地

下施設建設）時の調査研究段階（第 2 段階）」、「地下施設での調査研究段階（第 3 段階）」の 3 つ

の調査研究段階に分けて実施してきました。地層処分に関わる地下研究施設には、最終処分場と

して使用しない施設で技術を磨く地下研究施設（ジェネリックな地下研究施設）と最終処分候補

地の適性を見定める地下研究施設（サイトスペシフィックな地下研究施設）の 2 つの種類があり

ます。幌延深地層研究センターの地下施設はジェネリックな地下研究施設です。 
幌延深地層研究センターでは、北海道および幌延町により受け入れられました、「令和 2 年度以

降の幌延深地層研究計画」で示した研究課題である、実際の地質環境における人工バリア*2の適用

性確認、処分概念オプション*3の実証、地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力*4の検証について、令

和 2 年度以降、第 3 期および第 4 期中長期目標期間*5を目途に取り組むこととしました*6。その上

で、国内外の技術動向を踏まえて、地層処分の技術基盤の整備の完了が確認できれば、地下施設

の埋め戻しを行うことを具体的工程として示します。 
なお、令和 3 年 10 月に閣議決定された「エネルギー基本計画」では、引き続き、「高レベル放

射性廃棄物については、国が前面に立って最終処分に向けた取組を進める」との考え方が示され、

「国、NUMO*7、JAEA*8等の関係機関が、全体を俯瞰して、総合的、計画的かつ効率的に技術開発

を着実に進める。この際、幌延の深地層研究施設等における研究成果を十分に活用していく。」こ

とが示されました。これを踏まえて、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会により「国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）*9」（以

下、第 4 期中長期目標）が定められ、原子力機構は、この第 4 期中長期目標を達成するために、

 
*1：独立行政法人通則法の改正（平成 27 年 4月 1日施行）により新たに設定された分類の 1つで、研究開発に係

る業務を主要な業務として、中長期的（5～7 年）な目標・計画に基づき行うことにより、我が国の科学技術の

水準の向上を通じた国民経済の発展その他の公益に資するため研究開発の最大限の成果を確保することを目的

とする法人に対する名称です。原子力機構は、平成 27 年 4 月 1 日に「独立行政法人日本原子力研究開発機構」

から「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構」に名称変更しています。 

*2：ガラス固化体、オーバーパックおよび緩衝材からなる地層処分システムの構成要素のことで、高レベル放射性

廃棄物が人間の生活環境に影響を及ぼさないようにする障壁として、人工的に形成するものです。 

*3：処分概念オプションとは、高レベル放射性廃棄物を人工バリアでくるんで地下深くに定置するという、地層処

分の概念を実現するための色々な方法のことです。例えば、廃棄体を竪置きにするのか横置きにするのか、緩衝

材をブロックで積み上げるのか現場で固めるのか、といった処分方法についての選択肢のことを指します。 

*4：地殻変動（隆起侵食）や地震動の影響により擾乱を受けた地質環境が一定の範囲に留まろうとする能力、ある

いは時間経過とともに元の状態に戻ろうとする能力のことです。 

*5：第 4期中長期目標の期間は、令和 4年 4月 1日～令和 11 年 3月 31 日の 7年間です。 

*6：令和 2 年度以降の研究期間は 9 年間であり、その期間を通じて必要な成果を得て研究を終了できるように取

り組むこととしております（https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/press/31/press_1206.html）。 

*7：原子力発電環境整備機構（Nuclear Waste Management Organization of Japan）の略称です。NUMO は、原子

力発電所で使い終えた原子燃料を再処理する過程で発生する高レベル放射性廃棄物および関連して発生する長

半減期の低レベル放射性廃棄物の地層処分を行う実施主体です。 

*8：原子力機構（Japan Atomic Energy Agency）の略称です。 

*9：原子力機構は、原子力基本法第 2 条に規定する基本方針に基づき、原子力に関する基礎的および応用の研究

並びに高レベル放射性廃棄物の処分等に関する技術の開発等を総合的、計画的かつ効率的に行うことを目的と

しています。中長期目標はこれを踏まえ、文部科学省、経済産業省および原子力規制委員会が、独立行政法人通

則法第 35 条の 4の規定に基づき定めた目標です。 
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「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）

（令和 4 年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）」（以下、第 4 期中長期計画）を策定しました。第 4
期中長期計画では、幌延深地層研究計画について、「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」で示

した 3 つの研究課題を進めること、「研究の実施に当たっては、稚内層深部（深度 500 m）に坑道

を展開して研究に取り組むとともに、さらなる国内外の連携を進め、研究開発成果の最大化を図

る」こととしています。 
令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画では、これまでと同様に、放射性廃棄物を持ち込むこと

や使用することなく、また最終処分場とはしないことを約束した「幌延町における深地層の研究

に関する協定書」の遵守を大前提に、安全を最優先として研究を進めます。研究開発を進めるに

あたっては、当初の計画の研究対象の範囲内において、国内外の関係機関の資金や人材を活用す

ることを検討します。 
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2. 令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画に基づく研究課題 

令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画では、必須の課題のうち、引き続き研究開発が必要と考

えられる以下の課題（令和 2 年度以降の必須の課題）に取り組んでいます（図 1、表 1、付録 1）。 
 

(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認 
令和元年度までの人工バリア性能確認試験では、実際の地下環境におけるヒーターの加熱過程

のデータを取得しましたが、減熱過程*10のデータが取得されていません。令和 2 年度以降は、注

入する地下水の圧力や量を増加させ緩衝材に地下水を浸潤させた場合のデータを取得し、分析・

評価します。その後、減熱時のデータを取得します。加えて、人工バリアの解体作業を行い、緩

衝材の飽和度などの確認を行います。 
また、令和元年度までの物質移行試験により、トレーサー*11試験手法を確立することができま

した。ただし、これまでの研究結果から、幌延の堆積岩において、有機物や微生物が、放射性物

質の岩盤への吸着を妨げ、閉じ込め効果を低下させる可能性が確認されており、令和 2 年度以降

は、確立した試験手法を用いて掘削損傷領域*12での物質移行に関するデータ取得を実施するとと

もに、有機物や微生物の影響を確認するためのトレーサー試験を実施します。 
 

(2) 処分概念オプションの実証 
令和元年度までの試験では、実際の環境下において、坑道の埋め戻し方法の違い（締固め、ブ

ロック方式など）による埋め戻し材の基本特性（密度や均一性）を把握しましたが、緩衝材の施

工方法や坑道閉鎖に関する様々なオプションの検討には至っていません。令和 2 年度以降は、人

工バリア性能確認試験において、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩衝材に十分に水を浸

潤させた状態を確保して施工方法（締固め、ブロック方式など）の違いによる緩衝材の品質の違

いを把握するとともに、埋め戻し方法（プラグ*13の有無など）・回収方法による埋め戻し材の品質

の違いを実証試験で明らかにします。さらに、人工バリアの品質を踏まえて、廃棄体の設置方法

（間隔など）などを確認するための実証試験を行います。また、人工バリアシステムの安全裕度

の検証に向けて、緩衝材が 100℃超になった状態を想定した解析手法を開発します。 
  

 
*10：人工バリアを構成するガラス固化体は、処分孔に設置した当初は発熱しており、時間の経過とともに発熱量

が低下し、温度が下がっていきます。緩衝材の外側は、地下水の浸潤に伴って飽和度が上昇しますが、緩衝材の

内側は発熱の影響により飽和度は低下します。温度が下がれば、地下水が緩衝材に入りやすくなり、時間の経過

とともに緩衝材の内側まで地下水が浸潤します。このような熱と地下水の浸潤という同時並行的に生じる現象

を原位置試験で再現するために、人工バリア性能確認試験では加熱過程、減熱過程の試験を行っています。 

*11：地下水の流れの方向や流れる時間などを調べるために、地下水に目印として混ぜる染料やその他の薬品を指

します。塩化ナトリウム（食塩の主原料）が代表的なトレーサーとなりますが、その他にもヨウ化カリウムなど

多種のトレーサーがあります。なお、幌延深地層研究計画では放射性トレーサーを利用したトレーサー試験を

行うことはありません。 

*12：岩盤が掘削により損傷し、初期の性質から変化する領域のことです。具体的には、地下空洞掘削時の周辺岩

盤に生じる応力集中の影響で坑道周辺岩盤に割れ目が発達することにより、岩盤の変形特性の変化や透水性の

増大が予想されます。また、空気の侵入により地下水の酸化還元電位などの化学的な変化が生じることが想定

されます。なお、掘削損傷領域を含むより広い領域で坑道への地下水排水などにより地下水圧が低下する領域

のことを掘削擾乱領域といい、掘削擾乱領域では坑道埋め戻し後、低下した地下水圧が元の状態に回復するこ

とが想定されます。掘削損傷領域と掘削擾乱領域は、広義に掘削影響領域と表現されます。 

*13：ベントナイトやコンクリートなどが材料となって構成される、緩衝材や埋め戻し材が移動・膨出するのを防

ぐため、あるいは掘削損傷領域の地下水の移動を抑制するために、処分坑道の両端やその周辺に設けられる構

造物です。 

 

 

「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）

（令和 4 年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）」（以下、第 4 期中長期計画）を策定しました。第 4
期中長期計画では、幌延深地層研究計画について、「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」で示

した 3 つの研究課題を進めること、「研究の実施に当たっては、稚内層深部（深度 500 m）に坑道

を展開して研究に取り組むとともに、さらなる国内外の連携を進め、研究開発成果の最大化を図

る」こととしています。 
令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画では、これまでと同様に、放射性廃棄物を持ち込むこと

や使用することなく、また最終処分場とはしないことを約束した「幌延町における深地層の研究

に関する協定書」の遵守を大前提に、安全を最優先として研究を進めます。研究開発を進めるに

あたっては、当初の計画の研究対象の範囲内において、国内外の関係機関の資金や人材を活用す

ることを検討します。 
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(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
令和元年度までの検討では、まずは小規模な断層（幅数 cm）に着目して試験を行い、断層への

地震動の影響などを確認しました。これまでの研究開発で手法の妥当性が確認できたため、この

手法を使って、処分場の設計・施工や安全評価とリンクした形で研究を進めることが可能となり

ました。令和 2 年度以降は、より大型の断層において、地震動や坑道掘削に伴う割れ目中の地下

水の流れの変化に関して、堆積岩の緩衝能力（自己治癒能力）の作用に係る実証試験を実施しま

す。さらに、地下水が動いていない環境を調査してモデル化する技術を実証するとともに、人工

バリアのひび割れに対する自己治癒能力*14を解析する手法を開発します。 
 

 
図 1 令和 2 年度以降に取り組むべき研究課題（令和 2 年度以降の必須の課題） 

 

 
*14：人工バリアのひび割れに対する自己治癒能力とは、坑道を掘削した際に圧力が解放されて岩盤にひび割れが

発生した場合でも、坑道を埋め戻した後に人工バリアが膨潤することでひび割れに起こる作用を指します。 
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(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証 
令和元年度までの検討では、まずは小規模な断層（幅数 cm）に着目して試験を行い、断層への

地震動の影響などを確認しました。これまでの研究開発で手法の妥当性が確認できたため、この

手法を使って、処分場の設計・施工や安全評価とリンクした形で研究を進めることが可能となり
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水の流れの変化に関して、堆積岩の緩衝能力（自己治癒能力）の作用に係る実証試験を実施しま

す。さらに、地下水が動いていない環境を調査してモデル化する技術を実証するとともに、人工

バリアのひび割れに対する自己治癒能力*14を解析する手法を開発します。 
 

 
図 1 令和 2 年度以降に取り組むべき研究課題（令和 2 年度以降の必須の課題） 

 

 
*14：人工バリアのひび割れに対する自己治癒能力とは、坑道を掘削した際に圧力が解放されて岩盤にひび割れが
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3. 令和 3 年度の主な調査研究の成果  

令和 3 年度は、「幌延深地層研究計画 令和 3 年度調査研究計画」(1)にしたがって、令和

2 年度以降の必須の課題に関わる調査研究および地下施設の管理などを実施しました。  
調査研究では、必須の課題に重点的に取り組むとともに、必須の課題への対応に必要な

データ取得を継続しました（図  2）。以下に調査研究の成果の概要を示します。  
 

 
図 2 令和 3 年度の主な調査研究  

 
(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認  

人工バリア性能確認試験において、令和 2 年度から開始した減熱過程を模擬した試験の

工程の 1 つとして、廃棄体の発熱がおさまった状態を模擬した条件での試験に移行し、緩

衝材中の温度や間隙圧（隙間の空気と水の圧力の和）が低下したことを設置したセンサー

により確認しました。国際共同研究 DECOVALEX*15では、既存の室内試験結果を対象にし

た解析を実施し、各解析コードでの緩衝材の初期飽和度の取り扱いの違いで、膨潤圧や膨

潤変形量の解析結果に違いが見られることが分かりました。また、空気の移動などを考慮

 
*15：DEvelopment of COupled models and their VALidation against EXperiments（連成モデルの開発

とその実験結果との検証）の略称で、地層処分システムの性能評価において重要な課題の 1 つである

熱－水理－力学－化学連成挙動モデルの開発・確証を目的とした国際共同研究です。 
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した熱－水理－力学連成現象*16を把握するために、ベントナイト*17に温度勾配をかけた条

件での室内試験を行い、連成解析コードを検証するためのデータを取得しました。人工バ

リアの試験体を取り出すための試験施工として、試験孔部に設置した人工バリアと埋め戻

し部に設置したプラグや埋め戻し材の解体を行いました。その結果、緩衝材の飽和度によ

り最適な解体手法が異なること、事前に樹脂を注入することで埋め戻し材、コンクリート、

岩盤の境界面を乱さずに一体として採取できることなどを確認し、人工バリア性能確認試

験の解体に際しても、同様の方法で試料の採取が可能である見通しが得られました。  
物質移行試験では、掘削損傷領域（Excavation Damaged Zone；以下、EDZ）を対象とし

た物質移行試験を実施した結果、掘削損傷の割れ目と比べ、岩盤と支保工や支保工と埋め

戻し材の境界に生じ得る移行経路の方が、相対的に選択的な移行経路となりやすい可能性

が示唆されました。また、有機物・微生物・コロイド*18を対象とした物質移行試験のため

のボーリング孔を新たに掘削し、間隙水圧や物理化学パラメータの連続モニタリングを開

始するとともに、有機物の存在が地下水中の元素の存在状態（有機物との結合によるコロ

イド化など）に与える影響を評価するための室内試験を実施しました。さらに、稚内層深

部のブロックスケール（数 m～100 m 規模）を対象とした物質移行試験を実施した結果、

稚内層深部の物質移行概念モデルを検討する上で有益な情報を得ました。なお、上記の物

質移行試験に関わる基礎的な調査研究として、微生物を指標とした岩盤中の水みちの評価

手法の検討や微量元素の地下での存在形態の分析を進めました。  
 

(2) 処分概念オプションの実証  
搬送定置・回収技術の実証として、回収可能性*19が維持される期間における吹付けコン

クリートの経年劣化の把握を目的にコンクリート試験体の暴露試験*20を継続し、約 8 か月

の暴露期間における大気条件下と湿潤条件下での中性化 *21の程度の違いなどを把握しま

した。その結果、大気条件下に比べ、湿潤条件下では中性化の領域がごくわずかであるこ

とが分かりました。また、坑道開放条件での坑道周辺岩盤における諸特性の長期変化を評

 
*16：地下環境に設置された廃棄体の周辺の緩衝材や岩盤で、廃棄体からの熱、地下水の流れ、緩衝材が

膨潤することによって発生する応力や岩盤に作用する応力などが複合的に生じる現象です。さらに地

下水と鉱物の反応などによる化学的な変化を加えた、熱－水理－力学－化学連成現象が人工バリアの

近傍で生じます。 

*17：モンモリロナイトを主成分とする粘土の一種です。放射性廃棄物の地層処分では、緩衝材や処分坑

道の埋め戻し材の原料として用いられ、ベントナイトの膨潤により緩衝材の透水性が低下し、放射性

核種が緩衝材に吸着され、移行を抑制する効果があります。 

*18：大きさが 1 nm～1 µm（100 万分の 1 mm～1000 分の 1 mm）の粒子が水などの液体中に浮遊し、容易

に沈まない状態を指します。コロイドが地層中の放射性核種の移行に影響を及ぼすことが分かってい

ます。 

*19：地層処分において、処分坑道に放射性廃棄物を埋設した後においても、処分場の閉鎖までの間に何

らかの理由でその取り出しが望まれた場合に、それを取り出し、搬出する一連の行為が実現可能であ

ることを言います。 

*20：材料および製品を特定の環境に暴露し、その環境における材料や製品の化学的性質・物理的性質お

よび性能の変化を調査する試験です。 

*21：大気中の二酸化炭素とコンクリート中の水酸化カルシウムなどの成分とが反応し、コンクリート中

の細孔溶液の pH が低下する現象です。中性化が進むとコンクリート中の鉄筋が腐食しやすくなり、鉄

筋が腐食することでコンクリートのひび割れなどが発生し、コンクリート構造物の劣化が進みます。 

 

 

3. 令和 3 年度の主な調査研究の成果  

令和 3 年度は、「幌延深地層研究計画 令和 3 年度調査研究計画」(1)にしたがって、令和

2 年度以降の必須の課題に関わる調査研究および地下施設の管理などを実施しました。  
調査研究では、必須の課題に重点的に取り組むとともに、必須の課題への対応に必要な

データ取得を継続しました（図  2）。以下に調査研究の成果の概要を示します。  
 

 
図 2 令和 3 年度の主な調査研究  

 
(1) 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認  

人工バリア性能確認試験において、令和 2 年度から開始した減熱過程を模擬した試験の

工程の 1 つとして、廃棄体の発熱がおさまった状態を模擬した条件での試験に移行し、緩

衝材中の温度や間隙圧（隙間の空気と水の圧力の和）が低下したことを設置したセンサー

により確認しました。国際共同研究 DECOVALEX*15では、既存の室内試験結果を対象にし

た解析を実施し、各解析コードでの緩衝材の初期飽和度の取り扱いの違いで、膨潤圧や膨

潤変形量の解析結果に違いが見られることが分かりました。また、空気の移動などを考慮

 
*15：DEvelopment of COupled models and their VALidation against EXperiments（連成モデルの開発

とその実験結果との検証）の略称で、地層処分システムの性能評価において重要な課題の 1 つである

熱－水理－力学－化学連成挙動モデルの開発・確証を目的とした国際共同研究です。 
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価するために、長期クリープ*22変形挙動解析と亀裂を含む岩石コアを用いた透水試験結果

から坑道周辺の飽和度分布を予測しました。その結果、クリープ速度の違いによる透水

性*23の変化の違いの影響は大きくないことが推定されました。  
閉鎖技術の実証として、埋め戻し材の長期的な性能に関わる現象について、コンクリー

トからの溶出成分に起因した埋め戻し材の変質挙動に関する解析の結果、埋め戻し材が変

質する可能性は小さいことが示唆されました。また、埋め戻し材中のベントナイトの流出

挙動に関する室内試験に着手するとともに、埋め戻し材の膨潤変形挙動に関する室内試験

を継続し、膨潤変形挙動の評価に必要なデータを整理しました。閉鎖後に水みちとなるこ

とが想定される EDZ の連続性を遮断するための施工技術の実証として、坑道においてベン

トナイトの吹付け試験を実施し、吹付けの手順や吹付け材料の管理方法を確認するととも

に、吹付け後の施工品質を把握しました。EDZ の調査技術の高度化として、岩盤中の連続

性の高い割れ目を検知するために開発した試験装置の適用性を確認するとともに、坑道周

辺の EDZ の経時変化を理解するための解析コードを開発しました。さらに、ボーリング孔

を閉塞する際の方法として、ベントナイトブロックを孔内に設置する方法の具体的な手順

について検討し、その手順を室内の模擬ボーリング孔で確認しました。  
人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築と

して、緩衝材の流出挙動に係る試験を継続しました。緩衝材ブロックと岩盤の間に隙間が

ある施工方法については、湧水量の多い条件を含めた幅広い条件での室内試験により、緩

衝材の流出挙動を確認しました。その結果、湧水量が少ない場合を想定したケースでは緩

衝材の膨潤により隙間が閉塞しましたが、湧水量が多い場合を想定したケースでは隙間が

閉塞する場合と閉塞しない場合が見られ、湧水量との明確な関係は見られませんでした。

また、緩衝材ブロックと岩盤の間の隙間にケイ砂を充填する施工方法における長期的な流

出挙動を確認するための試験を開始し、緩衝材の流出量などの計測を実施しました。  
高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験として、緩衝材の温

度が 100℃を超えた状態で発生し得る現象に関する試験などの事例を調査しました。一例

として、緩衝材中のスメクタイトのイライト化*24については、およそ 130℃までは 1,000 年

後の緩衝材の変質割合が小さいと推測されました。また、スイスで実施されている緩衝材

の最高温度が 100℃を超えた状態を模擬する原位置試験（HotBENT*25プロジェクト）につ

いて、模擬廃棄体（ヒーター）の加熱に伴う計測結果などに関する情報を入手しました。

 
*22：クリープは、一定の加重または応力が作用している状態で、時間の経過とともに材料の変形（ひず

み）が進行する現象を指します。 

*23：岩盤の水の通し易さのことです。透水性を表す指標として、透水係数が用いられます。透水係数：

k は、以下の式で定義され、単位は長さ/時間（m/s）となります。 

Q=kAh/l 

ここで、Q：流量（m3/s）、A：断面積（m2）、h：水頭差（m）、l：長さ（m）を表します。 

*24：スメクタイトおよびイライトはどちらも粘土鉱物の一種であり、スメクタイトは、一般に温度や圧

力などの影響によってイライトに変化します。スメクタイトは人工バリアの 1 つである緩衝材の材料

であるベントナイトに含まれており、スメクタイトがイライトに変化することで、ベントナイトの透

水性や核種の収着性などの特性が変化します。 

*25：High Temperature Effects on Bentonite（ベントナイトへの高温の影響）の略称で、150℃を超え

る高温がベントナイトの緩衝材としての機能に与える影響を評価するための原位置人工バリア試験で

す。スイスのグリムゼル試験場で実施されています。 

JAEA-Review 2022-025

- 8 -



 

 

(3) 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証  
地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握やダクティリティインデックス（以下、

DI）*26を用いた透水性評価手法の信頼性向上などを目的に、DI モデルを再検証するための

シミュレーションや既存の水圧擾乱試験*27結果を用いた比較検証を行いました。その結果、

これまで確認されていた地下水の主要な水みちとなる割れ目の透水性と DI の間の相関関

係のメカニズムを明らかにするとともに、それに関わる新たな DI の経験式*28を構築しま

した。また、既往の水圧擾乱試験で認められていた割れ目の水理学的連結性*29に関する特

異的な現象について、複数のケースを仮定したシミュレーションを行うことにより、一定

の解釈を与えることができ、割れ目の水理学的連結性と DI の間に密接な関係があること

を確認しました。  
地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水*30領域）を調査・評価する技術の高度化にお

いては、令和 2 年度に実施した電磁探査により推定した化石海水の三次元分布の妥当性を

確認するために、声問層を対象に深度 200 m までのボーリング調査を実施し、岩石コアの

間隙に含まれる地下水の水質やボーリング孔周辺の比抵抗*31などのデータを取得しまし

た。また、令和 2 年度とそれ以前に取得した電磁探査データを用いて比抵抗分布の再解析

を実施した結果、調査範囲の外側にある測点のデータを加えると、より深い深度での解析

精度が向上することを確認し、これを解析の際の留意点として整理しました。  
地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動の検討として、坑道埋め戻し後の EDZ の

透水性を推定するための手法の整備に向け、過年度に実施した樹脂注入後の EDZ の割れ目

試料の観察結果の妥当性を検証するためのシミュレーションを行いました。その結果、割

れ目の開口幅とせん断*32変位量（割れ目に沿ったずれ幅）の間にほとんど相関性が認めら

れないという観察結果は、シミュレーションにおいて、割れ目面にかかる力として試料を

採取した深度 350 m の EDZ に作用する圧力を想定すると、良く再現できることが分かり、

観察結果が妥当であることが分かりました。また、実施した樹脂注入試験やシミュレーシ

 
*26：岩石の強度・応力状態を示すために新たに定義した指標であり、この値が高いほど、岩石は見かけ

上、やわらかくなります。岩盤にかかる平均有効応力（岩石に実際にかかる平均的な負荷応力）をそ

の健岩部の引張強度（岩石の引っ張り破壊に対する強度）で除した値で定義されます。 

*27：注水により断層内の水圧を上昇させ断層をずらす試験のことです。試験の前後で断層の水理特性に

与える影響を確認します。 

*28：理論的根拠は明らかではないが、実験や観測などによる実測値から導かれた関係を数式で表したも

のです。 

*29：地下水の流れを評価する上で、断層や割れ目の中の隙間のつながり具合を水理学的連結性といいま

す。岩盤の中には、大小さまざまな断層や割れ目が存在し、これらは独立して存在したり、他とつな

がって存在したりします。岩盤の中での地下水の流路は、断層や割れ目内の隙間が主なものですが、

隙間が広くつながっており、流路として機能する場合には、水理学的連結性が高いと表現します。一

方、断層や割れ目内の隙間が一部でしかつながっておらず、地下水の流路としては機能しない場合に

は、水理学的連結性が低いと表現します。 

*30：地層の堆積時に地層中に取り込まれた海水が地質学的な長い時間をかけて変質した古海水のことで

す。化石海水が存在する場所は、地下水の流れが非常に遅いと考えられ、物質の移動が非常に遅く地

層処分に適した場所と考えられます。 

*31：岩石の電気ながれやすさを表すもので、一般的には、粘土、シルト岩などは比抵抗が低く（電気が

流れやすく）、頁岩、泥岩などは特に低い比抵抗を示す傾向があります。また、砂・礫混じりの地層は

比抵抗が高い（電気が流れにくい）傾向があります。 

*32：岩盤などの内部の任意の面に対して平行方向に力が作用してずれが生じることをいいます。 
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ョンが有効であることが確認できました。さらに、EDZ の割れ目を対象に実施した既往の

注水試験のデータを検討した結果、緩衝材や埋め戻し材の膨潤圧が EDZ の透水性に与える

影響を今後検討するのに有用なデータを得ることができました。  
 
上記の他、必須の課題に関わる調査研究における基礎情報として、既存のボーリング孔

などにおける地下水の圧力や水質の観測、地下施設での調査研究で使用するための調査技

術や調査機器の開発を継続し、地質環境を推定するための手法について、信頼性の向上を

図りました。さらに、坑道を掘削した後の岩盤と支保工の長期挙動の把握や地下施設の耐

震安定性に関する評価を行い、地下施設設計の妥当性の検証を継続しました。  
幌延町内で実施している調査研究に関わる主要なボーリング調査や観測地点などの位置

を図 3 に示します。また、研究所用地内の主な施設と観測装置の配置を図 4 に、350m 調

査坑道における主な調査研究の実施場所を図  5 に示します。  
 

 

図 3 ボーリング孔の位置および観測装置の設置場所  
国土地理院の基盤地図情報（基本項目）を加工して作成  

 

JAEA-Review 2022-025

- 10 -



 

 

 

図 4 研究所用地における主な施設と観測装置の配置  
 

 

図 5 350m 調査坑道における主な調査研究の実施場所  
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削土（ズリ）置場の浸出水を、これまでと同様に、排水処理設備において適切に処理した

上で天塩川に放流しています。地下施設からの排水などの水質調査および研究所用地周辺

の環境影響調査を行い、排水基準や協定値を超える排水がないことを確認しました。  
 

(5) 開かれた研究・成果の発信  
幌延深地層研究計画の成果は、原子力機構の核燃料サイクル工学研究所などの成果と合

わせて、一連の地層処分技術として、NUMO が行う処分事業や原子力規制委員会の安全規

制に適宜反映していきます。そのため、令和 3 年度も国内外の研究機関との連携を図ると

ともに、大学などの専門家の協力を得ながら、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業な

ども活用して、本計画を着実かつ効率的に進めました。  
国内機関との研究協力として、令和 3 年度は、東北大学や東京大学、京都大学などの大

学、幌延地圏環境研究所*33、産業技術総合研究所*34および電力中央研究所*35などの研究機

関との共同研究を実施するとともに、研究を推進しました。国外機関との研究協力として、

人工バリア性能確認試験をタスクの 1 つとする国際共同研究 DECOVALEX に参画し、情報

共有を図りました。さらに、令和 2 年度以降の必須の課題のうち、実際の地質環境におけ

る人工バリアの適用性確認および処分概念オプションの実証に関わるテーマを対象とした

新たな国際プロジェクトとして、OECD/NEA*36の協力のもと、幌延国際共同プロジェクト

（Horonobe International Project：HIP）を立ち上げるべく、準備会合への参加機関を募集し、

準備会合にて、共同研究の実施内容や分担などについて議論を行いました。第 1 回の準備

会合には日本を含む 8 つの国と地域から 10 機関が参加しました。  
研究開発業務の透明性・客観性を確保する観点から、研究計画から成果までの情報を国

内外の学会や学術誌などを通じて広く公開するとともに、ホームページ*37などを活用した

情報発信を継続しました。令和 3 年度は、第 3 期中長期計画期間（平成 27 年度～令和 3 年

度）の最終年度であったことから、この期間における研究開発成果をウェブ形式の報告書

（CoolRepR4）として取りまとめ、公開しました*38。なお、令和 3 年度に公開した論文や

学会発表の実績については、これまで通り巻末に付録 2 として掲載しました。  
 
以上のように、令和 3 年度は計画していた調査研究を進めて、想定していた成果を得る

ことができました。   

 
*33：幌延地圏環境研究所は、公益財団法人北海道科学技術総合振興センターが設置した研究所であり、

国の補助を受けて、幌延深地層研究センターの施設や設備を活用した地下空間利用を中心とする研究

を実施しています。 

*34：国立研究開発法人産業技術総合研究所は、産業技術の広い分野における様々な技術開発を総合的に

行っている研究組織です。 

*35：一般財団法人電力中央研究所は、電力技術の専門研究機関として設立されました。電力技術の研究

として、高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発を実施しています。 

*36：OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）は、安全かつ環境的にも受け入れられる経済的なエネ

ルギー資源としての原子力エネルギーの発展に貢献することを目的として、原子力政策、技術に関す

る情報・意見交換、行政上・規制上の問題の検討、各国法の調査および経済的側面の研究などを実施

しています。 

*37：幌延深地層研究センターホームページ；https://www.jaea.go.jp/04/horonobe/ 

*38：CoolRep ホームページ；https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html 
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4. 実際の地質環境における人工バリアの適用性確認  

4.1 人工バリア性能確認試験  
令和 2 年度以降は、ガラス固化体設置直後の廃棄体の発熱過程に加えて、減熱過程を模

擬した原位置試験データや解体調査により得られる、より詳細なデータに基づく熱－水理

－力学－化学（THMC）連成現象*39の評価モデルの高度化が課題となります。そのため、

人工バリア性能確認試験で設置しているヒーターの温度を下げた試験（減熱過程を模擬し

た原位置試験）を行い、THMC 連成現象に係るデータを取得します。また、減熱試験終了

後は解体調査により、人工バリア、埋め戻し材、コンクリート、周辺岩盤やそれらの境界

面のサンプリングや分析を行います。人工バリア性能確認試験の解体調査については、適

用する施工方法の検証を行うために事前に試験施工を行います。設置したセンサーや解体

調査により得られるデータを基に、THMC 連成解析を行い、評価モデルの高度化や適用性

の確認を行います。このような人工バリア周辺で起こる現象の理解は、地層処分後の安全

評価における初期状態の把握やオーバーパック*40（以下、OP）の寿命を評価する際の人工

バリア周辺の環境条件の設定に役立ちます。  
 

(1) 浸潤時・減熱時のデータ取得、連成モデルの適用性確認  
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す。  
 

 
図 6 人工バリア性能確認試験の概念図  

模擬オーバーパック、緩衝材、埋め戻し材などの詳細は参考文献(3)、(4)で公開しています。  
 

*39：地下環境に設置された廃棄体の周辺の緩衝材や岩盤で、廃棄体からの熱（Thermal）、地下水の流れ

（Hydro）、緩衝材が膨潤することによって発生する応力や岩盤に作用する応力（Mechanical）、地下水

と鉱物の反応などによる化学的な変化（Chemical）などが複合的に生じる現象です。 

*40：人工バリアの構成要素の 1 つです。ガラス固化体を包み込み、ガラス固化体に地下水が接触するこ

とを防止し、地圧などの外力からガラス固化体を保護する容器のことをいいます。候補材料は炭素鋼

などの金属です。 
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(a) 緩衝材温度の出力点（点 A）  (b) 緩衝材温度の経時変化  
図 7 緩衝材温度の出力点とその経時変化 (2) 

 
図 8 に令和 2 年度から令和 3 年度に計測したデータの一例を示します。ヒーターの設定

温度は令和 2 年 6 月 24 日から徐々に低下させ、同年 7 月 14 日に 50℃まで低下させ、令和

3 年 5 月 18 日にヒーターの電源を切りました。図 8(a)に示すように、模擬 OP の表面温度

の低下に伴い緩衝材中の温度も低下する傾向が令和 2 年度と同様に確認され、最終的には

原位置温度とほぼ同程度の 20℃付近でほぼ一定となることが確認されました。図 8(b)は緩

衝材中の内側、外側と緩衝材外周部のケイ砂中の間隙圧です。間隙圧の値も令和 2 年度と

同様、温度低下とともに緩衝材中の気相の圧力が下がったことで、低下したと考えられま

す。図  8(c)の全応力には、緩衝材中の間隙圧、熱応力、膨潤応力などが含まれています。

温度低下直後の全応力の低下は、温度低下によって間隙圧や熱応力が低下したことにより

生じているものと考えられます。一方で、温度低下直後の変化を除くと、全応力は間隙圧

の上昇とは無関係に緩やかな上昇傾向を示しており、緩衝材の膨潤による応力の増加を示

している可能性があります。これらの現象については今後も継続して確認していきます。 
人工バリア性能確認試験では、岩盤からの地下水浸潤を模擬するために、埋め戻し材外

周部と緩衝材底部に注水管を設置し、付近のボーリング孔から採取した地下水を人工的に

注水しています。図  8(d)は埋め戻し材への注水流量と緩衝材への注水流量と注水圧力を示

します。埋め戻し材への注水流量は約 300 mL/min を維持しています。緩衝材部への注水流

量は、令和 2 年度に急激に低下した以降も、緩やかに減少傾向を示していることが分かり

ます。これは、ボーリング孔から得られる地下水の量が徐々に減少していることが原因で

あり、無理に注水流量を増加させると、注水管内に大量にガスが混じり、正確な注水流量

を計測することが困難になります。そこで、安定した流量を注水することを優先し、現在

は埋め戻し材外周部からは約 300 mL/min、緩衝材底部からは約 400 mL/min で注水してい

ます。  
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(a) 温度  (b) 間隙圧  

(c) 全応力  (d) 注水流量と注水圧力  

 
鉛直断面図  水平断面図  

(e) 計測位置（緩衝材 5 段目）  
図 8 緩衝材 5 段目の計測データ  
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で蒸発させ、乾燥前後の重量を測定することにより、含水比分布を確認しました。図  10 に

試験期間 18 日後の結果を示します。恒温槽内と室温での差は見られず、いずれのケースに

おいても温度勾配による水分の移動傾向が確認できました。今後は、上下の温度を変化さ

せた条件で試験を行い、それらの試験結果から温度勾配下における緩衝材中の水分移動特

性に係るパラメータを解析検討により求める予定です。  
国際共同研究 DECOVALEX では、緩衝材の浸潤試験、膨潤圧試験、膨潤変形試験などの

既存の室内試験結果を対象に、令和 2 年度に設定した解析条件を基に解析を実施し、異な

る解析コードによる解析結果の違いを比較しました。その結果、各解析コードでの力学モ

デル（弾性モデルと弾塑性モデルの違い）や膨潤応力式における初期飽和度の取り扱いに

より、緩衝材の膨潤圧や膨潤変形量の解析結果に違いが見られることが分かりました。  
 

 
図 9 温度勾配下における緩衝材中の水分移動特性に関する試験の概念図と試験条件  
 

外部条件  室温  恒温槽  
試験回数  1 回目  2 回目  1 回目 2 回目

供試体底部からの

距離（mm）  含水比（%）  

95 17.1 13.9 16.5 14.8 
85 13.4 11.1 13.2 12.3 
75 11.4 10.9 11.1 10.8 
65 10.9 10.2 10.5 10.6 
55 10.4 9.6 10.2 9.8 
45 9.6 9.2 9.2 9.3 
35 9.4 9.0 9.9 9.0 
25 8.2 7.9 8.7 8.0 
15 6.5 6.4 6.9 6.7 
5 4.9 4.8 5.1 5.1 

図 10 試験結果（試験期間 18 日）  
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THMC 連成現象の評価モデルの高度化のためには、緩衝材中に内包される空気やガラス

固化体の発熱によって生じる水蒸気などの気相が、連成現象にどのような影響を及ぼすの

かを整理する必要があります。これまでの解析検討では、発熱によって生じた水蒸気によ

って、発熱部近傍の緩衝材の水分量の低下を引き起こされるとともに、水蒸気発生に伴う

間隙圧の増加により、力学現象へも影響を及ぼす可能性が示唆されています (5 )。このよう

な現象を正確に把握するためには、解析検討に加えて、室内試験によって実際の現象を確

認する必要があります。令和 3 年度は、室内試験によって気相が熱－水理－力学連成現象

に及ぼす影響を確認するためのデータを取得することを目的に、予備試験による室内試験

装置の適用性確認と、連成試験によるデータ取得を開始しました。試験は岩盤から OP 間

の緩衝材を一次元的に切り出した縮小モデルを考え、OP 側を想定した片方を加熱し、岩盤

側を想定したもう片方から注水する試験系としました。  
図 11 に試験装置の概念図を示します。本試験装置に設置する供試体の寸法は直径 150 

mm、高さ 150 mm の円筒形とし、試験装置の上下に加熱と注水を行う機構を設けるととも

に、温度、相対湿度、間隙圧を連続計測するためのセンサーを設置しました。試験装置の

円筒セルと上板には、強度が高く、温度による変化が小さい特性を持つ樹脂（ポリエーテ

ルエーテルケトン：PEEK）を採用しました。予備試験では、主に試験容器の密閉性確認（試

験容器から外部への空気漏れがないこと）、設定した空気圧（0.5 MPa）や温湿度条件（条

件①：温度、相対湿度が制御されていない室内、温度 25℃、条件②：相対湿度 60%RH に

制御された恒温・恒湿の試験室内、条件③：温度 20℃、相対湿度 90%RH に制御された養

生室）で、間隙圧計や温湿度計がどの程度正確に測定できるか、設定温度 70℃で加熱した

際、加熱面にどの程度温度のばらつきがあるかを確認しました。その結果、注入空気圧 0.5 
MPa に対して間隙圧計の値も同程度の計測値である（空気漏れがない）こと、温度の計測

値は全体で最大約 0.2℃、相対湿度の計測値は高い相対湿度のとき（条件③）約 5%RH の

差が見られること、加熱面の表面温度は設定温度 70℃に対し、場所により 60℃～70℃の間

でばらつくことを確認しました。計測値のばらつきについては、さらなる試験や解析検討

により、原因や連成試験に及ぼす影響を確認する予定です。  
 

 
図 11 気相の影響を確認するための試験装置の概念図  
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図 10 試験結果（試験期間 18 日）  
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連成試験に使用する供試体はクニゲル V1 を用い、初期乾燥密度は比較的早期に水分の

移動が確認できること、解析のパラメータがある程度取得されていることを考慮し 1.2 
Mg/m3 と設定しました。連成試験は、温度 25℃、湿度 60%に設定した恒温恒湿室内で実施

し、ヒーターの加熱温度はセンサーの温度適用範囲を考慮し 70℃に設定しました。図  12
に計測結果の一例として温湿度計で測定した温度と相対湿度の結果を示します。温度の計

測結果は、加熱開始から数時間程度温度上昇が続き、その後ヒーター部は平均 62℃、側面

上段は平均 37℃、側面下段は平均 28℃で一定となりました。同断面に設置したセンサー

は、ほぼ同様の値を示すことから、上端部（ヒーター）から下端部にかけて供試体中にも

温度勾配が形成されていると考えられます。また、ヒーター部の温度は設定温度 70℃に対

して 8℃ほど低く、予備試験と同様の傾向が確認されました。相対湿度の計測結果は、ヒ

ーター部付近では温度上昇に伴い相対湿度が低下し、最終的には 20%RH 付近に漸近しま

した。これは、加熱面近傍の水分が温度勾配によって下側へ移動した結果であると考えら

れます。側面下段の相対湿度は試験水の浸潤により上昇し、注水開始後約 40 日後には

100%RH となりました。また、側面上段の相対湿度は試験開始後初期に一時的に上昇した

後、下降傾向を示し、その後緩やかに上昇傾向に転じることが確認されました。これは、

温度勾配による水分の移動と浸潤面からの水分の移動の両者の影響を受けた結果であると

考えられます。今後は、異なる条件での連成試験を行い、今回の試験結果との比較検証や

解析検討により、連成現象のメカニズムの理解や連成解析コードの検証を進める予定です。 
 

(a) 温度  (b) 相対湿度  

図 12 温度、相対湿度の測定結果  
 

(2) 人工バリア解体試験施工  
人工バリア性能確認試験の解体調査では、人工バリア周辺の THMC 連成現象のより詳細

なデータを取得するために、模擬 OP、緩衝材、埋め戻し材、プラグ、吹付けコンクリート、

周辺岩盤やそれらの接触面の各種分析を予定しています。分析試料の採取にあたっては、

試料を乱さずにサンプリングすることが重要となります。そこで、350m 調査坑道の試験坑

道 1 で（図  5 参照）解体調査に先立って実施した試験施工（図  13）では、令和 2 年度に

設置した人工バリアやプラグ、埋め戻し部の解体工事を行い、解体サンプリング手法の検

証を行いました。  
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図 13 人工バリア解体試験施工の概念図  

 
緩衝材や埋め戻し材などの粘土材料をボーリングマシンなどの機械でサンプリングする

場合、試料を乱さないように削孔する際には水を使わないで行う（無水掘り）必要があり

ます。しかし、無水掘りではコアビットと粘土材料の摩擦により試料が乱された報告事例 (6)

もあり、人工バリア性能確認試験で使用した材料が、どのような条件であれば試料を乱さ

ずにサンプリングできるかを確認する必要があります。そこで、緩衝材ブロックと埋め戻

し材を対象に、ボーリングマシンとハンドコアドリルによる無水掘りでのサンプリング性

能の検証を行いました。その際、コアビットと粘土材料の摩擦力は、粘土材料の含水比に

よって変わると考えられるため、含水比が異なると予測される複数の位置をサンプリング

の対象としました。サンプリング後は、粘土材料の状態を確認し、含水比を測定しました。

図 14 に緩衝材のサンプリングの概念図を示します。図に示すように、ボーリングマシン

では緩衝材 7 段分を貫くように、ハンドコアドリルでは試験孔上部から緩衝材を 1 段撤去

するごとに、各段からサンプリングを行いました。緩衝材の周りは注水した地下水で満た

されており、緩衝材の外側ほど含水比が高いことが想定されます。図 15 にサンプリング

作業の状況とサンプリング後の試料の一例を示します。採取した試料の大きさは、ハンド

コアドリルの場合、直径 50 mm、長さ約 300 mm、ボーリングマシンの場合は直径 66 mm、

長さ約 2.4 m（長さは試料 1 本あたりの合計）です。ボーリングマシンでは、打込み式と回

転式の二種類のコアビットの適用性を、ハンドコアドリルでは回転式の適用性を確認しま

した。図 16 にボーリングマシンで取得したサンプリング後の含水比測定結果の一例（緩

衝材ブロックの下から 5 段目）を示します。緩衝材内側（含水比が低い部分）では、緩衝

材は硬いため打ち込み式のコアビットは挿入できず、緩衝材外側（含水比が高い部分）で

は緩衝材の粘性が大きくなるため、回転式のコアビットでは緩衝材との摩擦により温度が
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(a) 温度  (b) 相対湿度  

図 12 温度、相対湿度の測定結果  
 

(2) 人工バリア解体試験施工  
人工バリア性能確認試験の解体調査では、人工バリア周辺の THMC 連成現象のより詳細

なデータを取得するために、模擬 OP、緩衝材、埋め戻し材、プラグ、吹付けコンクリート、

周辺岩盤やそれらの接触面の各種分析を予定しています。分析試料の採取にあたっては、

試料を乱さずにサンプリングすることが重要となります。そこで、350m 調査坑道の試験坑

道 1 で（図  5 参照）解体調査に先立って実施した試験施工（図  13）では、令和 2 年度に

設置した人工バリアやプラグ、埋め戻し部の解体工事を行い、解体サンプリング手法の検

証を行いました。  
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上昇し、緩衝材が乾燥した状態（乱された状態）で採取されました。これらの検討結果か

ら、緩衝材ブロックが初期含水比からあまり変化のない硬い部分（15%以下の含水比）で

は回転式を、地下水が浸潤し柔らかくなった部分（20%を超える含水比）では打込み式を

採用することで、試料を乱さずにサンプリングできることが分かりました。そのため、人

工バリア性能確認試験の解体調査では、事前に分析や解析などでおおよその含水比を把握

した上で、サンプリング手法を適切に選択することが重要であると考えられます。  
 

 
図 14 緩衝材サンプリングの概念図  

 

 
(a) 緩衝材ブロックのサンプリング

（ボーリングマシン）  

 
(b) 緩衝材ブロックのサンプリン

グ（ハンドコアドリル）  

 
(c) 緩衝材ブロックの吊り上げ

 
緩衝材外側（含水比が高い）  

 
緩衝材内側（含水比が低い）  

(d) サンプリング後の試料  
図 15 緩衝材のサンプリングの状況とサンプリング後の試料  

JAEA-Review 2022-025

- 20 -



 

 

 
図 16 含水比測定結果の一例（緩衝材ブロック：下から 5 段目）  
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(a) 一体取り出しイメージ  (b) 坑道内移動イメージ  

図 17 模擬 OP の一体取り出しの概念図  
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(a) 模擬 OP と付近の緩衝材の養生  (b) 一体試料に吊治具を装着  

 
(c) 試験孔から一体試料を取り出し  

 
(d) 門型架台ごと一体試料を取り出し  

図 18 模擬 OP の一体取り出しの状況  
 
埋め戻し部については、埋め戻し材と吹付けコンクリート、吹付けコンクリートと岩盤

の相互作用に関する調査を予定しています。そのためには、それらの接触面を維持した状

態で、無水掘りでサンプリングする必要があります。そのようなサンプリング手法として、

接触面を樹脂で固めた後にオーバーコアリング*42することにより、コンクリートと粘土材

料の境界部試料を取得した事例 (7 )があり、本試験施工でも樹脂で接触面を固めた後に、埋

め戻し材とコンクリート、コンクリートと岩盤の境界部の試料を一体で取得することとし

ました。図  19 にサンプリングの概念図を示します。まず、樹脂を注入するための孔（直

径 46 mm）を無水掘りで掘削し樹脂を充填しました。その後、樹脂が硬化するまで 1 日ほ

ど置き、樹脂充填孔よりも大きい径（直径 86 mm）で樹脂充填部分と重なるように無水掘

りでサンプリングしました。図  20 にサンプリング後の試料の一例を示します。図に示す

ように、事前に樹脂で固めることで接触面が固着した状態でサンプリングできることを確

認しました。  
 

 
*42：掘削したボーリング孔に樹脂などを充填した後に、そのボーリング孔を含むように再度ボーリング

孔を掘削して、試料を採取することです。 
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図 19 サンプリングと事前樹脂注入の概念図  

 

 
図 20 サンプリングした試料（樹脂充填）  

 
4.2 物質移行試験  

令和 2 年度以降は、掘削損傷領域の物質移行の評価手法の確立、有機物・微生物・コロ
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クスケール（数 m～100 m 規模）における遅延性能評価手法の整備を行います。これらの

成果は、処分事業で堆積岩を対象とする場合に、核種移行モデルを構築する際の基盤情報

となるものです。  
なお、以下の成果には、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 3 年度高レベル

放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業[JPJ007597]：ニアフィールドシステム評

価確証技術開発）の成果を含みます。  
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(1) 掘削損傷領域を対象とした物質移行試験  
令和 3 年度は、試験坑道 3 の既存孔（H4-1 孔および P 孔）において掘削損傷領域を対象

としたトレーサー（非収着性*43）試験 (8）を令和 2 年度に引き続き実施し、試験坑道 4 の周

辺岩盤に分布する掘削損傷による割れ目の連続性に関する情報を取得しました。トレーサ

ー試験は試験坑道 3 から斜め上向きに掘削された H4-1 孔の区間②および P 孔の区間②を

使用して行いました（図  21）。  
 

 
図 21 掘削損傷領域を対象としたトレーサー試験のレイアウト  

 

トレーサー試験前に実施した透水試験から、両区間の区間透水係数は 1.3×10-6 m/s であ

るとともに、H4-1 孔の区間②へ複数回の注水を行い、P 孔の区間②の水圧応答を観測した

結果、間隙水圧の変化量はわずかであるものの、水圧応答は瞬時であることから、両区間

は水理学的に連続していることが確認できました。上記の区間で孔間のトレーサー試験が

可能かを事前に把握するため、揚水区間の間隙水圧が著しく低下し、揚水中に地下水中か

ら脱ガスが生じない条件の確認を行いました。その結果、トレーサー注水区間を H4-1 孔

の区間②、揚水区間を P 孔の区間②とし、注水流量を 50 mL/min、揚水流量を 150 mL/min
としました。後述するように、トレーサー試験中に注水区間の間隙水圧の上昇を低減する

ために、試験の途中で注水流量を 20 mL/min に変更しています。トレーサーには非放射性

のトレーサーであるウラニン*44を用いました。トレーサーの投入は試験初期にパルス*45入

力条件で行い、その後定常入力条件で注入しました。本トレーサー試験は試験坑道 4 の力

学プラグの奥側で実施していますが、力学プラグの手前側から湧水が確認されていること

を踏まえると、注入したトレーサーが力学プラグを迂回して移行していることが想定され

 
*43：固体や液体などの表面に物質がくっつく現象（吸着）と、固体や液面の内部に取り込まれる現象（吸

収）の両方を合わせて収着と言い、収着を起こしにくいトレーサーを非収着性トレーサーと呼びます。 

*44：黄緑色の蛍光染料で、フルオレセインナトリウムともいいます。化学式は C20H10Na2O5 であらわされ

ます。トレーサー試薬としての利用の他、入浴剤の着色料などとしても利用されています。 

*45；トレーサーの投入方法の 1 つで、一定濃度のトレーサーを瞬間的に投入する方法です。 
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ました。したがって、トレーサーの濃度観測は揚水区間だけではなく、試験坑道 4 の壁面

や底盤の側溝を流れる湧水も採取して行うこととしました。図  22 に揚水区間のトレーサ

ー濃度、図  23 に壁面湧水などのトレーサー濃度の観測結果を示します。トレーサーの定

常入力開始から 5 日程度で P 孔の区間にトレーサーが到達し、トレーサーの注入を停止

（パルス入力から 18 日後）した後も 20 日程度まで上昇し続けました。22 日以降はトレー

サー濃度にばらつきがみられるものの、おおむね一定の濃度が観測されました。一方、壁

面湧水などについては、分析を始めた 10 日後の時点で最大 7 mg/L 程度（図 23 中の s5）
のトレーサー濃度が観測されているとともに、定常入力を停止（18 日後）した後、壁面湧

水などのトレーサー濃度は少なくとも 20 日後よりも早い段階で濃度低下が生じているこ

とから、トレーサーが s4 の壁面に到達したのは P 孔への到達よりも早かった可能性が考

えられます。  
 

 
図 22 トレーサー濃度変化（注水・揚水区間）  

経過時間はパルス入力（500 mg/L のウラニンを 20 分間注入）した時点から起算しています。  
 

 
図 23 トレーサー濃度変化（壁面湧水など）  

経過時間はパルス入力（500 mg/L のウラニンを 20 分間注入）した時点から起算しています。  
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収）の両方を合わせて収着と言い、収着を起こしにくいトレーサーを非収着性トレーサーと呼びます。 

*44：黄緑色の蛍光染料で、フルオレセインナトリウムともいいます。化学式は C20H10Na2O5 であらわされ

ます。トレーサー試薬としての利用の他、入浴剤の着色料などとしても利用されています。 

*45；トレーサーの投入方法の 1 つで、一定濃度のトレーサーを瞬間的に投入する方法です。 
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また、図 23 中の s4 および s5 の壁面湧水から有意なトレーサー濃度が観測され、10 日

経過時の濃度が揚水区間である P 孔の区間②のトレーサー濃度と比べて優位に高いことが

分かります。注水区間である H4-1 孔の区間②から、s4 および s5 の間には力学プラグが設

置されていることを踏まえると、注入したトレーサーは力学プラグを迂回して力学プラグ

の手前側に到達したと推定されます。力学プラグ奥の移行経路としては、(A)掘削損傷の割

れ目を移行、(B)掘削損傷の割れ目から岩盤と支保工（もしくは支保工と埋め戻し材）の境

界部を介して移行、(C)掘削損傷の割れ目から岩盤と支保工（もしくは支保工と埋め戻し材）

の境界部を介して坑道底盤の方に移行し、底盤コンクリートと岩盤境界部を介して移行、

の 3 つが考えられます。このうち(A)の経路で移行したと考えられる H4-1 孔の区間②から

P 孔の区間②に到達するウラニンの濃度が相対的に低い上に、移行距離としては長いにも

関わらず力学プラグの手前側へより早くトレーサーが到達していることから、掘削損傷の

割れ目と比べ、岩盤と支保工や支保工と埋め戻し材の境界に生じ得る移行経路の方が相対

的に選択的な移行経路となりやすい可能性を示唆しています。これは、掘削損傷の割れ目

を遮断するためのプラグや埋め戻し材の施工において、材料境界部の適切な処置をするこ

とが、坑道やプラグを介した核種移行を低減する観点では非常に重要であることを示唆し

ています。  
今後は、令和 3 年度に取得したトレーサー試験結果などのデータに基づき、より定量的

に移行経路の分析を図るとともに、その分析結果に基づき、掘削損傷領域における物質移

行特性パラメータの算出を試行する予定です。  
 

(2) 有機物・微生物・コロイドを対象とした物質移行試験  
有機物・微生物・コロイドを対象とした物質移行試験では、地下水中に含まれる有機物・

微生物・コロイドと元素との相互作用が、地下水中の元素の岩盤中への拡散挙動および岩

盤への収着挙動に与える影響を評価することを目的に、物質移行試験を実施します。令和

3 年度は、350m 調査坑道において新規にボーリング孔を掘削し、掘削直後の地下水中の化

学成分の分析、間隙水圧や物理化学パラメータ（pH、酸化還元電位*46（以下、Eh）、電気

伝導度*47（以下、EC）、溶存酸素濃度（以下、DO））の連続モニタリングを開始しました。  
350m 調査坑道の底盤より、鉛直下向きに長さ約 3 m のボーリング孔を 2 本（21-350-TRA

孔および 21-350-TRB 孔）掘削し、パッカー*48や流量計、間隙水圧計などの物質移行試験

装置を設置しました（図 24）。ここでは、21-350-TRA 孔の結果を示します。21-350-TRA 孔

において、パッカーによって区切られた試験区間（区間長 250 mm）の水圧を継続的にモニ

タリングしました。その結果、採水などに伴う試験区間の開放により水圧は低下するもの

 
*46：地下水の酸化還元状態を表します。酸化還元電位が低い地下水ほど、含まれる酸素が少なく還元状

態であることを表します。 

*47：電気の通しやすさを表す値で、電気伝導度が大きい（電気を通しやすい）ほど地下水に溶けている

イオンの量が多いことを表します。 

*48：ボーリング孔の中を試験区間あるいは地下水やガスの採取区間として区切るために設置する装置の

1 つです。ゴム製のものが用いられることが多く、水や空気などで膨らませてボーリング孔壁に密着

させることで区間を区切ります。複数のパッカーを使うことでボーリング孔内に複数の試験区間・採

取区間を作ることができます。 
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の速やかに回復し、最大でも 2 週間程度で安定することを確認しました（図  25）。また、

パッカー設置から約 3 か月後に試験区間から採取した地下水中の元素濃度を分析し、350m
調査坑道の他のボーリング孔から採取した地下水と同様にナトリウムイオン（Na+）と塩化

物イオン（Cl-）がそれぞれ主要な陽イオンおよび陰イオンであることを確認しました（表  
2）。さらに、試験区間内の地下水の物理化学パラメータを連続観測し、掘削による水質へ

の影響の程度や原位置の地下水水質への回復挙動を確認しました（図  26）。pH、EC およ

び DO は、これまでに 350m 調査坑道のボーリング孔で得られた測定値（表  3）とおおむ

ね同程度の値を示しました。Eh が時間経過とともに徐々に低下しており、ボーリング孔掘

削時の掘削水による酸化の影響が低減されていると考えられます。今後は、21-350-TRA 孔

および 21-350-TRB 孔において物理化学パラメータの観測を継続し、Eh などのパラメータ

の傾向や値を確認します。その上で、高レベル放射性廃棄物に含まれるアクチノイド*49の

アナログ元素*50であり、既往の研究 (9)などから有機物や微生物との相互作用が示唆される希

土類元素*51などの非放射性トレーサーをタンクに添加し、経路内を循環させ（図  24 の循

環経路）、物質移行試験を開始する予定です。  
 

(a) 装置の設置状況  (b) 装置の概念図  
図 24 350m 調査坑道に設置した物質移行試験装置および概念図  

 

 
*49：アクチノイドは、原子番号 89 のアクチニウム（Ac）から 103 のローレンシウム（Lr）までの 15 元

素の総称です。 

*50：高レベル放射性廃棄物に含まれる元素と同様の化学的性質を示す元素のことをいいます。アナログ

元素を使った調査や試験を行うことで、高レベル放射性廃棄物に含まれる元素の移行挙動などを知る

ことができます。 

*51：希土類元素は、原子番号 21 のスカンジウム（Sc）と 39 のイットリウム（Y）に、原子番号 57 のラ
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図 25 21-350-TRA 孔の試験区間の間隙水圧の推移  

 
表 2 21-350-TRA 孔の試験区間から採取した地下水中の元素濃度  

元素  Na+ K+ Mg2+ Ca2+ Cl- SO4
2- 全無機  

炭素  
全有機

炭素  
濃度  

（mg/L）  2,810 68.0 56.8 151 5,030 33.4 413 16 

 

 
図 26 21-350-TRA 孔の試験区間における水質の連続モニタリング結果  
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表 3 350m 調査坑道の 13-350-C05 孔における水質モニタリング結果の平均値 (10)（平成

29 年度～令和元年度）  
 単位  平均値（平成 29 年度～令和元年度）  
pH - 6.9 

酸化還元電位（Eh）  mV -246 

電気伝導度（EC）  mS/m 1,605 

溶存酸素濃度（DO）  mg/L 0.45 

※13-350-C05 孔の位置は図  107 を参照。  

 
また、堆積岩の地下水中に一般的に存在する有機物（特に、元素と結合しやすいと考え

られるフミン酸*52）の存在が地下水中の元素の存在状態に与える影響を評価するための室

内試験を、原位置の試料を利用して実施しました。350m 調査坑道から採取した地下水に複

数の非放射性の希土類元素（セリウム（Ce）、ネオジム（Nd）、ユウロピウム（Eu）および

ホルミウム（Ho））を添加し、その後、異なるサイズ（0.2 µm、10 kDa*53、3 kDa）のフィ

ルターで限外ろ過*54を行いました。希土類元素のみを添加した場合と、希土類元素に加え

て地下水から抽出したフミン酸を 10 mg/L 添加（試験区間の地下水中の全有機炭素濃度は

16 mg/L：表  2）した場合を比較したところ、10 kDa のろ過サイズまでは、フミン酸を添加

した場合の方がろ過後の希土類元素濃度が高くなりました（図  27）。この結果から、希土

類元素は地下水に添加したフミン酸と結合して 3 kDa のろ過サイズよりも大きなコロイド

を形成し、地下水中により存在しやすい状態となったことが示唆されます。物質移行を検

討する上で、有機物およびそのコロイドと元素との結合状態が重要であることが確認でき

ました。  
 

(a) Ce (b) Eu 
図 27 幌延の地下水（深度 350 m）に対する希土類元素およびフミン酸の添加試験  

 
*52：植物などが微生物により分解される最終生成物のうち、酸性である無定形高分子物質のことで、腐

植酸とも呼ばれます。 

*53：質量を表す単位であり、質量数 12 の炭素原子の質量の 1/12 と定義されていますが、限外ろ過に用

いられるフィルターサイズの指標としても用いられます。10 kDa（キロダルトン）のろ過フィルター

サイズとは、10 kDa（10,000 Da）より小さな質量の分子が通ることのできる孔径の指標を意味します。 

*54：コロイド粒子などの、通常のろ過方法では分離できない微細な粒子をろ過する方法で、約 1 kDa～

1,000 kDa の分子を分離することができます。 
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(3) ブロックスケールを対象とした物質移行試験  
令和 3 年度は、東立坑底盤（深度 380 m）から掘削した 2 本のボーリング孔（FZ-01 孔お

よび FZ-02 孔 (8)）を利用し、孔間のトレーサー試験を実施しました（図  28）。トレーサー

試験は揚水区間となる FZ-01 孔の区間 2 のトレーサー濃度の観測状況を見ながら、注水/揚
水流量、トレーサー濃度およびトレーサー注入濃度を変えながら実施しました。表  4 に一

連のトレーサー試験の試験条件を示します。トレーサー試験（パルス）およびトレーサー

試験（定常①）では揚水区間でトレーサーが確認されなかったため、添加するウラニン濃

度を高くして再度トレーサー試験（定常②）を実施しています。  
 

 
図 28 ブロックスケールを対象とした物質移行試験の概念図  

 
表 4 トレーサー試験条件  

日付  イベント  
試験条件  

トレーサー  揚水流量  
（mL/min）  

注水流量  
（mL/min）種類  濃度（mg/L）

R3/11/1 トレーサー試験  
（パルス）開始  ウラニン  100 200 10 

R3/11/6 トレーサー試験  
（定常①）開始  

ウラニン  10 
200 100 ヨウ化ナトリウム 1,000 

塩化モリブデン  30 

R3/11/12 揚水流量変更  － － 500 10 

R3/11/12 トレーサー注入停止  － － 500 10 

R3/11/15 トレーサー試験  
（定常②）開始  

ウラニン  100 
500 10 

ヨウ化ナトリウム 1,000 

R3/12/6 トレーサー試験  
（定常）終了  －  －  －  －  
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図 29 にトレーサー試験（定常②）のウラニンについての試験結果を示します。ウラニ

ンの注入から約 3 日程度で揚水区間へのウラニンの到達が確認できました。その後、18 日

程度までウラニン濃度が上昇を続け、18 日以降に約 0.27 mg/L 程度で落ち着く結果となり

ました。一方で、注入したウラニンの量に対する揚水孔で回収したウラニンの量の比（累

積回収率）は非常に小さく、試験終了時点での累積回収率は約 0.004%でした。なお、トレ

ーサー試験（パルス）およびトレーサー試験（定常①）で投入したウラニンの量はトレー

サー試験（定常②）と比べ無視できるほど少ないため、累積回収率の計算からは除外して

います。  
一連のトレーサー試験において、揚水および注水は常に継続しているため、トレーサー

試験（定常②）の開始から 4 日後に到達したウラニンはトレーサー試験（定常①）までに

投入したウラニンが揚水流量を変更（200 mL/min→500 mL/min）したことにより、孔間の

地下水の流れが変わり、それまで非常に遅い流速で流れる移行経路もしくは新たに形成さ

れた移行経路を介して到達した可能性が考えられます。揚水流量を変更した時点から起算

した場合、揚水区間に到達するまでの時間は約 6 日程度となります。  
 

 
図 29 トレーサー試験（定常②）結果  

経過時間はトレーサー試験（定常②）の開始時間から起算しています。  
 
図 30 に示すように、見かけの動水勾配*55とトレーサー回収点にトレーサーが到達した

時間との関係について、割れ目や断層間の水理学的連結性が良い稚内層浅部で実施した、

ウラニンをトレーサーとした試験結果と比較しました。図  30 のプロットの基となるトレ

ーサー試験は、使用したボーリング孔孔間の距離や試験中の注水区間および揚水区間の間

隙水圧がそれぞれ異なり、トレーサーを注入してから回収されるまでの時間（割れ目など

における物質の移行のしやすさ）は単純に比較することができないため、注水区間と揚水

区間の間の移行経路が 1 経路のみであり、ウラニンの移行挙動が動水勾配のみに支配され

 
*55：地下水の動きを決める要因の 1 つで、地下水が流れる方向の単位距離当たりの水圧の差を言いま

す。地下水は、水圧の高い方から低い方へ移動します。 

 

 

(3) ブロックスケールを対象とした物質移行試験  
令和 3 年度は、東立坑底盤（深度 380 m）から掘削した 2 本のボーリング孔（FZ-01 孔お

よび FZ-02 孔 (8)）を利用し、孔間のトレーサー試験を実施しました（図  28）。トレーサー

試験は揚水区間となる FZ-01 孔の区間 2 のトレーサー濃度の観測状況を見ながら、注水/揚
水流量、トレーサー濃度およびトレーサー注入濃度を変えながら実施しました。表  4 に一

連のトレーサー試験の試験条件を示します。トレーサー試験（パルス）およびトレーサー

試験（定常①）では揚水区間でトレーサーが確認されなかったため、添加するウラニン濃

度を高くして再度トレーサー試験（定常②）を実施しています。  
 

 
図 28 ブロックスケールを対象とした物質移行試験の概念図  

 
表 4 トレーサー試験条件  

日付  イベント  
試験条件  

トレーサー  揚水流量  
（mL/min）  

注水流量  
（mL/min）種類  濃度（mg/L）

R3/11/1 トレーサー試験  
（パルス）開始  ウラニン  100 200 10 

R3/11/6 トレーサー試験  
（定常①）開始  

ウラニン  10 
200 100 ヨウ化ナトリウム 1,000 

塩化モリブデン  30 

R3/11/12 揚水流量変更  － － 500 10 

R3/11/12 トレーサー注入停止  － － 500 10 

R3/11/15 トレーサー試験  
（定常②）開始  

ウラニン  100 
500 10 

ヨウ化ナトリウム 1,000 

R3/12/6 トレーサー試験  
（定常）終了  －  －  －  －  
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ることを仮定（見かけの動水勾配）し、この時のトレーサーの到達時間との比較を行いま

した。稚内層浅部においては見かけの動水勾配によらず、0.1 日以内にトレーサーが到達す

る傾向にある一方で、今回のトレーサー試験はトレーサーの到達時間が非常に遅い傾向が

確認できます。  
以上のことから、稚内層深部の断層は水理学的連続性が限定的であるとともに、物質移

行の観点からもその移行経路は限定的であることが示唆されました。  
今後は、ヨウ化ナトリウムや塩化モリブデンの試験結果の分析を進めるとともに、解析

などにより稚内層深部の断層の移行経路としての特性を評価する予定です。  
 

 
図 30 見かけの動水勾配に応じたトレーサーの到達時間  

 
(4) 物質移行試験に関わる基礎的な調査研究  

堆積岩における主要な水みちは、岩盤中の割れ目であると考えられますが、非常にゆっ

くりとした地下水流動系では割れ目の少ない健岩部も水みちとして重要になる可能性があ

ります。健岩部における地下水の移動は、岩盤中の物質移行に対して大きな遅延効果をも

たらすため、健岩部の寄与を評価する手法の開発が重要になります。声問層と稚内層の岩

石中の空隙率と透水係数には相関性が見られる一方で (11)、周囲の間隙水とは水質が明らか

に異なる閉塞された空隙も存在することが分かっています (12)。地下水の流れに寄与しない

閉塞された空隙中では微生物の活動に必要な栄養が枯渇する可能性が考えられることから、

そこには微生物が存在しないことが予想されます。本研究では、岩石中において生きた微

生物が存在する箇所は、わずかながらも地下水を介した物質移行が進行する場所であると

考えられることに着目し、微生物を指標とした岩盤中の水みちの評価手法の開発に取り組

んでいます。  
令和 2 年度は、地下施設の 350m 調査坑道から得られた岩石試料を用いて薄片試料を作

成し、微生物の細胞を染色することで岩石中の微生物分布を取得しました。350m 調査坑道

から得られた岩石試料は珪質泥岩の稚内層であり、そこでは微生物は観察領域内において

均質に存在するのではなく、微小空隙の中に密集して存在することが分かりました。一方
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で、蛍光顕微鏡による観察領域が限られていたため、岩石試料全体に占める微生物の存在

箇所の割合が不明でした。また、微生物の密度が低い場合、染色剤による微生物細胞から

の発色が岩石中に含まれる微生物以外の有機物などからの発色と区別することが難しくな

るという課題がありました。  
令和 3 年度は、自動で連続的に観察することが可能な蛍光顕微鏡を用いて岩石試料全体

の微生物分布画像を取得するとともに、微生物細胞を識別可能な空間分解能*56を有するナ

ノ赤外分光分析システムを用いて、染色された物質が微生物であるか確認しました。個別

の赤外吸収スペクトル*57の例として図 31 に、微生物細胞とベントナイト、蛍光染色剤、

樹脂の分析結果を示します。微生物細胞の分析結果には、アミド基（炭素原子と窒素原子

や酸素原子の結合や、窒素原子と水素原子の結合）などのアミノ酸に特徴的な吸収スペク

トルが見られ、ケイ酸塩鉱物（ベントナイト）や蛍光染色剤、樹脂と区別できることが分

かります。また、ベントナイトの分析結果には、ケイ酸塩に特徴的なケイ素原子と酸素原

子の結合に由来する吸収スペクトルが見られ、有機物と鉱物とを区別することができます。

これらの特徴に着目した薄片試料の赤外吸収画像を図 32 に示します。蛍光の発色が強い

箇所において波数 1,530 cm−1 における比較的強い赤外吸収が見られることから、微生物の

存在を確認することができます。また、微生物は、健岩部全体に均質に存在するのではな

く、限られた微小空隙に存在することが分かりました。このことから、稚内層の健岩部に

おける物質移行は、岩石全体において均質に進行するのではなく、限られた微小空隙を介

して行われることが推察されます。  
今後は、稚内層深部や稚内層と比較して空隙構造の異なる声問層も含めた観察事例を拡

充するとともに、微生物の存在する微小空隙と存在しない箇所における鉱物などの元素組

成の違いを調べる予定です。なお、本研究は、東京大学との共同研究として実施していま

す。  
 

 
*56：分解能とは、器械・装置などで物理量を識別できる能力のことを指します。顕微鏡では、見分けら

れる 2 点間の最小距離を指し、解像度に相当します。 

*57：光や電磁波などが物質に当たったときに、その物質特有の波長の範囲が吸収されます。その強度を

波長の順に並べた強度分布のことを、吸収スペクトルといいます。図 31 では、横軸を波長の逆数で

ある波数で表しています。 

 

 

ることを仮定（見かけの動水勾配）し、この時のトレーサーの到達時間との比較を行いま

した。稚内層浅部においては見かけの動水勾配によらず、0.1 日以内にトレーサーが到達す

る傾向にある一方で、今回のトレーサー試験はトレーサーの到達時間が非常に遅い傾向が

確認できます。  
以上のことから、稚内層深部の断層は水理学的連続性が限定的であるとともに、物質移

行の観点からもその移行経路は限定的であることが示唆されました。  
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図 30 見かけの動水勾配に応じたトレーサーの到達時間  
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くりとした地下水流動系では割れ目の少ない健岩部も水みちとして重要になる可能性があ

ります。健岩部における地下水の移動は、岩盤中の物質移行に対して大きな遅延効果をも

たらすため、健岩部の寄与を評価する手法の開発が重要になります。声問層と稚内層の岩

石中の空隙率と透水係数には相関性が見られる一方で (11)、周囲の間隙水とは水質が明らか

に異なる閉塞された空隙も存在することが分かっています (12)。地下水の流れに寄与しない

閉塞された空隙中では微生物の活動に必要な栄養が枯渇する可能性が考えられることから、

そこには微生物が存在しないことが予想されます。本研究では、岩石中において生きた微

生物が存在する箇所は、わずかながらも地下水を介した物質移行が進行する場所であると

考えられることに着目し、微生物を指標とした岩盤中の水みちの評価手法の開発に取り組

んでいます。  
令和 2 年度は、地下施設の 350m 調査坑道から得られた岩石試料を用いて薄片試料を作

成し、微生物の細胞を染色することで岩石中の微生物分布を取得しました。350m 調査坑道

から得られた岩石試料は珪質泥岩の稚内層であり、そこでは微生物は観察領域内において

均質に存在するのではなく、微小空隙の中に密集して存在することが分かりました。一方
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図 31 赤外吸収スペクトルによる微生物の識別  

ベントナイトは、ボーリング掘削時に孔壁を保護するために添加しています。蛍光染色剤は、微生物細

胞を染色して識別しやすくするためのものです。樹脂は、岩石試料から薄片を作成する際に試料を固定

するためのものです。  
 

 
図 32 350m 調査坑道から得られた岩石試料（稚内層）中の微生物分布  

蛍光画像における濃い黄緑色の箇所は、微生物細胞（有機物）を示しています。赤外吸収画像の緑色と

赤色はそれぞれ、鉱物と微生物細胞の指標になり、図  31 の波数 1,000 cm−1 と波数 1,530 cm−1 における吸

収強度に相当します。  
 
物質移行特性評価手法の高度化のためには、溶存形態が複雑な元素の収着特性を考慮し

た物質移行解析が必要になります。これらの元素の収着特性については、個別の反応を考

慮した室内試験が多数実施されており、今後は、深部地下環境における複雑な反応系の中

で、どのような収着反応が支配的であるか評価し、原位置における物質移行試験のデータ

解釈に活用していく必要があります。  
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そのため、溶存形態が複雑な元素の深部地下環境中における岩盤への収着特性を明らか

にすることを目的として、堆積岩中の微量元素の化学形態や濃集挙動に関する分析を実施

しました。令和 2 年度に引き続き、令和 3 年度は、室内試験が多数実施されているセレン

（Se）に着目した分析を実施しました。令和 3 年度は、岩層の違いによる存在形態の違い

を明らかにするために水理特性が異なる声問層および稚内層の 2 つの岩層を対象としてセ

レンの存在固相・収着形態に着目した分析を実施しました。  
堆積岩試料を薄片加工し、数十 µm スケールにて µ-XRF 法*58による元素のマッピング分

析および µ-XAFS 法*59によるセレンの化学形態分析を行った結果、セレンは岩層の違いに

よらず、鉄（Fe）や硫黄（S）のカウントが高い部分にスポット的に存在し、パイライト

（FeS2）に濃集していることが明らかになりました（図  33）。また、声問層および稚内層

のどちらの岩層においても、セレン濃集部におけるセレンの化学形態（価数）は、0 価ま

たは-I 価であり、動きにくい化学形態として保持されていることが明らかになりました（図  
34）。セレンが濃集している状態について、局所的な構造を明らかにするため、結晶構造が

既知の鉱物のデータを用いて解析を実施しました。その結果、セレンはパイライトの中の

硫黄と一部置換した結合状態で存在し、セレンがパイライトの結晶構造に取り込まれてい

ることが明らかになりました（表  5）。また、解析の対象としたパイライトは、微生物反応

によって生成すると考えられているフランボイダル（木苺）状（図  35）であり、セレンの

収着において微生物反応が重要な役割を担う可能性が示唆されました。今後、硫黄の同位

体分析などを行うことで、セレンの収着における微生物反応の関与の有無を評価していき

ます。  
 

(a) 声問層の試料（試料番号：HDB11-16）  (b) 稚内層の試料（試料番号：HDB11-25）  

図 33 µ-XRF 分析で取得されたセレン（Se）、鉄（Fe）、硫黄（S）、カルシウム（Ca）の

元素マッピングの結果の例  
 

*58：ビーム径が数 µm の X 線を分析試料に照射し、発生する蛍光 X 線をエネルギーによって分光するこ

とで、分析点に含有されている元素の種類を調べる分析手法です。 

*59：ビーム径が数 µm の X 線を分析試料に照射し、X 線が吸収されたスペクトルを解析することで、元

素の化学形態や結合状態について明らかにする分析手法です。 

 

 

 
図 31 赤外吸収スペクトルによる微生物の識別  

ベントナイトは、ボーリング掘削時に孔壁を保護するために添加しています。蛍光染色剤は、微生物細

胞を染色して識別しやすくするためのものです。樹脂は、岩石試料から薄片を作成する際に試料を固定

するためのものです。  
 

 
図 32 350m 調査坑道から得られた岩石試料（稚内層）中の微生物分布  

蛍光画像における濃い黄緑色の箇所は、微生物細胞（有機物）を示しています。赤外吸収画像の緑色と

赤色はそれぞれ、鉱物と微生物細胞の指標になり、図  31 の波数 1,000 cm−1 と波数 1,530 cm−1 における吸

収強度に相当します。  
 
物質移行特性評価手法の高度化のためには、溶存形態が複雑な元素の収着特性を考慮し

た物質移行解析が必要になります。これらの元素の収着特性については、個別の反応を考

慮した室内試験が多数実施されており、今後は、深部地下環境における複雑な反応系の中
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■ 声問層 ■ 稚内層 □ 図 33 で示したポイント  

(a) セレン  (b) 鉄  
図 34 セレンの濃集が確認された部分の µ-XAFS 測定結果  

 
表 5 セレンの結合状態（近傍元素、配位数、原子間距離）に関する解析結果  

(a) パイライトの結晶構造中の硫黄を一部セレン

に置換した場合の結合状態  
(b) 幌延の岩石中のセレンの結合状態  

セレンの近接原子  配位数  原子間距離（nm） セレンの近接原子 配位数  原子間距離（nm）

Se-S 1 0.2156 Se-S 1 0.223±0.002 
Se-Fe 3 0.2264 Se-Fe 3 0.229±0.001 
Se-S 6 0.3078 Se-S 6 0.306±0.001 
Se-S 6 0.3321 Se-S 6 0.332±0.002 
Se-Fe 3 0.3445 Se-Fe 3 0.347±0.002 

 

 
図 35 幌延の岩石試料でセレンの濃集が確認されたパイライトの反射電子像  

 
このような微量元素の化学形態や収着メカニズムに関する詳細な分析手法については、

セレンと化学的特性の類似した元素のみならず、他の溶存形態が複雑な収着特性を持つ元

素（ニッケル（Ni）、コバルト（Co）、ユウロピウム（Eu）など）にも適応することができ

るため、これまでの物質移行試験において得られた結果を評価する際に有用な手法です。

物質移行特性評価手法の高度化のため、今後も継続して溶存形態が複雑な元素の収着特性

に関する評価手法の開発を進めていく予定です。   
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5. 処分概念オプションの実証  

5.1 人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験  
5.1.1 操業・回収技術等の技術オプションの実証、閉鎖技術の実証  

令和 2 年度以降は、操業・回収技術などの技術オプションの実証、閉鎖技術の実証が課

題となります。そこで、具体的には以下の 3 つの項目に取り組んでいきます。  
 搬送定置・回収技術の実証  
 閉鎖技術の実証  
 人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いによる品質保証体系の

構築  
搬送定置・回収技術の実証としては、緩衝材や埋め戻し材の状態に応じたこれらの除去

技術の技術オプションの整理、より合理的に人工バリアを回収するための手法の提示、回

収可能性を維持した場合の処分場の安全性への影響に関する品質評価手法の提示を行いま

す。  
閉鎖技術の実証としては、将来の処分場閉鎖後に、坑道や掘削損傷領域が地上まで直結

する移行経路となることを防ぐために、地下施設および周辺岩盤の長期的な変遷を考慮し

つつ、埋め戻し材やプラグなどに期待される性能の具体化や設計評価技術の改良・高度化

を図ります。また、埋め戻し材やプラグなどの施工方法の原位置環境への適用性・実現性

について確認します。具体的には、以下に示す 5 項目について室内試験や原位置試験、数

値解析などを実施していきます。  
① 埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方の提示  
② 埋め戻し材の設計評価に必要となる緩衝材膨出抑制機能の把握  
③ 掘削損傷領域の連続性を遮断するための施工技術の実証  
④ 掘削損傷領域の調査技術の高度化  
⑤ 坑道内から掘削されたボーリング孔の閉塞技術の実証  
人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いに係る品質保証体系の構築に

ついては、人工バリア性能確認試験において、注入する地下水の圧力や量を増加させ、緩

衝材に十分に水を浸潤させた状態で得られる情報などに基づき、埋め戻し材の施工方法（締

固め、ブロック方式など）に応じた緩衝材の品質の違いを把握します。また、埋め戻し方

法（プラグの有無など）・回収方法による埋め戻し材の品質の違いを把握します。緩衝材へ

の水の浸潤挙動を把握するための試験として、緩衝材流出試験を継続します。  
これらの成果は、将来的に処分場を閉鎖する際に適用される閉鎖技術に求める性能を設

定する際やその性能を担保するために必要となる設計・施工技術を選択する際の基盤情報

となります。  
 

(1) 搬送定置・回収技術の実証  
回収可能性を維持した場合の処分場の安全性への影響に関する品質評価手法の提示につ

いては、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 3 年度高レベル放射性廃棄物等の

地層処分に関する技術開発事業［JPJ007597］：回収可能性技術高度化開発）の一環として、

①実際の地下環境における支保部材の状態把握および②実際の地下深部の坑道で生じる事

 

 

 
■ 声問層 ■ 稚内層 □ 図 33 で示したポイント  

(a) セレン  (b) 鉄  
図 34 セレンの濃集が確認された部分の µ-XAFS 測定結果  

 
表 5 セレンの結合状態（近傍元素、配位数、原子間距離）に関する解析結果  

(a) パイライトの結晶構造中の硫黄を一部セレン

に置換した場合の結合状態  
(b) 幌延の岩石中のセレンの結合状態  

セレンの近接原子  配位数  原子間距離（nm） セレンの近接原子 配位数  原子間距離（nm）

Se-S 1 0.2156 Se-S 1 0.223±0.002 
Se-Fe 3 0.2264 Se-Fe 3 0.229±0.001 
Se-S 6 0.3078 Se-S 6 0.306±0.001 
Se-S 6 0.3321 Se-S 6 0.332±0.002 
Se-Fe 3 0.3445 Se-Fe 3 0.347±0.002 

 

 
図 35 幌延の岩石試料でセレンの濃集が確認されたパイライトの反射電子像  

 
このような微量元素の化学形態や収着メカニズムに関する詳細な分析手法については、

セレンと化学的特性の類似した元素のみならず、他の溶存形態が複雑な収着特性を持つ元

素（ニッケル（Ni）、コバルト（Co）、ユウロピウム（Eu）など）にも適応することができ

るため、これまでの物質移行試験において得られた結果を評価する際に有用な手法です。

物質移行特性評価手法の高度化のため、今後も継続して溶存形態が複雑な元素の収着特性

に関する評価手法の開発を進めていく予定です。   

JAEA-Review 2022-025

- 37 -



 

 

象の整理に関する試験・分析ならびに数値解析を実施しました。  
 

① 実際の地下環境における支保部材の状態把握  
安全に回収作業を行うためには、処分坑道内の空間が保たれていることが必要となりま

す。この評価のために、処分坑道に施工される吹付けコンクリートの経年劣化の把握を目

的としたコンクリート試験体の暴露試験を実施しています。具体的には、地下坑道の吹付

けコンクリートと同様の成分および施工方法で作製したコンクリート試験体を、令和 2 年

度より坑道内における大気条件下および浸潤条件下に定置しています（図 36）。令和 3 年

度は、定置から約 8 か月が経過した時点で一部の試験体を回収し、物性や化学状態を把握

するための試験・分析に供しました。  
大気条件下に定置した試験体は表面から約 3 mm の深さまで中性化が進んでいるのに対

し、湿潤条件下に定置した試験体では中性化の領域がごくわずかであることが分かりまし

た（図 37）。試験体の表面から約 4 mm までの深さを対象として電子プローブマイクロア

ナライザー*60により元素分布を観察すると、中性化が生じている領域では CaO および SO3

の濃度が減少していることが確認できました（図 38）。また、試験体中の空隙率の分布を

水銀圧入法により測定すると、大気条件下に定置した試験体の中性化が生じている領域で

は、中性化の生じていない領域に比べて空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙の割合が増加して

いることが分かりました（図 39）。これらの結果から、大気条件下に定置した試験体の表

面から約 3 mm までの深さで CaO や SO3 を含むセメント生成物（C-S-H*61、エトリンガイ

ト*62など）が分解し、空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙が増加していると考えられます。一

方、湿潤条件下に定置した試験体における空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙の割合は大気条

件下に定置した試験体と比べて低く、中性化が生じていない領域でより低いことが分かり

ました（図  39）。湿潤条件下で定置した場合の方が間隙により多くの水が含まれ、セメン

トの水和反応がより速く進行したために、緻密な構造が形成されたと考えられます。  
以上のように、大気条件と浸潤条件下での約 1 年間の定置によって試験体に生じた物性

や化学状態の変化を観測することができました。令和 4 年度も、コンクリート試験体の暴

露試験を継続するとともに、定期的に試験体の分析を行い、地下環境でのコンクリートの

劣化挙動に係るデータの取得を進めます。  
 

 
*60：電子プローブマイクロアナライザー（Electron Probe Micro Analyzer：EPMA）は、電子ビームを

測定対象に照射したときに、電子と対象を構成する元素の相互作用によって発生する元素に特有な X

線（特性 X 線）を検出することで、対象を構成する元素を分析する装置です。 

*61：ケイ酸カルシウム水和物（Calcium Silicate Hydrate）とも呼ばれ、コンクリートに含まれる主要

な水和物の 1 つであり、カルシウムやシリカを含みます。含まれるカルシウムややシリカの物質量の

比によって組成や性質が異なります。 

*62：セメント水和物の 1 つで、化学式 3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O で表される化合物の鉱物です。 
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(a) 定置装置の概念図  (b) 定置状況  
図 36 コンクリート試験体の暴露試験  

 

(a) 大気条件下  
呈色のみられない領域（青色線の外側）  

：表面から約 3 mm 

(b) 湿潤条件下  
呈色のみられない領域（▲）  

：ごく一部に限定  
図 37 コンクリート試験体の変質領域  

試験体（1 辺 5 cm）の半割面にフェノールフタレインを塗布し、色の変化が見やすいように色調を変化

させた写真です。フェノールフタレインは pH がおよそ 8～12 の範囲で赤色を呈する試薬であり、中性

化が進行して pH が低下した領域では、フェノールフタレインの呈色が見られなくなります。  
  

 

 

象の整理に関する試験・分析ならびに数値解析を実施しました。  
 

① 実際の地下環境における支保部材の状態把握  
安全に回収作業を行うためには、処分坑道内の空間が保たれていることが必要となりま

す。この評価のために、処分坑道に施工される吹付けコンクリートの経年劣化の把握を目

的としたコンクリート試験体の暴露試験を実施しています。具体的には、地下坑道の吹付

けコンクリートと同様の成分および施工方法で作製したコンクリート試験体を、令和 2 年

度より坑道内における大気条件下および浸潤条件下に定置しています（図 36）。令和 3 年

度は、定置から約 8 か月が経過した時点で一部の試験体を回収し、物性や化学状態を把握

するための試験・分析に供しました。  
大気条件下に定置した試験体は表面から約 3 mm の深さまで中性化が進んでいるのに対

し、湿潤条件下に定置した試験体では中性化の領域がごくわずかであることが分かりまし

た（図 37）。試験体の表面から約 4 mm までの深さを対象として電子プローブマイクロア

ナライザー*60により元素分布を観察すると、中性化が生じている領域では CaO および SO3

の濃度が減少していることが確認できました（図 38）。また、試験体中の空隙率の分布を

水銀圧入法により測定すると、大気条件下に定置した試験体の中性化が生じている領域で

は、中性化の生じていない領域に比べて空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙の割合が増加して

いることが分かりました（図 39）。これらの結果から、大気条件下に定置した試験体の表

面から約 3 mm までの深さで CaO や SO3 を含むセメント生成物（C-S-H*61、エトリンガイ

ト*62など）が分解し、空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙が増加していると考えられます。一

方、湿潤条件下に定置した試験体における空隙径 0.01 µm～0.1 µm の空隙の割合は大気条

件下に定置した試験体と比べて低く、中性化が生じていない領域でより低いことが分かり

ました（図  39）。湿潤条件下で定置した場合の方が間隙により多くの水が含まれ、セメン

トの水和反応がより速く進行したために、緻密な構造が形成されたと考えられます。  
以上のように、大気条件と浸潤条件下での約 1 年間の定置によって試験体に生じた物性

や化学状態の変化を観測することができました。令和 4 年度も、コンクリート試験体の暴

露試験を継続するとともに、定期的に試験体の分析を行い、地下環境でのコンクリートの

劣化挙動に係るデータの取得を進めます。  
 

 
*60：電子プローブマイクロアナライザー（Electron Probe Micro Analyzer：EPMA）は、電子ビームを

測定対象に照射したときに、電子と対象を構成する元素の相互作用によって発生する元素に特有な X

線（特性 X 線）を検出することで、対象を構成する元素を分析する装置です。 

*61：ケイ酸カルシウム水和物（Calcium Silicate Hydrate）とも呼ばれ、コンクリートに含まれる主要

な水和物の 1 つであり、カルシウムやシリカを含みます。含まれるカルシウムややシリカの物質量の

比によって組成や性質が異なります。 

*62：セメント水和物の 1 つで、化学式 3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O で表される化合物の鉱物です。 
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CaO 

 
SO3 

(a) 大気条件下  

 
CaO 

 
SO3 

(b) 湿潤条件下  
図 38 コンクリート試験体中の元素分布  

 

(a) 大気条件下  (b) 湿潤条件下  
図 39 コンクリート試験体中の空隙率分布  

 
② 実際の地下深部の坑道で生じる事象の整理に関する試験・分析、数値解析  

回収可能性を考慮した場合、長期間にわたり坑道が大気開放条件下に置かれることが想

定されます。処分坑道内の空間の長期間の安全性を地質環境の観点から評価することや、

長期にわたる坑道の大気への暴露が坑道閉塞後の地質環境の回復過程に及ぼす影響を評価

することを目的として、解析に必要なデータを室内試験などにより取得しています。具体

的には、令和 2 年度から力学的な観点でクリープ変形挙動を伴う長期変形挙動の予測解析
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を、水理学的な観点で大気や地下水中に含まれる二酸化炭素やメタン、酸素の影響を考慮

した地下水流動である多相流解析*63を実施しています。令和 3 年度は、精度の向上を目的

とした解析や実際の現場での状況により則した解析を実施するために必要なデータを取得

しました。  
長期に及ぶ解析を実施する場合、解析する現象が伝わる領域が広くなることが想定され

ます。したがって、十分な解析領域を設定し解析領域の境界からの影響を低減する必要が

あります。図  40 は、令和 2 年度に実施した多相流解析結果と令和 3 年度に解析領域を広

くして解析をした結果を比較したもので、坑道掘削から 1,000 年後の坑道周辺の飽和度分

布を示しています。令和 2 年度の結果では、解析領域が十分な広さを有しておらず、解析

領域の境界の影響により 1,000 年後の坑道周辺の飽和度が過大評価されている傾向が見ら

れましたが、令和 3 年度の解析では適切な設定により影響が低減しました。  
 

 
(a) 令和 2 年度の結果  

 
(b) 境界条件を設定し直した結果  

図 40 境界条件の影響による坑道周辺における飽和度分布の予測結果の比較  
 
長期クリープ変形挙動解析では、過去のクリープ試験の結果に基づき、クリープ速度が

速い場合と遅い場合の坑道周辺の長期変形挙動解析を実施しました。弾性波速度分布の結

果を参考に掘削直後に発生した掘削損傷領域（EDZ）と健岩部から構成されるモデルを初

期モデルとして解析を実施しました。解析の結果、変形量はクリープ速度が速い場合も遅

い場合も、天端部および側壁部で mm オーダーの変位量が発生しました。図  41 は、解析

により推定された坑道開放 1,000 年後のヤング率*64の掘削直後からの変化率になります。

クリープ速度が速い場合には、クリープ速度が遅い場合と比較してヤング率が低下する範

囲が広くなるものの、その影響は EDZ 内に限定され、坑道壁面から 1 m 程度の範囲に限ら

れる結果が得られました。  

 
*63 岩盤中を流れる流体の流動シミュレーションにおいて、水の流れだけではなく、空気や蒸気などの

気相の流動も考慮した解析のことです。 

*64：ヤング率とは、縦弾性係数ともいい、一方向に引っ張ったり圧縮したときの伸びと力の関係から求

められる定数です。ヤング率の大きいほど硬い物質であるといえます。応力（単位面積あたりの力）

とひずみ（伸び）の関係は、「応力＝ヤング率×ひずみ」です。 
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SO3 

(a) 大気条件下  

 
CaO 

 
SO3 

(b) 湿潤条件下  
図 38 コンクリート試験体中の元素分布  

 

(a) 大気条件下  (b) 湿潤条件下  
図 39 コンクリート試験体中の空隙率分布  

 
② 実際の地下深部の坑道で生じる事象の整理に関する試験・分析、数値解析  

回収可能性を考慮した場合、長期間にわたり坑道が大気開放条件下に置かれることが想

定されます。処分坑道内の空間の長期間の安全性を地質環境の観点から評価することや、

長期にわたる坑道の大気への暴露が坑道閉塞後の地質環境の回復過程に及ぼす影響を評価

することを目的として、解析に必要なデータを室内試験などにより取得しています。具体

的には、令和 2 年度から力学的な観点でクリープ変形挙動を伴う長期変形挙動の予測解析

0

2

4

6

8

10

12

0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

空
隙
率
（
%
）

空隙径（µm）

中性化領域（試験体1）

中性化領域（試験体2）

中性化領域（試験体3）

非中性化領域（試験体1）

非中性化領域（試験体2）

非中性化領域（試験体3）

0

2

4

6

8

10

12

0.001 0.01 0.1 1 10 100 1000

空
隙
率
（
%
）

空隙径（µm）

中性化領域（試験体1）

中性化領域（試験体2）

中性化領域（試験体3）

非中性化領域（試験体1）

非中性化領域（試験体2）

非中性化領域（試験体3）

JAEA-Review 2022-025

- 41 -



 

 

 
(a) クリープ速度が速い場合  

 
(b) クリープ速度が遅い場合  

図 41 長期クリープ変形挙動解析による 1,000 年後のヤング率の初期状態からの変化率  
図中の赤線は、解析に際して、掘削直後に発生した EDZ として健岩部とは異なる物性値を与えた領域で

す。  
 
図 42 は、長期クリープ変形挙動解析および令和 3 年度に実施した亀裂を含む岩石コア

を用いた透水試験結果から、長期クリープ変形に伴う坑道周辺の透水性の変化を考慮した

場合の坑道周辺の 1,000 年後の飽和度分布の予測結果になります。飽和度は、坑道周辺で

低下する領域が広がるものの、1,000 年後も飽和度は 90%以上であり、クリープ速度の違

いによる透水性の変化の違いの影響は大きくないことが推定されました。  
令和 4 年度は、今回得られた結果を初期条件として、埋め戻し後の坑道周辺の地質環境

の変化の数値解析を実施する予定です。  
 

(a) クリープ速度が速い場合  (b) クリープ速度が遅い場合  
図 42 長期クリープ変形挙動に伴う透水性の変化を考慮した場合の 1,000 年後の飽和度

分布  
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(2) 閉鎖技術の実証  
閉鎖技術の実証としては、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 3 年度高レベ

ル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業［JPJ007597］：地層処分施設閉鎖技術

確証試験）の一環として、シーリングシステム*65の成立性の確認を目的に、先に示した 5
項目についての室内試験や原位置試験、数値解析などを実施しました。以下に各項目につ

いての成果を示します。  
 

① 埋め戻し材やプラグなどの長期的な性能の考え方の提示  
処分場閉鎖後は長期にわたって岩盤や地下水、あるいは支保工やグラウトといったコン

クリート系材料との相互作用を受けることで、埋め戻し材やプラグが変質し、結果として

期待する性能（核種の遅延や止水性能）が変化する可能性が考えられます。一方で、この

ような埋め戻し材やプラグが変質するシナリオが生起する要因として、岩盤、支保工、埋

め戻し材の個々の状態や、個々の状態に起因したプロセスが連続的に生じることが条件に

なると考えられます。このような背景から、令和 2 年度の検討に加えて、岩盤と支保工と

の間で生じる現象も考慮し、コンクリート系材料と地下水の接触に起因した埋め戻し材の

変質がどのような状態、プロセスを経て生じ得るかを網羅的に整理し、本シナリオが生起

する条件の詳細化を図りました。また、本シナリオの埋め戻し材と支保工の境界部の初期

状態に影響を及ぼし得る、埋め戻し材の施工初期の流出現象に着目し、同現象が発生し得

る条件を確認するための室内試験に着手しました。  
令和 2 年度の検討から、埋め戻し材が変質する要因の 1 つとして支保工と埋め戻し材の

境界部の地下水流れが移流支配である条件が挙げられました。移流支配であるには境界部

に間隙が生じるなどして透水性が高くなる必要があります。一方、岩盤も考慮した場合、

地下水は岩盤→支保工→埋め戻し材の順に流れることが想定されるため、岩盤と支保工境

界の高 pH 地下水中でカルシウムイオンなどの過飽和によって再沈殿が生じ、岩盤と支保

工の境界あるいは支保工内の間隙が閉塞する可能性があります。その場合、結果として支

保工と埋め戻し材の境界への流れが抑制され、埋め戻し材の変質への影響も低減されるこ

とが想定されます。しかしながら、一度閉塞した間隙が地震動などの力学的な作用によっ

て再度開口することも想定され、このような場合は、支保工と埋め戻し材の境界への地下

水流入が抑制されない可能性が考えられます。上記を踏まえると、コンクリート系材料の

溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質が生じるまでの変遷は図 43 および表 6 のように整

理されます。なお、状態 1-A は坑道が埋め戻された初期状態を示していますが、埋め戻し

材の自重沈下などによって上部の埋め戻し材の密度が低下するあるいは、間隙が生じるこ

とも想定されます。このような状態を初期状態として考えた場合は、埋め戻し材の施工初

期から間隙もしくは密度低下によって透水性が相対的に高い部分に地下水が流れることで、

状態 1-A から状態 2-A に遷移することも考えられます。  
 

 
*65：将来の地層処分場を閉鎖した際に、坑道や掘削影響領域が地下水の移行経路とならないようにする

ための対策のことです。 

 

 

 
(a) クリープ速度が速い場合  

 
(b) クリープ速度が遅い場合  

図 41 長期クリープ変形挙動解析による 1,000 年後のヤング率の初期状態からの変化率  
図中の赤線は、解析に際して、掘削直後に発生した EDZ として健岩部とは異なる物性値を与えた領域で

す。  
 
図 42 は、長期クリープ変形挙動解析および令和 3 年度に実施した亀裂を含む岩石コア

を用いた透水試験結果から、長期クリープ変形に伴う坑道周辺の透水性の変化を考慮した

場合の坑道周辺の 1,000 年後の飽和度分布の予測結果になります。飽和度は、坑道周辺で

低下する領域が広がるものの、1,000 年後も飽和度は 90%以上であり、クリープ速度の違

いによる透水性の変化の違いの影響は大きくないことが推定されました。  
令和 4 年度は、今回得られた結果を初期条件として、埋め戻し後の坑道周辺の地質環境

の変化の数値解析を実施する予定です。  
 

(a) クリープ速度が速い場合  (b) クリープ速度が遅い場合  
図 42 長期クリープ変形挙動に伴う透水性の変化を考慮した場合の 1,000 年後の飽和度

分布  
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図 43 コンクリートの溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質に至る変遷 (13) 

 
表 6 コンクリートの溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質に関わる状態の整理  

シナリオ  状態  

埋め戻し材

未変質  

1-A 坑道が埋め戻された初期状態  

1-B 支保工内に生じた割れ目などの間隙を介して地下水が流入し、コン

クリート系材料と反応した地下水が埋め戻し材と接触する状態  

1-C 埋め戻し材は変質せずに、鉱物の沈殿により支保工内に生じた割れ

目などの間隙が閉塞した状態  

埋め戻し材

変質  

2-A 埋め戻し材の上部が変質するものの、鉱物の沈殿により間隙が閉塞

した状態  

2-B 支保工および埋め戻し材の境界に間隙が生じ、この間隙を介して地

下水が流入する状態  

2-C 支保工内のコンクリート系材料がすべて溶脱し、支保工と埋め戻し

材の境界部に残された間隙に地下水が流入する状態  
 
次に、図  43 に示す変遷のうち、状態 1-B から状態 2-B への遷移の可能性あるいは、状

態 2-B から状態 2-A ないし状態 2-C への遷移の可能性があるかについて解析的な検討を行

いました。岩盤、支保工および埋め戻し材をモデル化し一度に解析を行うのは計算負荷の

観点で現実的ではないため、①岩盤と支保工間における水理－化学プロセスを解析し、主

に境界部での間隙の閉塞の有無を評価した後に、解析結果を②支保工と埋め戻し材におけ

る水理－化学プロセスを解析する際の入力情報として解析を行うこととしました。①の解

析の結果、岩盤と支保工境界は解析初期に主に C-S-H（ケイ酸カルシウム水和物）の沈殿

によって間隙が閉塞することが分かりました。したがって、②の解析は参考文献(13)で示

された解析モデルに基づき、支保工と埋め戻し材の境界の透水性が低い条件、すなわち、
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境界部の地下水流速が遅い条件（1.0×10-9 m/s）を模擬した解析を行いました。  
図 44 に支保工と埋め戻し材における水理－化学連成解析結果を示します。1,000 年後の

埋め戻し材と支保工境界部の間隙率の変化は地下水の流入箇所の近傍 1 m 程度にとどまり、

これよりも下流側では間隙率が高くなることはありませんでした。一方、埋め戻し材中の

モンモリロナイトの残存率は地下水流入箇所の近傍と下流側で低下する傾向が確認されま

した。下流側でモンモリロナイトの残存率が変化したのは、本解析条件では保守的に埋め

戻し材と支保工境界を流れる地下水は支保工内のコンクリートと反応後、平衡状態となっ

た組成の地下水が常に流れることを仮定しているため、このような高 pH の地下水が埋め

戻し材と反応することにより徐々に埋め戻し材中のモンモリロナイトが溶出したためと考

えられます。  
以上の結果から、埋め戻し材と支保工境界に一定の地下水流速で地下水が流れる状態で

あっても、埋め戻し材の変質は限定的であることが示唆されました。すなわち、図 43 中

における状態 1-B から状態 2-B への遷移あるいは、状態 2-B から状態 2-A ないし状態 2-C
への遷移は限定的であり、埋め戻し材の性能への影響は少ない可能性が示唆されました。 

今後は支保工内の間隙が閉塞されたのち、地震動などの力学的な作用によって再開口す

るプロセスが継続的に生じ、結果として岩盤から埋め戻し材への地下水の流れが断続的に

生じた場合、このようなプロセスが埋め戻し材の変質に与える影響を評価することで、コ

ンクリート溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質というシナリオが、埋め戻し材の長期性

能に対して重要なシナリオとなり得るかを検討する予定です。  
埋め戻し材と支保工境界の初期状態に影響を及ぼし得るベントナイトの流出現象の発生

条件を確認するための室内試験を実施しました。具体的には、既往の研究 (14)を基に、流出

現象の発生条件として重要となる埋め戻し材中の間隙状態、水圧、水質を変化させた試験

を実施しました。また、地下水の流入の仕方についても条件を変えて試験を実施しました。 
図 45 に試験装置を示します。図  45 中のアクリルチューブに粒径の異なるベントナイ

トペレット（粒状に成形したベントナイト）もしくはベントナイトブロックを挿入してベ

ントナイト供試体内の間隙状態を変化させました。また、注水タンク内に塩濃度の異なる

水を準備し、水質を変化させるとともに、注水タンク内の水位を変化させることで、供試

体に負荷する水圧を変えた条件で試験を行いました。水の注水箇所として 2 系統構築し、

アクリルチューブに面的に注水する場合と、アクリルチューブの頂部から点で注入（地下

深部に分布する割れ目からの地下水流入の状態を模擬）可能な装置としました。試験中の

アクリルチューブ内のベントナイトの膨潤の様子を目視観察するとともに、アクリルチュ

ーブ前後で流量を計測し、最下流側に排水される水に含まれるベントナイト濃度を分析す

ることで、各条件に応じた、ベントナイトの流出の有無や程度を評価しました。  
  

 

 

 
図 43 コンクリートの溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質に至る変遷 (13) 

 
表 6 コンクリートの溶脱成分に起因した埋め戻し材の変質に関わる状態の整理  

シナリオ  状態  

埋め戻し材

未変質  

1-A 坑道が埋め戻された初期状態  

1-B 支保工内に生じた割れ目などの間隙を介して地下水が流入し、コン

クリート系材料と反応した地下水が埋め戻し材と接触する状態  

1-C 埋め戻し材は変質せずに、鉱物の沈殿により支保工内に生じた割れ

目などの間隙が閉塞した状態  

埋め戻し材

変質  

2-A 埋め戻し材の上部が変質するものの、鉱物の沈殿により間隙が閉塞

した状態  

2-B 支保工および埋め戻し材の境界に間隙が生じ、この間隙を介して地

下水が流入する状態  

2-C 支保工内のコンクリート系材料がすべて溶脱し、支保工と埋め戻し

材の境界部に残された間隙に地下水が流入する状態  
 
次に、図  43 に示す変遷のうち、状態 1-B から状態 2-B への遷移の可能性あるいは、状

態 2-B から状態 2-A ないし状態 2-C への遷移の可能性があるかについて解析的な検討を行

いました。岩盤、支保工および埋め戻し材をモデル化し一度に解析を行うのは計算負荷の

観点で現実的ではないため、①岩盤と支保工間における水理－化学プロセスを解析し、主

に境界部での間隙の閉塞の有無を評価した後に、解析結果を②支保工と埋め戻し材におけ

る水理－化学プロセスを解析する際の入力情報として解析を行うこととしました。①の解

析の結果、岩盤と支保工境界は解析初期に主に C-S-H（ケイ酸カルシウム水和物）の沈殿

によって間隙が閉塞することが分かりました。したがって、②の解析は参考文献(13)で示

された解析モデルに基づき、支保工と埋め戻し材の境界の透水性が低い条件、すなわち、
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図 44 埋め戻し材中のモンモリロナイトの残存率および間隙率の変化  
参考文献(13)に一部追記しています。  

 

 
図 45 試験装置の概要 (13) 

 
(a) 解析モデル  

 
(b) モンモリロナイト残存率（1,000 年）  

 
(c) 間隙率（1,000 年）  
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図 46 に試験ケースの一例を示します。本ケースはベントナイト供試体として粒径 15 mm
のペレット、水質は人工地下水、注水方法は頂部注水という条件で実施しました。図  46 に

示すように 50 cm 水頭差を負荷した後に、注水箇所から下流側に向かって、選択的な流路

が形成されたことが確認できました。また、この流路形成に伴い、下流側に流出する流量

が一時的に上昇し（図  47）、流出水中のベントナイト濃度も高くなることが確認されまし

た（図  48）。その後、試験終了まで流路が閉塞することはなく、水頭差を 500 cm に上昇さ

せた時点で、急激に流出水の流量が増加し、これに対応してベントナイト濃度が上昇しま

した。  
以上の結果から、本ケースの試験条件においては、選択的な流路を通じてベントナイト

の流出が生じることが確認されました。一方で、50 cm 水頭を 1 時間継続した後、水の流

出が止まっているのに加え、500 cm 水頭差までは流出が再開することはなかったことから、

埋め戻し材に負荷する水圧の条件によっては、時間に応じて流路の端部もしくは途中が閉

塞し、水の流れが止まることで埋め戻し材の膨潤が進行し、結果として形成された流路が

閉塞する可能性が示唆されました。  
このような可能性を検証するために、今後は条件を絞った試験により、流路の閉塞の有

無や閉塞しない場合の条件を整理するとともに、ベントナイト流出量との比較を通じ、仮

に埋め戻し材の流出現象が生じた場合に、埋め戻し材の性能に及ぼす影響を評価する予定

です。  
 

 
図 46 水みちの発生状況 (13) 

 

 
図 47 流量と水頭差の時間変化 (13) 

 

 

図 44 埋め戻し材中のモンモリロナイトの残存率および間隙率の変化  
参考文献(13)に一部追記しています。  

 

 
図 45 試験装置の概要 (13) 

 
(a) 解析モデル  

 
(b) モンモリロナイト残存率（1,000 年）  

 
(c) 間隙率（1,000 年）  
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図 48 流出水中のベントナイト濃度の時間変化 (13) 

 
② 埋め戻し材の設計評価に必要となる緩衝材膨出抑制機能の把握  

人工バリア定置の概念の 1 つである処分孔竪置き方式においては、処分孔に定置した緩

衝材が坑道側へ膨出し乾燥密度が低下することを防ぐために埋め戻し材を坑道に充填しま

す。この緩衝材と埋め戻し材の境界面では、緩衝材の膨潤圧と処分孔直上の埋め戻し材の

自重相当の荷重が相互に作用しており、緩衝材の膨潤挙動はこれらの力学的な相互作用の

影響を受けています（図  49(a)）。  
これまで、埋め戻し材の持つ緩衝材膨出抑制機能を評価するためのデータ取得を目的と

して、緩衝材と埋め戻し材を組み合わせた縮尺模型試験を実施しています。図  49(b)に試

験装置の概要を示します。縮尺模型試験では、人工バリア性能確認試験の試験レイアウト

を基に、実際の 1/20 スケールの緩衝材と埋め戻し材を用いています。緩衝材の底部に設置

したポーラスメタル（多孔質金属）から注水し、ケイ砂層を通じて緩衝材の外周から浸潤

する構造とし、注水量は差圧計により計測しました。また、試験装置上部に設置した載荷

板を介して埋め戻し材の上部から人工バリア性能確認試験における埋め戻し材の自重に相

当する 0.087 MPa の荷重を作用させました。緩衝材の吸水膨潤により生じる上部への変形

量は試験装置頂部に設置した変位計により計測しました。さらに、試験容器側面に設置し

た土圧計や底部に設置した荷重計により膨潤圧を計測し、緩衝材の膨出挙動の把握を試み

ています。  
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(a) 緩衝材と埋め戻し材の相互作用の整理  (b) 縮尺模型の試験装置図  

図 49 縮尺模型試験の概念図  
(a)は人工バリア性能確認試験の状況と緩衝材と埋め戻し材の相互作用を整理した図、(b)は整理した相互

作用を模した縮尺模型の試験装置図  
 
令和 3 年度は、試験用水の水質の違いが緩衝材と埋め戻し材の膨潤挙動に及ぼす影響を

把握するために、試験用水として塩濃度が異なるイオン交換水と 0.2 mol/L の NaCl 水溶液

（以下、0.2M-NaCl）を用いた場合の 2 条件で試験を実施しました。  
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7.32%、0.2M-NaCl で 4.59%となり、イオン交換水で変形が大きい結果となりました。また、

膨潤圧の計測例として、図  51 に緩衝材の下段に設置した土圧計 1 と土圧計 2 および上段

に設置した土圧計 5 と土圧計 6 で計測した圧力の経時変化を示します。試験開始直後に急

激に圧力が増加した後、1 日～2 日を経過したころにピークを示し、減少傾向に転じまし

た。その後は、0.2M-NaCl の土圧計 1 と土圧計 2 では 10 日を経過するころまで減少傾向を
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図 48 流出水中のベントナイト濃度の時間変化 (13) 

 
② 埋め戻し材の設計評価に必要となる緩衝材膨出抑制機能の把握  
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す。この緩衝材と埋め戻し材の境界面では、緩衝材の膨潤圧と処分孔直上の埋め戻し材の

自重相当の荷重が相互に作用しており、緩衝材の膨潤挙動はこれらの力学的な相互作用の

影響を受けています（図  49(a)）。  
これまで、埋め戻し材の持つ緩衝材膨出抑制機能を評価するためのデータ取得を目的と

して、緩衝材と埋め戻し材を組み合わせた縮尺模型試験を実施しています。図  49(b)に試

験装置の概要を示します。縮尺模型試験では、人工バリア性能確認試験の試験レイアウト

を基に、実際の 1/20 スケールの緩衝材と埋め戻し材を用いています。緩衝材の底部に設置

したポーラスメタル（多孔質金属）から注水し、ケイ砂層を通じて緩衝材の外周から浸潤

する構造とし、注水量は差圧計により計測しました。また、試験装置上部に設置した載荷

板を介して埋め戻し材の上部から人工バリア性能確認試験における埋め戻し材の自重に相

当する 0.087 MPa の荷重を作用させました。緩衝材の吸水膨潤により生じる上部への変形

量は試験装置頂部に設置した変位計により計測しました。さらに、試験容器側面に設置し

た土圧計や底部に設置した荷重計により膨潤圧を計測し、緩衝材の膨出挙動の把握を試み

ています。  
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圧計 1 と土圧計 2 では、計測される土圧が最大で 0.2 MPa 程度異なっています。この理由

としては、試験容器内に設置した緩衝材の位置や土圧計周辺のケイ砂の充填状況の違いに

より、緩衝材が膨潤して土圧計に接触するまでの時間が異なることが理由の 1 つとして考

えられます。  
以上の結果より、イオン交換水と 0.2M-NaCl の緩衝材の膨潤挙動を比較すると、イオン

交換水で、緩衝材の膨潤による変形が大きく、その場合に発生する圧力は低くなることが

確認できました。今後も、引き続き縮尺模型試験を実施し、埋め戻し材の緩衝材膨出抑制

機能を評価するためのデータの拡充を図るとともに、埋め戻し材の設計評価に資するデー

タとしての取りまとめを行います。  
 

 
図 50 縮尺模型試験における緩衝材の膨潤変形率の経時変化  

 

(a) 緩衝材下段（土圧計 1 および土圧計 2）  (b) 緩衝材上段（土圧計 5 および土圧計 6）  
図 51 縮尺模型試験における膨潤圧力の経時変化  

 
③ 掘削損傷領域の連続性を遮断するための施工技術の実証  

坑道の掘削で生じた掘削損傷領域（EDZ）においては、割れ目の発達に伴い透水性が増

大することにより卓越した物質移行経路となることが想定されています。EDZ の連続性を

遮断し卓越した移行経路となることを回避するための手法として、低透水性の材料である

ベントナイト系材料を用いた止水プラグを設置する考え方が国内外で示されています。ベ

ントナイト系材料を用いた止水プラグがどの程度の地下水移行抑制機能を持つかについて、
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透水係数を指標の 1 つとして評価することを目的として、止水プラグの切欠き部分を縮小

して模擬した粘土止水壁を試験坑道 3 に構築し、EDZ シーリング試験を行っています。  
令和 3 年度は、令和 2 年度に引き続き、止水プラグの切欠き部を模擬した粘土止水壁を

対象とした透水試験を実施し、試験領域の透水係数が時間の経過とともにどのように変化

するか調査しました。図  52 に試験を実施した場所の概要を示します。試験坑道 3 の底盤

から鉛直下向きにボーリング孔（以下、EDZ-1 孔）を掘削しています。この EDZ-1 孔を中

心とした半径 0.5 m の円周上に幅 0.1 m、深さ 2.0 m のスリットを掘削し、ベントナイトの

ペレットを充填することで粘土止水壁を構築しています。令和 3 年度は、粘土止水壁を構

築して約 2 年が経過した時点で透水試験を実施しました。透水試験では、EDZ の領域を含

むように設定した EDZ-1 孔の深度 0.31 m～1.70 m の区間から注水して粘土止水壁で区切

られた内側の領域を対象としました。図  53 にこれまでの試験で得られた試験領域内の透

水係数を示します。粘土止水壁の構築前後に実施した同じ注水区間における透水試験にお

いて、構築前の透水係数は約 2×10-6 m/s の値を、構築後の透水係数は約 3×10-9 m/s の値

を示し、粘土止水壁を構築することで試験領域内の透水性が低下することを確認していま

す。令和 3 年度の透水試験の結果、試験領域の透水係数は約 5×10-9 m/s の値を示しまし

た。この結果より、粘土止水壁を構築して 2 年が経過した時点においても、試験領域の透

水係数を構築直後と同等に低く保っていることを確認しました。  
 

 
図 52 粘土止水壁周辺の概要図  
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図 50 縮尺模型試験における緩衝材の膨潤変形率の経時変化  

 

(a) 緩衝材下段（土圧計 1 および土圧計 2）  (b) 緩衝材上段（土圧計 5 および土圧計 6）  
図 51 縮尺模型試験における膨潤圧力の経時変化  
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坑道の掘削で生じた掘削損傷領域（EDZ）においては、割れ目の発達に伴い透水性が増

大することにより卓越した物質移行経路となることが想定されています。EDZ の連続性を

遮断し卓越した移行経路となることを回避するための手法として、低透水性の材料である
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図 53 試験領域内の透水係数の経時変化  

 
また、止水プラグが EDZ の連続性を遮断する構造物として成立するためには、要求する

性能を発揮できる品質（例えば、乾燥密度など）を確保して施工できる方法が必要となり

ます。例えば、締固め工法で施工する場合、坑道の側壁部や天端部の切欠き部では岩盤と

止水プラグの境界面の近くは十分に締固められずに乾燥密度が低下する可能性があります。

この止水プラグの切欠き部のように狭隘な空間に対するベントナイト系材料の施工方法と

して、吹付け工法の適用性を確認しています。  
令和 3 年度は、令和 2 年度に切欠き部を模擬した型枠を対象に実施した地上での吹付け

試験（以下、地上試験）の結果を踏まえて、試験坑道 2 の側壁部の岩盤を掘削して設けた

切欠き部に対するベントナイトの吹付け工法の適用性を確認するための工学規模試験を実

施しました。地上試験では、吹付け材料に粉末ベントナイトを用いた場合に吹付け後の乾

燥密度が目標乾燥密度を下回ったことが課題でした。  
そこで、工学規模試験の実施に先立って吹付けの手順と吹付け後の品質を確認するため

の予備試験を実施しました。ベントナイトに粉末ベントナイト（クニゲル V1）を用いて、

吹付け材料としてクニゲル V1 とケイ砂を 70:30 の割合で混合した材料（以下、混合材料）

を作製しました。混合材料の製作時に加える水の量は、事前の締固め試験の結果から最も

乾燥密度が大きくなるときの値を設定しました。また、混合材料の品質のばらつきを少な

くするために、混合前のクニゲル V1 とケイ砂の含水比を測定して混合する際に加える水

の量を管理するとともに、練り混ぜを行う時間を一定にしました。  
予備試験では、口径が 30 mm のノズルを用いて幅 1 m、高さ 50 cm、奥行き 50 cm の木

製型枠に対して混合材料の吹付けを行いました。混合材料の吹付けによる乾燥密度の目標

値は、有効粘土密度*66が 1.20 Mg/m3 を確保できる値として 1.43 Mg/m3 に設定しました。吹

付け後には 9 箇所でサンプリングを行い、含水比と乾燥密度を測定しました。図  54 に 2
度の予備試験を実施してそれぞれで測定した含水比と乾燥密度の関係を示します。図  54

 
*66：緩衝材や埋め戻し材中に含まれるケイ砂の体積を除いた、ベントナイトのみの乾燥密度を計算した

ものです。 
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には、含水比と乾燥密度から求められる混合材料の飽和度（Sr）が 70%～100%のときの曲

線も示しています。また、加える水の量を決めるために実施した締固め試験のうち、2Ec（約

1,100 kJ/m3）のエネルギーで締固めたときの含水比と乾燥密度の関係も示しています。1 度

目に実施した V1-70_A では、目標乾燥密度である 1.43 Mg/m3 を下回るサンプリング箇所

もあったものの、9 箇所の平均乾燥密度は 1.45 Mg/m3 と目標値を上回る値となりました。

また、含水比は 20.6%～26.3%の値を示しました。2 度目に実施した V1-70_B では、全ての

サンプリング箇所で乾燥密度の値は目標乾燥密度である 1.43 Mg/m3 を上回り、9 箇所の平

均乾燥密度は 1.51 Mg/m3 と目標値を上回りました。含水比は 21.4%～23.7%とばらつきが

少なく、その平均値は 21.7%でした。飽和度も 70%～80%の範囲におさまっており、ほと

んど同じ状態で吹付けられていると考えられます。これらの予備試験の結果より、粉末ベ

ントナイトであるクニゲル V1 を用いた吹付け材料でも目標乾燥密度を上回る乾燥密度で

吹付けられることを確認し、試験坑道 2 で実施する工学規模試験においても同じ材料を用

いることとしました。  
 

 
図 54 予備試験における含水比と乾燥密度の関係  

 
工学規模試験では、試験坑道 2 の側壁面に切欠き部を掘削しました。試験坑道 2 の切欠

き部掘削の様子を図  55 に示します。図  55(a)に示すように、試験坑道 2 は直径約 4.0 m の

円形断面を有しており、坑道壁面は鋼製支保工が約 1.5 m 間隔で設置されるとともに、表

面は吹付けコンクリートで覆われています。切欠き部は、試験坑道 2 の鋼製支保工の間の

側壁部分（図  55(a)）を電動バックホウに取り付けたブレーカ（削岩機）により掘削しまし

た（図 55(b)）。掘削した切欠き部（図  55(c)）の寸法は、幅が約 1.3 m、奥行が最大で約 1.3 
m、高さが約 3.0 m でした。  

吹付け材料は、予備試験と同様にクニゲル V1 とケイ砂を 70:30 の割合で作製した混合

材料を用いました。吹付け後の乾燥密度の目標値は、有効粘土密度が 1.20 Mg/m3 を確保で

きる値として 1.43 Mg/m3 に設定しました。  

 

 

 
図 53 試験領域内の透水係数の経時変化  
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令和 3 年度は、令和 2 年度に切欠き部を模擬した型枠を対象に実施した地上での吹付け

試験（以下、地上試験）の結果を踏まえて、試験坑道 2 の側壁部の岩盤を掘削して設けた

切欠き部に対するベントナイトの吹付け工法の適用性を確認するための工学規模試験を実

施しました。地上試験では、吹付け材料に粉末ベントナイトを用いた場合に吹付け後の乾

燥密度が目標乾燥密度を下回ったことが課題でした。  
そこで、工学規模試験の実施に先立って吹付けの手順と吹付け後の品質を確認するため

の予備試験を実施しました。ベントナイトに粉末ベントナイト（クニゲル V1）を用いて、

吹付け材料としてクニゲル V1 とケイ砂を 70:30 の割合で混合した材料（以下、混合材料）

を作製しました。混合材料の製作時に加える水の量は、事前の締固め試験の結果から最も

乾燥密度が大きくなるときの値を設定しました。また、混合材料の品質のばらつきを少な

くするために、混合前のクニゲル V1 とケイ砂の含水比を測定して混合する際に加える水

の量を管理するとともに、練り混ぜを行う時間を一定にしました。  
予備試験では、口径が 30 mm のノズルを用いて幅 1 m、高さ 50 cm、奥行き 50 cm の木

製型枠に対して混合材料の吹付けを行いました。混合材料の吹付けによる乾燥密度の目標

値は、有効粘土密度*66が 1.20 Mg/m3 を確保できる値として 1.43 Mg/m3 に設定しました。吹

付け後には 9 箇所でサンプリングを行い、含水比と乾燥密度を測定しました。図  54 に 2
度の予備試験を実施してそれぞれで測定した含水比と乾燥密度の関係を示します。図  54

 
*66：緩衝材や埋め戻し材中に含まれるケイ砂の体積を除いた、ベントナイトのみの乾燥密度を計算した

ものです。 
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(a) 掘削前の試験坑道 2 の状況  

(c) 切欠き部の掘削完了  (b) 岩盤の掘削作業  
図 55 試験坑道 2 の切欠き部掘削の様子  

 

切欠き部への吹付けの状況を図  56 に示します。吹付け作業では、口径 30 mm のノズル

を取り付けた吹付け機械をオペレータが操作して行いました（図  56(a)）。オペレータは吹

付けノズルを一定の距離を保ちながら吹付け面に対して直角となるように、吹付けの状況

を目視で確認しながら吹付け機械を操作しました。実際の試験における吹付け手順として

は、切欠き部の下部から上部に向かって吹付けを形成していき（図  56(b)）、切欠き部の奥

行方向の深さ約 1.3 m の半分程度まで吹付けを行いました。その時点で、含水比と乾燥密

度を測定するためのサンプリングを 9 箇所で実施しました。その後、坑道壁面の吹付けコ

ンクリート付近まで吹付けを完了し（図  56(c)）、再び含水比と乾燥密度を測定するための

サンプリングを 9 箇所で実施しました。  
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(a) 吹付け作業の状況  

(c) 切欠き部の吹付け完了  (b) 切欠き部への吹付け状況  
図 56 切欠き部への吹付けの状況  

 
図 57 に工学規模試験における含水比と乾燥密度の関係を示します。図  57 には、混合材

料の飽和度（Sr）が 70%～100%のときと、2Ec のエネルギーで締固めたときの試験結果に

加えて、令和 2 年度に実施した地上試験の結果も示しています。地上試験では、サンプリ

ング試料全体の乾燥密度の平均値が 1.41 Mg/m3 と目標乾燥密度を下回っており、含水比も

19.3%～29.6%の範囲でばらついていました。工学規模試験では、目標乾燥密度である 1.43 
Mg/m3 を下回ったサンプリング試料は 1 試料のみで、サンプリング試料全体の乾燥密度の

平均値は 1.55 Mg/m3となり、地上試験に比べて高い乾燥密度で吹付けができました。また、

含水比は 17.4%～23.5%の範囲にありその平均値は 20.5%でした。  
工学規模試験で高い乾燥密度で吹付けができた理由としては、比較的低い含水比の材料

を用いたこと、吹付け機に投入する材料の量を令和 2 年度の地上試験の約 60 kg/min から

約 30 kg/min へと減らしたことが考えられます。  
これらの結果から、実際の岩盤を掘削して設けた切欠き部に対して、粉末ベントナイト

を用いた吹付け材料を目標乾燥密度よりも高く吹付けられることを確認しました。  
今後は、工学規模試験で坑道側面の切欠き部に吹付けたベントナイトのサンプリング調

査を実施し、吹付けベントナイトの乾燥密度や含水比のばらつきなどの施工品質をより詳

細に確認します。  
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図 55 試験坑道 2 の切欠き部掘削の様子  

 

切欠き部への吹付けの状況を図  56 に示します。吹付け作業では、口径 30 mm のノズル
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を目視で確認しながら吹付け機械を操作しました。実際の試験における吹付け手順として

は、切欠き部の下部から上部に向かって吹付けを形成していき（図  56(b)）、切欠き部の奥

行方向の深さ約 1.3 m の半分程度まで吹付けを行いました。その時点で、含水比と乾燥密

度を測定するためのサンプリングを 9 箇所で実施しました。その後、坑道壁面の吹付けコ

ンクリート付近まで吹付けを完了し（図  56(c)）、再び含水比と乾燥密度を測定するための

サンプリングを 9 箇所で実施しました。  
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図 57 吹付け後の含水比と乾燥密度の関係  

 
④ 掘削損傷領域の調査技術の高度化  

処分場の閉鎖後に坑道周辺の掘削損傷領域（EDZ）が、地上と地下を結ぶ水みちとなる

ことを防ぐためのプラグや埋め戻しといった坑道シーリングにおいては、実際の処分場の

設計や安全性評価の基盤情報となる、EDZ の特性および空間的な分布を定量的に把握する

調査技術が重要となります。  
令和 3 年度は、350m 調査坑道において、EDZ に伴う岩盤中の連続性の高い割れ目の検

知を目的として、ボーリングによるコア採取および検層、水理試験などを実施し、グラウ

ト注入を行うとともに、令和 2 年度に製作した弾性波・比抵抗試験装置のプロトタイプを

用いたデータ取得により、高精度な物理探査*67技術の適用性を検討しました。また、EDZ
の経時変化を考慮した、弾性波と比抵抗トモグラフィ*68の同時逆解析のためのプログラム

開発に向け、採取したコアを用いた室内試験により、飽和度と物性値のデータを取得しま

した。  
試験では、ボーリング孔から EDZ に伴う割れ目へ超微粒子のセメント系グラウト材を注

入し、その前後の弾性波速度や比抵抗の微小な変化領域を観察します。令和 2 年度は、グ

ラウト注入前の試験として、弾性波速度と比抵抗の初期値となるデータを取得しました。  
令和 3 年度は、岩盤中の連続性の高い割れ目の検知を目的とした、ボーリング調査およ

び水理試験、検層を行いました。試験孔の位置を図  58 に、ボーリング調査で判別した割

れ目と初期値の弾性波速度の分布を図  59 に示します。  
 

 
*67：人工的に発生させた地震波や電磁波などを利用して、空中、地上、水上などから地下の状況を間接

的に調査する方法のことです。 

*68：トモグラフィとは、調査対象の範囲内の物性値（速度、比抵抗など）の分布を断面として可視化す

る物理探査手法です。 
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図 58 350m 調査坑道底盤における試験孔の配置  

 

 
図 59 割れ目位置と弾性波速度分布  

 

 

 

 
図 57 吹付け後の含水比と乾燥密度の関係  
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ラウト注入前の試験として、弾性波速度と比抵抗の初期値となるデータを取得しました。  
令和 3 年度は、岩盤中の連続性の高い割れ目の検知を目的とした、ボーリング調査およ

び水理試験、検層を行いました。試験孔の位置を図  58 に、ボーリング調査で判別した割

れ目と初期値の弾性波速度の分布を図  59 に示します。  
 

 
*67：人工的に発生させた地震波や電磁波などを利用して、空中、地上、水上などから地下の状況を間接

的に調査する方法のことです。 

*68：トモグラフィとは、調査対象の範囲内の物性値（速度、比抵抗など）の分布を断面として可視化す

る物理探査手法です。 
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図 59 の各試験孔の深度 3 m 付近までの割れ目と、トモグラフィ調査による弾性波の低

速度が分布する範囲（赤色部分）はおおむね整合しています。また、ボーリング中の水圧

変化から、試験孔間で連結する割れ目を推定してグラウト注入を行い、グラウト注入によ

る透水性の低減効果を透水試験により確認しています。今後は、グラウト注入後のトモグ

ラフィ調査を行い、注入により弾性波速度や比抵抗などの物性が変化した領域を可視化し

ます。  
プロトタイプの試験装置を用いた試験は、EDZ の弾性波動と比抵抗の物性データにより、

弾性波は屈折法および反射法地震探査の手法、比抵抗は二次元比抵抗法により解析を行い

適用性を検討しました。W-1 孔の解析結果断面とトモグラフィの弾性波速度分布（P 波）

および割れ目の位置の比較例を図  60 に示します。反射法解析では、地下の地層境界（割

れ目）で反射した弾性波（地震波）を捉えて可視化します。反射法断面に連続する反射面

がないことから、対応する割れ目が存在しないと考えられます。また、屈折法では、弾性

波トモグラフィと同様に弾性波の初動の時間差から速度分布が得られます。今回は、波動

の S/N 比（信号/雑音比）が低いことから、初動走時のグラフに屈曲点を捉えていません。

初動走時の時間差を正確に捉え、走時曲線の屈曲点や傾きを解析することにより割れ目の

検知が期待できます。図 60 の比抵抗分布の断面は、深度 2.3 m までの高比抵抗部分（黄色

～緑）は割れ目と整合しますが、それ以深は整合しません。幌延の堆積岩の比抵抗は、地

下の間隙水や岩盤中の粘土鉱物などの環境条件に影響されることから、これらを考慮した

計測や解析手法の検討を行います。  
物理探査で取得される結果の解釈や解析の高度化に使用するデータの取得を目的として、

深度 350 m で採取した岩石試料の物性値計測を実施しました。EDZ を対象とした物理探査

では、比抵抗トモグラフィおよび弾性波トモグラフィが継続的に実施されていることから、

岩石の比抵抗および弾性波速度計測を実施しました。健岩部における比抵抗および弾性波

速度の関係を把握するため、岩石試料の飽和度を変化させながら比抵抗と弾性波速度を測

定しました。図 61 は、測定した弾性波速度と比抵抗の関係を飽和度も併せて表示してい

ます。岩石の飽和度が 80%から 100%までの範囲では比抵抗があまり変化しない一方で弾

性波速度は急激に変化しますが、飽和度が 80%以下の範囲では弾性波速度はあまり変化し

ない一方で比抵抗が著しく変化します。図 60 の右図に示すとおり、深度 350 m において

坑道壁面や底盤を対象とした比抵抗探査では、比抵抗の値は平均的に 3 Ω・m～4 Ω・m で

あり、10 Ω・m を超えることはありませんでした。一方で、図 60 の左図に示すとおり、P
波速度では、1,500 m/s を下回る領域が孔壁側に現れています。健岩部で、なおかつ比抵抗

が 10 Ω・m を下回る場合、図 61 に示すように P 波速度は 1,800 m/s を下回ることはあり

ません。P 波速度は、岩石の硬さや亀裂の数に影響され、変形しやすい方が遅くなる性質

があります。このことから、深度 350 m の坑道壁面周辺の弾性波速度が 1,800 m/s を下回

るような領域では亀裂が発達していると考えられます。  
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図 60 W-1 孔の解析結果と弾性波速度分布（P 波）および割れ目の位置の比較例  

 

 
図 61 測定された弾性波速度と比抵抗の関係  
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坑道壁面や底盤を対象とした比抵抗探査では、比抵抗の値は平均的に 3 Ω・m～4 Ω・m で

あり、10 Ω・m を超えることはありませんでした。一方で、図 60 の左図に示すとおり、P
波速度では、1,500 m/s を下回る領域が孔壁側に現れています。健岩部で、なおかつ比抵抗

が 10 Ω・m を下回る場合、図 61 に示すように P 波速度は 1,800 m/s を下回ることはあり

ません。P 波速度は、岩石の硬さや亀裂の数に影響され、変形しやすい方が遅くなる性質

があります。このことから、深度 350 m の坑道壁面周辺の弾性波速度が 1,800 m/s を下回

るような領域では亀裂が発達していると考えられます。  
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取得された比抵抗および弾性波速度の関係を今後解析に取り込むことを目的として、比

抵抗と飽和度および弾性波速度と飽和度の関係を岩石モデルを用いて近似しました。図 62
は Archie の式 (15)を用いて比抵抗を近似した結果で、図  63 は Biot-Gassmann のモデル (16、17)

を用いて弾性波速度を近似した結果になります。弾性波速度に関しては、岩盤の中で飽和

している部分と乾燥している部分が疎らに存在しているような仮定をしたモデル化により

適切に近似することが出来ました。  
これらの測定により取得された比抵抗と弾性波速度の関係は、2 つの異なる物理探査手

法を統合して解析するジョイントインバージョン*69に使用することができます。ジョイン

トインバージョンにより、異なる物理探査手法を個別に解析するよりも解析精度の向上や

推定結果の不確実性を低減することが期待できます。  
 

 
図 62 Archie の式による比抵抗の近似  

 

 
図 63 Biot-Gassmann の式による弾性波速度の近似  

 
 

 
*69：異なる物理探査手法で取得された調査結果に関して、地下の構造や岩石の物性値に関連性を与え、

解析を行うことです。 
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⑤ 坑道内から掘削されたボーリング孔の閉塞技術の実証  
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となるように締固めて作製しました。内径 100 mm、長さ 100 mm 程度のアクリル製試験装

置内にベントナイトブロックを設置し（図 64(a)）、その試験装置を幌延の地下水の水質を

模擬した試験用水に浸水させました。浸水させたベントナイトブロックは、試験開始直後

から徐々に膨潤し、装置の断面方向から見ると、試験終了時には断面全体を塞ぐようにブ
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の水の供給がなくなり、隙間付近のベントナイトの膨潤が進まなくなるためと考えられま

す。  
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図 62 Archie の式による比抵抗の近似  

 

 
図 63 Biot-Gassmann の式による弾性波速度の近似  
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解析を行うことです。 
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(a) 試験開始時（装置断面）  (b) 試験終了時（装置断面）  

 
(c) 試験終了時（装置上面）  

図 64 ベントナイトブロックの膨潤状況  
 
膨潤後の密度測定では、膨潤状況の確認と同様の試験装置を用いてベントナイトブロッ

クを膨潤させたのちに、図  65(a)に示すように上段、中段、下段の 3 箇所からサンプリン

グを行い乾燥密度の測定を行いました。密度測定のために 3 つのベントナイトブロックを

準備しました。乾燥密度の測定結果を図  65(b)に示します。ブロックが均一に膨潤した場

合の乾燥密度は約 0.9 Mg/m3 となりますが、実際の測定では、いずれのブロックも上段で

0.7 Mg/m3 程度、中段で 1.0 Mg/m3、下段で 1.2 Mg/m3 であり、ブロック内で乾燥密度が不

均一な状態であることが分かりました。  
ベントナイトブロックを設置する手順については、令和 2 年度に抽出・整理した技術的

な課題に基づいて、既往の調査 (18)を基にコンテナを用いる方法を検討しました。図  66 に

コンテナを用いたベントナイトブロックの設置方法の概念を示します。コンテナによるベ

ントナイトブロックの設置手順は、まず、(a)ベントナイトブロックを収納しフタにより密

閉したコンテナをボーリング孔内に挿入します。(b)設置箇所までコンテナが到達した後に、

コンテナへ注水することにより、コンテナが移動してフタとともにベントナイトブロック

がボーリング孔内へと排出されます。(c)コンテナをボーリング孔から抜きとったのち、ベ

ントナイトブロックがボーリング孔内の地下水により膨潤し隙間を埋めることでボーリン

グ孔が閉塞します。  
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(a) サンプリング位置  (b) 乾燥密度測定結果  
図 65 ベントナイトブロックの乾燥密度  

 

 
図 66 ボーリング孔内へのベントナイトブロックの設置方法  

 
上記のコンテナによる設置手順を試験室内に構築した模擬ボーリング孔を用いて確認し
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の設置状況を確認するために透明塩化ビニル管を用いました。設置手順の確認のために準

備したコンテナは、直径 75 mm、長さ 100 mm のベントナイトブロックを 10 個収納するこ
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スフタが外れてベントナイトブロックが模擬ボーリング孔内に排出されました。コンテナ

からの排出中には、ベントナイトブロックが注水した試験用水と触れましたが、破損や膨

潤が生じることなく排出することができました。また、2 回目以降の設置作業では、その
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前の作業で設置したベントナイトブロックの上にガラスフタとベントナイトブロックを排

出することになりますが、図  67(b)に示すように隙間が生じることなく設置することがで

きました。  
今後は、令和 3 年度に具体的な手順などを確認した、ベントナイトブロックを設置する

方法を対象として、地下施設に掘削したボーリング孔を閉塞する原位置試験を実施し、閉

塞方法の適用性評価を行います。  
 

(a) ベントナイトブロックの設置状況  (b) 設置後のベントナイトブロック  
図 67 ベントナイトブロックの設置手順の確認状況  

 
(3) 人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いによる品質保証体系の構築  

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 3 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処

分に関する技術開発事業[JPJ007597]：ニアフィールドシステム評価確証技術開発）の一環

として、原子力環境整備促進・資金管理センター*70と協力して緩衝材流出試験を実施しま

した。  
人工バリアの 1 つである緩衝材の定置方法として、圧縮成形したブロックを廃棄体の周

りに定置する施工方法が考えられています。この方法では、処分孔の孔壁と緩衝材の間に

数 cm の隙間ができます。我が国で一般的に想定される豊富に地下水が存在する環境では、

緩衝材の定置完了後に岩盤から処分孔に地下水が流れ込むこと（孔内湧水）が想定されま

す。地下の周囲の水位が処分孔の上端よりも高い状態であれば、流れ込んだ地下水は隙間

を満たした後も、上向きの流れが継続する可能性があります。緩衝材の主な成分はベント

ナイトであり、地下水が浸み込むことにより膨潤し、岩盤やオーバーパックと緩衝材の間

の隙間を埋めること（自己シール性）が期待されています。しかし、自己シール性が発揮

されるまでの膨潤過程では、表面付近の密度の低下やゲル化する部分に湧水の流れによる

せん断応力が作用して緩衝材が削り取られる可能性や、残された水みちを介して削り取ら

れた緩衝材が処分孔外に排出される可能性が懸念されています。  
これまでに、350m 調査坑道の試験坑道 5（図 5 参照）における試験孔において流出試験

 
*70：公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関

として設立されました。現在は、原子力発電環境整備機構を通して積み立てられる最終処分積立金の

管理などを行う資金管理業務も実施しています。 
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（以下、原位置試験）を実施し、隙間に何も充填しない「隙間未充填ケース」に関する 4
か月間の試験では、自然湧水環境（湧水量：0.4 L/min 程度）では初期に緩衝材の流出が見

られたものの、緩衝材が膨潤し、隙間が埋まるにしたがって上部に排水される水の量は減

少し、約 40 日後には完全に閉塞して緩衝材が上部に流出しなくなることを確認しました。

また、隙間にケイ砂を充填する「ケイ砂充填ケース」に関しては、予備試験（1 か月間の流

出試験）により、流出濃度が低く維持されることが分かりました。  
令和 3 年度は、隙間未充填ケースに関して、湧水量の比較的多い条件（約 1.0 L/min）で

の原位置試験を想定していましたが、自然の地下水位の低下により試験孔で十分な湧水量

を確保することが難しくなりました。そこで、湧水量の多い条件を含めて、幅広い条件を

想定した室内試験データを取得し、湧水量（流量）による緩衝材の流出挙動への影響を確

認しました。また、ケイ砂充填ケースに関して、緩衝材の流出濃度が少ない状態が維持さ

れる流出挙動の長期的な継続性の確認、および孔内湧水量と緩衝材流出量の関係の把握の

ため、数か月に及ぶ長期的な緩衝材の流出試験を開始しました。  
隙間未充填ケースの室内試験は、緩衝材の自己シール性が発揮されて流出現象（排水）

が止まる条件と流出挙動に及ぼす流量の影響に関して、着目する期間中に水位差がおおむ

ね一定である原位置の環境を考慮して、水位差を一定とした条件による流出試験を実施し

ました。流出試験装置の概要を図  68 に示します。緩衝材にはベントナイトとケイ砂を 70：
30 の重量比で混合して乾燥密度 1.9 Mg/m3 に圧縮成形したものを用い、緩衝材周囲の隙間

幅は原位置試験と同様に 20 mm としました。表 7 に示すように、試験パラメータとなる

初期の通水流量は、1 mL/min、10 mL/min および 20 mL/min（隙間内での初期流速が同じと

なる原位置試験の流量（湧水量）は、90 mL/min、880 mL/min および 1,760 mL/min）の 3 水

準とし、それぞれの流量の水準に対して水位差を 0.5 m、1 m および 2 m の 3 水準としまし

た。隙間の上部には土圧計を設置して隙間への緩衝材の充填を膨潤圧の発現により把握を

しつつ、排水流量および緩衝材の流出濃度を経時的に測定し、それぞれの水準で隙間の閉

塞（流出の停止）の有無を確認しました。  
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(a) ベントナイトブロックの設置状況  (b) 設置後のベントナイトブロック  
図 67 ベントナイトブロックの設置手順の確認状況  

 
(3) 人工バリアの緩衝材と坑道の埋め戻し材の施工方法の違いによる品質保証体系の構築  

経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和 3 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処

分に関する技術開発事業[JPJ007597]：ニアフィールドシステム評価確証技術開発）の一環

として、原子力環境整備促進・資金管理センター*70と協力して緩衝材流出試験を実施しま

した。  
人工バリアの 1 つである緩衝材の定置方法として、圧縮成形したブロックを廃棄体の周

りに定置する施工方法が考えられています。この方法では、処分孔の孔壁と緩衝材の間に

数 cm の隙間ができます。我が国で一般的に想定される豊富に地下水が存在する環境では、

緩衝材の定置完了後に岩盤から処分孔に地下水が流れ込むこと（孔内湧水）が想定されま

す。地下の周囲の水位が処分孔の上端よりも高い状態であれば、流れ込んだ地下水は隙間

を満たした後も、上向きの流れが継続する可能性があります。緩衝材の主な成分はベント

ナイトであり、地下水が浸み込むことにより膨潤し、岩盤やオーバーパックと緩衝材の間

の隙間を埋めること（自己シール性）が期待されています。しかし、自己シール性が発揮

されるまでの膨潤過程では、表面付近の密度の低下やゲル化する部分に湧水の流れによる

せん断応力が作用して緩衝材が削り取られる可能性や、残された水みちを介して削り取ら

れた緩衝材が処分孔外に排出される可能性が懸念されています。  
これまでに、350m 調査坑道の試験坑道 5（図 5 参照）における試験孔において流出試験

 
*70：公益財団法人 原子力環境整備促進・資金管理センターは、放射性廃棄物処理処分の専門研究機関

として設立されました。現在は、原子力発電環境整備機構を通して積み立てられる最終処分積立金の

管理などを行う資金管理業務も実施しています。 
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図 68 室内試験の流出試験装置の概要  

 
室内試験の結果を表 7 に示します。流量が 1 mL/min の水準では、いずれの水位差の水

準においても緩衝材の膨潤により隙間が閉塞し、排水が止まりました。流量が 10 mL/min
および 20 mL/min では、閉塞する水準（〇）と閉塞しない水準（△もしくは×）があり、

流量や水位と閉塞の有無に明確な関係性は見られませんでした。試験終了後に試験装置を

解体して、隙間に充填した緩衝材の状態を通水側から排水側に 3 分割（上流、中流、下流）

にして確認したところ、閉塞しなかった水準では、隙間に緩衝材中のベントナイトが流出

して残存したケイ砂が集積した領域が残存していることを確認しました（［〇］）。一方、閉

塞した水準では、ケイ砂の集積がない領域（もしくはわずかな部分）が 1 箇所以上ありま

した（[×]もしくは[△]）。そのため、流路（水みち）にケイ砂の集積領域が連続して残存

しなければ、閉塞して流出が止まる可能性があると考えられます。なお、ケイ砂の集積が

連続していないにも係わらず閉塞しない水準（流量 10 mL/min、水位 0.5 m）もあるため、

ケイ砂の集積と閉塞の関係についてはさらに詳細な挙動の確認が必要です。また、本試験

では、隙間の向きを水平にしていますが、原位置試験の垂直方向の隙間ではケイ砂が試験

孔の下部へと落下して水みちに集積（残存）しない可能性もあります。今後は、ケイ砂の

集積に関する隙間の向きによる影響を確認しつつ、流量や水位の影響を把握していくこと

が必要と考えられます。  
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表 7 室内試験の結果（隙間未充填ケース）  

 流量  
（mL/min）  

水位差（m）  原位置試験に

換算した流量

（mL/min）  0.5 1 2 

閉塞状況※1 
1 

〇  〇  〇  
90 

ケイ砂の集積※2 [×][×][〇] [×][×][〇] [〇][〇][×] 
閉塞状況  

10 
△  △  〇  

880 
ケイ砂の集積  [×][×][△] [〇][〇][〇] [×][×][×] 

閉塞状況  
20 

△  〇  × 
1,760 

ケイ砂の集積  [〇][〇][〇] [×][×][×] [〇][〇][〇] 
※1：〇：閉塞、△：閉塞せず（排水量が減少して一定値になり流出量は検出下限値以下）、×：閉塞せ

ず（排水量が減少して一定値になり流出あり）  
※2：[ ]内は、左から順に上流、中流および下流に分割して観察した結果、水みち内のケイ砂が、×：

なし、△：わずか、〇：多い  
 
図 69 に、流量 10 mL/min、水位 1 m の水準における膨潤圧、排水の流量、流出濃度およ

び積算流出量の経時変化を示します。排水の流量は徐々に低下して一定値になりました。

膨潤圧の発現した時期は、緩衝材が膨らんで隙間が充填された時期に対応すると考えられ、

また、この時期の前後で流出量が変化しています（以下、この時点を変曲点とします）。変

曲点より前は隙間が充填される前で、緩衝材の表面全体から流出が起こり、比較的流出量

が多い時期です。変曲点より後は、隙間が充填されて残存する水みちを介して緩衝材が流

出する時期であり、比較的流出量が少ない時期であることが図 69 から確認できます。そ

のため、これまで変曲点の前後を区別せずに流出量の評価方法の検討をしてきましたが、

変曲点の前後に分けて流出量の評価方法を検討することで、より確からしく評価できる可

能性があると考えられます。今後は、隙間未充填ケースについて、室内試験において隙間

の方向（水平と垂直）の影響や水質の影響などの把握を行い、原位置試験の結果と比較し

て、閉塞条件に関する検討や変曲点の前後のそれぞれの流出挙動に着目した流出量予測方

法に関する検討を進める予定です。  
ケイ砂充填ケースに対して数か月に及ぶ長期的な流出試験（原位置試験）を試験坑道 5

で開始し、排水中の緩衝材の量、緩衝材に地下水が浸潤して発生する膨潤圧、試験孔にか

かる水圧などの計測に着手しました。試験設備（約 1/4 スケールの縮尺モデル）の概要を

図 70 に、試験体の設置状況を図  71 に示します。令和 4 年度も計測を継続して流出量の

経時的な挙動を確認し、孔内湧水量に対して、緩衝材流出量が要求される品質を確保でき

る範囲となるかを評価する方法を検討していきます。これらの検討結果を基に、隙間未充

填ケースとケイ砂充填ケースについて、緩衝材の流出特性に係る評価指標などの整理を進

め、処分孔の環境（水頭差と湧水量）に応じた緩衝材の施工オプションとして整備する予

定です。  
 

 

 

 
図 68 室内試験の流出試験装置の概要  

 
室内試験の結果を表 7 に示します。流量が 1 mL/min の水準では、いずれの水位差の水

準においても緩衝材の膨潤により隙間が閉塞し、排水が止まりました。流量が 10 mL/min
および 20 mL/min では、閉塞する水準（〇）と閉塞しない水準（△もしくは×）があり、

流量や水位と閉塞の有無に明確な関係性は見られませんでした。試験終了後に試験装置を

解体して、隙間に充填した緩衝材の状態を通水側から排水側に 3 分割（上流、中流、下流）

にして確認したところ、閉塞しなかった水準では、隙間に緩衝材中のベントナイトが流出

して残存したケイ砂が集積した領域が残存していることを確認しました（［〇］）。一方、閉

塞した水準では、ケイ砂の集積がない領域（もしくはわずかな部分）が 1 箇所以上ありま

した（[×]もしくは[△]）。そのため、流路（水みち）にケイ砂の集積領域が連続して残存

しなければ、閉塞して流出が止まる可能性があると考えられます。なお、ケイ砂の集積が
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図 69 流量 10 mL/min、水位差 1 m の水準における室内試験の結果（隙間未充填ケース） 

 

(a) 側面図  (b) 平面図  
図 70 原位置での緩衝材流出試験設備の概要  

 

0

5

10

15

20

25

0

50

100

150

200

250

0 20 40 60 80

流
量
(m

L/
m
in
)

膨
潤
圧
(k
Pa
)

経過日数(日)

膨潤圧(kPa)
流量(mL/min)

0

500

1000

1500

2000

0

10

20

30

40

50

0 20 40 60 80
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
濃
度
(m

g/
L)

累
積
流
出
量
(g
)

経過日数(日)

累積流出量(g)
ベントナイト濃度(mg/L)

変曲点

試験孔
φ580 mm

緩衝材定置治具

コンクリートピット

緩衝材
ブロック

100 mm×5段
= 500 mm

試験孔壁

路盤コンクリート

排⽔量と流出量
の測定

︓⼟圧計
︓⽔圧計
︓荷重計

φ200mm

注⽔管

隙間20mm
(ケイ砂充填)
穴付き
底部鋼製板

試験孔底部
ケイ砂層

自然湧水

地下⽔地下⽔

試験孔からの湧水量
約0.4L/min

試験孔と周囲の水位差
ΔH≒0.45m

(ケイ砂充填)

地下⽔の流量と緩衝
材の流出量の測定

JAEA-Review 2022-025

- 68 -



 

 

 
(a) 緩衝材ブロックの定置治具への積み上げ  (b) 試験孔への試験体定置  

(c) 緩衝材周囲の隙間へのケイ砂充填  (d) 設置完了  
図 71 試験体設置状況  

 
5.2 高温度（100℃以上）等の限界的条件下での人工バリア性能確認試験  

令和 2 年度以降は、人工バリアの構成要素である緩衝材の最高温度が 100℃を超えた状

態での人工バリアとその周辺岩盤の領域（ニアフィールド）において発生する現象の整理、

人工バリア性能に係る試験データの整備、解析手法の開発を行うとともに、ニアフィール

ドにおける上限温度設定の考え方を提示します。これらの目標が達成されることにより、

地層処分場において想定外の要因により緩衝材の温度が 100℃を超えた状態となった場合

の人工バリアの挙動を検討できるとともに、高温条件下での人工バリアの安全裕度を評価

できます。本課題は、4.1 人工バリア性能確認試験と関連する課題です。人工バリア性能確

認試験では、100℃以下での温度条件下において熱－水理－力学－化学（THMC）連成現象

に係るデータを取得していますが、本課題においては、100℃超になった際に、これらの連

成現象の熱に関わる部分においてどのような現象が生じるかを把握することになります。  
令和 3 年度は、緩衝材の最高温度が 100℃を超えた状態で発生し得る現象に関する事例

調査を進めました。我が国の処分概念や設計オプションを想定した形で整理するため、包

括的技術報告書 (19)において 100℃以下の温度条件を想定して検討されている「緩衝材の機

能低下や喪失につながる可能性がある事象（影響要因）」のうち、100℃を超えた場合に変

化し得るものを抽出する形としました。その結果、100℃を超えた状態では以下の影響要因

に変化が生じ、それにより緩衝材の膨潤性低下や透水性上昇による機能の低下、オーバー

パックの腐食の促進などが生じ得ると考えられました。  
 イライト（雲母鉱物）化  

 

 

 
図 69 流量 10 mL/min、水位差 1 m の水準における室内試験の結果（隙間未充填ケース） 
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図 70 原位置での緩衝材流出試験設備の概要  
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 熱履歴  
 塩濃縮  
 微生物影響  
 ガスの発生  
 鉄/ベントナイト相互作用  
 高 pH および高 Ca 濃度地下水による影響  
 シリカセメンテーション*71 

表 8 には、各種要因について、100℃未満での想定事象と、100℃を超えた状態になった

場合を想定した調査研究事例を整理しました。  
上記の影響要因のうち、比較的多数の研究事例があるスメクタイトのイライト化につい

ては、温度、時間、間隙水のカリウムイオン（K+）濃度、圧力、スメクタイトの化学組成

などが主要なパラメータであり、イライト化反応が進行するためには K+の継続的な供給が

必要であると報告されています (20)。間隙水中の K+濃度が幌延の深度 350 m における地下

水と同程度の場合を想定して、100℃以上の温度におけるスメクタイトのイライト化割合

を計算すると、1,000 年後のイライト化の割合は、130℃までは約 5%以下、140℃では約 10%
にとどまることが示されました（図 72）。緩衝材の温度が 100℃を超えた状態が 1,000 年以

上継続するとは考えにくいこと、反応に必要な K+は拡散によって比較的ゆっくりと供給さ

れると考えられること、ならびにイライト化反応の活性化エネルギーはより大きい値を取

り得る（反応速度がより小さくなる）こと (20)(21)から、実際に生じるイライト化の割合はさ

らに小さいと想定されます。一方、このような計算においては、緩衝材や母岩中に含まれ

るカリウムに富む鉱物（カリ長石など）の溶解による K+の供給 (22)(23)などについては考慮

されていない点に留意する必要があります。  
 

 
*71：シリカ含有鉱物が高温環境などで溶解し、別のシリカ鉱物として再沈殿する現象のことです。シリ

カセメンテーションが生じた緩衝材では、可塑性（固体に力を加えて変形させた後、力を取り去って

も元に戻らない性質）や膨潤性の低下などが認められることがあります。 
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イ

ト
化

 
地

下
施

設
周

辺
の

地
温

お

よ
び

ガ
ラ

ス
固

化
体

の
発

熱
に

よ
っ

て
緩

衝
材

が
イ

ラ
イ

ト
に

変
質

し
、
膨

潤
性

の
低

下
お

よ
び

透
水

性
の

上
昇

が
生

じ
て

、
緩

衝
材

の

性
能

が
低

下
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

緩
衝

材
の

温
度

が
1
0
0
℃

を
超

え
な

い
状

態
で

あ
れ

ば
影

響
は

小
さ

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

ナ
チ

ュ
ラ

ル
ア

ナ
ロ

グ
*
7
2
：

 

・
 マ

グ
マ

の
貫

入
に

よ
り

1
0
0
℃

～
1
4
0
℃

で
数

百
年

間
加

熱
さ

れ
た

ス
メ

ク
タ

イ
ト

は
、

そ
の

4
0
%
～

6
5
%
が

イ
ラ

イ
ト

化
し

て
い

る
(
2
1
)
。

膨
潤

圧
は

、
イ

ラ
イ

ト
化

を
受

け
て

い
な

い
ス

メ
ク

タ
イ

ト
に

比
べ

て
最

大
2
0
%
程

度
ま

で
低

下
し

た
が

、
イ

ラ
イ

ト
化

に
伴

っ
て

生
じ

た
シ

リ
カ

セ
メ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
(
2
4
)
。

 

・
 さ

ま
ざ

ま
な

ナ
チ

ュ
ラ

ル
ア

ナ
ロ

グ
を

対
象

と
し

た
研

究
か

ら
、

イ
ラ

イ
ト

化
反

応
の

活
性

化
エ

ネ

ル
ギ

ー
が

推
定

さ
れ

て
い

る
(
2
5
)
な

ど
。

 

・
 カ

リ
ウ

ム
（

K
+
）
濃

度
が

低
く

ア
モ

ル
フ

ァ
ス

シ
リ

カ
*
7
3
が

存
在

す
る

環
境

下
で

は
、
2
0
0
℃

～
3
0
0
℃

ま
で

イ
ラ

イ
ト

が
生

成
し

な
い

と
考

え
ら

れ
る

(
2
6
)
。

 

室
内

試
験

：
 

・
 室

内
試

験
で

は
、

イ
ラ

イ
ト

化
が

生
じ

る
場

合
と

生
じ

な
い

場
合

の
両

方
の

結
果

が
得

ら
れ

て
い

る
(
2
7
)
(
2
8
)
(
2
9
)
な

ど
。

1
2
5
℃

～
1
3
0
℃

、
1
年

間
の

加
熱

で
わ

ず
か

な
イ

ラ
イ

ト
化

が
認

め
ら

れ
る

と
い

う
報

告
も

あ
る

が
(
2
8
)
、

お
お

む
ね

3
0
0
℃

前
後

か
つ

K
+
が

存
在

す
る

条
件

下
で

イ
ラ

イ
ト

化
が

生
じ

る
(
2
9
)
な

ど
。

 

・
 K+
を

含
ま

な
い

条
件

で
あ

れ
ば

3
0
0
℃

で
も

イ
ラ

イ
ト

化
は

生
じ

な
い

が
、

そ
の

場
合

で
も

シ
リ

カ

セ
メ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

は
観

測
さ

れ
る

(
3
0
)
。

 

原
位

置
試

験
：

 

・
 10

0
℃

以
上

で
数

年
間

加
熱

し
た

緩
衝

材
に

お
い

て
、
明

瞭
な

イ
ラ

イ
ト

化
の

痕
跡

は
観

測
さ

れ
て

い

な
い

(
3
1
)
な

ど
。

 

解
析

：
 

・
 室

内
試

験
と

同
様

に
、
温

度
と

K
+
濃

度
が

影
響

の
大

き
い

パ
ラ

メ
ー

タ
で

あ
る

(
2
2
)
(
2
3
)
。
ま

た
、
ナ

ト

リ
ウ

ム
濃

度
が

高
い

場
合

に
は

、
K
+
濃

度
が

高
く

て
も

イ
ラ

イ
ト

化
が

抑
制

さ
れ

る
と

考
え

ら
れ

る
(
2
2
)
。

 

・
 一

方
、

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

や
岩

石
中

に
含

ま
れ

る
カ

リ
ウ

ム
を

含
む

鉱
物

（
カ

リ
長

石
な

ど
）

の
溶

解

を
想

定
す

る
と

、
イ

ラ
イ

ト
化

の
割

合
が

よ
り

高
い

と
い

う
解

析
結

果
が

得
ら

れ
て

い
る

(
2
2
)
(
2
3
)
。

 

 
 

 
*
7
2
：

地
層

処
分

後
の

放
射

性
核

種
の

挙
動

や
、

人
工

バ
リ

ア
の

腐
食

・
変

質
な

ど
、

地
層

処
分

シ
ス

テ
ム

に
お

い
て

考
え

ら
れ

る
現

象
と

類
似

し
た

、
自

然
界

で
過

去
に

起
こ

っ
た

長

期
的

変
化

に
関

す
る

現
象

の
こ

と
で

す
。
火

山
ガ

ラ
ス

、
遺

跡
な

ど
か

ら
発

掘
さ

れ
た

銅
鐸

な
ど

は
人

工
バ

リ
ア

の
候

補
材

料
で

あ
る

ガ
ラ

ス
や

金
属

に
類

似
し

て
い

る
た

め
、
こ

れ

ら
の

地
下

で
の

長
期

的
な

変
化

を
調

べ
る

こ
と

に
よ

り
、

人
工

バ
リ

ア
で

生
じ

う
る

現
象

を
確

認
し

た
り

、
評

価
方

法
の

妥
当

性
を

チ
ェ

ッ
ク

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

 

*
7
3
：

非
晶

質
シ

リ
カ

と
も

呼
ば

れ
、

シ
リ

カ
ゲ

ル
や

珪
藻

土
に

含
ま

れ
る

珪
藻

の
殻

な
ど

の
結

晶
構

造
を

持
た

な
い

二
酸

化
ケ

イ
素

（
S
i
O
2
）

を
含

む
物

質
を

指
し

ま
す

。
 

 

 

 熱履歴  
 塩濃縮  
 微生物影響  
 ガスの発生  
 鉄/ベントナイト相互作用  
 高 pH および高 Ca 濃度地下水による影響  
 シリカセメンテーション*71 

表 8 には、各種要因について、100℃未満での想定事象と、100℃を超えた状態になった

場合を想定した調査研究事例を整理しました。  
上記の影響要因のうち、比較的多数の研究事例があるスメクタイトのイライト化につい

ては、温度、時間、間隙水のカリウムイオン（K+）濃度、圧力、スメクタイトの化学組成

などが主要なパラメータであり、イライト化反応が進行するためには K+の継続的な供給が

必要であると報告されています (20)。間隙水中の K+濃度が幌延の深度 350 m における地下

水と同程度の場合を想定して、100℃以上の温度におけるスメクタイトのイライト化割合

を計算すると、1,000 年後のイライト化の割合は、130℃までは約 5%以下、140℃では約 10%
にとどまることが示されました（図 72）。緩衝材の温度が 100℃を超えた状態が 1,000 年以

上継続するとは考えにくいこと、反応に必要な K+は拡散によって比較的ゆっくりと供給さ

れると考えられること、ならびにイライト化反応の活性化エネルギーはより大きい値を取

り得る（反応速度がより小さくなる）こと (20)(21)から、実際に生じるイライト化の割合はさ

らに小さいと想定されます。一方、このような計算においては、緩衝材や母岩中に含まれ

るカリウムに富む鉱物（カリ長石など）の溶解による K+の供給 (22)(23)などについては考慮

されていない点に留意する必要があります。  
 

 
*71：シリカ含有鉱物が高温環境などで溶解し、別のシリカ鉱物として再沈殿する現象のことです。シリ

カセメンテーションが生じた緩衝材では、可塑性（固体に力を加えて変形させた後、力を取り去って

も元に戻らない性質）や膨潤性の低下などが認められることがあります。 
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表
 8

 
10

0℃
を

超
え

た
状

態
で

の
緩

衝
材

の
変

質
に

関
す

る
既

往
知

見
の

整
理

（
2/

4）
 

影
響

要
因

 
内

容
 

1
0
0
℃

未
満

で
の

想
定

事
象

、
対

応
策

な
ど

1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
関

す
る

主
な

研
究

事
例

 
熱

履
歴

 
高

温
環

境
下

で
緩

衝
材

の

熱
履

歴
が

生
じ

、
緩

衝
材

の

密
度

が
低

下
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

9
0
℃

以
下

で
あ

れ
ば

室
温

条
件

と
ほ

ぼ
同

等
の

膨
潤

圧
で

あ
る

と
報

告
さ

れ
て

い
る

。
 

室
内

試
験

：
 

・
 飽

和
状

態
の

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

を
加

熱
し

た
試

験
(
3
2
)
(
3
3
)
(
3
4
)
、

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

粉
末

を
加

熱
・

成
型

後

に
膨

潤
圧

を
測

定
し

た
試

験
(
3
5
)
、

高
温

蒸
気

と
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
を

接
触

さ
せ

た
試

験
(
3
6
)
(
3
7
)
(
3
8
)
な

ど

に
大

別
さ

れ
る

。
3
点

目
の

高
温

蒸
気

と
の

反
応

に
関

し
て

は
、
「

ガ
ス

の
発

生
」

で
後

述
す

る
。

 

・
 飽

和
状

態
の

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

を
加

熱
し

た
試

験
で

は
、

最
大

1
5
0
℃

・
3
0
日

間
の

加
熱

で
透

水
係

数

が
約

1
桁

増
加

す
る

と
い

う
報

告
(
3
2
)
が

あ
る

。
一

方
、

1
5
0
℃

ま
で

の
加

熱
(
3
3
)
や

1
1
0
℃

・
3
0
日

間

の
加

熱
(
3
4
)
で

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

の
膨

潤
圧

お
よ

び
透

水
性

に
顕

著
な

変
化

は
認

め
ら

れ
な

い
と

の
報

告
も

あ
る

。
 

・
 高

温
下

で
透

水
性

が
増

加
す

る
主

な
理

由
と

し
て

水
の

粘
度

の
変

化
が

考
え

ら
れ

、
そ

の
他

に
鉱

物

の
表

面
電

荷
や

表
面

積
、

吸
着

し
て

い
る

陽
イ

オ
ン

の
組

成
な

ど
の

変
化

も
影

響
す

る
可

能
性

が
あ

る
(
3
9
)
。

 

・
 ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
粉

末
を

最
高

1
3
0
℃

、
最

長
1
2
0
日

で
加

熱
し

て
も

、
膨

潤
圧

特
性

に
対

す
る

影
響

は
小

さ
い

。
た

だ
し

、
最

大
膨

潤
率

は
低

下
す

る
傾

向
に

あ
り

、
鉛

直
圧

や
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
の

イ
オ

ン
型

の
影

響
が

大
き

い
と

考
え

ら
れ

る
(
3
5
)
。

 

原
位

置
試

験
：

 

・
 最

高
温

度
1
5
5
℃

で
6
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
膨

潤
圧

が
1
0
%
程

度
減

少
、
透

水
係

数
が

3
0
%
程

度
増

加
し

た
(
4
0
)
。

 

・
 最

高
温

度
1
4
0
℃

で
1
年

～
5
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
膨

潤
圧

お
よ

び
透

水
性

に
顕

著
な

変
化

は
生

じ
な

か
っ

た
(
4
1
)
な

ど
。

 

・
 最

高
温

度
1
3
0
℃

で
1
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
加

熱
部

に
近

い
ほ

ど
膨

潤
圧

は
減

少
す

る
傾

向
に

あ
り

、
ま

た
一

部
の

緩
衝

材
（

D
e
p
o
n
i
t
 C
a
n
、

A
s
h
a
 5
0
5
）

の
膨

潤
圧

が
最

大
で

1
/
3
程

度
に

減
少

し
た

(
4
2
)
な

ど
。

 

解
析

：
 

・
 原

子
レ

ベ
ル

で
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

で
は

、
3
0
0
℃

超
ま

で
の

温
度

上
昇

で
膨

潤
圧

が
増

加
す

る
と

い
う

結
果

が
得

ら
れ

て
お

り
、

水
分

子
の

熱
運

動
が

増
加

す
る

た
め

と
考

え
ら

れ
て

い
る

(
4
3
)
。

 

塩
濃

縮
 

再
冠

水
期

に
廃

棄
体

の
発

熱
に

よ
る

温
度

勾
配

に
よ

っ
て

塩
濃

縮
が

発
生

し
、
緩

衝
材

中
の

鉱
物

組
成

が
局

所
的

に
変

化
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

緩
衝

材
が

地
下

水
で

飽
和

さ
れ

た
後

に
は

、
蓄

積

さ
れ

た
塩

は
溶

解
し

、
拡

散
に

よ
っ

て
散

逸
す

る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
長

期
安

全
性

の
評

価
に

お

い
て

、
そ

の
影

響
は

無
視

す
る

こ
と

が
可

能
と

さ

れ
て

い
る

。
 

原
位

置
試

験
：

 

・
 海

外
の

原
位

置
試

験
で

は
、

ヒ
ー

タ
ー

加
熱

部
近

傍
で

の
炭

酸
塩

・
硫

酸
塩

鉱
物

の
溶

解
お

よ
び

周

辺
の

低
温

領
域

で
の
（

無
水

）
セ

ッ
コ

ウ
の

沈
殿

(
3
1
)
、
ケ

イ
酸

塩
鉱

物
の

溶
解

(
4
3
)
な

ど
が

報
告

さ
れ

て
い

る
。

こ
れ

ら
は

基
本

的
に

緩
衝

材
中

の
鉱

物
が

高
温

に
よ

り
溶

解
し

た
も

の
で

あ
り

、
地

下
水

中
の

成
分

の
濃

縮
に

よ
る

も
の

で
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

・
 仮

に
濃

縮
が

生
じ

た
と

し
て

も
、

基
本

的
に

は
1
0
0
℃

未
満

の
場

合
と

同
様

に
、

緩
衝

材
が

地
下

水

で
飽

和
さ

れ
た

後
の

影
響

は
小

さ
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

・
 一

方
、

ヒ
ー

タ
ー

近
傍

で
地

下
水

中
の

塩
濃

度
が

高
く

な
る

と
、

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

を
促

進

す
る

可
能

性
が

あ
る

(
4
4
)
。
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表
 8

 
10

0℃
を

超
え

た
状

態
で

の
緩

衝
材

の
変

質
に

関
す

る
既

往
知

見
の

整
理

（
3/

4）
 

影
響

要
因

 
内

容
 

1
0
0
℃

未
満

で
の

想
定

事
象

、
対

応
策

な
ど

1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
関

す
る

主
な

研
究

事
例

 
微

生
物

影
響

 
緩

衝
材

中
に

存
在

す
る

微

生
物

の
活

動
に

よ
り

、
オ

ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

が
促

進
さ

れ
る

こ
と

が
懸

念
さ

れ
る

。
 

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

に
影

響
を

与
え

る
緩

衝
材

中
の

微
生

物
活

動
を

抑
制

す
る

よ
う

に
、
材

料
や

緩
衝

材
の

密
度

が
設

定
さ

れ
る

。
 

・
 高

温
状

態
に

よ
り

緩
衝

材
の

密
度

が
低

下
す

る
と

、
緩

衝
材

中
で

微
生

物
活

動
が

活
発

と
な

り
、

オ

ー
バ

ー
パ

ッ
ク

の
腐

食
を

促
進

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
一

方
、

微
生

物
活

動
に

必
要

な
硫

酸
塩

や
硫

化
物

の
緩

衝
材

へ
の

供
給

は
限

定
的

で
あ

る
と

も
考

え
ら

れ
る

(
4
4
)
。

 

ガ
ス

の
発

生
 

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

、

水
の

放
射

線
分

解
ガ

ス
に

よ
り

生
成

さ
れ

る
ガ

ス
が

人
工

バ
リ

ア
内

で
発

生
し

て
蓄

積
し

、
破

過
す

る
こ

と

で
水

み
ち

を
形

成
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

ガ
ス

発
生

に
よ

る
亀

裂
が

緩
衝

材
に

発
生

し
た

と
し

て
も

閉
塞

で
き

る
よ

う
に

、
材

料
や

緩
衝

材

の
密

度
が

設
定

さ
れ

る
。

 

・
 10

0
℃

未
満

で
想

定
さ

れ
て

い
る

ガ
ス

発
生

の
事

象
に

加
え

て
、

1
0
0
℃

を
超

え
る

状
態

が
埋

め
戻

し

お
よ

び
再

冠
水

の
前

に
生

じ
た

場
合

に
は

、
水

が
沸

騰
し

高
温

蒸
気

が
発

生
し

得
る

。
 

室
内

試
験

：
 

・
 乾

燥
状

態
や

、
液

体
の

水
が

常
に

存
在

す
る

状
態

で
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
を

1
0
0
℃

以
上

に
加

熱
し

た
場

合
に

比
べ

て
、

高
温

蒸
気

と
反

応
さ

せ
た

場
合

に
膨

潤
能

力
は

よ
り

大
き

く
低

下
す

る
(
3
6
)
(
4
5
)
。

 

・
 高

温
蒸

気
と

の
反

応
に

よ
り

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

の
比

容
量

は
減

少
し

、
そ

の
程

度
は

温
度

（
1
1
0
℃

～

2
1
0
℃

）
が

高
い

ほ
ど

、
ま

た
反

応
時

間
（

1
日

～
2
1
日

）
が

長
い

ほ
ど

大
き

い
(
3
6
)
。

 

・
 90

～
1
0
0
℃

の
高

温
蒸

気
と

3
0
日

間
接

触
し

た
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
で

は
、

未
処

理
の

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

と

比
べ

て
透

水
係

数
が

1
0
倍

以
上

増
加

、
膨

潤
圧

が
数

分
の

1
に

減
少

し
た

(
3
7
)
。

圧
縮

し
た

ベ
ン

ト

ナ
イ

ト
ペ

レ
ッ

ト
に

お
い

て
も

、
高

温
蒸

気
と

3
0
日

間
接

触
さ

せ
た

と
こ

ろ
、

1
2
0
℃

ま
で

は
顕

著

な
変

化
は

な
か

っ
た

が
、

1
5
0
℃

で
膨

潤
圧

が
減

少
し

た
(
3
8
)
。

 

鉄
/
ベ

ン
ト

ナ

イ
ト

相
互

作
用

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

に
伴

い
放

出
さ

れ
る

鉄
と

の
反

応
に

よ
り

、
緩

衝
材

中

の
ス

メ
ク

タ
イ

ト
の

溶
解

と
二

次
鉱

物
の

沈
殿

、
ス

メ

ク
タ

イ
ト

の
層

間
陽

イ
オ

ン
の

イ
オ

ン
交

換
が

発
生

す
る

。
こ

れ
に

よ
り

膨
潤

性

や
透

水
性

が
変

化
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

化
学

的
な

変
質

は
間

隙
閉

塞
に

よ
り

影
響

範
囲

が
限

定
さ

れ
る

た
め

、
緩

衝
材

の
大

半
が

初
期

の

鉱
物

組
成

で
維

持
さ

れ
、
変

化
は

小
さ

い
と

予
想

さ
れ

る
。

 

ナ
チ

ュ
ラ

ル
ア

ナ
ロ

グ
：

 

・
 高

温
環

境
で

鉄
と

反
応

し
た

ス
メ

ク
タ

イ
ト

は
、

鉄
ス

メ
ク

タ
イ

ト
や

バ
ー

チ
ェ

リ
ン

な
ど

の
中

間

生
成

物
を

経
て

、
緑

泥
石

へ
と

変
質

す
る

傾
向

に
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
(
4
6
)
。

 

・
 熱

水
と

の
反

応
に

よ
り

緑
泥

石
へ

の
変

質
が

生
じ

る
最

低
温

度
は

2
0
0
℃

と
想

定
さ

れ
る

。
た

だ
し

、

堆
積

物
の

続
成

作
用

で
は

4
0
℃

～
6
0
℃

で
バ

ー
チ

ェ
リ

ン
か

ら
緑

泥
石

へ
の

変
質

が
生

じ
得

る
(
4
7
)
。
 

室
内

試
験

：
 

・
 お

よ
そ

1
5
0
℃

以
上

の
温

度
で

バ
ー

チ
ェ

リ
ン

や
緑

泥
石

な
ど

へ
の

変
質

が
生

じ
る

報
告

例
が

多

い
。

た
だ

し
、

3
0
0
℃

で
も

変
質

が
生

じ
な

い
例

や
、

1
0
0
℃

以
下

で
変

質
す

る
例

、
サ

ポ
ナ

イ
ト

が

生
成

す
る

例
も

あ
る

(
4
8
)
(
4
9
)
(
5
0
)
な

ど
。

 

・
 鉄

共
存

下
で

の
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
の

変
質

に
影

響
を

与
え

る
主

要
因

と
し

て
、

温
度

、
溶

液
条

件
、

鉄

/
粘

土
比

、
ス

メ
ク

タ
イ

ト
の

組
成

が
挙

げ
ら

れ
て

い
る

(
5
1
)
。

 

原
位

置
試

験
：

 

・
 13

0
℃

～
1
5
0
℃

で
最

長
6
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
ヒ

ー
タ

ー
と

の
接

触
部

（
ヒ

ー
タ

ー

か
ら

最
大

1
 c
m
程

度
）

で
鉄

濃
度

の
増

加
が

確
認

さ
れ

て
い

る
。

た
だ

し
、

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

の
変

質

で
は

な
く

、
鉄

水
和

酸
化

物
や

シ
デ

ラ
イ

ト
な

ど
の

鉱
物

沈
殿

に
よ

る
も

の
と

考
え

ら
れ

て
い

る
(
4
3
)
(
5
2
)
(
5
3
)
な

ど
。

 

・
 最

高
温

度
1
3
0
℃

で
1
年

間
加

熱
し

、
ヒ

ー
タ

ー
と

の
接

触
部

で
N
a
型

か
ら

F
e
型

に
変

化
し

た
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
に

つ
い

て
、

膨
潤

圧
や

透
水

係
数

の
大

き
な

変
化

は
認

め
ら

れ
な

い
(
5
4
)
。

 

 
 

 

  

表
 8

 
10

0℃
を

超
え

た
状

態
で

の
緩

衝
材

の
変

質
に

関
す

る
既

往
知

見
の

整
理

（
2/

4）
 

影
響

要
因

 
内

容
 

1
0
0
℃

未
満

で
の

想
定

事
象

、
対

応
策

な
ど

1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
関

す
る

主
な

研
究

事
例

 
熱

履
歴

 
高

温
環

境
下

で
緩

衝
材

の

熱
履

歴
が

生
じ

、
緩

衝
材

の

密
度

が
低

下
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

9
0
℃

以
下

で
あ

れ
ば

室
温

条
件

と
ほ

ぼ
同

等
の

膨
潤

圧
で

あ
る

と
報

告
さ

れ
て

い
る

。
 

室
内

試
験

：
 

・
 飽

和
状

態
の

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

を
加

熱
し

た
試

験
(
3
2
)
(
3
3
)
(
3
4
)
、

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

粉
末

を
加

熱
・

成
型

後

に
膨

潤
圧

を
測

定
し

た
試

験
(
3
5
)
、

高
温

蒸
気

と
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
を

接
触

さ
せ

た
試

験
(
3
6
)
(
3
7
)
(
3
8
)
な

ど

に
大

別
さ

れ
る

。
3
点

目
の

高
温

蒸
気

と
の

反
応

に
関

し
て

は
、
「

ガ
ス

の
発

生
」

で
後

述
す

る
。

 

・
 飽

和
状

態
の

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

を
加

熱
し

た
試

験
で

は
、

最
大

1
5
0
℃

・
3
0
日

間
の

加
熱

で
透

水
係

数

が
約

1
桁

増
加

す
る

と
い

う
報

告
(
3
2
)
が

あ
る

。
一

方
、

1
5
0
℃

ま
で

の
加

熱
(
3
3
)
や

1
1
0
℃

・
3
0
日

間

の
加

熱
(
3
4
)
で

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

の
膨

潤
圧

お
よ

び
透

水
性

に
顕

著
な

変
化

は
認

め
ら

れ
な

い
と

の
報

告
も

あ
る

。
 

・
 高

温
下

で
透

水
性

が
増

加
す

る
主

な
理

由
と

し
て

水
の

粘
度

の
変

化
が

考
え

ら
れ

、
そ

の
他

に
鉱

物

の
表

面
電

荷
や

表
面

積
、

吸
着

し
て

い
る

陽
イ

オ
ン

の
組

成
な

ど
の

変
化

も
影

響
す

る
可

能
性

が
あ

る
(
3
9
)
。

 

・
 ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
粉

末
を

最
高

1
3
0
℃

、
最

長
1
2
0
日

で
加

熱
し

て
も

、
膨

潤
圧

特
性

に
対

す
る

影
響

は
小

さ
い

。
た

だ
し

、
最

大
膨

潤
率

は
低

下
す

る
傾

向
に

あ
り

、
鉛

直
圧

や
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
の

イ
オ

ン
型

の
影

響
が

大
き

い
と

考
え

ら
れ

る
(
3
5
)
。

 

原
位

置
試

験
：

 

・
 最

高
温

度
1
5
5
℃

で
6
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
膨

潤
圧

が
1
0
%
程

度
減

少
、
透

水
係

数
が

3
0
%
程

度
増

加
し

た
(
4
0
)
。

 

・
 最

高
温

度
1
4
0
℃

で
1
年

～
5
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
膨

潤
圧

お
よ

び
透

水
性

に
顕

著
な

変
化

は
生

じ
な

か
っ

た
(
4
1
)
な

ど
。

 

・
 最

高
温

度
1
3
0
℃

で
1
年

間
加

熱
し

た
緩

衝
材

に
お

い
て

、
加

熱
部

に
近

い
ほ

ど
膨

潤
圧

は
減

少
す

る
傾

向
に

あ
り

、
ま

た
一

部
の

緩
衝

材
（

D
e
p
o
n
i
t
 C
a
n
、

A
s
h
a
 5
0
5
）

の
膨

潤
圧

が
最

大
で

1
/
3
程

度
に

減
少

し
た

(
4
2
)
な

ど
。

 

解
析

：
 

・
 原

子
レ

ベ
ル

で
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

で
は

、
3
0
0
℃

超
ま

で
の

温
度

上
昇

で
膨

潤
圧

が
増

加
す

る
と

い
う

結
果

が
得

ら
れ

て
お

り
、

水
分

子
の

熱
運

動
が

増
加

す
る

た
め

と
考

え
ら

れ
て

い
る

(
4
3
)
。

 

塩
濃

縮
 

再
冠

水
期

に
廃

棄
体

の
発

熱
に

よ
る

温
度

勾
配

に
よ

っ
て

塩
濃

縮
が

発
生

し
、
緩

衝
材

中
の

鉱
物

組
成

が
局

所
的

に
変

化
す

る
こ

と
が

懸
念

さ
れ

る
。

 

緩
衝

材
が

地
下

水
で

飽
和

さ
れ

た
後

に
は

、
蓄

積

さ
れ

た
塩

は
溶

解
し

、
拡

散
に

よ
っ

て
散

逸
す

る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
長

期
安

全
性

の
評

価
に

お

い
て

、
そ

の
影

響
は

無
視

す
る

こ
と

が
可

能
と

さ

れ
て

い
る

。
 

原
位

置
試

験
：

 

・
 海

外
の

原
位

置
試

験
で

は
、

ヒ
ー

タ
ー

加
熱

部
近

傍
で

の
炭

酸
塩

・
硫

酸
塩

鉱
物

の
溶

解
お

よ
び

周

辺
の

低
温

領
域

で
の
（

無
水

）
セ

ッ
コ

ウ
の

沈
殿

(
3
1
)
、
ケ

イ
酸

塩
鉱

物
の

溶
解

(
4
3
)
な

ど
が

報
告

さ
れ

て
い

る
。

こ
れ

ら
は

基
本

的
に

緩
衝

材
中

の
鉱

物
が

高
温

に
よ

り
溶

解
し

た
も

の
で

あ
り

、
地

下
水

中
の

成
分

の
濃

縮
に

よ
る

も
の

で
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

・
 仮

に
濃

縮
が

生
じ

た
と

し
て

も
、

基
本

的
に

は
1
0
0
℃

未
満

の
場

合
と

同
様

に
、

緩
衝

材
が

地
下

水

で
飽

和
さ

れ
た

後
の

影
響

は
小

さ
い

と
考

え
ら

れ
る

。
 

・
 一

方
、

ヒ
ー

タ
ー

近
傍

で
地

下
水

中
の

塩
濃

度
が

高
く

な
る

と
、

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

腐
食

を
促

進

す
る

可
能

性
が

あ
る

(
4
4
)
。
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表
 8

 
10

0℃
を

超
え

た
状

態
で

の
緩

衝
材

の
変

質
に

関
す

る
既

往
知

見
の

整
理

（
4/

4）
 

影
響

要
因

 
内

容
 

1
0
0
℃

未
満

で
の

想
定

事
象

、
対

応
策

な
ど

1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
関

す
る

主
な

研
究

事
例

 
高

p
H

お
よ

び

高
C
a

濃
度

地

下
水

に
よ

る
影

響
 

地
下

水
に

C
a

イ
オ

ン
が

含

ま
れ

て
い

る
場

合
や

処
分

坑
道

内
の

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
残

置
物

な
ど

か
ら

セ
メ

ン
ト

の
溶

脱
に

伴
っ

て
生

成
す

る
高

p
H
、

高
C
a
濃

度

の
地

下
水

と
の

反
応

に
よ

り
、
緩

衝
材

表
面

の
ベ

ン
ト

ナ
イ

ト
が

他
鉱

物
に

変
質

ま
た

は
C
a

化
さ

れ
、

膨
潤

性
が

低
下

す
る

こ
と

が
懸

念
さ

れ
る

。
 

解
析

か
ら

、
緩

衝
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図 72 高温度におけるスメクタイトのイライト化の経時変化  
参考文献 (25)を参考とし、イライト化反応の活性化エネルギーは報告されている範囲（25 kcal/mol～28 
kcal/mol(20)）の最小値である 25 kcal/mol、間隙水中の K+濃度は幌延の深度 350 m の地下水と同程度の 75 
mg/L として計算しています。  

表 8 で整理したように、高温条件下での緩衝材特性の変化に関しては、緩衝材の鉱物学

的な変質、熱履歴、高温蒸気との反応など複数の要因が考えられます。緩衝材の加熱温度

と、加熱に伴う膨潤圧および透水係数の変化との関係を提示した研究事例はありますが (20)、

このような要因の違いは考慮されていませんでした。そこで、加熱による緩衝材の膨潤圧

および透水係数の変化について、シリカセメンテーションの有無および水分状態の違い（飽

和/高温蒸気）に着目して先行研究の結果を整理しました。なお、ベントナイトの種類の違

いによる影響を除外するため、ここでは同一のベントナイト（MX-80）を用いた試験結果

のみを対象としています。図  73 に示すように、シリカセメンテーションが生じている試

料の一部では、加熱前と比べて膨潤圧が半分以下に減少、および透水係数が 1 桁以上増加

していますが、シリカセメンテーションが生じていない試料と同程度の値を示す試料も認

められます。一方、図  74 に示すように、高温蒸気と反応した試料については、膨潤圧が

加熱前の試料よりも低くなっており、また透水係数もすべての試料で 1 桁以上増加してい

ます。膨潤圧に関しては加熱温度が高いほどより低くなる傾向が認められるものの、透水

係数については加熱温度との関係は認められませんでした。また、加熱時間（70℃～170℃）

と特性変化との関係は認められませんでした（図  75）。以上のことから、現状での調査結

果に基づけば、高温条件下での緩衝材特性の変化については、高温蒸気との反応の影響が

大きいことが示唆されます。
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(a) 膨潤圧の変化  (b) 透水係数の変化  
図 73 MX-80 ベントナイトにおける加熱前後の膨潤圧および透水係数の変化（シリカセ

メンテーションの有無による影響）
赤丸と白四角はそれぞれ、セメンテーションの生じている試料と生じていない試料を意味します。 (a)
と(b)の縦軸はそれぞれ、加熱前後で膨潤圧の値が何倍になったか、透水係数の桁数が何桁変化したかを

意味しており、赤点線上に位置する点は、加熱前後で値が変わっていないことを意味します。参考文

献：(27)(31)(33)(34)(37)(38)(40)(57)(59)(60) 

(a) 膨潤圧の変化  (b) 透水係数の変化  
図 74 MX-80 ベントナイトにおける加熱前後の膨潤圧および透水係数の変化（水分状態

の違いによる影響）
青丸と白四角はそれぞれ、高温蒸気と反応した試料と飽和状態で加熱した試料を意味します。縦軸や赤

点線の意味、参照とした文献は図  73 と同様です。  
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図 76 110℃で乾燥させたベントナイト  
令和 3 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業［JPJ007597］：ニアフィールドシ

ステム評価確証技術開発 (61)にて作製された試料。飽和状態から乾燥により亀裂が生じているのが確認で

きます。

(a) 試験の概念図  

(b) 温度の観測結果  
グラフ右側の数字は、各温度センサー設置場所のヒーターからの距離を意味します。

図 77 高温度の人工バリア性能確認試験（海外での研究事例）  
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の概念図
令和 3 年度の調査結果に基づき更新しています。  
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6. 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

6.1 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化  
6.1.1 地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握  

令和 2 年度以降は、地殻変動が地層の透水性に与える影響の把握が課題となります。そ

のため、断層沿いに亀裂の発達する幅が数十 cm 程度のより大型の断層における地震動や

坑道掘削に伴う割れ目中の地下水の流れの変化に関して、堆積岩の緩衝能力（自己治癒能

力）の評価手法の確認を行います。具体的には、地殻変動が地層の透水性に与える影響の

把握（ボーリング孔を用いた水圧擾乱試験）、ダクティリティインデックス（DI）を用いた

透水性評価の信頼性向上・隆起侵食の影響評価手法の整備、水圧擾乱試験による断層の活

動性評価手法の整備を行います。本課題は、割れ目や断層の中での地下水や物質の移動を

把握するので、4.2 物質移行試験と関連があります。  
令和 3 年度は、DI を用いた透水性評価手法の信頼性向上に向け、既存の室内試験結果や

水圧擾乱試験結果を用いて DI モデル (62)を再検証しました。これまで、DI と地下水の主要

な水みちとなる割れ目の透水性は相関することが国内外の 6 つの地層のデータから経験的

に分かっていましたが (62)（図 79 の〇）、その相関関係をより正確に表す経験式を構築する

ために、Kuang and Jiao の近似法 (63)を適用して図 79 に示すような新たな経験式（図 79 の

近似曲線）を構築しました。また、この近似曲線の物理的な意味を理解するためにシミュ

レーションを行った結果、図 79 の近似曲線が表す DI と割れ目の透水性の関係は、凹凸の

ある割れ目内の隙間の開閉現象（図 80）で説明できることが分かりました（図 79 の近似

曲線のカーブの形が図  80 に基づくシミュレーション（図 79 の水色線）により、よく再現

できています） (64)。さらに、割れ目の透水性が図 79 の近似曲線の値であるために必要な

条件をシミュレーション（計 88 パターン）した結果、0.05 mm～2.00 mm 程度のわずかな

割れ目のずれにより割れ目のかみ合わせが悪くなることによって、割れ目内の隙間が増え

る（図 81 上図）必要があることが分かりました（図 82） (64)。一般に、数百 µm～数 mm
程度までのずれは割れ目内に多くの隙間をもたらしますが、それ以上割れ目がずれてもか

み合わせの悪さは変わらず、割れ目内の隙間があまり増えなくなります（図 81 下図）。こ

れらのことから、図 79 の近似曲線が示す透水性の値（誤差範囲を含む）は、ある DI 条件

において、割れ目のかみ合わせが悪くなることにより増加し得る透水性の上限値を表して

いると理解することができました (64)。  
DI、割れ目のかみ合わせおよび割れ目の透水性の関係は以下の数式で表すことができま

す (64)。  
e = E�/JRC��.�  （e と E の単位は µm、e>E となる場合は e=E とします）  
E = E��1 + bDI/0.2899��� 

ここで、e は割れ目の水理学的開口幅（割れ目の透水性）、E は割れ目の力学的開口幅（割

れ目内の物理的な隙間の大きさ）、JRC0 は 10 cm スケールでの割れ目表面の粗さを表す数

値（通常は 0～20 の範囲の値をとり、値が大きいほど面が粗いことを示します）、E0 は初

期開口幅（割れ目面にかかる力がサンプルの自重相当に小さい場合の割れ目の力学的開口

幅）、b は割れ目の方向性に依存する係数（通常は 0.5～1.5 の範囲の値）を表しています。

DI 以外のパラメータで e を支配するのは JRC0、b、E0 となりますが、b はそれほど e に影
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響を与えないことが既往の検討により分かっています (64)。一方、E0 は e に大きな影響を与

えるパラメータで、割れ目表面がずれて割れ目のかみ合わせが悪くなることにより増加す

るパラメータです。この時の E0 の増加量は、JRC0 が大きい（割れ目面が粗い）ほど、大き

くなります。この E0 の大きさは「割れ目のかみ合わせ」の程度と密接に関連することから、

この E0 の大きさを「割れ目のかみ合わせ」の程度を表す指標としてここでは扱っています。 

図 79 国内外の 6 つの地層における地下水の主要な水みち割れ目の透水性と DI の関係 (64)

6 つの地層は、幌延、スイス、スウェーデン、フィンランド、イギリスの地層です。赤色曲線 /破線はデ

ータ（図中の○）から Kuang and Jiao の近似法 (63)を適用することにより得られる近似曲線を示し、水色

の曲線は図  80 に示すモデルに基づくシミュレーション結果を示します。  

図 80 DI、割れ目内の隙間の開閉、および割れ目の透水性の関係（割れ目のずれが一定

の場合）
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期開口幅（割れ目面にかかる力がサンプルの自重相当に小さい場合の割れ目の力学的開口

幅）、b は割れ目の方向性に依存する係数（通常は 0.5～1.5 の範囲の値）を表しています。

DI 以外のパラメータで e を支配するのは JRC0、b、E0 となりますが、b はそれほど e に影
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図 81 割れ目のずれ、かみ合わせ、および透水性の関係（DI が一定の場合）  

図 82 割れ目のずれに伴う開口幅の変化に関するシミュレーション (64)

割れ目の透水性が図  79 に示す地下水の主要な水みち割れ目の透水性に達するためには、本図に示す縦

軸の値が図中の 2 本の青曲線で挟まれた範囲に達する必要があります (64)。Bandis の実験データ (65)を用い

て、様々な割れ目面の粗さを持つ割れ目がずれた場合の縦軸の値の変化をシミュレーションした結果、

0.05 mm～2.00 mm ずれると青曲線で挟まれた範囲に縦軸の値が達することが分かりました（図中の上の

赤丸が 2.00 mm ずれた場合、下の赤丸が 0.05 mm ずれた場合を示します）。  

上記の結果に基づくと、DI に対する透水性が既に図 79 の近似曲線の値の誤差範囲に達

している割れ目は、割れ目がずれてもそれ以上、透水性が上昇しにくく（図 81）、DI が変

化する場合のみ、それに応じた透水性の変化（図 80）が生じることが予想されます。この

ことを確認するために、国内外の地下研究施設において実施された水圧擾乱試験の結果と

の比較検証を行いました。その結果、幌延の地下施設では、透水性が既に近似曲線の誤差
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範囲に達している割れ目がずれても DI の減少量に応じた分の透水性の上昇しか発生しな

いことが確認できました（図 83(a)）。またスイスでは、透水性が既に近似曲線の誤差の範

囲に達している割れ目がずれても透水性の変化が 1 オーダー以内に留まるのに対し（図  
83(b)）、透水性が近似曲線の誤差の範囲に達していない割れ目がずれた場合は透水性が数

オーダー増加し、近似曲線の範囲に透水性が達することが確認できました（図  83(c)）。こ

れらの結果は、図 79 の近似曲線が隆起侵食により DI が低下した場合や、地震などにより

断層が再活動した場合の割れ目の透水性の変化量の上限を見積もるのに有用であることを

示しています (64)。今後は、今回得られた結果を基に、令和 2 年度に実施した水圧擾乱試験

の結果 (8)との比較検証も行う予定です。  

図 83 国内外の地下研究施設で実施された水圧擾乱試験の結果 (64) 
(a)幌延の例。割れ目をずらす前から DI モデルの近似曲線（経験式）の誤差（±2σ）の範囲に割れ目の

透水性が達しており、試験中、DI の低下とともに割れ目の透水性が近似曲線に沿って増加（試験中の割

れ目のずれ幅は最大数 cm に到達）しています。(b)スイスの例。割れ目をずらす前から DI モデルの近似

曲線の誤差（±2σ）の範囲に割れ目の透水性が達しており、割れ目をずらした後の透水性の変化は 1 オ

ーダー以内（試験中の割れ目のずれ幅は最大 1 mm）です。(c)スイスの例。割れ目をずらす前は DI モデ

ルの近似曲線の誤差（±2σ）の範囲に割れ目の透水性が達していませんが、割れ目をずらした後、透水

性が数オーダー上昇し、近似曲線の範囲に割れ目の透水性が到達しています（試験中の割れ目のずれ幅

は最大 1 mm）。  

地層の透水性は、図 79 や図 83 に示すような割れ目内の局所的な透水性（割れ目内の隙

間の大きさ）のみならず、割れ目の水理学的連結性（割れ目内の隙間のつながり具合）に

も大きく支配されます。令和 3 年度は、図 83(a)に示す水圧擾乱試験で観測された割れ目

の水理学的連結性に関する以下の現象についても検討を行いました。水圧擾乱試験では、

高圧注水によって割れ目の水理学的連結性が上昇した後、水圧低下後も数日間、水理学的

連結性が高い状態が保持され、その後に元の水理学的連結性が低い状態に戻りました（図

84）。この現象を再現するために、割れ目の透水性や幾何形状について複数のケースを想定

したシミュレーションを行いました。その結果、(1)観測された割れ目の水理学的連結性の

可逆的な変化（元に戻る現象）は、水圧変化に応じた割れ目内の開口部の面積割合の変化

により再現できること（図  85(a)、(c)、(d)、(f)）、(2)水圧低下後も数日間、割れ目の高い水

図 81 割れ目のずれ、かみ合わせ、および透水性の関係（DI が一定の場合）  

図 82 割れ目のずれに伴う開口幅の変化に関するシミュレーション (64)

割れ目の透水性が図  79 に示す地下水の主要な水みち割れ目の透水性に達するためには、本図に示す縦

軸の値が図中の 2 本の青曲線で挟まれた範囲に達する必要があります (64)。Bandis の実験データ (65)を用い

て、様々な割れ目面の粗さを持つ割れ目がずれた場合の縦軸の値の変化をシミュレーションした結果、

0.05 mm～2.00 mm ずれると青曲線で挟まれた範囲に縦軸の値が達することが分かりました（図中の上の

赤丸が 2.00 mm ずれた場合、下の赤丸が 0.05 mm ずれた場合を示します）。  

上記の結果に基づくと、DI に対する透水性が既に図 79 の近似曲線の値の誤差範囲に達

している割れ目は、割れ目がずれてもそれ以上、透水性が上昇しにくく（図 81）、DI が変

化する場合のみ、それに応じた透水性の変化（図 80）が生じることが予想されます。この

ことを確認するために、国内外の地下研究施設において実施された水圧擾乱試験の結果と

の比較検証を行いました。その結果、幌延の地下施設では、透水性が既に近似曲線の誤差
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理学的連結性が保持される現象は、ボーリング孔の試験区間（注水点）の水圧が低下した

後も試験区間から 2 m 以上離れた割れ目内では高い水圧が保持されることにより再現でき

ることが分かりました（図 85(b)、(e)）(66)。後者(2)の他の理由として、割れ目表面の微小

な凹凸の側面に働く摩擦力が水圧低下後も一時的に割れ目内の隙間を保持した可能性も考

えられますが (66)、いずれの場合においても、割れ目の水理学的連結性は、水圧の変化、す

なわち DI の変化に応じて可逆的に変化する可能性が高いことが分かりました（図 86）。
今後は DI と割れ目の水理学的連結性の関係についてさらに検討を進めていく予定です。  

図 84 高圧注水の前後に実施した割れ目の水理学的連結性の変化を調べるための低圧注

水試験結果 (66) 
高圧注水の(a)直前、(b)8 日後、(c)44 日後、(d)72 日後に実施。試験の後半の時間帯における水圧変化量

の時間微分の傾きが 0.5 以上の場合は割れ目の水理学的連結性が低く、傾きが 0 か負の場合は割れ目の

水理学的連結性が高いことが水圧の拡散に係る方程式より推定できます (67)。高圧注水の 8 日後に実施し

た低圧注水試験(b)では高い水理学的連結性が推定されますが（時間微分の傾きが負）、44 日後以降に実

施した同試験(c)、(d)では、高圧注水の直前に実施した試験(a)と同様に低い水理学的連結性が推定されま

す（時間微分の傾きが 0.5 以上）。  
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図 85 観測された割れ目の水理学的連結性の変化を再現するための割れ目モデル(a)～(c)
と解析結果(d)～(f)(66) 

(a)高圧注水中の割れ目内の開口状態を想定したモデルです。高圧注水により注水した割れ目内の水圧が

上昇しているため、注水した割れ目内の開口部（水色の斑点部分）の割合が比較的多く、割れ目内の閉

口部（青色の斑点部分）と同じくらい存在すると仮定しています。注水した割れ目は他の割れ目（高透

水性の割れ目）と交差して連結しています。(b)高圧注水を終了してから数日後の注水した割れ目内の開

口状態を想定したモデルです。注水点から 2 m の範囲内は水圧が既に低下（回復）しているため、閉口

部の割合が多くなっていると仮定しています（青色の斑点部分の割合が多い）。この外側の領域はまだ水

圧が高い状態が保持されており、開口部と閉口部の割合が同じくらいの状態が保たれていると仮定して

います。(c)高圧注水を終了してから数十日後の注水した割れ目内の開口状態を想定したモデルです。割

れ目内の水圧は十分に低下（回復）しているため、高圧注水前の開口状態に戻っていると仮定していま

す（大部分が閉口しており、青色の斑点部分の割合が多い）。(d)～(f)は上記の各モデルで注水点から低圧

注水を行った場合の注水点の水圧変化量とその時間微分を示します。(d)と(e)では後半の時間帯で水圧変

化量の時間微分が 0 もしくは負の傾きを示し、(f)では傾きが 0.5 以上の時間微分を示します。  

図 86 DI と割れ目の水理学的連結性（隙間のつながり具合）の関係  

理学的連結性が保持される現象は、ボーリング孔の試験区間（注水点）の水圧が低下した

後も試験区間から 2 m 以上離れた割れ目内では高い水圧が保持されることにより再現でき

ることが分かりました（図 85(b)、(e)）(66)。後者(2)の他の理由として、割れ目表面の微小

な凹凸の側面に働く摩擦力が水圧低下後も一時的に割れ目内の隙間を保持した可能性も考

えられますが (66)、いずれの場合においても、割れ目の水理学的連結性は、水圧の変化、す

なわち DI の変化に応じて可逆的に変化する可能性が高いことが分かりました（図 86）。
今後は DI と割れ目の水理学的連結性の関係についてさらに検討を進めていく予定です。  

図 84 高圧注水の前後に実施した割れ目の水理学的連結性の変化を調べるための低圧注

水試験結果 (66) 
高圧注水の(a)直前、(b)8 日後、(c)44 日後、(d)72 日後に実施。試験の後半の時間帯における水圧変化量

の時間微分の傾きが 0.5 以上の場合は割れ目の水理学的連結性が低く、傾きが 0 か負の場合は割れ目の

水理学的連結性が高いことが水圧の拡散に係る方程式より推定できます (67)。高圧注水の 8 日後に実施し

た低圧注水試験(b)では高い水理学的連結性が推定されますが（時間微分の傾きが負）、44 日後以降に実

施した同試験(c)、(d)では、高圧注水の直前に実施した試験(a)と同様に低い水理学的連結性が推定されま

す（時間微分の傾きが 0.5 以上）。  
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割れ目がずれる際には、割れ目が容易にずれるかどうかという観点も、断層の活動性評

価の観点からは重要です。図  83(c)に示すスイスの水圧擾乱試験では、透水性が上昇する

際に、割れ目内に破壊が生じたことを示唆する水圧低下が観測される一方で、図  83(b)の
透水性が有意に上昇しない試験ではそのような割れ目内の破壊を示唆するような水圧低下

は観測されませんでした (68)。原位置の割れ目の充填状況も考慮すると、前者のケースでは

石英などの鉱物によってシーリングされていた割れ目がずれることにより割れ目内のシー

リングが破壊されたことが考えられる一方で、後者のケースでは、シーリングされていな

い、あるいは過去の割れ目の再活動によって既に割れ目内のシーリングが破壊された状態

の割れ目が試験中にずれたことが考えられます (64)。図  83(a)に示す幌延の水圧擾乱試験で

は、割れ目がずれる際に破壊を示唆するような水圧低下が観測される一方で (69)、令和 2 年

度に幌延で実施した水圧擾乱試験ではそのような水圧低下は観測されませんでした (8)。割

れ目がずれる際に生じる割れ目内の破壊現象の有無は、断層のずれにくさと密接に関連し

ていると考えられます（ずれにくい場合は破壊が起きやすい）。今後はこのような観点も踏

まえて、水圧擾乱試験による断層の活動性評価手法の検討を進めていきます。

6.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化  
令和 2 年度以降は、地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化が課

題であり、このような領域を調査してモデル化する技術の実証を行います。処分事業のサ

イト選定において、地層処分における閉鎖後長期の地質環境に求められる要件は、水理場

の観点では、「地下水流動に伴う放射性物質の移行時間を増大させ、その間の放射性崩壊に

より移行率を低減させるため、動水勾配が小さいまたは岩盤の透水性が低いことにより「地

下水流動が緩慢である」こと」とされており (19)、この研究課題で整備される技術は、これ

を評価する際に役立ちます。本研究課題においては、化石海水が存在するような地下水の

動きが非常に遅い環境を調査してモデル化する技術を実証するため、具体的には、以下を

実施します。

① 地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の調査・評価技術の検証

② 化石海水領域の三次元分布に係る調査・評価手法の検証

③ 広域スケール（十数 km×十数 km）を対象とした水理・物質移動評価手法の検証（地

下水滞留時間評価）のための水理解析および塩濃度分布評価のための水理・物質移動

解析

ここでいう化石海水とは、堆積時の海水が埋没続成過程で変化し、その後、長期にわた

り地表からの天水の浸透の影響を受けていない地下水のことを指します。化石海水の存在

は、地下水流動が非常に遅く、最も遅い物質輸送現象である拡散が支配的であることを示

す証拠となります。

①では、地上からの主要な調査である物理探査とボーリング調査を対象に、化石海水領

域を把握するための調査技術としての適用性やより効率的に把握するための調査仕様や手

順などを検証します。②では、幌延地域において取得されたデータを用いて化石海水の三

次元分布を推定し、化石海水を指標として地下水の流れが非常に遅い領域を推定するため
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の一連の手法を整理します。③では、古水理地質学的変遷*74が、化石海水の三次元分布に

及ぼす影響について解析を通じた検討を行うとともに、化石海水領域の三次元分布の評価

結果を踏まえた広域スケールの解析手法について検討します。

令和 3 年度も令和 2 年度に引き続いて、経済産業省資源エネルギー庁の委託事業（令和

3 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業[JPJ007597]：岩盤中地下

水流動評価技術高度化開発）の一環として、上記の課題に取り組みました。

① 地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の調査・評価技術の検証

令和 2 年度の電磁探査により推定した化石海水の三次元分布の妥当性を確認するために、

ボーリング調査を実施しました。化石海水の存在を確認するための指標は、それが海水に

由来していることから、地下水の塩濃度と酸素・水素同位体比*75です。このうち、幌延地

域の地質環境では、地下水の塩濃度が地下の比抵抗（電気の流れやすさ）と相関すること

が分かっており (70)、塩濃度が高い場合は比抵抗値が低く（電気が流れやすく）、塩濃度が低

い場合は比抵抗値が高く（電気が流れにくく）なります。このことから、広範囲にわたり

地下深部の化石海水分布を把握する際には、地下の比抵抗分布を推定できる電磁探査を適

用することが効果的であると考えられ、令和 2 年度に幌延深地層研究センターを含む約 3 
km 四方を調査範囲とした電磁探査を実施し、三次元比抵抗分布を取得しました。その結果

を図 87 に示します。  
調査範囲の南西側は、深度約 100 m より深い領域において比抵抗が低く、北東側では深

度約 400 m より深い領域から比抵抗が低い傾向が認められました。このことから調査範囲

の南西側で比較的浅い深度に化石海水領域が分布すると推定されます。この広がりを標高

-275 m（幌延深地層研究センターの地表：標高 60 m を基準とした場合、深度 335 m）の比

抵抗の水平断面から推定すると、比抵抗の等値線は湾曲しているものの、センター付近を

通る北西-南東方向のラインを境界とする範囲まで広がっていると推定されます（図 87）。
そこで、令和 3 年度においては、この推定結果の妥当性の確認として、電磁探査によって

化石海水領域の広がり、すなわち、その境界を捉えることができていたのか確認するため

に、浅部から比抵抗が低くなっている領域の縁辺部においてボーリング調査を実施しまし

た。

*74：地質環境中における過去から現在までの地下水の流動や化学的状態などの移り変わりのことです。 

*75：酸素同位体比とは、質量数 16 の酸素に対する質量数 18 の酸素の割合を指します。幌延地域では、

地表水で−10‰前後、深部地下水で 0‰前後の値を示すことが分かっています。水素同位体比とは、質

量数 1 の水素に対する質量数 2 の水素の割合を指します。水素同位体比はδ2H またはδD と表記され

ます。単位の‰（パーミル）は千分率で、1‰は 0.1%に相当します。 

割れ目がずれる際には、割れ目が容易にずれるかどうかという観点も、断層の活動性評

価の観点からは重要です。図  83(c)に示すスイスの水圧擾乱試験では、透水性が上昇する

際に、割れ目内に破壊が生じたことを示唆する水圧低下が観測される一方で、図  83(b)の
透水性が有意に上昇しない試験ではそのような割れ目内の破壊を示唆するような水圧低下

は観測されませんでした (68)。原位置の割れ目の充填状況も考慮すると、前者のケースでは

石英などの鉱物によってシーリングされていた割れ目がずれることにより割れ目内のシー

リングが破壊されたことが考えられる一方で、後者のケースでは、シーリングされていな

い、あるいは過去の割れ目の再活動によって既に割れ目内のシーリングが破壊された状態

の割れ目が試験中にずれたことが考えられます (64)。図  83(a)に示す幌延の水圧擾乱試験で

は、割れ目がずれる際に破壊を示唆するような水圧低下が観測される一方で (69)、令和 2 年

度に幌延で実施した水圧擾乱試験ではそのような水圧低下は観測されませんでした (8)。割

れ目がずれる際に生じる割れ目内の破壊現象の有無は、断層のずれにくさと密接に関連し

ていると考えられます（ずれにくい場合は破壊が起きやすい）。今後はこのような観点も踏

まえて、水圧擾乱試験による断層の活動性評価手法の検討を進めていきます。

6.1.2 地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化  
令和 2 年度以降は、地下水の流れが非常に遅い領域を調査・評価する技術の高度化が課

題であり、このような領域を調査してモデル化する技術の実証を行います。処分事業のサ

イト選定において、地層処分における閉鎖後長期の地質環境に求められる要件は、水理場

の観点では、「地下水流動に伴う放射性物質の移行時間を増大させ、その間の放射性崩壊に

より移行率を低減させるため、動水勾配が小さいまたは岩盤の透水性が低いことにより「地

下水流動が緩慢である」こと」とされており (19)、この研究課題で整備される技術は、これ

を評価する際に役立ちます。本研究課題においては、化石海水が存在するような地下水の

動きが非常に遅い環境を調査してモデル化する技術を実証するため、具体的には、以下を

実施します。

① 地下水の流れが非常に遅い領域（化石海水領域）の調査・評価技術の検証

② 化石海水領域の三次元分布に係る調査・評価手法の検証

③ 広域スケール（十数 km×十数 km）を対象とした水理・物質移動評価手法の検証（地

下水滞留時間評価）のための水理解析および塩濃度分布評価のための水理・物質移動

解析

ここでいう化石海水とは、堆積時の海水が埋没続成過程で変化し、その後、長期にわた

り地表からの天水の浸透の影響を受けていない地下水のことを指します。化石海水の存在

は、地下水流動が非常に遅く、最も遅い物質輸送現象である拡散が支配的であることを示

す証拠となります。

①では、地上からの主要な調査である物理探査とボーリング調査を対象に、化石海水領

域を把握するための調査技術としての適用性やより効率的に把握するための調査仕様や手

順などを検証します。②では、幌延地域において取得されたデータを用いて化石海水の三

次元分布を推定し、化石海水を指標として地下水の流れが非常に遅い領域を推定するため
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図 87 幌延深地層研究センター周辺における標高-275 m における比抵抗分布  
この三次元比抵抗分布は令和 2 年度に実施した電磁探査の解析結果に基づきます。右図は左図の点線に

囲まれた範囲の拡大です。なお、標高-275 m は、幌延深地層研究センターでは深度 335 m に相当します。  

具体的には、幌延深地層研究センターから南側に数十 m 離れた地点を選定し、このボー

リング調査により掘削されるボーリング孔を「HFB-1 孔」と名付けました（図  88）。この

地点では声問層と稚内層の地層境界は深度約 310 m に出現すると予想されます。令和 3 年

度は声問層を対象として深度 200 m まで岩石コアを採取するボーリング掘削を行いました。

具体的には、採取した岩石コアを対象に割れ目観察を行うとともに、化石海水の存在を確

認するために岩石コアの間隙に含まれる地下水の水質・同位体データを分析するための試

料を採取し、化学分析を行いました。

図 89 に HFB-1 孔において取得された塩化物イオン濃度、酸素・水素同位体比の深度方

向の分布を示します。また、図 90 に塩化物イオン濃度および酸素・水素同位体比の相関

図を示します。これらの図には、HFB-1 孔の近傍で掘削された地上からのボーリング孔と

して、HDB-3 孔および HDB-6 孔の調査結果 (71)もあわせて示します。ただし、HDB-3 孔お

よび HDB-6 孔の分析結果は、コア試料から圧縮抽出により得られた間隙水のものであり、

本報告書で示す分析結果とは分析手法が異なることに留意する必要があります。
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(a) 掘削地点  

(b) ボーリング調査の様子  

(c) 採取したコア  
図 88 ボーリング調査（HFB-1 孔）  

(a) 塩化物イオン濃度 (b) 酸素同位体比 (c) 水素同位体比  
図 89 ボーリング調査から得られた塩化物イオン濃度、酸素・水素同位体比の深度分布  

HFB-1 孔、HDB-3 孔、HDB-6 孔の結果を示します。令和 3 年度は、HFB-1 孔を深度 200 m まで掘削しま

した。
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図 87 幌延深地層研究センター周辺における標高-275 m における比抵抗分布  
この三次元比抵抗分布は令和 2 年度に実施した電磁探査の解析結果に基づきます。右図は左図の点線に

囲まれた範囲の拡大です。なお、標高-275 m は、幌延深地層研究センターでは深度 335 m に相当します。  

具体的には、幌延深地層研究センターから南側に数十 m 離れた地点を選定し、このボー

リング調査により掘削されるボーリング孔を「HFB-1 孔」と名付けました（図  88）。この

地点では声問層と稚内層の地層境界は深度約 310 m に出現すると予想されます。令和 3 年

度は声問層を対象として深度 200 m まで岩石コアを採取するボーリング掘削を行いました。

具体的には、採取した岩石コアを対象に割れ目観察を行うとともに、化石海水の存在を確

認するために岩石コアの間隙に含まれる地下水の水質・同位体データを分析するための試

料を採取し、化学分析を行いました。

図 89 に HFB-1 孔において取得された塩化物イオン濃度、酸素・水素同位体比の深度方

向の分布を示します。また、図 90 に塩化物イオン濃度および酸素・水素同位体比の相関

図を示します。これらの図には、HFB-1 孔の近傍で掘削された地上からのボーリング孔と

して、HDB-3 孔および HDB-6 孔の調査結果 (71)もあわせて示します。ただし、HDB-3 孔お

よび HDB-6 孔の分析結果は、コア試料から圧縮抽出により得られた間隙水のものであり、

本報告書で示す分析結果とは分析手法が異なることに留意する必要があります。
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(a) 酸素同位体比-水素同位体比  (b) 塩化物イオン濃度-水素同位体比  

(c) 塩化物イオン濃度-酸素同位体比  
図 90 ボーリング調査から得られた塩化物イオン濃度および酸素・水素同位体比の相関図 

HFB-1 孔の塩化物イオン濃度は、深度の増加に伴い徐々に上昇し、深度約 95 m では約

3,000 mg/L となりますが、深度約 95 m から 110 m の間において約 3,000 mg/L から約 4,500 
mg/L へと急な値の変化があり、その後、深度 146 m 辺りから元の傾向に戻ることが分かり

ました（図  89(a)）。一方、酸素・水素同位体比は、塩化物イオン濃度と比較してばらつき

が大きい傾向があり、塩化物イオン濃度と同様に急な値の変化が認められる箇所がありま

すが、その深度は約 123 m から約 130 m にかけてであり、塩化物イオン濃度の急な変化が

認められる深度とは異なっています（図 89(b)、(c)）。図 90 に示す塩化物イオン濃度およ

び酸素・水素同位体比の相関図を見ると、HFB-1 孔の結果は HDB-3 孔や HDB-6 孔の傾向

よりばらつきが大きいですが、それから大きく逸脱することがないことが分かります。つ

まり、HFB-1 孔の深度 200 m までの範囲における地下水は、これまでの解釈と違いがなく

化石海水と天水との混合により形成されたと考えられます。

また、HFB-1 孔の孔壁周辺の地層の比抵抗を計測する物理検層を実施しました。図  91
に、その結果である比抵抗の深度方向の分布を、HDB-3 孔と HDB-6 孔の既存データと併

せて示します。HDB-3 孔は 3 つのボーリング孔の中で最も比抵抗の低い傾向を示し、深度

約 100 m 以深の声問層から化石海水に相当する地下水が確認されています。一方、HDB-6
孔では、声問層と稚内層の地層境界付近において比抵抗がわずかに高くなる傾向があり、

化石海水に相当する地下水は地層境界より下の深度約 400 m 以深の稚内層から確認されて
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います。この違いは、水理学的連結性を有する断層が分布する稚内層浅部の層厚が関係し

ていると考えており、HDB-3 孔、HFB-1 孔、HDB-6 孔の順で層厚が厚く、その順で天水浸

透の影響が大きいと考えています。

今後は、HFB-1 孔を深度 200 m から延長し、稚内層を対象に化石海水の存在を確認する

ための調査を継続するとともに、令和 3 年度の実施区間も含めコア試料からの間隙水の圧

縮抽出による化学分析のデータを取得する予定です。その際、深度約 300 m に分布すると

予測されている地層境界付近において塩化物イオン、酸素・水素同位体比および比抵抗の

変化に着目することが重要になります。これらのデータを整えた後、電磁探査により推定

した化石海水領域の分布の妥当性を評価します。

図 91 HFB-1 孔、HDB-3 孔および HDB-6 孔における比抵抗検層の結果  

② 化石海水領域の三次元分布に係る調査・評価手法の検証

令和 2 年度に取得した電磁探査データを用いて、三次元比抵抗分布を解析する際の留意

点を検討しました。図  92 に、令和 2 年度を含むこれまでに幌延深地層研究センター周辺

において実施された電磁探査の測点の分布を示します。令和 2 年度は、幌延深地層研究セ

ンター周辺において約 3 km 四方の範囲（図 92 に示す四角の範囲）において高密度電磁探

査を実施し、60 測点のデータを取得しました。そして、既存の 39 測点のデータと併せて

合計で 99 測点のデータを用いて三次元比抵抗分布を推定するための解析を実施しました。

その結果を図 93 および図 94 に示します。  

(a) 酸素同位体比-水素同位体比  (b) 塩化物イオン濃度-水素同位体比  

(c) 塩化物イオン濃度-酸素同位体比  
図 90 ボーリング調査から得られた塩化物イオン濃度および酸素・水素同位体比の相関図 

HFB-1 孔の塩化物イオン濃度は、深度の増加に伴い徐々に上昇し、深度約 95 m では約

3,000 mg/L となりますが、深度約 95 m から 110 m の間において約 3,000 mg/L から約 4,500 
mg/L へと急な値の変化があり、その後、深度 146 m 辺りから元の傾向に戻ることが分かり

ました（図  89(a)）。一方、酸素・水素同位体比は、塩化物イオン濃度と比較してばらつき

が大きい傾向があり、塩化物イオン濃度と同様に急な値の変化が認められる箇所がありま

すが、その深度は約 123 m から約 130 m にかけてであり、塩化物イオン濃度の急な変化が

認められる深度とは異なっています（図 89(b)、(c)）。図 90 に示す塩化物イオン濃度およ

び酸素・水素同位体比の相関図を見ると、HFB-1 孔の結果は HDB-3 孔や HDB-6 孔の傾向

よりばらつきが大きいですが、それから大きく逸脱することがないことが分かります。つ

まり、HFB-1 孔の深度 200 m までの範囲における地下水は、これまでの解釈と違いがなく

化石海水と天水との混合により形成されたと考えられます。

また、HFB-1 孔の孔壁周辺の地層の比抵抗を計測する物理検層を実施しました。図  91
に、その結果である比抵抗の深度方向の分布を、HDB-3 孔と HDB-6 孔の既存データと併

せて示します。HDB-3 孔は 3 つのボーリング孔の中で最も比抵抗の低い傾向を示し、深度

約 100 m 以深の声問層から化石海水に相当する地下水が確認されています。一方、HDB-6
孔では、声問層と稚内層の地層境界付近において比抵抗がわずかに高くなる傾向があり、

化石海水に相当する地下水は地層境界より下の深度約 400 m 以深の稚内層から確認されて
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図 92 幌延深地層研究センター周辺における電磁探査の測点配置と地質・地質構造分布  
過年度のデータは参考文献（72、73、74、75、76）に、地質図は参考文献（77）に基づいています。  

地表付近の比抵抗はおおむね 10 Ω・m 以上と高く、標高約 0 m～-850 m の比抵抗は、深

度の増加とともに 1 Ω・m～5 Ω・m の低い比抵抗の範囲が広くなる傾向が認められます。

一方、標高-850 m より深くなると徐々に比抵抗が高くなる傾向が認められました。また、

令和 2 年度には、測点数を 30 測点に減らした場合の解析を行い、三次元比抵抗分布の推

定結果に与える影響を確認しました。その結果、全体的な比抵抗の高低の傾向は 99 測点の

場合と同様でしたが、全体的に比抵抗が高くなり、低比抵抗領域と評価できる範囲のボリ

ュームが小さくなる傾向が認められました（図 93 および図 94）。このように測点数によ

って全体的な比抵抗の高低が変化する要因として、電磁探査やその解析の手法が、本来的

には比抵抗値とボリューム（あるいは厚さ）の関係を一義的に決定することを得意として

いないことに起因しています。

以上を踏まえて、令和 3 年度の解析では、三次元比抵抗分布の解析精度を向上させるた

めの留意点を確認するために、2 つの観点の解析を実施することにしました。1 つは調査範

囲外の測点のデータを解析に追加することの効果の確認、もう 1 つは解析の際に「地層の

層厚」と「地表付近の高比抵抗構造」に関する拘束条件を与えることの効果の確認です。

前者については、令和 2 年度の解析に用いた 99 測点のデータに、調査領域外側の約 3 km
以内にある既存の 15測点のデータを加え、合計 114測点のデータを使用しました（図 92）。
一方、後者の拘束条件の追加のうち、「地層の層厚」については、令和 2 年度の反射法地震

探査の解釈結果や既存の地質構造モデル (78 )に基づき、解析モデルに声問層 /稚内層の境界
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面および稚内層/増幌層の境界面を設け、地層の層厚を拘束しました。また、「地表付近の

高比抵抗構造」については、既存の空中電磁探査データ (79)を用いて、表層の比抵抗を固定

しました。図 93 および図 94 に、令和 2 年度に実施した解析結果（99 測点拘束なし、30
測点拘束なし）と併せて、令和 3 年度の結果として、114 測点拘束なし、114 点拘束あり、
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ただし、深度 710 m および深度 1,160 m については、その深度まで掘削している既存ボー
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より浅くなったことで低比抵抗領域が広くなっています。RMSE を比較すると 114 測点拘
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定精度が向上することを意味しています。99 測点拘束なしと 30 点拘束なしの RMSE を比

較すると、30 測点拘束なしの方が RMSE が大きく、推定精度が低下していることが分かり
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図 92 幌延深地層研究センター周辺における電磁探査の測点配置と地質・地質構造分布  
過年度のデータは参考文献（72、73、74、75、76）に、地質図は参考文献（77）に基づいています。  

地表付近の比抵抗はおおむね 10 Ω・m 以上と高く、標高約 0 m～-850 m の比抵抗は、深
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には比抵抗値とボリューム（あるいは厚さ）の関係を一義的に決定することを得意として

いないことに起因しています。

以上を踏まえて、令和 3 年度の解析では、三次元比抵抗分布の解析精度を向上させるた

めの留意点を確認するために、2 つの観点の解析を実施することにしました。1 つは調査範

囲外の測点のデータを解析に追加することの効果の確認、もう 1 つは解析の際に「地層の

層厚」と「地表付近の高比抵抗構造」に関する拘束条件を与えることの効果の確認です。

前者については、令和 2 年度の解析に用いた 99 測点のデータに、調査領域外側の約 3 km
以内にある既存の 15測点のデータを加え、合計 114測点のデータを使用しました（図 92）。
一方、後者の拘束条件の追加のうち、「地層の層厚」については、令和 2 年度の反射法地震

探査の解釈結果や既存の地質構造モデル (78 )に基づき、解析モデルに声問層 /稚内層の境界
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図 93 各ケースの電磁探査解析結果の比較（水平断面）  
深度は幌延深地層研究センター地下施設を基準としています。
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図 94 各ケースの電磁探査解析結果の比較（鉛直断面）  

③ 広域スケール（十数 km×十数 km）を対象とした水理・物質移動評価手法の検証（地

下水滞留時間評価）のための水理解析および塩濃度分布評価のための水理・物質移動

解析

広域スケールの地下水流動解析を実施する上で考慮すべき化石海水領域に影響する古水

理地質学的変遷に関する因子を抽出するために、地形や海水準（陸地に対する海面の相対

的な高さ）、涵養量（降水や地表水が地下に浸透して地下水として加わる水の量）などの長

期的時間変化を考慮した感度解析を実施しました。令和 3 年度の数値解析において対象と

した解析領域を図 95 に示します。令和 3 年度は、図 95 の黄色枠で示される領域を数値

解析の対象とし、さらに、内陸部の地下深部における地下水流動に着目する観点から、解

析結果の着目範囲は、図 95 に示される幌延深地層研究センター近傍を通る A–A'断面とし

ました。地下水流動解析には、三次元地下水解析コード「オイラリアン・ラグランジアン

飽和・不飽和浸透流－移流・分散解析プログラム（Dtransu3D･EL）」を使用しました。

Dtransu3D･EL は、三次元モデルにおける密度勾配を考慮した飽和・不飽和浸透流解析およ

図 93 各ケースの電磁探査解析結果の比較（水平断面）  
深度は幌延深地層研究センター地下施設を基準としています。
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び移流・分散問題を対象とした有限要素法*76を用いた解析コードです。本解析に使用した

解析モデルを図 96 に示します。本解析では、100 万年前、33 万年前および現在、の 3 つ

の時間のモデルを構築し、これらを使用しました。

図 97 に隆起・侵食による古地形変化の影響についての感度解析の結果として、幌延深

地層研究センター近傍を通る A–A'断面（図 95）における動水勾配および地下水年代の分

布を示します。100 万年前の地形モデルを用いた解析結果は、33 万年前および現在の地形

モデルと比較して明らかに動水勾配が小さく、地表部まで地下水年代が大きい値を示すこ

とから、着目範囲全体が流出域になっている可能性が分かります。一方で、33 万年前およ

び現在の地形モデルを用いた場合、表層部に局所的に涵養域が形成されていることが分か

ります。また、33 万年前と現在の地形モデルを用いた解析結果を比較すると、現在の地形

モデルの方が、おおよそ稚内層深部以深において明らかに動水勾配が小さく、地下水年代

が大きいことが分かります。これらの解析結果は、非常にゆっくりとした超長期的な地下

水流動においても地形の影響は大きく、現在の地形は地下深部において浅部と比較して地

下水が動きにくいことを示しています。図 98 に海水準変動の影響についての感度解析の

結果を示します。海水準が標高 0 m の場合の結果（図 98(a)）と海水準が標高-120 m の場

合の結果（図 98(b)）を比較すると、100 万年前の地形モデルを用いた場合、動水勾配につ

いては全体的に大きくなり、地下水年代については大曲断層西側において小さくなってい

ることが分かります。一方、33 万年前と現在の地形モデルを用いた場合では、海水準が標

高 0 m の場合の結果と比較して動水勾配と地下水年代ともに大きな違いは認められません。

これらの解析結果は、地形が比較的なだらかな 100 万年前の地形モデルでは海水準の低下

の影響が内陸部の地下水流動に影響を及ぼす可能性があるものの、33 万年以降の地形モデ

ルについては海水準の低下の影響が無いことを示しています。

今後は、既存のボーリング調査などから得られた塩濃度分布あるいは酸素水素同位体比

分布と比較することにより、解析手法の妥当性の確認を行うことで、地上からの物理探査

やボーリング調査により得られた情報を基に、化石海水を指標とした地下水の流れが非常

に遅い領域の分布の推定に対し、水理解析の面からアプローチを図る際の技術の高度化を

図ります。

*76：数値解析手法の 1 つで、対象を微小で単純な要素の集合体とみなして、それぞれの要素に分割して

解析を行い、全体の挙動を求める方法です。 
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図 95 解析領域と着目断面位置（A-A'）
国土地理院地図（https://maps.gsi.go.jp/）を加工し、解析領域などを追記  

図 96 解析モデル  
左は地形、右は水理地質区分を示します。地層名などの略称は次の通りです。Sb:更別層、Yt:勇知層、Kt:
声問層、WkU:稚内層浅部、Wk:稚内層深部、Mp:増幌層〜古第三系、Cr:白亜系、Om:大曲断層、Ho:幌延

断層、Kkwg:北川口断層、Marine:海岸断層、sbf:サロベツ断層、Wksk:稚咲内断層、Detachment:デタッチ

メント

び移流・分散問題を対象とした有限要素法*76を用いた解析コードです。本解析に使用した

解析モデルを図 96 に示します。本解析では、100 万年前、33 万年前および現在、の 3 つ

の時間のモデルを構築し、これらを使用しました。

図 97 に隆起・侵食による古地形変化の影響についての感度解析の結果として、幌延深

地層研究センター近傍を通る A–A'断面（図 95）における動水勾配および地下水年代の分

布を示します。100 万年前の地形モデルを用いた解析結果は、33 万年前および現在の地形

モデルと比較して明らかに動水勾配が小さく、地表部まで地下水年代が大きい値を示すこ

とから、着目範囲全体が流出域になっている可能性が分かります。一方で、33 万年前およ

び現在の地形モデルを用いた場合、表層部に局所的に涵養域が形成されていることが分か

ります。また、33 万年前と現在の地形モデルを用いた解析結果を比較すると、現在の地形

モデルの方が、おおよそ稚内層深部以深において明らかに動水勾配が小さく、地下水年代

が大きいことが分かります。これらの解析結果は、非常にゆっくりとした超長期的な地下

水流動においても地形の影響は大きく、現在の地形は地下深部において浅部と比較して地

下水が動きにくいことを示しています。図 98 に海水準変動の影響についての感度解析の

結果を示します。海水準が標高 0 m の場合の結果（図 98(a)）と海水準が標高-120 m の場

合の結果（図 98(b)）を比較すると、100 万年前の地形モデルを用いた場合、動水勾配につ

いては全体的に大きくなり、地下水年代については大曲断層西側において小さくなってい

ることが分かります。一方、33 万年前と現在の地形モデルを用いた場合では、海水準が標

高 0 m の場合の結果と比較して動水勾配と地下水年代ともに大きな違いは認められません。

これらの解析結果は、地形が比較的なだらかな 100 万年前の地形モデルでは海水準の低下

の影響が内陸部の地下水流動に影響を及ぼす可能性があるものの、33 万年以降の地形モデ

ルについては海水準の低下の影響が無いことを示しています。

今後は、既存のボーリング調査などから得られた塩濃度分布あるいは酸素水素同位体比

分布と比較することにより、解析手法の妥当性の確認を行うことで、地上からの物理探査

やボーリング調査により得られた情報を基に、化石海水を指標とした地下水の流れが非常

に遅い領域の分布の推定に対し、水理解析の面からアプローチを図る際の技術の高度化を

図ります。

*76：数値解析手法の 1 つで、対象を微小で単純な要素の集合体とみなして、それぞれの要素に分割して

解析を行い、全体の挙動を求める方法です。 
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図 97 隆起・侵食による古地形変化の影響についての感度解析の結果  

(a) 海水準が標高 0 m の場合  

(b) 海水準が標高-120 m の場合  
図 98 海水準変動の影響についての感度解析の結果  
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6.2 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験  
令和 2 年度以降は、地殻変動による緩衝材や埋め戻し材の掘削損傷領域（EDZ）への自

己治癒能力の実証が課題となります。そのため、EDZ のひび割れに対する自己治癒能力の

実証を行います。具体的には、緩衝材や埋め戻し材が EDZ の力学的・水理学的な緩衝能力

（自己治癒能力）に与える影響を把握する解析手法の開発を行います。本課題においては、

6.1.1 で述べたダクティリティインデックス（DI）などを活用して検討します。  
令和 3 年度は、令和 2 年度に実施した樹脂注入後の EDZ の割れ目試料（図 99）の観察

により得られた開口幅とせん断変位の関係性について、その妥当性を確認するためにシミ

ュレーションを行いました。令和 2 年度の観察により、割れ目の開口幅とせん断変位量に

は相関性がほとんどないことが確認されました（図 100 の●）が、割れ目面にかかる力を

3.2 MPa（試料を採取した深度 350 m の EDZ に作用する圧力に基づく）として割れ目の開

口幅とせん断変位量の関係を Asadollahi and Tonon のモデル (80)を用いてシミュレーション

すると、上記の観察結果（開口幅とせん断変位量がほとんど相関しない結果）を良く再現

できることが分かりました（図 100(f)）。一方、割れ目面にかかる力を原位置相当の圧力の

1/4～1/32 と見積もってシミュレーションを行うと、上記の観察結果をよく再現できない

（開口幅とせん断変位量がよく相関する）ことが分かりました（図  100(a)～(d)）。これら

の結果から、地下の原位置相当の圧力条件では、EDZ の割れ目が緩衝材や埋め戻し材の膨

潤などの影響によって坑道閉鎖後にずれたとしても、圧力が大きく（1/4 程度まで）低下し

ない限り*77、EDZ の割れ目の開口幅（透水性）はほとんど増加しないことが分かりました。

また、行った樹脂注入試験とシミュレーションの結果が整合的であることから、樹脂注入

試験やシミュレーションが有効であることが確認できました (81)。  
 

 
(a) 自然光下  (b) 紫外線照射下（樹脂が青色に発光）  

図 99 樹脂注入後の EDZ の割れ目試料（ボーリングコア試料）の拡大写真  
 

 
*77：EDZ 割れ目にかかる力が地表でゼロで、深度の減少とともに一定の割合で線形的に低下すると仮定

した場合、今回の結果からは、深度が 1/4 程度まで減少する（上昇する）と、観察結果をうまく再現

できなくなる（割れ目がずれると開口幅が大きく増加するようになる）ことが分かります。仮想的に、

侵食速度を高めの 0.5 mm/年、初期深度を 300 m 以深として、今回の結果を用いて計算すると、10 万

年後に深度が 1/4 程度まで減少（上昇）することはないため（隆起・侵食量は 50 m）、この程度の隆

起・侵食量であれば、EDZ 割れ目のせん断変位と開口幅の関係に顕著な変化は生じないことが考えら

れます。 

図 97 隆起・侵食による古地形変化の影響についての感度解析の結果  

(a) 海水準が標高 0 m の場合  

(b) 海水準が標高-120 m の場合  
図 98 海水準変動の影響についての感度解析の結果  
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図 100 樹脂注入後の EDZ の割れ目試料で観察された開口幅とせん断変位量の関係（赤

丸）とシミュレーション結果（青線） (81) 
各グラフの右上の数値は、各シミュレーションで想定した割れ目面にかかる力の大きさを示しています。

シミュレーションでは、Asadollahi and Tonon のモデル (80)を用いて、せん断変位量に応じた開口幅の変化

を計算しています。

令和 3 年度はさらに、EDZ の割れ目を対象に実施した既往の注水試験のデータについて、

以下のような検討を行いました。同試験では段階的に注水圧（試験区間の水圧）を増加さ

せ、そのときの注入流量の変化を計測しました（図 101(a)はその結果の例）。試験中の試験

区間の水圧と注入流量の関係を調べると、試験区間の水圧の増加に伴う注入流量の増加量

は、試験区間の水圧の増加とともに徐々に大きくなることが分かりました（図 101(b)）。こ

れは一般的な水理学・岩盤力学の知見に基づくと、水圧の増加に伴って割れ目の開口幅が

増加していることを示唆しており、このようなデータは割れ目面にかかる力に応じて割れ

目の開口幅がどのように変化するかを調べるのに有用な情報を提供します。今後、令和 3
年度に再検証した DI モデル（6.1.1 を参照）も活用して詳細な解析を行うとともに、先述

した樹脂注入試験の検討結果と合わせて、緩衝材や埋め戻し材の膨潤が EDZ の割れ目の開

口幅（透水性）に与える影響の評価手法を取りまとめる予定です。
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(a) 注水試験中の試験区間の水圧と注入流量の推移 (b) 水圧と注入流量の関係  
図 101 EDZ の割れ目を対象に実施した既往の注水試験のデータの例  

図中の 1～13 の番号は試験中のステップの番号を表します。  

図 100 樹脂注入後の EDZ の割れ目試料で観察された開口幅とせん断変位量の関係（赤

丸）とシミュレーション結果（青線） (81) 
各グラフの右上の数値は、各シミュレーションで想定した割れ目面にかかる力の大きさを示しています。

シミュレーションでは、Asadollahi and Tonon のモデル (80)を用いて、せん断変位量に応じた開口幅の変化

を計算しています。

令和 3 年度はさらに、EDZ の割れ目を対象に実施した既往の注水試験のデータについて、

以下のような検討を行いました。同試験では段階的に注水圧（試験区間の水圧）を増加さ

せ、そのときの注入流量の変化を計測しました（図 101(a)はその結果の例）。試験中の試験

区間の水圧と注入流量の関係を調べると、試験区間の水圧の増加に伴う注入流量の増加量

は、試験区間の水圧の増加とともに徐々に大きくなることが分かりました（図 101(b)）。こ

れは一般的な水理学・岩盤力学の知見に基づくと、水圧の増加に伴って割れ目の開口幅が

増加していることを示唆しており、このようなデータは割れ目面にかかる力に応じて割れ

目の開口幅がどのように変化するかを調べるのに有用な情報を提供します。今後、令和 3
年度に再検証した DI モデル（6.1.1 を参照）も活用して詳細な解析を行うとともに、先述

した樹脂注入試験の検討結果と合わせて、緩衝材や埋め戻し材の膨潤が EDZ の割れ目の開

口幅（透水性）に与える影響の評価手法を取りまとめる予定です。
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7. 令和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得

令和 2 年度以降、人工バリア性能確認試験や物質移行試験などの処分システムの設計・

施工や安全評価に関わる基礎情報、例えば、岩盤の水の流れやすさや岩石の鉱物組成や化

学組成、地下水の pH や酸化還元電位、化学組成などのデータの取得などについては、令

和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要であることから、引き続き必要最低限のデータ

を取得し、処分システムの設計・施工や安全評価に関する研究を行う試験場所の地質環境

特性を明確にし、それらの手法の評価に用いることになります。なお、処分システムの設

計・施工手法や安全評価手法の信頼性を確認するために必要となるデータが取得できてい

るかを含めて評価することが必要であるため、計測手法の妥当性を確認し、必要に応じて

調査技術・機器の改良を行います。

(1) 岩盤の水理  
岩盤の水理に関しては、坑道掘削後の地質環境の変化を把握するため、地上から掘削さ

れた既存のボーリング孔での水圧観測を行っています。令和 3 年度は、令和 3 年 4 月 27 日

以降にセンサー不良のため水圧が計測できていなかった HDB-6 孔のセンサーを交換しま

した（図 102 の▼）。その後、正常にデータを取得できるようになりました。また、令和元

年 12 月 12 日の宗谷地方北部を震源とする地震に伴い上昇した HDB-6 孔の深度 369 m の

水圧（図 102 の▼）は、2 年以上が経過した令和 4 年 3 月 30 日時点で、ほぼ元の水圧に戻

っていることが確認できました。このような一時的な水圧上昇は、大規模な地下水の排水

を行っている地下施設の近傍に位置する HDB-6 孔（東立坑から 92 m）のみで認められる

ことも考慮すると、以下のような発生原因が考えられます。すなわち、地震の揺れに伴い

地下水中のメタンガスの脱ガス・気泡の発生や目詰まりが地下施設近傍の割れ目内で生じ、

それにより地下水が一時的に流れにくくなる領域が地下施設と HDB-6 孔の間に発生した

ことが考えられます（発生した気泡や目詰まりは時間の経過とともに消滅）。同孔の深度

369 m より深い深度ではこのような水圧上昇が認められませんが、その理由として、これ

らの深い深度は深度 369 m 周辺と異なり、地下施設へ向かう地下水の流れがそもそも発生

していないことが考えられます。このようなコントラストは、6 章において検討している

地下施設周辺の稚内層における割れ目の水理的連結性の深度変化（深度 400 m 以浅は割れ

目の水理的連結性が高く、深度 500 m 以深は低い） (8)と整合的と言えます。  
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図 102 地下施設からの湧水量（上）と HDB-6 孔の稚内層における断層区間の水圧観測

結果（下）（平成 18 年 11 月 19 日～令和 4 年 3 月 30 日のデータ）  
令和元年 12 月 12 日の宗谷地方北部を震源とする地震の際には、地震の揺れに伴い地下水が一時的に流

れにくくなる領域が地下施設と HDB-6 孔の間に発生し、それにより HDB-6 孔の水圧が上昇したことが

考えられます（水が流れにくい領域が発生すると、その上流側の水圧は増加します）。水が流れにくくな

る領域が発生した原因としては、揺れに伴って割れ目内に生じた瞬間的な減圧が地下水中のメタンガス

の脱ガス・気泡を発生させた可能性や、揺れに伴って何らかの目詰まりが割れ目内に発生した可能性が

考えられます（割れ目内に気泡や目詰まりが発生すると水が流れにくくなります）。地下施設近傍で水の

流れにくい領域が発生したとすれば、地下施設からの湧水量がその分、減少するはずですが、そのよう

なことを示唆する有意な減少は認められませんでした。したがって、一時的に水が流れにくくなった箇

所の発生領域は HDB-6 孔近傍などのごく限られた範囲であったと考えられます。  

(2) 地下水と岩石の地球化学  
地下施設の建設に伴う坑道周辺の地下水の水質の時間的な変化を把握することを目的と

して、坑道内で採取した地下水の pH や電気伝導度、酸化還元電位などの物理化学パラメ

ータを測定するとともに、採取した地下水の水質を分析し、その変化をモニタリングして

います。令和 3 年度は、令和 2 年度に引き続き、地下施設の 3 本の立坑に設置された集水

リング*78や 140m、250m および 350m 調査坑道から掘削されたボーリング孔などから 54 試

料の地下水を採取し、水質を分析しました (82)。図  103 に集水リングとボーリング孔の位置

を示します。塩化物イオン濃度の分析結果を図  104 に、酸素同位体比の分析結果を図  105

*78：立坑内で、坑壁から染み出した地下水を採取するために、立坑壁面に 30 m～40 m ごとに設置され

ている設備です。 

7. 令和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要なデータ取得

令和 2 年度以降、人工バリア性能確認試験や物質移行試験などの処分システムの設計・

施工や安全評価に関わる基礎情報、例えば、岩盤の水の流れやすさや岩石の鉱物組成や化

学組成、地下水の pH や酸化還元電位、化学組成などのデータの取得などについては、令

和 2 年度以降の必須の課題への対応に必要であることから、引き続き必要最低限のデータ

を取得し、処分システムの設計・施工や安全評価に関する研究を行う試験場所の地質環境

特性を明確にし、それらの手法の評価に用いることになります。なお、処分システムの設

計・施工手法や安全評価手法の信頼性を確認するために必要となるデータが取得できてい

るかを含めて評価することが必要であるため、計測手法の妥当性を確認し、必要に応じて

調査技術・機器の改良を行います。

(1) 岩盤の水理  
岩盤の水理に関しては、坑道掘削後の地質環境の変化を把握するため、地上から掘削さ

れた既存のボーリング孔での水圧観測を行っています。令和 3 年度は、令和 3 年 4 月 27 日

以降にセンサー不良のため水圧が計測できていなかった HDB-6 孔のセンサーを交換しま

した（図 102 の▼）。その後、正常にデータを取得できるようになりました。また、令和元

年 12 月 12 日の宗谷地方北部を震源とする地震に伴い上昇した HDB-6 孔の深度 369 m の

水圧（図 102 の▼）は、2 年以上が経過した令和 4 年 3 月 30 日時点で、ほぼ元の水圧に戻

っていることが確認できました。このような一時的な水圧上昇は、大規模な地下水の排水

を行っている地下施設の近傍に位置する HDB-6 孔（東立坑から 92 m）のみで認められる

ことも考慮すると、以下のような発生原因が考えられます。すなわち、地震の揺れに伴い

地下水中のメタンガスの脱ガス・気泡の発生や目詰まりが地下施設近傍の割れ目内で生じ、

それにより地下水が一時的に流れにくくなる領域が地下施設と HDB-6 孔の間に発生した

ことが考えられます（発生した気泡や目詰まりは時間の経過とともに消滅）。同孔の深度

369 m より深い深度ではこのような水圧上昇が認められませんが、その理由として、これ

らの深い深度は深度 369 m 周辺と異なり、地下施設へ向かう地下水の流れがそもそも発生

していないことが考えられます。このようなコントラストは、6 章において検討している

地下施設周辺の稚内層における割れ目の水理的連結性の深度変化（深度 400 m 以浅は割れ

目の水理的連結性が高く、深度 500 m 以深は低い） (8)と整合的と言えます。  
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に示します。集水リングから得られた地下水の塩化物イオン濃度および酸素同位体比（図

104(a)〜(c)、図 105(a)〜(c)）は、坑道内から掘削されたボーリング孔から得られた地下水

の塩化物イオン濃度および酸素同位体比（図 104(d)〜(f)、図 105(a)〜(c)）と比べると変化

が大きいことが分かります。これは、主に集水リングとボーリング孔とでの地下水の採取

方法の違いによるものと考えられます。塩化物イオンは反応性に乏しいため、塩化物イオ

ン濃度の変化は異なる水質の地下水の混合が生じたことを示していると考えられます。集

水リングの試料に見られる変化は、塩化物イオン濃度の異なる地下水が立坑を通じて下方

に移動し、混合した結果と考えられます。令和 3 年度は集水リングから採取された地下水

試料中にわずかにトリチウム*79が検出されました（<0.04 Bq/L～0.2 Bq/L）(82)。一方で、ボ

ーリング孔から採取された地下水試料中には、トリチウムは検出されませんでした。この

ことから、集水リングの試料に見られる変化は、異なる深度の地下水の混合であるととも

に、現在の天水などの地表水が立坑を通じて地下に浸透した結果であることが考えられま

す。

人工バリア性能確認試験が実施されている 350m 調査坑道の試験坑道 4（図 5 参照）は、

平成 25 年度に掘削され、平成 26 年度に人工バリアを定置し、坑道の一部を埋め戻したの

ちに試験が開始されています。平成 28 年度より試験箇所に対する注水量が増加され、令和

元年度は試験坑道 4 周辺にグラウトが実施されました。しかしながら、試験箇所周辺のボ

ーリング孔（13-350-C05 孔、13-350-C08 孔および 13-350-C09 孔）から得られた地下水の塩

化物イオン濃度については、目立った変化は見られていません（図  104(f)）。令和 3 年度

は、試験箇所への注水試料と試験坑道 4 の壁面からわずかに染み出している地下水（図 106）
の水質を分析した結果、塩化物イオン濃度はそれぞれ約 4,100 mg/L と約 4,000 mg/L、酸素

同位体比は両試料とも−3.1‰となり、ほぼ同じ水質でした（82）。これらの注入水と浸み出し

ている地下水の塩化物イオン濃度は、試験箇所周辺の地下水とほぼ同じですが、酸素同位

体比がわずかに異なりました（図 104(f)、図 105(f)）。このことから、試験坑道 4 の壁面か

らわずかに浸み出している地下水は、試験箇所周辺のボーリング孔で観察されるような地

下水ではなく、試験箇所に注入した注入水が主な成分であると考えられます。

350m 調査坑道の試験坑道 1（図 5 参照）では人工バリアの試験体を取り出すための試験

施工の解体調査を実施しました。試験坑道 1 に位置する 13-350-C01 孔の地下水の塩化物イ

オン濃度は、令和 3 年度に低下していることから（図 104(f)）、試験施工および解体調査に

よる何らかの影響が考えられます。一方で、350m 調査坑道の他のボーリング孔（12-P350-
M02 孔、13-350LGE-M01 孔、13-350-C06 孔、14-350-C04 孔および 14-350-GAS01 孔）に関

しては、令和 3 年度まで塩化物イオン濃度の大きな変化は認められていません（図 104(f)）。 

*79：質量数が 3 である水素の放射性同位体（半減期：12.3 年）で、三重水素とも呼ばれます。地球上で

実施された過去の核実験の影響などにより環境中に微量に存在しますが、幌延地域の地下深部の地下

水のような古い地下水には含まれていません。 

JAEA-Review 2022-025

- 104 -



(a) 集水リング  

(b) ボーリング孔

図 103 地下水の採取箇所  

に示します。集水リングから得られた地下水の塩化物イオン濃度および酸素同位体比（図

104(a)〜(c)、図 105(a)〜(c)）は、坑道内から掘削されたボーリング孔から得られた地下水

の塩化物イオン濃度および酸素同位体比（図 104(d)〜(f)、図 105(a)〜(c)）と比べると変化

が大きいことが分かります。これは、主に集水リングとボーリング孔とでの地下水の採取

方法の違いによるものと考えられます。塩化物イオンは反応性に乏しいため、塩化物イオ

ン濃度の変化は異なる水質の地下水の混合が生じたことを示していると考えられます。集

水リングの試料に見られる変化は、塩化物イオン濃度の異なる地下水が立坑を通じて下方

に移動し、混合した結果と考えられます。令和 3 年度は集水リングから採取された地下水

試料中にわずかにトリチウム*79が検出されました（<0.04 Bq/L～0.2 Bq/L）(82)。一方で、ボ

ーリング孔から採取された地下水試料中には、トリチウムは検出されませんでした。この

ことから、集水リングの試料に見られる変化は、異なる深度の地下水の混合であるととも

に、現在の天水などの地表水が立坑を通じて地下に浸透した結果であることが考えられま

す。

人工バリア性能確認試験が実施されている 350m 調査坑道の試験坑道 4（図 5 参照）は、

平成 25 年度に掘削され、平成 26 年度に人工バリアを定置し、坑道の一部を埋め戻したの

ちに試験が開始されています。平成 28 年度より試験箇所に対する注水量が増加され、令和

元年度は試験坑道 4 周辺にグラウトが実施されました。しかしながら、試験箇所周辺のボ

ーリング孔（13-350-C05 孔、13-350-C08 孔および 13-350-C09 孔）から得られた地下水の塩

化物イオン濃度については、目立った変化は見られていません（図  104(f)）。令和 3 年度

は、試験箇所への注水試料と試験坑道 4 の壁面からわずかに染み出している地下水（図 106）
の水質を分析した結果、塩化物イオン濃度はそれぞれ約 4,100 mg/L と約 4,000 mg/L、酸素

同位体比は両試料とも−3.1‰となり、ほぼ同じ水質でした（82）。これらの注入水と浸み出し

ている地下水の塩化物イオン濃度は、試験箇所周辺の地下水とほぼ同じですが、酸素同位

体比がわずかに異なりました（図 104(f)、図 105(f)）。このことから、試験坑道 4 の壁面か

らわずかに浸み出している地下水は、試験箇所周辺のボーリング孔で観察されるような地

下水ではなく、試験箇所に注入した注入水が主な成分であると考えられます。

350m 調査坑道の試験坑道 1（図 5 参照）では人工バリアの試験体を取り出すための試験

施工の解体調査を実施しました。試験坑道 1 に位置する 13-350-C01 孔の地下水の塩化物イ

オン濃度は、令和 3 年度に低下していることから（図 104(f)）、試験施工および解体調査に

よる何らかの影響が考えられます。一方で、350m 調査坑道の他のボーリング孔（12-P350-
M02 孔、13-350LGE-M01 孔、13-350-C06 孔、14-350-C04 孔および 14-350-GAS01 孔）に関

しては、令和 3 年度まで塩化物イオン濃度の大きな変化は認められていません（図 104(f)）。 

*79：質量数が 3 である水素の放射性同位体（半減期：12.3 年）で、三重水素とも呼ばれます。地球上で

実施された過去の核実験の影響などにより環境中に微量に存在しますが、幌延地域の地下深部の地下

水のような古い地下水には含まれていません。 
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(a) 集水リング（換気立坑） (b) 集水リング（東立坑）  

(c) 集水リング（西立坑）  (d) 140m 調査坑道から掘削したボーリング孔  

(e) 250m 調査坑道から掘削したボーリング孔  (f) 350m 調査坑道から掘削したボーリング孔  
図 104 地下水の塩化物イオン濃度の経時変化  
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(a) 集水リング（換気立坑） (b) 集水リング（東立坑）  

(c) 集水リング（西立坑）  (d) 140m 調査坑道から掘削したボーリング孔  

(e) 250m 調査坑道から掘削したボーリング孔  (f) 350m 調査坑道から掘削したボーリング孔  
図 105 地下水の酸素同位体比の経時変化  
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(a) 集水リング（換気立坑） (b) 集水リング（東立坑）  

(c) 集水リング（西立坑）  (d) 140m 調査坑道から掘削したボーリング孔  

(e) 250m 調査坑道から掘削したボーリング孔  (f) 350m 調査坑道から掘削したボーリング孔  
図 104 地下水の塩化物イオン濃度の経時変化  
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図 106 試験坑道 4 壁面からの浸出水の採取箇所  
試験坑道 4 の入り口から奥を見て撮影した写真。写真の奥に見えるのは、人工バリア性能確認試験のコ

ンクリートプラグです。

平成 26 年度までに 350m 調査坑道に設置した水圧・水質モニタリング装置を用い、令和

3 年度もモニタリングを継続しました。装置の設置箇所を図  107 に示します。令和 2 年度

に引き続き、令和 3 年度も試験坑道掘削後の経時変化の把握や観測装置の長期的な性能確

認の一環として 13-350-C05 孔、13-350-C06 孔、13-350-C07 孔、13-350-C08 孔および 13-
350-C09 孔（以下、C05、C06、C07、C08 および C09）の 5 孔を用い、水圧・水質モニタリ

ングを継続しました。C05、C06、C07、C08 および C09 における水圧モニタリングの結果

を図 108、図 109、図 110、図 111 および図  112 にそれぞれ示します。図中での急激な水

圧の低下は、採水やメンテナンスの際に孔内のガスや地下水が放出されたことによるもの

です。試験坑道 4 では、平成 26 年度に人工バリア性能確認試験における坑道の一部埋め

戻しが行われ、平成 27 年度に同坑道においてコンクリートプラグ外周の地山に放射状に

グラウト注入を行うコンタクトグラウト注入作業が実施されました。坑道の埋め戻し部分

を冠水させるため、平成 27 年 1 月から人工バリア内への注水が行われており、急激な注

水による緩衝材の流出現象などを避けるために、段階的に注水量を増加させています。こ

れに伴い、埋め戻し範囲に位置する C07、C08 および C09 のうち、C08（水平孔）および

C09（鉛直下方孔）の最浅部である区間 4 において水圧が上昇する傾向が確認されていま

す（図  111 および図  112）。特に、注水量を大幅に増加させた平成 28 年 11 月と令和元年

12 月には、0.05 MPa 程度の水圧の上昇が確認されています。一方で、令和 2 年 7 月に、注

水量を減少させた際には、同区間において、0.05 MPa 程度の水圧の減少が確認されていま

す。令和 3 年度は、人工バリアへの注水量が一定であり、C08 および C09 の区間 4 の水圧

は緩やかな上昇傾向にあります。
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図 107 試験坑道 2 および試験坑道 4 周辺における水圧・水質モニタリング実施箇所  

図 108 C05 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。
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図 106 試験坑道 4 壁面からの浸出水の採取箇所  
試験坑道 4 の入り口から奥を見て撮影した写真。写真の奥に見えるのは、人工バリア性能確認試験のコ

ンクリートプラグです。

平成 26 年度までに 350m 調査坑道に設置した水圧・水質モニタリング装置を用い、令和

3 年度もモニタリングを継続しました。装置の設置箇所を図  107 に示します。令和 2 年度

に引き続き、令和 3 年度も試験坑道掘削後の経時変化の把握や観測装置の長期的な性能確

認の一環として 13-350-C05 孔、13-350-C06 孔、13-350-C07 孔、13-350-C08 孔および 13-
350-C09 孔（以下、C05、C06、C07、C08 および C09）の 5 孔を用い、水圧・水質モニタリ

ングを継続しました。C05、C06、C07、C08 および C09 における水圧モニタリングの結果

を図 108、図 109、図 110、図 111 および図  112 にそれぞれ示します。図中での急激な水

圧の低下は、採水やメンテナンスの際に孔内のガスや地下水が放出されたことによるもの

です。試験坑道 4 では、平成 26 年度に人工バリア性能確認試験における坑道の一部埋め

戻しが行われ、平成 27 年度に同坑道においてコンクリートプラグ外周の地山に放射状に

グラウト注入を行うコンタクトグラウト注入作業が実施されました。坑道の埋め戻し部分

を冠水させるため、平成 27 年 1 月から人工バリア内への注水が行われており、急激な注

水による緩衝材の流出現象などを避けるために、段階的に注水量を増加させています。こ

れに伴い、埋め戻し範囲に位置する C07、C08 および C09 のうち、C08（水平孔）および

C09（鉛直下方孔）の最浅部である区間 4 において水圧が上昇する傾向が確認されていま

す（図  111 および図  112）。特に、注水量を大幅に増加させた平成 28 年 11 月と令和元年

12 月には、0.05 MPa 程度の水圧の上昇が確認されています。一方で、令和 2 年 7 月に、注

水量を減少させた際には、同区間において、0.05 MPa 程度の水圧の減少が確認されていま

す。令和 3 年度は、人工バリアへの注水量が一定であり、C08 および C09 の区間 4 の水圧

は緩やかな上昇傾向にあります。
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図 109 C06 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。

図 110 C07 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。
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図 111 C08 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。

図 112 C09 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。
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図 109 C06 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。

図 110 C07 における水圧モニタリング結果  
水圧が急激に変化している箇所は、メンテナンスによる影響です。
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試験坑道の掘削後、水圧の低下に伴い地下水中の溶存ガスが遊離した影響により、水質

モニタリングの継続可能な箇所は限定されつつあります（図  113）。図 114 には一例とし

て、C05 の区間 2 における電気伝導度（EC）、pH、酸化還元電位（Eh）の観測結果を示し

ます。C05 では、地下水の EC は 1,600 mS/m 程度、pH は 7 程度、Eh は−140 mV～−300 mV
程度でした。これらの結果は令和 2 年度までの測定値とおおむね同様の傾向を示してお

り (10)、試験坑道周辺に分布する地下水の EC や pH には顕著な変化は生じていません。な

お、Eh のモニタリング結果においては、一部のデータで電極の劣化や表面への汚れ・気泡

の付着、遊離ガスによる地下水循環の停止などの影響が示唆されました。これらのデータ

は、「信頼性が劣る可能性のあるデータ」として示しています。信頼性の高いデータを取得

するために必要な観測装置の定期的なメンテナンス（月 1 回程度のセンサーの異常有無の

確認）も継続して行いました。

以上得られたデータは、令和 2 年度以降の必須の課題「人工バリア性能確認試験」にお

ける熱－水理－力学－化学（THMC）連成挙動の解析において、人工バリアの外側境界条

件となる周辺岩盤中の水圧や水質条件の設定にも反映されます。今後も水圧・水質モニタ

リングを継続し、地下水の水質分布や水質の時間的な変化を評価していきます。

図 113 試験坑道 2 および試験坑道 4 周辺における水質モニタリング継続可能区間  
各ボーリング孔のうち、水質モニタリングが継続可能な区間のみを赤色で示しています。
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図 114 C05 の区間 2 における水質モニタリング結果  

(3) 岩盤力学  
平成 21 年度に東立坑の深度 160 m に設置した光ファイバー式地中変位計を用いて、岩

盤変位の長期モニタリング性能を検証しています。計測結果の妥当性を検証するため、隣

接する位置に、既に技術が確立されている電気式地中変位計を設置しています（図 115）。
また、同時に支保工の安定性も確認するため、電気式の鋼製支保工応力計を設置していま

す（図 116）。地中変位計および鋼製支保応力計の設置位置を図 117 に示します。  
地中変位計測結果を図  118 に示します。光ファイバー式変位計は、計測値が逸脱せず、

安定した計測値が得られていますが、電気式変位計は設置後 3 年程度で計測値が乱れはじ

め、現時点では正常な計測ができなくなっています。これは、岩盤中の地下水がセンサー
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試験坑道の掘削後、水圧の低下に伴い地下水中の溶存ガスが遊離した影響により、水質

モニタリングの継続可能な箇所は限定されつつあります（図  113）。図 114 には一例とし

て、C05 の区間 2 における電気伝導度（EC）、pH、酸化還元電位（Eh）の観測結果を示し

ます。C05 では、地下水の EC は 1,600 mS/m 程度、pH は 7 程度、Eh は−140 mV～−300 mV
程度でした。これらの結果は令和 2 年度までの測定値とおおむね同様の傾向を示してお

り (10)、試験坑道周辺に分布する地下水の EC や pH には顕著な変化は生じていません。な

お、Eh のモニタリング結果においては、一部のデータで電極の劣化や表面への汚れ・気泡

の付着、遊離ガスによる地下水循環の停止などの影響が示唆されました。これらのデータ

は、「信頼性が劣る可能性のあるデータ」として示しています。信頼性の高いデータを取得

するために必要な観測装置の定期的なメンテナンス（月 1 回程度のセンサーの異常有無の

確認）も継続して行いました。

以上得られたデータは、令和 2 年度以降の必須の課題「人工バリア性能確認試験」にお

ける熱－水理－力学－化学（THMC）連成挙動の解析において、人工バリアの外側境界条

件となる周辺岩盤中の水圧や水質条件の設定にも反映されます。今後も水圧・水質モニタ

リングを継続し、地下水の水質分布や水質の時間的な変化を評価していきます。

図 113 試験坑道 2 および試験坑道 4 周辺における水質モニタリング継続可能区間  
各ボーリング孔のうち、水質モニタリングが継続可能な区間のみを赤色で示しています。

JAEA-Review 2022-025

- 113 -



部に浸透することにより絶縁抵抗不良を起こすためと考えられます。次に、鋼製支保工応

力計の計測結果を参照すると、季節変動と考えられる 10 MPa 程度の応力変化が計測され

ているものの、大きな計測値の逸脱はなく、安定した計測データが得られています（図  119）。
このことから、長期的に岩盤や支保工のモニタリングを行う上では、地中の計測では光フ

ァイバー式に優位性がありますが、鋼製支保工など、地下水が浸潤しないような構造物内

では、電気式でも問題ないことが分かります。

掘削後約 13 年間の変位は、地中変位計で立坑壁面に最も近い区間 No.1 で約 4.9 mm 縮

む挙動を示しており、他区間に比べ変位量が大きいことが分かります。また、他区間にお

いても、No.3 を除き変位量は小さいが縮む挙動を示しており、平成 27 年度以降の変位は

収束傾向にあることが分かります。このことから、立坑掘削後は、約 5 年間かけて徐々に

圧縮方向に岩盤が 1 mm 程度変形し、その後変形が収束していくことが分かります。鋼製

支保工応力計では、北側に位置する SS1 において約 155 MPa の応力を示しており、他の計

測点に比べ応力が大きいことが分かります。しかしながら、特段対策を施すほどの応力状

態には達していないことが確認されています。また、掘削後も SS2 の計測点を除き、全計

測点で応力が増大傾向にあります。

今後もデータの蓄積を進め、立坑掘削による周辺岩盤および支保工の長期的な変形挙動

をモニタリングするとともに、装置の健全性の確認を継続し、計測手法の信頼性を高めて

いく予定です。 

図 115 地中変位計設置状況写真  

JAEA-Review 2022-025

- 114 -



図 116 鋼製支保工応力計設置例  

図 117 計測器設置位置図  
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収束傾向にあることが分かります。このことから、立坑掘削後は、約 5 年間かけて徐々に
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態には達していないことが確認されています。また、掘削後も SS2 の計測点を除き、全計

測点で応力が増大傾向にあります。
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(a) 光ファイバー式  

(b) 電気式  
図 118 地中変位計の計測結果  
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図 119 鋼製支保工応力計の計測結果  

(4) 坑道掘削の影響に関する調査技術の開発  
地表面から坑道掘削時の地下深部の岩盤や地下水の挙動をモニタリングする技術を確立

することを目的として、立坑の周辺（換気立坑から半径 100 m 以内）に 9 台、東立坑の深

度 140 m の連接部付近に 1 台、立坑周辺から 1 km 程度離れた HDB-8 孔近傍に 1 台の高精

度傾斜計*80を配置し、坑道掘削に伴う地表付近における岩盤の傾斜の変化を計測していま

す。令和 3 年度も、過年度までと同様の方法 (83)で計測データ（直交する 2 方向での傾斜角

度の時系列データ）に含まれるノイズ成分を除去した後、計測した傾斜データと坑道掘削

時の工程との対比を行いました。令和 3 年度は坑道掘削工事がなかったことから、得られ

た傾斜データの全体的な傾向として、傾斜量の変化は少ないことが確認されました。坑道

掘削の影響を示すため、東立坑近傍にある PIN8 の傾斜量と傾斜方向および西立坑から北

東方向へ約 1 km 離れた HDB-8 孔近傍の PIN10 の傾斜量を図  120 および図  121 に示しま

す。傾斜方向は、掘削を実施した東立坑および西立坑の方向でした。また、掘削が終了し

た後は、傾斜変化はほぼありませんでした（図  120）。一方、PIN10（図 121）では、坑道

掘削中および掘削終了後も、地表の傾斜はほとんど観測されませんでした。

これまでの計測データにより、高精度傾斜計によって地下深部の坑道の掘削に伴う地表

付近での微小な傾斜量やその傾斜方向が検知できることを確認しました。今後も引き続き

傾斜量および傾斜方向のモニタリングを継続するとともに、地下深部の岩盤の挙動との関

係性を検討していきます。

*80：通常の傾斜計が計測できる角度は約 3,600 分の 1 度であるのに対し、約 1 億分の 6 度の傾斜量を計

測することができる非常に計測精度の高い傾斜計です。 

(a) 光ファイバー式  

(b) 電気式  
図 118 地中変位計の計測結果  
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(a) 傾斜量  

(b) 傾斜方向  
図 120 PIN8 の傾斜量および傾斜方向  

グラフの縦軸の単位  µR（マイクロラジアン）は角度の単位で、1,000 µR が約 0.06°に相当します。  
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図 121 PIN10 の傾斜量  

(5) 地震観測  
施設設計の妥当性検証の一環として、地下施設内の 4 台の地震計と地表の 1 台の地震計

で地震観測を実施しています。気象庁一元化震源データより作成した令和 3 年 4 月 1 日か

ら令和 4 年 3 月 31 日までの幌延深地層研究センター周辺の震央分布を図  122 に示します。

この期間中、気象庁の発表では、幌延町宮園で震度 1 以上の地震は 2 回発生しました（表  
9）。これらの地震の地表および地下施設における観測波形を図  123 に示します。地下施設

での揺れは地表に比べて小さいことが分かります。

地震に伴う地質環境特性の変化に関わるデータ取得のため、上幌延観測点（HDB-2）と

地下施設での地震観測を継続します。

(a) 傾斜量  

(b) 傾斜方向  
図 120 PIN8 の傾斜量および傾斜方向  

グラフの縦軸の単位  µR（マイクロラジアン）は角度の単位で、1,000 µR が約 0.06°に相当します。  

JAEA-Review 2022-025

- 119 -



図 122 幌延深地層研究センター周辺の震央分布  

表 9 幌延町宮園で観測された震度 1 以上の地震  

これらの地震の震央は図  122 に黒丸で示しています。  

*81：気象庁マグニチュード（地震の規模を表す数値）です。

地震の発生日時 震央地名 緯度 経度 深さ Mj*81 
震度

幌延町

宮園

最大

震度

令和 4 年 1 月 25 日  
13:00:17 

宗谷地方

北部
45°00.4′N 142°00.3′E 20 km 2.6 1 1 

令和 3 年 6 月 4 日  
22:46:55 

留萌地方

中北部
44°54.0′N 142°00.4′E 19 km 2.8 1 1 
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(a) 令和 4 年 1 月 25 日 13:00:00 から 60 秒間の観測波形  

(b) 令和 3 年 6 月 4 日 22:46:50 から 60 秒間の観測波形  
図 123 地表および地下施設で観測された地震の波形  
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8. 地下施設の管理

(1) 地下施設の整備  
令和 3 年度は、試験坑道 1（図 5 参照）において、人工バリア性能確認試験の解体調査

のための試験施工（4.1 参照）として、令和 2 年度に設置した試験体の取り出しおよびプラ

グの解体、撤去を行いました（図  124）。  

(a) 試験体の取り出し (b) プラグの解体・撤去  
図 124 地下施設の整備状況  

(2) 地下施設の維持管理  
令和 2 年度に引き続き、維持管理業務として、地下施設の機械設備や電気設備の運転、

保守および設備の更新（櫓設備、換気設備など）を行い、地下施設の安全確保に努めまし

た（図  125）。  

(a) 坑内換気設備の更新 (b) 東立坑スカフォードの更新  
図 125 設備の点検および更新状況  

(3) 掘削土（ズリ）の管理  
地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）には重金属などが含まれていますが、自

然由来であることから土壌汚染対策法の適用外となっています。しかし、幌延深地層研究

センターでは、周辺環境の保全に万全を期すため、土壌汚染対策法に準拠した管理を行っ
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ています。具体的には、対象となる物質が土壌汚染対策法に定める範囲内であることを確

認するため、掘削土（ズリ）について建設現場における簡易分析と公的機関による詳細な

分析（以下、公定分析）を実施し、同法に準じた適切な管理のもと掘削土（ズリ）置場へ

搬入し、保管しています（図 126）。  
掘削土（ズリ）置場は、土壌汚染対策法の遮水工封じ込め型に準じた二重遮水シート構

造（図 127）となっています。  

図 126 掘削土（ズリ）置場  

図 127 二重遮水シートの構造  

(4) 排水の管理  
地下施設からの排出水と掘削土（ズリ）置場に設置している浸出水調整池の浸出水につ

いては、硝酸性窒素処理設備、濁水処理設備、脱ホウ素設備、脱窒素設備および揚水設備

から構成される排水処理設備（図  128）で処理を行っています。処理済排水は、排水基準

値を超過していないことを確認した後、排水管路を通じて天塩川へ放流しています。

地下施設からの排水の公定分析結果については、9.1(2)に示します。  
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※遮水シートの上に保護土盛土を行い、その上に掘削土（ズリ）が保管されています。
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(3) 掘削土（ズリ）の管理  
地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）には重金属などが含まれていますが、自

然由来であることから土壌汚染対策法の適用外となっています。しかし、幌延深地層研究
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(a) 硝酸性窒素処理設備 (b) 濁水処理設備  

(c) 脱ホウ素設備（1 号機） (d) 脱ホウ素設備（2 号機）  

(e) 脱窒素設備  (f) 揚水設備  
図 128 排水処理設備
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9. 環境調査

令和 2 年度に引き続き地下施設からの排水などの水質調査および研究所用地周辺の環境

影響調査を実施しました。

9.1 排水量および水質調査結果  
排水処理設備から天塩川へ放流している排水量について監視を行うとともに、排水処理

前後の水質、天塩川の水質、浄化槽排水の水質について、調査を行っています。また、掘

削土（ズリ）置場の周辺環境への影響を監視するため、清水川および掘削土（ズリ）置場

周辺の地下水についても水質調査を行っています。

なお、水質の分析については、公的な分析資格を持つ民間の会社に委託しています。本

調査の対象となっている排水系統と各水質調査の採水地点を図  129 に示します。  

図 129 排水系統と各水質調査の採水地点  

(1) 天塩川への排水量  
地下施設からの排出水および掘削土（ズリ）置場の浸出水は、排水処理設備において処

理を行った後、排水管路を通じて天塩川に放流しています。

令和 3 年度における天塩川への排水量は表  10 に示すとおりです。合計排水量は、43,891 
m3 であり、前年度同時期（52,301 m3）の約 84%でした。日最大排水量は、融雪により増水

した掘削土（ズリ）置場の浸出水を処理した 4 月の 448 m3 が最大値となっており、観測期

間を通じて北るもい漁業協同組合との協定値（750 m3/日）を満足しています。また、月排

水量および日平均排水量についても、掘削土（ズリ）置場の融雪水を多く処理した 4 月が

最大となっており、月排水量が 5,935 m3、日平均排水量が 197.8 m3 でした。  

(a) 硝酸性窒素処理設備 (b) 濁水処理設備  

(c) 脱ホウ素設備（1 号機） (d) 脱ホウ素設備（2 号機）  

(e) 脱窒素設備  (f) 揚水設備  
図 128 排水処理設備
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表 10 天塩川への排水量  
年月 月排水量（m3） 日最大排水量（m3）※1 日平均排水量（m3）※2 

令和 3 年 4 月  5,935*3 448*3 197.8*3

令和 3 年 5 月  3,436 282 110.8 
令和 3 年 6 月  3,184 245 106.1 
令和 3 年 7 月  2,545 220 82.1 
令和 3 年 8 月  2,441 244 78.7 
令和 3 年 9 月  2,865 246 95.5 
令和 3 年 10 月  5,107 380 164.7 
令和 3 年 11 月  4,315 345 143.8 
令和 3 年 12 月  4,849 398 156.4 
令和 4 年 1 月  2,472 249 79.7 
令和 4 年 2 月  2,637 291 94.2 
令和 4 年 3 月 4,105 357 132.4 

合計 43,891 － －

最大値 5,935 448 197.8 
※1：北るもい漁業協同組合との協定値は 750 m3/日  
※2：月排水量を月の日数で除した値  
※3：各項目の最大値  

(2) 地下施設からの排水の水質調査結果  
地下施設から排出される「立坑の原水」および「掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原

水」については、図 130 に示すとおり、濁水処理、脱ホウ素処理および脱窒素処理（アン

モニア性窒素）を行った後、「揚水設備における処理済排水」として排水管路を通じて天塩

川に放流しています。また、「掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水」については、貯留

時に硝化菌の働きによって生成される硝酸性窒素についても処理を行っています。これら

の排水については、排水処理の前と後で定期的（原則 1 回/月）に水質調査を実施していま

す。

令和 3 年度における水質調査結果は、表 11 に示すとおり、排水基準を超える処理済排

水はありませんでした。また、立坑および掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水につい

ても、これまでの調査結果と同等となっています。
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図 130 地下施設からの排水処理フローと採水地点  

表 10 天塩川への排水量  
年月 月排水量（m3） 日最大排水量（m3）※1 日平均排水量（m3）※2 

令和 3 年 4 月  5,935*3 448*3 197.8*3

令和 3 年 5 月  3,436 282 110.8 
令和 3 年 6 月  3,184 245 106.1 
令和 3 年 7 月  2,545 220 82.1 
令和 3 年 8 月  2,441 244 78.7 
令和 3 年 9 月  2,865 246 95.5 
令和 3 年 10 月  5,107 380 164.7 
令和 3 年 11 月  4,315 345 143.8 
令和 3 年 12 月  4,849 398 156.4 
令和 4 年 1 月  2,472 249 79.7 
令和 4 年 2 月  2,637 291 94.2 
令和 4 年 3 月 4,105 357 132.4 

合計 43,891 － －

最大値 5,935 448 197.8 
※1：北るもい漁業協同組合との協定値は 750 m3/日  
※2：月排水量を月の日数で除した値  
※3：各項目の最大値  

(2) 地下施設からの排水の水質調査結果  
地下施設から排出される「立坑の原水」および「掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原

水」については、図 130 に示すとおり、濁水処理、脱ホウ素処理および脱窒素処理（アン

モニア性窒素）を行った後、「揚水設備における処理済排水」として排水管路を通じて天塩

川に放流しています。また、「掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水」については、貯留

時に硝化菌の働きによって生成される硝酸性窒素についても処理を行っています。これら

の排水については、排水処理の前と後で定期的（原則 1 回/月）に水質調査を実施していま

す。

令和 3 年度における水質調査結果は、表 11 に示すとおり、排水基準を超える処理済排

水はありませんでした。また、立坑および掘削土（ズリ）置場浸出水調整池の原水につい

ても、これまでの調査結果と同等となっています。
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表 11 地下施設からの排水に係る水質調査結果  

分析項目※1 採水地点※2 
過年度 令和2年度  令和3年度  （参考値）

水質汚濁防止法

排水基準
平成18年12月
～令和2年3月

令和2年4月
～令和3年3月

令和3年4月  
～令和4年3月  

カドミウム

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01 <0.01 <0.01 

0.03 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

ヒ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01～0.08 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01～0.02 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

セレン

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01～0.04 <0.01～0.01 <0.01～0.02 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

フッ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.8～3.5 <0.8 <0.8 

8 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.8 <0.8 <0.8 

揚水設備における処理済排水 <0.8～1.6 <0.8 <0.8 

ホウ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.1～160 69～79 71～79 

10 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.1～37 0.9～5.9 1.5～7.3 

揚水設備における処理済排水 <0.1～3.0 <0.1～1.9 <0.1～0.5 

全窒素

（mg/L）  

立坑の原水 0.41～117 68～81 59～79 
120 

（日間平均 60）
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
3.0～150 4.0～32 20～28 

揚水設備における処理済排水 0.60～48 9.6～20 9.6～22 

全アンモニア

（mg/L）  

立坑の原水 0.12～110 39～61 37～59 

－
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
0.12～22 0.17～1.1 0.17～1.2 

揚水設備における処理済排水 <0.05～6.8 <0.05～1.7 <0.05～0.28 

pH 

立坑の原水 7.5～9.5 8.1～8.3 8.1～8.2 

5.8～8.6 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
6.7～8.7 7.2～7.6 7.2～8.6 

揚水設備における処理済排水 6.9～8.6 7.5～8.2 7.5～8.1 

浮遊物質量

（mg/L）  

立坑の原水 4～580 10～49 8～24 
200 

（日間平均 150）
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
1～170 1～21 3～9 

揚水設備における処理済排水 <1～9 <1～1 <1～3 

塩化物イオン

（mg/L）  

立坑の原水 20～4,300 3,100～3,600 3,300～3,700 

－
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
10～1,500 29～150 37～240 

揚水設備における処理済排水 38～4,700 1,400～3,300 1,300～2,900 

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  130 参照  
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(3) 天塩川の水質調査結果  
地下施設からの排水の放流先である天塩川の採水地点（図  131）において、定期的（原

則 1 回/月）に採水し（図  132）、水質調査を実施しています。  
令和 3 年度の調査結果は、表  12 に示すとおりです。浮遊物質量について、北るもい漁

業協同組合との協定値（20 mg/L）を超過した時期（4 月、5 月、12 月）がありましたが、

放流口の上流側（B2）においても同程度の高い値を示しており、同日に採取した揚水設備

における処理済排水の浮遊物質量は低い値（<1 mg/L）であることから、地下施設からの排

水の影響ではなく、融雪などに伴う自然的な要因によるものと考えられます。その他の調

査項目については、協定値の範囲内であることから天塩川に影響を与えていないものと判

断しています。

図 131 天塩川の採水地点  
国土地理院地図（https://maps.gsi.go.jp/）を加工し、採水地点などを追記  

(a) 採水状況 (b) 採水試料  
図 132 天塩川での採水状況  

令和 3 年 6 月 1 日の実施状況  

表 11 地下施設からの排水に係る水質調査結果  

分析項目※1 採水地点※2 
過年度 令和2年度  令和3年度  （参考値）

水質汚濁防止法

排水基準
平成18年12月
～令和2年3月

令和2年4月
～令和3年3月

令和3年4月  
～令和4年3月  

カドミウム

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01 <0.01 <0.01 

0.03 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

ヒ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01～0.08 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01～0.02 <0.01 <0.01 

揚水設備における処理済排水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

セレン

（mg/L）  

立坑の原水 <0.01～0.02 <0.01 <0.01 

0.1 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.01～0.04 <0.01～0.01 <0.01～0.02 

揚水設備における処理済排水 <0.01 <0.01 <0.01 

フッ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.8～3.5 <0.8 <0.8 

8 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.8 <0.8 <0.8 

揚水設備における処理済排水 <0.8～1.6 <0.8 <0.8 

ホウ素

（mg/L）  

立坑の原水 <0.1～160 69～79 71～79 

10 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
<0.1～37 0.9～5.9 1.5～7.3 

揚水設備における処理済排水 <0.1～3.0 <0.1～1.9 <0.1～0.5 

全窒素

（mg/L）  

立坑の原水 0.41～117 68～81 59～79 
120 

（日間平均 60）
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
3.0～150 4.0～32 20～28 

揚水設備における処理済排水 0.60～48 9.6～20 9.6～22 

全アンモニア

（mg/L）  

立坑の原水 0.12～110 39～61 37～59 

－
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
0.12～22 0.17～1.1 0.17～1.2 

揚水設備における処理済排水 <0.05～6.8 <0.05～1.7 <0.05～0.28 

pH 

立坑の原水 7.5～9.5 8.1～8.3 8.1～8.2 

5.8～8.6 掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
6.7～8.7 7.2～7.6 7.2～8.6 

揚水設備における処理済排水 6.9～8.6 7.5～8.2 7.5～8.1 

浮遊物質量

（mg/L）  

立坑の原水 4～580 10～49 8～24 
200 

（日間平均 150）
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
1～170 1～21 3～9 

揚水設備における処理済排水 <1～9 <1～1 <1～3 

塩化物イオン

（mg/L）  

立坑の原水 20～4,300 3,100～3,600 3,300～3,700 

－
掘削土（ズリ）置場浸出水調整池

の原水
10～1,500 29～150 37～240 

揚水設備における処理済排水 38～4,700 1,400～3,300 1,300～2,900 

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  130 参照  
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表 12 天塩川の水質調査結果  

分析項目※1 採水

地点※2 

過年度 令和3年度  
北るもい

漁業協同組合

協定値

平成18年6月  
～平成18年11月  

（放流前）

平成18年12月  
～令和3年3月  
（放流後）

令和3年4月  
～令和4年3月  

ホウ素

（mg/L）  

B1 
表層 <0.02～0.04 <0.01～0.35 0.01～0.20 

5 

中層 － <0.01～3.5 0.01～0.98 
深層 <0.02～3.35 <0.01～4.9 0.01～4.9 

B2 
表層 <0.02～0.04 <0.01～0.27 0.01～0.15 
中層 － <0.01～3.7 0.01～1.0 
深層 <0.02～3.28 <0.01～5.0 0.01～4.8 

B3 
表層 <0.02～0.07 <0.01～0.28 0.01～0.27 
中層 － <0.01～2.5 0.01～1.0 
深層 <0.02～1.03 <0.01～4.7 0.01～5.0 

全窒素

（mg/L）  

B1 
表層 0.37～1.06 0.11～2.2 0.24～0.85 

20 

中層 － 0.15～2.2 0.27～0.84 
深層 0.42～1.50 0.15～6.5 0.22～0.87 

B2 
表層 0.37～1.14 0.14～2.2 0.23～0.87 
中層 － 0.15～2.3 0.26～0.86 
深層 0.4～1.16 0.16～2.3 0.24～0.87 

B3 
表層 0.4～1.31 0.16～2.2 0.23～0.84 
中層 － 0.11～2.3 0.24～0.87 
深層 0.49～1.24 0.16～2.3 0.21～0.87 

全アンモニア

（mg/L）  

B1 
表層 － <0.05～0.83 <0.05～0.05 

2※3 

中層 － <0.05～0.92 <0.05～0.11 
深層 － <0.05～0.85 <0.05～0.06 

B2 
表層 <0.01～0.13 <0.05～0.89 <0.05～0.05 
中層 － <0.05～0.76 <0.05～0.14 
深層 0.01～0.35 <0.05～0.85 <0.05～0.11 

B3 
表層 0.01～0.21 <0.05～0.89 <0.05～0.05 
中層 － <0.05～0.90 <0.05～0.12 
深層 0.02～0.17 <0.05～0.96 <0.05～0.15 

pH 

B1 
表層 7.1～7.4 6.4～7.8 6.8～7.7 

5.8～8.6 

中層 － 6.5～7.7 6.8～7.4 
深層 7.0～7.6 6.5～8.0 6.8～8.0 

B2 
表層 7.1～7.4 6.6～7.9 6.7～7.7 
中層 － 6.5～7.9 6.8～7.4 
深層 7.2～7.6 6.6～8.0 6.8～7.9 

B3 
表層 7.0～7.6 6.6～7.9 6.8～7.6 
中層 － 6.6～7.7 6.8～7.5 
深層 7.1～7.4 6.6～8.0 6.9～8.0 

浮遊物質量

（mg/L）  

B1 
表層 3～34 <1～360 <1～67 

20 

中層 － <1～390 <1～76 
深層 6～86 <1～400 <1～68 

B2 
表層 3～36 <1～390 1～62 
中層 － <1～400 <1～69 
深層 5～47 <1～460 <1～75 

B3 
表層 3～35 <1～420 <1～63 
中層 － <1～460 <1～68 
深層 5～49 <1～650 <1～75 

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  131 参照、表層（水面下 0.1 m 付近）、中層（塩水層と淡水層の間もしくは 1/2 深度）、

深層（川床上 1 m 付近）  
※3：北るもい漁業協同組合との確認により、放流口下流 1 km（B3）地点の値  
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(4) 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果  
地下施設の建設により発生した掘削土（ズリ）は、二重に遮水された掘削土（ズリ）置

場で管理していますが、遮水された外側となる掘削土（ズリ）置場周辺への影響を監視す

るため、図  133 に示す採水地点において、観測用のボーリング孔から地下水を定期的（原

則 4 回/年）に採水し（図  134）、水質調査を実施しています。  
令和 3 年度における調査結果は、表  13 に示すとおり、これまでの調査結果と同等であ

ることから、掘削土（ズリ）置場が周辺環境に影響を与えていないものと判断しています。

図 133 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の採水地点  

(a) 採水状況（A3 地点） (b) 採水状況（A4 地点）  
図 134 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の採水  

令和 3 年 5 月 11 日の実施状況  

表 12 天塩川の水質調査結果  

分析項目※1 採水

地点※2 

過年度 令和3年度  
北るもい

漁業協同組合

協定値

平成18年6月  
～平成18年11月  

（放流前）

平成18年12月  
～令和3年3月  
（放流後）

令和3年4月  
～令和4年3月  

ホウ素

（mg/L）  

B1 
表層 <0.02～0.04 <0.01～0.35 0.01～0.20 

5 

中層 － <0.01～3.5 0.01～0.98 
深層 <0.02～3.35 <0.01～4.9 0.01～4.9 

B2 
表層 <0.02～0.04 <0.01～0.27 0.01～0.15 
中層 － <0.01～3.7 0.01～1.0 
深層 <0.02～3.28 <0.01～5.0 0.01～4.8 

B3 
表層 <0.02～0.07 <0.01～0.28 0.01～0.27 
中層 － <0.01～2.5 0.01～1.0 
深層 <0.02～1.03 <0.01～4.7 0.01～5.0 

全窒素

（mg/L）  

B1 
表層 0.37～1.06 0.11～2.2 0.24～0.85 

20 

中層 － 0.15～2.2 0.27～0.84 
深層 0.42～1.50 0.15～6.5 0.22～0.87 

B2 
表層 0.37～1.14 0.14～2.2 0.23～0.87 
中層 － 0.15～2.3 0.26～0.86 
深層 0.4～1.16 0.16～2.3 0.24～0.87 

B3 
表層 0.4～1.31 0.16～2.2 0.23～0.84 
中層 － 0.11～2.3 0.24～0.87 
深層 0.49～1.24 0.16～2.3 0.21～0.87 

全アンモニア

（mg/L）  

B1 
表層 － <0.05～0.83 <0.05～0.05 

2※3 

中層 － <0.05～0.92 <0.05～0.11 
深層 － <0.05～0.85 <0.05～0.06 

B2 
表層 <0.01～0.13 <0.05～0.89 <0.05～0.05 
中層 － <0.05～0.76 <0.05～0.14 
深層 0.01～0.35 <0.05～0.85 <0.05～0.11 

B3 
表層 0.01～0.21 <0.05～0.89 <0.05～0.05 
中層 － <0.05～0.90 <0.05～0.12 
深層 0.02～0.17 <0.05～0.96 <0.05～0.15 

pH 

B1 
表層 7.1～7.4 6.4～7.8 6.8～7.7 

5.8～8.6 

中層 － 6.5～7.7 6.8～7.4 
深層 7.0～7.6 6.5～8.0 6.8～8.0 

B2 
表層 7.1～7.4 6.6～7.9 6.7～7.7 
中層 － 6.5～7.9 6.8～7.4 
深層 7.2～7.6 6.6～8.0 6.8～7.9 

B3 
表層 7.0～7.6 6.6～7.9 6.8～7.6 
中層 － 6.6～7.7 6.8～7.5 
深層 7.1～7.4 6.6～8.0 6.9～8.0 

浮遊物質量

（mg/L）  

B1 
表層 3～34 <1～360 <1～67 

20 

中層 － <1～390 <1～76 
深層 6～86 <1～400 <1～68 

B2 
表層 3～36 <1～390 1～62 
中層 － <1～400 <1～69 
深層 5～47 <1～460 <1～75 

B3 
表層 3～35 <1～420 <1～63 
中層 － <1～460 <1～68 
深層 5～49 <1～650 <1～75 

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  131 参照、表層（水面下 0.1 m 付近）、中層（塩水層と淡水層の間もしくは 1/2 深度）、

深層（川床上 1 m 付近）  
※3：北るもい漁業協同組合との確認により、放流口下流 1 km（B3）地点の値  
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表 13 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果  

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  133 参照  

 
(5) 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果  

掘削土（ズリ）置場雨水調整池による清水川への影響がないことを確認するため、図 135
に示す清水川の上流（A5）と下流（A7）の 2 地点および掘削土（ズリ）置場雨水調整池（A6）
において、定期的（原則 1 回/月）に採水を行い（図 136）、水質調査を実施しています。  

分析項目※1 
採水  

地点※2 

過年度 令和 3 年度  

平成18年6月  

～平成19年4月  

掘削土（ズリ）  

搬入前  

平成19年5月  

～令和3年2月

掘削土（ズリ）

搬入後  

令和 3 年  令和 4 年

5 月  8 月  11 月  2 月  

カドミウム

（mg/L）  

A1 <0.001～0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A2 <0.001～0.004 <0.001～0.002 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A3 <0.001～0.003 <0.001～0.009 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A4 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛  
（mg/L）  

A1 <0.005～0.171 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A2 <0.005～0.006 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A4 <0.005～0.022 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

ヒ素  
（mg/L）  

A1 <0.005 <0.005～0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A2 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

セレン  
（mg/L）  

A1 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A2 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A3 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A4 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素  
（mg/L）  

A1 <0.1～0.3 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 
A2 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 
A3 <0.1～0.2 <0.1～0.3 <0.1 0.1 <0.1 <0.1 
A4 <0.1 <0.1～0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

ホウ素  
（mg/L）  

A1 19.8～50.7 0.40～63.0 21 28 24 24 
A2 1.29～43.5 0.43～23.0 8.6 37 17 23 
A3 12.5～34.0 0.18～41.8 4.0 21 8.8 14 
A4 <0.02～0.06 <0.02～0.47 0.03 0.04 0.04 0.03 

pH 

A1 6.9～7.2 6.1～7.9 6.5 6.6 6.6 6.6 
A2 4.6～6.3 3.7～6.9 6.5 6.7 6.8 6.8 
A3 6.8～7.3 4.2～7.4 6.5 6.7 6.5 6.6 
A4 5.4～6.6 5.0～6.7 5.1 5.2 5.1 5.2 

塩化物イオン  
（mg/L）  

A1 1,810～2,760 79～3,400 1,500 1,800 1,500 1,500 

A2 147～2,910 23～1,200 550 2,200 990 1,200 

A3 631～1,550 26～1,700 210 1,000 420 730 

A4 9.7～11.9 8.4～17.0 10 12 13 10 
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令和 3 年度における調査結果は、表  14 に示すとおり、これまでの調査結果と同等であ

ることから、掘削土（ズリ）置場が周辺環境に影響を与えていないものと判断しています。

図 135 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の採水地点  

(a) 清水川での採水状況 (b) 雨水調整池での採水状況  
図 136 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の採水状況  

令和 3 年 5 月 11 日の実施状況  

 

 

表 13 掘削土（ズリ）置場周辺の地下水の水質調査結果  

※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  133 参照  

 
(5) 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果  

掘削土（ズリ）置場雨水調整池による清水川への影響がないことを確認するため、図 135
に示す清水川の上流（A5）と下流（A7）の 2 地点および掘削土（ズリ）置場雨水調整池（A6）
において、定期的（原則 1 回/月）に採水を行い（図 136）、水質調査を実施しています。  

分析項目※1 
採水  

地点※2 

過年度 令和 3 年度  

平成18年6月  

～平成19年4月  

掘削土（ズリ）  

搬入前  

平成19年5月  

～令和3年2月

掘削土（ズリ）

搬入後  

令和 3 年  令和 4 年

5 月  8 月  11 月  2 月  

カドミウム

（mg/L）  

A1 <0.001～0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A2 <0.001～0.004 <0.001～0.002 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A3 <0.001～0.003 <0.001～0.009 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

A4 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛  
（mg/L）  

A1 <0.005～0.171 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A2 <0.005～0.006 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A4 <0.005～0.022 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

ヒ素  
（mg/L）  

A1 <0.005 <0.005～0.012 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A2 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A3 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 
A4 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

セレン  
（mg/L）  

A1 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A2 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A3 <0.002 <0.002～0.005 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 
A4 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素  
（mg/L）  

A1 <0.1～0.3 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 
A2 <0.1～0.4 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 
A3 <0.1～0.2 <0.1～0.3 <0.1 0.1 <0.1 <0.1 
A4 <0.1 <0.1～0.1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 

ホウ素  
（mg/L）  

A1 19.8～50.7 0.40～63.0 21 28 24 24 
A2 1.29～43.5 0.43～23.0 8.6 37 17 23 
A3 12.5～34.0 0.18～41.8 4.0 21 8.8 14 
A4 <0.02～0.06 <0.02～0.47 0.03 0.04 0.04 0.03 

pH 

A1 6.9～7.2 6.1～7.9 6.5 6.6 6.6 6.6 
A2 4.6～6.3 3.7～6.9 6.5 6.7 6.8 6.8 
A3 6.8～7.3 4.2～7.4 6.5 6.7 6.5 6.6 
A4 5.4～6.6 5.0～6.7 5.1 5.2 5.1 5.2 

塩化物イオン  
（mg/L）  

A1 1,810～2,760 79～3,400 1,500 1,800 1,500 1,500 

A2 147～2,910 23～1,200 550 2,200 990 1,200 

A3 631～1,550 26～1,700 210 1,000 420 730 

A4 9.7～11.9 8.4～17.0 10 12 13 10 
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表 14 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果  

分析項目※1 採水

地点※2

過年度 令和3年度  
平成18年6月 
～平成19年4月 
掘削土（ズリ）

搬入前

平成19年5月  
～令和3年3月  

掘削土（ズリ）

搬入後

令和3年4月  
～令和4年3月  

カドミウム

（mg/L）  

A5 <0.001 <0.001 <0.001 

A6 <0.001～0.001 <0.001～0.002 <0.001 

A7 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛

（mg/L）  

A5 <0.005 <0.005 <0.005 

A6 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.008 <0.005 

ヒ素

（mg/L）  

A5 <0.005 <0.005～0.006 <0.005 

A6 <0.005～0.011 <0.005～0.015 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.009 <0.005 

セレン

（mg/L）  

A5 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 

A6 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 

A7 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素

（mg/L）  

A5 <0.1～0.1 <0.1～0.2 <0.1～0.1 

A6 <0.1～0.7 <0.1～1.1 <0.1～0.1 

A7 <0.1 <0.1～0.3 <0.1～0.1 

ホウ素

（mg/L）  

A5 0.03～0.25 <0.02～0.44 0.03～0.31 

A6 <0.02～0.09 <0.02～0.43 0.02～0.22 

A7 0.03～0.30 <0.02～0.42 0.03～0.44 

pH 

A5 6.4～7.1 6.0～7.9 6.4～7.4 

A6 5.8～7.4 5.7～9.1 6.4～8.5 

A7 6.5～7.0 6.1～7.8 6.4～7.3 

浮遊物質量

（mg/L）  

A5 1～20 <1～66 1～65 

A6 12～173 <1～500 1～35 

A7 1～11 <1～270 1～55 

塩化物イオン

（mg/L）  

A5 14.4～30.5 7.2～70 13～65 

A6 5.1～24.7 1.7～269 3.2～26 

A7 15.6～28.7 8.1～100 13～58 
※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  135 参照  

(6) 浄化槽排水の水質調査結果  
研究所用地から排出される生活排水による環境への影響を監視するため、研究管理棟お

よび地下施設現場事務所の浄化槽排水について、定期的（原則 1 回/4 週）に水質調査を実

施しています。
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令和 3 年度における水質調査結果は、表 15 に示すとおり、全ての項目において協定値

を満足しています。

表 15 浄化槽排水の水質調査結果  

分析項目 採水地点

過年度 令和 3 年度  北るもい

漁業協同組合

協定値
平成 18 年 12 月  
～令和 3 年 3 月  

令和 3 年 4 月  
～令和 4 年 3 月  

pH 
研究管理棟 5.9～7.7 6.4～7.5 

5.8～8.6 
地下施設現場事務所  6.8～7.9 7.4～8.0 

生物化学的

酸素要求量

（mg/L）  

研究管理棟 <0.5～17 1.3～16 
20 

地下施設現場事務所  <0.2～28 1.2～13 

浮遊物質量

（mg/L）  

研究管理棟 0.5～10 <1～3 
20 

地下施設現場事務所  <0.5～8 <1～3 

全窒素

（mg/L）  

研究管理棟 6.6～52 11～31 
60 

地下施設現場事務所  0.2～45 0.5～5.4 

全リン

（mg/L）  

研究管理棟 0.5～5.0 1.3～3.3 
8 

地下施設現場事務所  <0.1～7.8 <0.1～0.7 

透視度

（cm）  

研究管理棟 30 30 
30 

地下施設現場事務所 30 30 

大腸菌群数

（個 /mL）  

研究管理棟 0～30 0 
3,000 

地下施設現場事務所  0～2,100 0～1,600 

9.2 研究所用地周辺の環境影響調査結果  
研究所用地周辺の環境影響調査として、図 137 に示す地点にて清水川の水質および魚類

を対象に調査を実施しています。令和 3 年度における各調査結果は、これまでと比較して

大きな変化がないことを確認しています。

表 14 清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果  

分析項目※1 採水

地点※2

過年度 令和3年度  
平成18年6月 
～平成19年4月 
掘削土（ズリ）

搬入前

平成19年5月  
～令和3年3月  

掘削土（ズリ）

搬入後

令和3年4月  
～令和4年3月  

カドミウム

（mg/L）  

A5 <0.001 <0.001 <0.001 

A6 <0.001～0.001 <0.001～0.002 <0.001 

A7 <0.001 <0.001 <0.001 

鉛

（mg/L）  

A5 <0.005 <0.005 <0.005 

A6 <0.005 <0.005～0.007 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.008 <0.005 

ヒ素

（mg/L）  

A5 <0.005 <0.005～0.006 <0.005 

A6 <0.005～0.011 <0.005～0.015 <0.005 

A7 <0.005 <0.005～0.009 <0.005 

セレン

（mg/L）  

A5 <0.002 <0.002～0.002 <0.002 

A6 <0.002 <0.002～0.003 <0.002 

A7 <0.002 <0.002 <0.002 

フッ素

（mg/L）  

A5 <0.1～0.1 <0.1～0.2 <0.1～0.1 

A6 <0.1～0.7 <0.1～1.1 <0.1～0.1 

A7 <0.1 <0.1～0.3 <0.1～0.1 

ホウ素

（mg/L）  

A5 0.03～0.25 <0.02～0.44 0.03～0.31 

A6 <0.02～0.09 <0.02～0.43 0.02～0.22 

A7 0.03～0.30 <0.02～0.42 0.03～0.44 

pH 

A5 6.4～7.1 6.0～7.9 6.4～7.4 

A6 5.8～7.4 5.7～9.1 6.4～8.5 

A7 6.5～7.0 6.1～7.8 6.4～7.3 

浮遊物質量

（mg/L）  

A5 1～20 <1～66 1～65 

A6 12～173 <1～500 1～35 

A7 1～11 <1～270 1～55 

塩化物イオン

（mg/L）  

A5 14.4～30.5 7.2～70 13～65 

A6 5.1～24.7 1.7～269 3.2～26 

A7 15.6～28.7 8.1～100 13～58 
※1：主な分析項目を抜粋  
※2：採水地点は図  135 参照  

(6) 浄化槽排水の水質調査結果  
研究所用地から排出される生活排水による環境への影響を監視するため、研究管理棟お

よび地下施設現場事務所の浄化槽排水について、定期的（原則 1 回/4 週）に水質調査を実

施しています。
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図 137 環境調査実施場所  

(1) 清水川の水質調査結果  
清水川の 2 地点において、定期的（原則 4 回/年）に採水を行い（図  138）、水質調査を

実施しています。本調査は、清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果

と別に、「水質汚濁に係る環境基準」に準拠して実施しているものです。

令和 3 年度における調査結果は、表  16 に示すとおり、これまでと比較して大きな変化

がないことを確認しています。

(a) 採水状況（No.1） (b) 流量観測状況（No.2）  
図 138 清水川の水質調査  
令和 3 年 6 月 1 日の実施状況  
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表 16 清水川の水質調査結果  

分析項目※1 採水地点※2 
過年度 令和 3 年度  

平成14年8月 
～令和3年2月 

令和 3 年  令和 4 年

6 月  9 月  11 月  2 月  

pH 
No.1 6.3～7.9 6.8 6.9 7.2 7.3 

No.2 6.4～7.7 6.8 6.9 7.1 7.0 

生物化学的  
酸素要求量  
（mg/L）  

No.1 <0.5～62 1.0 1.7 0.9 0.5 

No.2 <0.5～10 1.1 4.6 1.3 0.7 

浮遊物質量  
（mg/L）  

No.1 1～70 1 8 2 1 

No.2 <1～69 2 8 1 1 

溶存酸素量  
（mg/L）  

No.1 6.6～13.9 10.6 7.4 11.1 12.6 

No.2 5.5～12.5 9.8 6.9 10.1 10.7 
※1：主な分析項目のみを抜粋  
※2：採水地点は図  137 参照  

 
(2) 魚類の調査結果  

清水川において、定期的（原則 3 回/年（春・夏・秋））に生息魚類の調査を行っていま

す（図  139）。調査は、図  137 に示す St.1～St.3 の 3 箇所で実施しています。  
令和 3 年度における調査結果は、これまでと大きな変化は認められませんでした。重要

種としては、表  17 に示すとおり、スナヤツメ北方種、ヤチウグイ、エゾウグイ、エゾホト

ケドジョウ、サクラマス（ヤマメ）、エゾトミヨ、ハナカジカの 7 種が確認されました。  
 

(a) 採捕状況  (b) 採捕魚類の一例  
図 139 生息魚類調査  

令和 3 年 5 月 31 日の実施状況  
  

図 137 環境調査実施場所  

(1) 清水川の水質調査結果  
清水川の 2 地点において、定期的（原則 4 回/年）に採水を行い（図  138）、水質調査を

実施しています。本調査は、清水川および掘削土（ズリ）置場雨水調整池の水質調査結果

と別に、「水質汚濁に係る環境基準」に準拠して実施しているものです。

令和 3 年度における調査結果は、表  16 に示すとおり、これまでと比較して大きな変化

がないことを確認しています。

(a) 採水状況（No.1） (b) 流量観測状況（No.2）  
図 138 清水川の水質調査  
令和 3 年 6 月 1 日の実施状況  
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表 17 確認された重要種（魚類）  

目 科 種
選定根拠※1 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

ヤツメウナギ ヤツメウナギ スナヤツメ北方種  VU 希

コイ
コイ

ヤチウグイ  NT Nt

エゾウグイ N 

ドジョウ エゾホトケドジョウ EN En 

サケ サケ サクラマス（ヤマメ） NT N 減

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ VU Nt ○ 

カサゴ カジカ ハナカジカ N 

※1：重要種の選定根拠  
①：「文化財保護法」（昭和 25 年法律第 214 号）に基づく天然記念物および特別天然記念物

②：「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成 4 年法律第 75 号）に基づく野生動植

物種

③：「【汽水・淡水魚類】環境省レッドリスト 2020」（環境省、2020 年）の記載種

EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧Ⅱ類 NT：準絶滅危惧  
④：「北海道レッドリスト【魚類編（淡水・汽水）】改訂版（2018 年）」（北海道、2018 年）の記載種

En：絶滅危惧 IB 類 Nt：準絶滅危惧 N：留意  
⑤：「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会、1998 年）

の記載種

⑥：「自然環境保全調査報告書」（環境庁、1976 年）に基づく選定種

⑦：「第 2 回自然環境保全基礎調査報告書」（環境庁、1982 年）に基づく選定種

○：調査対象種

なお、③については、レッドリストの更新に伴い出典が変更となっている。
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10. 安全確保の取り組み

安全確保の取組みとして、直営作業、請負作業、共同研究作業においては、作業の計画

段階からリスクアセスメント評価を実施し、安全対策の妥当性の確認や改善に努めました。 
その他、定期的な安全パトロールを実施し、現場の安全確認や改善などに努めました（図

140）。  
さらに、新規配属者や請負作業・共同研究作業の責任者などに対して安全教育を実施し

た他、全国安全週間などの機会を捉えて、従業員のみならず請負企業も含めた安全行事に

積極的に取り組むなど、安全意識の高揚に努めました（図  141）。  

図 140 安全パトロールの状況  
令和 4 年 2 月 10 日の実施状況  

図 141 安全行事（安全大会：令和 3 年 7 月 1 日）の状況  

表 17 確認された重要種（魚類）  

目 科 種
選定根拠※1 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

ヤツメウナギ ヤツメウナギ スナヤツメ北方種  VU 希

コイ
コイ

ヤチウグイ  NT Nt

エゾウグイ N 

ドジョウ エゾホトケドジョウ EN En 

サケ サケ サクラマス（ヤマメ） NT N 減

トゲウオ トゲウオ エゾトミヨ VU Nt ○ 

カサゴ カジカ ハナカジカ N 

※1：重要種の選定根拠  
①：「文化財保護法」（昭和 25 年法律第 214 号）に基づく天然記念物および特別天然記念物

②：「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成 4 年法律第 75 号）に基づく野生動植

物種

③：「【汽水・淡水魚類】環境省レッドリスト 2020」（環境省、2020 年）の記載種

EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧Ⅱ類 NT：準絶滅危惧  
④：「北海道レッドリスト【魚類編（淡水・汽水）】改訂版（2018 年）」（北海道、2018 年）の記載種

En：絶滅危惧 IB 類 Nt：準絶滅危惧 N：留意  
⑤：「日本の希少な野生水生生物に関するデータブック（水産庁編）」（日本水産資源保護協会、1998 年）

の記載種

⑥：「自然環境保全調査報告書」（環境庁、1976 年）に基づく選定種

⑦：「第 2 回自然環境保全基礎調査報告書」（環境庁、1982 年）に基づく選定種

○：調査対象種

なお、③については、レッドリストの更新に伴い出典が変更となっている。
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11. 開かれた研究

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、国内外の大学・研究機関

との共同研究や研究協力をはじめ、広く関連する専門家の参加を得て進めています。令和

3 年度に実施した主な研究協力は以下のとおりです。  

11.1 国内機関との研究協力  
東京大学

地下深部の地下水は、一般に酸素が消費されることで還元性になっており、幌延では微

生物活動による二酸化炭素還元反応により強還元性が維持されています。一方で、地下施

設から掘削された一部のボーリング孔では、酸素の無い環境にも関わらずメタン酸化機能

を持つ微生物の存在が明らかにされていました。本共同研究では、地下深部の強還元雰囲

気において進行するメタン酸化反応機構の解明を目的として、実験室内において原位置の

水質・水圧を模擬したメタン酸化微生物の培養試験を行いました。その結果、地下水中の

懸濁物*82に含まれる 3 価の鉄がメタンの酸化剤として機能していることが分かりました。

このような酸化剤が地下深部に存在する要因の 1 つとして、ボーリング掘削時の人為的影

響が考えられます。高レベル放射性廃棄物の地層処分において閉鎖後の処分場坑道周辺の

酸化性環境は、周辺母岩中の鉱物との反応などにより本来の還元性に戻ると考えられてい

ますが、本共同研究で得られた知見は、この処分場閉鎖後の回復過程についてより正確な

理解に繋がるものです。

東海大学

本共同研究では、幌延深地層研究センターにおいて実施された調査・研究から得られた

成果を安全評価へフィードバックすることを通じて、堆積岩を対象とした具体的な地質環

境に即した安全評価手法について検討することを目的としています。令和 3 年度は、幌延

深地層研究センターで実施されたシナリオ解析、モデル開発、および物質移行評価のそれ

ぞれに関連する研究成果を整理するとともに、これらの成果の統合を通じて、堆積岩を対

象とした安全評価の考え方、評価プロセス、留意すべき点などについて分析を行いました。

また、堆積岩の亀裂内で実際に生じる物質移行挙動を理解するために、稚内層中の亀裂

を対象に実施したトレーサー試験から得られた情報を用いて、物質移行モデルの開発と解

析を実施しました。解析ではパルスソース（短期間トレーサーを注入する条件）およびコ

ンスタントソース（試験中常に一定濃度のトレーサーを注入する条件）を基に揚水孔での

破過曲線*83を推定する解析を行い、実測値と整合させることで、直接測定することができ

ない未知の物質移行特性を評価しました。この結果、稚内層中の亀裂については、これま

で一般的に用いられてきた平行平板亀裂モデル*84の適用性が低いこと、さらに亀裂内の移

行経路の不均質性を表現するために、移行経路の中に地下水流動が速い領域と遅い領域が

存在することを仮定したモデルを適用することにより解析結果がより実測値と整合する傾

*82：水中に浮遊して溶解しない物質の総称です。浮遊物質とも呼ばれます。

*83：破過曲線とは、トレーサーの濃度の時間変化を示した図のことをいいます。

*84：岩盤中の亀裂が、2 枚の平行な板で構成されると仮定したモデルです。
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向にあることが確認されました。今後、このような知見を安全評価へ反映させるための方

法論について詳細に検討していく予定です。

東京工業大学、サンコーコンサルタント

掘削損傷領域の物理探査による調査の高精度化を目的として共同研究を実施しました。

弾性波トモグラフィ調査で取得されたデータを解析する際に、近年着目されているスパー

スモデリングという手法を適用することで高精度化を行いました。これまでに 250m 調査

坑道で取得された弾性波トモグラフィの測定データを用いて、開発した解析手法の検証を

行いました。数値モデルを用いた解析性能評価では、スパースモデリングを用いることで

既存の手法より高精度な再現結果を取得することができました。一方で、実データを用い

た解析では、データ取得の際のノイズの低減や解析時にノイズを除去する必要があること

が明らかになりました。

名古屋大学

炭酸カルシウムのコンクリーション化による、地下空洞掘削影響領域の水みちとなる割

れ目や透水性空隙の自己シーリングに関する研究を行いました。この研究は、地下水中の

重炭酸イオン（HCO3
-）との反応により形成される炭酸カルシウムの反応・沈殿（自己シー

リング）作用（コンクリーション化）に着目しています。重炭酸イオンと反応させる材料

は、開発中のコンクリーション化充填材と地下環境の空洞維持に不可欠であるコンクリー

トからの溶出カルシウムイオンの 2 つです。コンクリーション化による掘削損傷領域など

の水みちとなる割れ目や透水性空隙の自己シーリングプロセスについて調査・解析を行い

ます。この自然環境下での自発的コンクリーション化現象によって、プラスの長期的バリ

ア機能が期待されます。

令和 3 年度は、令和 2 年度に設置したコンクリーション化充填材を充填したボーリング

孔周辺での透水性の測定を継続するとともに、測定終了後にオーバーコアリングを行いま

した。その結果、掘削損傷領域の透水性が約 1 年で 2 オーダー程度低下したことを確認す

るとともに、オーバーコアリングしたコアの元素マッピングなどの分析からコンクリーシ

ョン化充填材のカルシウムが岩盤の微細な亀裂や空隙にも浸透し、炭酸カルシウム（カル

サイト）として充填することで、水みちとなる亀裂をシーリングしていることが分かりま

した。

京都大学、東北大学

高レベル放射性廃棄物に含まれる長半減期核種である 3 価アクチノイドは、天然には存

在しないため、堆積岩地域の地下深部における 3 価アクチノイドの挙動の理解をするため

には、3 価アクチノイドと挙動が似ているランタノイド*85の挙動を調べることが有効にな

ります。本研究では、3 価アクチノイドであるアメリシウム（Am）やキュリウム（Cm）の

*85：ランタノイドは、原子番号 57 のランタン（La）から 71 のルテチウム（Lu）までの 15 元素の総称

です。 

11. 開かれた研究

幌延深地層研究計画で実施する地下深部を対象とした研究は、国内外の大学・研究機関

との共同研究や研究協力をはじめ、広く関連する専門家の参加を得て進めています。令和

3 年度に実施した主な研究協力は以下のとおりです。  

11.1 国内機関との研究協力  
東京大学

地下深部の地下水は、一般に酸素が消費されることで還元性になっており、幌延では微

生物活動による二酸化炭素還元反応により強還元性が維持されています。一方で、地下施

設から掘削された一部のボーリング孔では、酸素の無い環境にも関わらずメタン酸化機能

を持つ微生物の存在が明らかにされていました。本共同研究では、地下深部の強還元雰囲

気において進行するメタン酸化反応機構の解明を目的として、実験室内において原位置の
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理解に繋がるものです。

東海大学

本共同研究では、幌延深地層研究センターにおいて実施された調査・研究から得られた

成果を安全評価へフィードバックすることを通じて、堆積岩を対象とした具体的な地質環

境に即した安全評価手法について検討することを目的としています。令和 3 年度は、幌延
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また、堆積岩の亀裂内で実際に生じる物質移行挙動を理解するために、稚内層中の亀裂

を対象に実施したトレーサー試験から得られた情報を用いて、物質移行モデルの開発と解

析を実施しました。解析ではパルスソース（短期間トレーサーを注入する条件）およびコ

ンスタントソース（試験中常に一定濃度のトレーサーを注入する条件）を基に揚水孔での

破過曲線*83を推定する解析を行い、実測値と整合させることで、直接測定することができ

ない未知の物質移行特性を評価しました。この結果、稚内層中の亀裂については、これま

で一般的に用いられてきた平行平板亀裂モデル*84の適用性が低いこと、さらに亀裂内の移

行経路の不均質性を表現するために、移行経路の中に地下水流動が速い領域と遅い領域が

存在することを仮定したモデルを適用することにより解析結果がより実測値と整合する傾

*82：水中に浮遊して溶解しない物質の総称です。浮遊物質とも呼ばれます。

*83：破過曲線とは、トレーサーの濃度の時間変化を示した図のことをいいます。

*84：岩盤中の亀裂が、2 枚の平行な板で構成されると仮定したモデルです。
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挙動を明らかにするため、ランタノイドであるランタン（La）、サマリウム（Sm）、ユウロ

ピウム（Eu）、ホルミウム（Ho）などを用いて試験を行っています。令和 3 年度は、地下

水中に含まれる腐植物質であるフミン酸に着目し、放射線によるフミン酸の分解反応がラ

ンタノイドの岩石表面への収着挙動に与える影響について調べるための室内試験を実施し

ました。放射線を照射していないフミン酸の存在下では、ランタノイドはフミン酸と錯

体*86を形成することにより、岩石への収着能は低下しますが、放射線（ガンマ線）の照射

によりフミン酸が分解されると、岩石へ収着するランタノイドが増加することが確認され

ました（84）。このことから、高レベル放射性廃棄物の廃棄体の近傍ではガンマ線によるフミ

ン酸の分解により、岩石に収着するランタノイドおよび 3 価アクチノイドの割合が大きく

なることが考えられます。

地下水中のウランやランタノイドなどの微量元素と微小な物質（有機物・微生物・コロ

イド）との相互作用に関わる現象の理解の向上のため、これまでに、250m および 350m 調

査坑道から得られた地下水試料に微量元素を添加する実験を実施してきています。添加後

の地下水試料をフィルターでろ過し、ろ液およびフィルターを分析することで、地下水中

に微量に存在する有機物などとの相互作用を調べています。令和 3 年度は、これまでに得

られた実験結果を取りまとめました（85）。その結果、ランタノイドは、幌延の地下水中では

リン酸塩を形成する傾向が強いことが分かりました。このことから、高レベル放射性廃棄

物から海成堆積層の地下水中に溶出する 3 価アクチノイドの溶解度は、リン酸塩により規

定されることが示唆されます。本研究は、日本学術振興会の運営する科学研究費助成事業、

基盤研究(B)「深部地下水環境での長半減期核種の移行を支配する物質の解明」の助成を受

けて実施しています。

京都大学

高レベル放射性廃棄物の地層処分における安全性を確保するための 1 つの要件として、

長期的に地下水流動が緩慢であることを示すために、水理学的な指標のみではなく、化学

的な指標から地下水水質の形成プロセスを把握し、それに基づいた地下水流動状態の理解

が試みられています。幌延町には海成堆積岩が広く分布し、地下深部には海水が変質した

化石海水が分布しています。この化石海水の塩化物イオン濃度は海水の半分以下まで低下

し、酸素・水素同位体比も海水の値から変化しており、水質の変化の詳細な過程について

は明らかではありませんでした。本共同研究では、地層の堆積時の圧密排水による間隙水

の上方移動や鉱物の相変化といった堆積過程を模擬した一次元のモデリングにより、地下

水の塩化物イオン濃度と酸素・水素同位体比の時空間変化を推定することで、本地域に分

布する化石海水の水質形成メカニズムについて検討しました。その結果、本地域の深層地

下水の水質は、下位層からの圧密排水により上昇した間隙水が生物起源シリカの相変化の

影響を受けたことで形成されたものとの理解が確認されました (86、87)。  
岩盤の亀裂内における鉱物の析出による、岩盤の透水性の変化の調査を目的として共同

研究を実施しました。令和 2 年度と同様に、350m 調査坑道において、坑道壁面から約 1 m

*86：有機物と金属が配位結合や水素結合することで形成した化合物の総称です。
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掘削したボーリング孔を用いた炭酸水の連続注入を実施しました。令和 3 年度は、炭酸カ

ルシウムの析出をさらに促進させるために、炭酸水に加えてセメント含有水を注入しまし

た。調査終了後、実験で使用したボーリング孔をオーバーコアリングし、炭酸水注入位置

周辺の岩石試料を採取しました。

幌延地圏環境研究所

両機関の試験設備を活用した研究協力として、堆積岩の地下深部の微生物の生態系の把

握および地下施設の建設に伴う微生物生態系への影響などの調査を目的として、これまで

に地下施設を利用して微生物に関するデータを取得してきました。令和 3 年度は、幌延町

の地下深部に存在する微生物群集の構造を規定する要因を明らかにするために、これまで

に地下施設から掘削されたボーリング孔を利用して得られた微生物群集に関するデータに

ついて、地下水の水質との関連性について統計手法を用いた解析的検討を実施しました（88）。

その結果、異なる採水地点において見られる微生物群集の違いは、採水深度や地下水の電

気伝導度、溶存イオンなどの水質と関連性を持つことが分かりました。このことから、地

下施設周辺の微生物群集の構造を規定する一因は、化石海水の希釈である可能性が示唆さ

れました。

産業技術総合研究所

陸域から海域までの地質データを統合的に整備した三次元地質環境モデルとそれを使っ

た地下水流動解析の結果を検証するためのデータの取得方法の高度化を目的として、浜里

地区の地下水調査孔において水位・水質などの水文地質データの取得を継続しています。

令和 3 年度においても、浜里地区に設置された複数の地下水調査孔（DD-1～4 孔）におい

て、孔内水位観測を孔内投げ込み型の小型水位計を用いて行いました。なお、令和 3 年度

に幌延町沿岸部において海上物理探査を行う計画でしたが、他の地域での実施となりまし

た。

電力中央研究所

地下施設建設時に周辺地質環境の初期状態と建設に伴う変化を観測し、施設建設に関わ

る影響領域の空間分布とその経時変化、変化のプロセスに関わる基礎的知見を得ることが

重要であることから、地下施設建設時の坑道掘削影響領域の調査技術の高度化を図ること

を目的として、継続的に共同研究を実施してきています。令和 3 年度は令和 2 年度までに

引き続き、坑道掘削に伴う周辺岩盤への力学的な影響を把握するための調査として、140m
および 250m の調査坑道において比抵抗トモグラフィを行いました。また、得られた物理

探査の結果を検証するために、140m 調査坑道において実施した乾式ボーリング掘削によ

り得られたコア試料を用いて飽和度を測定しました。その結果、坑道壁面から約 2 m の範

囲では岩石の飽和度は約 95%であり、坑道掘削直後の計測値と同程度の値が得られました。 
これまでに坑道周辺の地下水の飽和度の違いに着目した気液二相流に関する数値解析を

実施し、地下水の不飽和領域の形成要因や坑道中の酸素が岩盤中へ侵入する要因について

検討してきました（89、90、91）。令和 3 年度は、多量の溶存メタンが含まれる地層における地

挙動を明らかにするため、ランタノイドであるランタン（La）、サマリウム（Sm）、ユウロ

ピウム（Eu）、ホルミウム（Ho）などを用いて試験を行っています。令和 3 年度は、地下

水中に含まれる腐植物質であるフミン酸に着目し、放射線によるフミン酸の分解反応がラ

ンタノイドの岩石表面への収着挙動に与える影響について調べるための室内試験を実施し

ました。放射線を照射していないフミン酸の存在下では、ランタノイドはフミン酸と錯

体*86を形成することにより、岩石への収着能は低下しますが、放射線（ガンマ線）の照射

によりフミン酸が分解されると、岩石へ収着するランタノイドが増加することが確認され

ました（84）。このことから、高レベル放射性廃棄物の廃棄体の近傍ではガンマ線によるフミ

ン酸の分解により、岩石に収着するランタノイドおよび 3 価アクチノイドの割合が大きく

なることが考えられます。

地下水中のウランやランタノイドなどの微量元素と微小な物質（有機物・微生物・コロ

イド）との相互作用に関わる現象の理解の向上のため、これまでに、250m および 350m 調

査坑道から得られた地下水試料に微量元素を添加する実験を実施してきています。添加後

の地下水試料をフィルターでろ過し、ろ液およびフィルターを分析することで、地下水中

に微量に存在する有機物などとの相互作用を調べています。令和 3 年度は、これまでに得

られた実験結果を取りまとめました（85）。その結果、ランタノイドは、幌延の地下水中では

リン酸塩を形成する傾向が強いことが分かりました。このことから、高レベル放射性廃棄

物から海成堆積層の地下水中に溶出する 3 価アクチノイドの溶解度は、リン酸塩により規

定されることが示唆されます。本研究は、日本学術振興会の運営する科学研究費助成事業、

基盤研究(B)「深部地下水環境での長半減期核種の移行を支配する物質の解明」の助成を受

けて実施しています。

京都大学

高レベル放射性廃棄物の地層処分における安全性を確保するための 1 つの要件として、

長期的に地下水流動が緩慢であることを示すために、水理学的な指標のみではなく、化学

的な指標から地下水水質の形成プロセスを把握し、それに基づいた地下水流動状態の理解

が試みられています。幌延町には海成堆積岩が広く分布し、地下深部には海水が変質した

化石海水が分布しています。この化石海水の塩化物イオン濃度は海水の半分以下まで低下

し、酸素・水素同位体比も海水の値から変化しており、水質の変化の詳細な過程について

は明らかではありませんでした。本共同研究では、地層の堆積時の圧密排水による間隙水

の上方移動や鉱物の相変化といった堆積過程を模擬した一次元のモデリングにより、地下

水の塩化物イオン濃度と酸素・水素同位体比の時空間変化を推定することで、本地域に分

布する化石海水の水質形成メカニズムについて検討しました。その結果、本地域の深層地

下水の水質は、下位層からの圧密排水により上昇した間隙水が生物起源シリカの相変化の

影響を受けたことで形成されたものとの理解が確認されました (86、87)。  
岩盤の亀裂内における鉱物の析出による、岩盤の透水性の変化の調査を目的として共同

研究を実施しました。令和 2 年度と同様に、350m 調査坑道において、坑道壁面から約 1 m

*86：有機物と金属が配位結合や水素結合することで形成した化合物の総称です。
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下施設の建設に伴う不飽和領域の三次元分布を推定する手法の例示を目的として、幌延深

地層研究センターの地下施設の掘削工程を反映した 10 年間の二相流解析を実施しまし

た (92)。その結果、地下施設からの地下水と溶存ガスの湧出量の解析結果は、それぞれの観

測値と近い値が得られ、数値計算はおおむね妥当であったと判断されました。坑道掘削に

伴う飽和度分布については、各調査坑道における観測結果と整合的な結果が得られ、定性

的な観点ではおおむね妥当な解析結果が得られました。

また、地下水中にコロイドが存在する場合、岩石への収着性が低いコロイドが放射性核

種を収着した状態で移行することにより、放射性核種の移行が促進される可能性がありま

す。その影響を定量的に評価するためには、放射性核種の収着対象となる地下水中のコロ

イド種を明確にするとともに、対象となるコロイド種への放射性核種の収着挙動を評価す

る必要があります。本研究では、地下水中の無機コロイドを対象とし、塩濃度の高い地下

水中に安定に存在するコロイド種に関する検討を実施し、コロイドへの放射性核種の不可

逆的な収着挙動について検討します。令和 3 年度は、令和 2 年度に採取した地下水中のコ

ロイド濃度の経時変化を調べ、コロイド濃度が時間とともに減少していることが確認され

ました。このことから、一部のコロイドは地下水の採水による人為的な影響により新たに

生成したものであり、原位置の地下水中では安定的に存在していない可能性が示唆されま

した。また、採水後にコロイド濃度が安定した地下水試料に微量元素を添加し、地下水中

のコロイドへの収着の影響を確認したところ、ほとんど影響が見られませんでした。この

ことは、原位置の地下水に存在するコロイド濃度が低いため、収着による影響が小さいこ

とが要因として考えられます。今後は、さらに室内試験を実施し、放射性核種の不可逆的

な収着挙動について検討を行います。

地下環境に存在する微生物の中には、鉄の酸化や還元反応を行う種が確認されており、

これらの微生物は人工バリアの 1 つであるオーバーパックの腐食に影響を及ぼす可能性が

あります。本研究では、微生物腐食の影響を定量的に評価するために、地下施設で掘削し

たボーリング孔を利用して、地下環境下における緩衝材中の微生物活性や金属腐食影響を

評価する試験を行います。令和 3 年度は、250m 調査坑道に調査用ボーリング孔を掘削し、

炭素鋼片を圧縮ベントナイトで包埋した試験体を孔内に設置して、腐食影響試験を開始し

ました。今後は、ベントナイト中の微生物活性や炭素鋼の腐食挙動について検討を行いま

す。

原子力規制庁（原子力機構 安全研究センターとの共同研究への協力）

350m 調査坑道において、放射性廃棄物処分坑道の閉鎖措置確認に向けた研究として、掘

削損傷領域の水の流れ方の解明や、その領域を推定する方法の確立を目的として、掘削損

傷領域の水理特性に関する研究を実施しました。坑道壁面から 2 m のボーリング孔を掘削

し、孔内の観察、透水試験および注水・注気を比抵抗トモグラフィ調査とあわせて実施し、

掘削損傷領域における透水性の評価および注水・注気により掘削損傷領域内を流れる流体

の可視化を行いました。これらの原位置試験の結果、掘削損傷領域において、坑道壁面か

ら深くなるにつれて透水性が低下する様子が確認できました。また、注水時に実施した比

抵抗トモグラフィでは、岩盤に注入する流量に応じて岩盤の比抵抗が低下する領域が変化
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する様子を捉えることができました。

深田地質研究所、東京大学（原子力機構 東濃地科学センターとの共同研究への協力）

断層の地表分布位置および物質移動経路に関する情報を取得する調査手法として、地表

地質調査や物理探査に加えてガス濃度に関する情報を取得する調査手法があります。断層

の地表部において微量なガスの湧出が見られることがあり、この湧出ガスを検出すること

により、断層分布に関する情報が得られます。近年、ガス濃度測定技術の大幅な向上によ

り、従来の測定技術では検出することができなかった小さな変化まで迅速に検出すること

が可能になっています。本研究では、地表から特定することが困難な伏在断層や地下水の

流動経路（水みち）の検出精度の向上を目的として、新たなガス濃度測定技術の適用性の

検討を行っています。令和 3 年度は、高精度メタン測定装置を用いて、幌延町内の大曲断

層を横断しながらメタンガス濃度分布を測定しました。その結果、断層のみならず背斜軸

上にガスの移行経路が存在することが確認されました (93、94）。今後も引き続きデータを拡

充することで、新たな測定技術の適用性の検討に取り組みます。

株式会社安藤・間

岩盤の初期応力と変形係数を同時に評価することが可能な、ボアホールジャッキ試験の

原位置での適用性を確認することを目的として共同研究を実施しています。令和 3 年度も

令和 2 年度に引き続き、350m 調査坑道の東周回坑道南側のボーリング孔において原位置

試験を実施しました。原位置試験で取得したデータと、原子力機構がこれまで取得した測

定データとの比較・検討を通じ、本測定手法の適用性を確認しました。

株式会社大林組

東立坑の深度 350 m で光式の AE*87センサーを用いて、岩盤の微小変形の長期モニタリ

ングを実施しています。センサーの振動検知領域を広げる別の手段として光ファイバー自

体が振動の分布を検出する DVS（Distributed Vibration Sensor）技術を用いた試験を実施し

ました。今後は、さらに試験データを蓄積して、長期モニタリング技術への適用性を評価

する予定です。

11.2 国外機関との研究協力  
DECOVALEX（DEvelopment of COupled models and their VALidation against EXperiments）  

国際共同研究 DECOVALEX は、地層処分環境における熱－水理－力学－化学連成現象の

理解および評価モデルの検証を目的に実施されています。令和 2 年度からは DECOVALEX-
2023（令和 2 年度～令和 5 年度）が実施されており、このフェイズではタスクの 1 つとし

て、人工バリア性能確認試験を対象とした共同解析を実施しています。令和 3 年度の成果

については、4.1 に記載しています。  

*87：Acoustic Emission の略で、岩盤の内部で微小破壊が生じる際に出る音を意味しており、この破壊

音の測定が、構造物や岩盤の破壊現象の監視や岩盤にかかっている力の測定に応用されています。 

下施設の建設に伴う不飽和領域の三次元分布を推定する手法の例示を目的として、幌延深

地層研究センターの地下施設の掘削工程を反映した 10 年間の二相流解析を実施しまし

た (92)。その結果、地下施設からの地下水と溶存ガスの湧出量の解析結果は、それぞれの観

測値と近い値が得られ、数値計算はおおむね妥当であったと判断されました。坑道掘削に

伴う飽和度分布については、各調査坑道における観測結果と整合的な結果が得られ、定性

的な観点ではおおむね妥当な解析結果が得られました。

また、地下水中にコロイドが存在する場合、岩石への収着性が低いコロイドが放射性核

種を収着した状態で移行することにより、放射性核種の移行が促進される可能性がありま

す。その影響を定量的に評価するためには、放射性核種の収着対象となる地下水中のコロ

イド種を明確にするとともに、対象となるコロイド種への放射性核種の収着挙動を評価す

る必要があります。本研究では、地下水中の無機コロイドを対象とし、塩濃度の高い地下

水中に安定に存在するコロイド種に関する検討を実施し、コロイドへの放射性核種の不可

逆的な収着挙動について検討します。令和 3 年度は、令和 2 年度に採取した地下水中のコ

ロイド濃度の経時変化を調べ、コロイド濃度が時間とともに減少していることが確認され

ました。このことから、一部のコロイドは地下水の採水による人為的な影響により新たに

生成したものであり、原位置の地下水中では安定的に存在していない可能性が示唆されま

した。また、採水後にコロイド濃度が安定した地下水試料に微量元素を添加し、地下水中

のコロイドへの収着の影響を確認したところ、ほとんど影響が見られませんでした。この

ことは、原位置の地下水に存在するコロイド濃度が低いため、収着による影響が小さいこ

とが要因として考えられます。今後は、さらに室内試験を実施し、放射性核種の不可逆的

な収着挙動について検討を行います。

地下環境に存在する微生物の中には、鉄の酸化や還元反応を行う種が確認されており、

これらの微生物は人工バリアの 1 つであるオーバーパックの腐食に影響を及ぼす可能性が

あります。本研究では、微生物腐食の影響を定量的に評価するために、地下施設で掘削し

たボーリング孔を利用して、地下環境下における緩衝材中の微生物活性や金属腐食影響を

評価する試験を行います。令和 3 年度は、250m 調査坑道に調査用ボーリング孔を掘削し、

炭素鋼片を圧縮ベントナイトで包埋した試験体を孔内に設置して、腐食影響試験を開始し

ました。今後は、ベントナイト中の微生物活性や炭素鋼の腐食挙動について検討を行いま

す。

原子力規制庁（原子力機構 安全研究センターとの共同研究への協力）

350m 調査坑道において、放射性廃棄物処分坑道の閉鎖措置確認に向けた研究として、掘

削損傷領域の水の流れ方の解明や、その領域を推定する方法の確立を目的として、掘削損

傷領域の水理特性に関する研究を実施しました。坑道壁面から 2 m のボーリング孔を掘削

し、孔内の観察、透水試験および注水・注気を比抵抗トモグラフィ調査とあわせて実施し、

掘削損傷領域における透水性の評価および注水・注気により掘削損傷領域内を流れる流体

の可視化を行いました。これらの原位置試験の結果、掘削損傷領域において、坑道壁面か

ら深くなるにつれて透水性が低下する様子が確認できました。また、注水時に実施した比

抵抗トモグラフィでは、岩盤に注入する流量に応じて岩盤の比抵抗が低下する領域が変化
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モンテリ・プロジェクト*88（スイス）  
国際共同研究のモンテリ・プロジェクトで実施されている各種試験のうち、原子力機構

は「オパリナス粘土*89の摩擦特性に関する室内試験」に参加しています。令和 3 年度は、

断層すべり、間隙水圧、流体化学および流体移動間の複合的な関係を評価するための試験

が継続されました。これらの試験で得られた成果は、地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力

の検証などに反映していきます。

クレイクラブ（Clay Club）*90 
クレイクラブでは各国の参加機関との情報交換を通じて、国外における堆積岩類を対象

とした調査研究や技術開発などに係る最新の情報を取得しました。

幌延国際共同プロジェクト（Horonobe International Project：HIP）*91 
「令和 2 年度以降の幌延深地層研究計画」の研究課題について、先進的な安全評価技術

や工学技術にかかわる研究開発の成果を最大化するとともに、知識と経験を共有し次世代

を担う国内外の技術者や研究者を育成することを目的に、地下研究施設を活用した「幌延

国際共同プロジェクト」を新たに立ち上げるための準備を進めました。具体的には、

OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）の協力を得て、プロジェクトの立ち上げのた

めの準備会合への参加機関の募集を行い、日本を含む 8 つの国と地域から 10 機関の参加

希望を受けて第 1 回準備会合を開催しました。今後も引き続き準備会合を開催し、プロジ

ェクトの契約締結に向けて研究内容や役割分担などを議論します。

*88：堆積岩を対象とした地層処分研究に関する国際的な原位置試験プロジェクトです。スイスのモンテ

リ・トンネル内において地層処分に関連する各種の原位置試験が実施されています。 

*89：オパリナス粘土（オパリナスクレイ）は、1 億 7,500 万年前（ジュラ紀）に形成された粘土鉱物で

す。スイスをはじめヨーロッパに広く分布しています。 

*90：Clay Club は、OECD/NEA（経済協力開発機構/原子力機関）の放射性廃棄物管理委員会の下に置かれ

たプロジェクトの 1 つです。地層処分の実施・規制・研究機関を中心とした組織であり、様々な粘土

質媒体の特性の比較や粘土の物性や挙動および、地下施設で実施される試験に関する技術的かつ科学

的情報の交換、さらには、サイト特性調査技術の詳細な評価を実施しています。 

*91：HIP ホームページ；https://www.jaea.go.jp/english/04/horonobe/IJP/HIP/index.html
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 1.
1 

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 
R
2
以

降
の

実
施

内
容

R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
実

際
の

地
質

環
境

下
に

お
け

る

処
分

孔
竪

置
き

方
式

を
対

象
と

し
た

熱
－

水
－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
（

ガ
ラ

ス
固

化
体

設
置

以
降

の
加

熱
時

か
ら

浸
潤

時
・

減
熱

時
を

模
擬

し
た

現
象

）
に

関
す

る
試

験
を

と
お

し
て

、
設

計
や

連
成

挙
動

評
価

手
法

の
適

用
性

の
確

認
（

人
工

バ
リ

ア
の

解
体

調
査

お
よ

び
緩

衝
材

の
飽

和
度

の
確

認
を

含
む

）
、

な
ら

び

に
施

工
方

法
な

ど
の

工
学

的
実

現
性

の
例

示
等

を
行

い
、

設
計

、

施
工

お
よ

び
評

価
・

解
析

と
い

っ
た

一
連

の
技

術
に

関
す

る
基

盤
情

報
を

整
備

す
る

 

 
こ

れ
ら

を
と

お
し

て
、
廃

棄

体
埋

設
後

に
お

い
て

、
廃

棄

体
周

辺
で

起
こ

る
現

象
の

理
解

を
深

め
、
安

全
評

価
に

お
い

て
前

提
と

し
て

い
る

環
境

条
件

が
達

成
さ

れ
る

こ
と

確
認

す
る

と
と

も
に

、

そ
の

予
測

技
術

を
確

立
す

る
こ

と
で

、
人

工
バ

リ
ア

の

設
計

に
反

映
す

る
 

③
④

 
熱

－
水

－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
（

ガ
ラ

ス

固
化

体
設

置
以

降
の

加
熱

時

(
③

)
か

ら
浸

潤

時
・
減

熱
時

(
④

)

を
模

擬
し

た
現

象
）
の

評
価

手
法

（
モ

デ
ル

化
・
解

析
手

法
）
の

確
立

 ④
浸

潤
時
・
減

熱

時
の

デ
ー

タ
を

含
め

、
ガ

ラ
ス

固

化
体

設
置

以
降

の
加

熱
・
注

水
時

か
ら

浸
潤

時
・
減

熱
時

を
全

て
模

擬
し

た
デ

ー
タ

に
基

づ
く

熱
－

水
－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
の

モ
デ

ル
の

高
度

化
、
及

び
浸

潤
時

の
実

際
の

飽
和

度
な

ど
の

確
認

（
解

体
調

査
に

よ
る

）
 

 
 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
-
1
 
注

入
す

る
地

下
水

の
圧

力
や

量
を

増
加

さ
せ

緩
衝

材
に

地
下

水
を

浸
潤

さ
せ

た
場

合
の

デ
ー

タ
（

浸
潤

時
・
減

熱
時

）
を

取
得

、
連

成
モ

デ
ル

の
適

用
性

確
認

 

④
-
1
 
人

工
バ

リ
ア

性
能

確
認

試
験

に
お

い
て

、
廃

棄
体

の
発

熱
が

お
さ

ま
っ

た
状

態
を

模
擬

し
た

条
件

で
の

試
験

を
継

続

し
、

デ
ー

タ
を

分
析

・
評

価

④
-
1
 

浸
潤

時
・

減
熱

時
の

デ
ー

タ
取

得
・

連
成

モ
デ

ル
の

適
用

性
確

認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

緩
衝

材
中

の
温

度
の

低
下

や
緩

衝
材

内
側

の
間

隙
圧

の
低

下
を

確
認

 

発
熱

が
お

さ
ま

っ
た

条
件

で
の

試
験

に
移

行
、

緩
衝

材
中

の
間

隙
圧

の
低

下
を

確
認

 
 

 
 

 

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
D
E
C
O
V
A
L
E
X

等
）

に
お

け
る

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
、

改
良

・
高

度
化

 

④
-
1
 

国
際

共
同

研
究

D
E
C
O
V
A
L
E
X
 
に

よ
る

連
成

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
の

継
続

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
、

改
良

・
高

度
化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

解
析

モ
デ

ル
や

解
析

条
件

を
設

定
 

各
解

析
コ

ー
ド

に
よ

る
解

析
結

果
の

違
い

を
把

握
 

 
 

 
 

 
 

④
-
2
 
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
作

業
お

よ
び

緩
衝

材
の

飽
和

度
の

確
認

を
実

施
す

る
 

④
-
2
 
試

験
施

工
の

解
体

調
査

結
果

を
整

理
し

、
解

体
調

査
計

画
に

反
映

す
る

た
め

の
手

法
な

ど
の

取
り

ま
と

め
 

④
-
2
 

人
工

バ
リ

ア
の

解
体

作
業

、
緩

衝
材

の
飽

和
度

の
確

認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

試
験

施
工

で
は

、
埋

め
戻

し

材
、

プ
ラ

グ
、

試
験

孔
、

人
工

バ
リ

ア
を

設
置

、
注

水
開

始
 

試
験

施
工

の
解

体
を

行
い

、
緩

衝
材

の
解

体
方

法
や

模
擬

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

取
り

出
し

手
法

を
確

認
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

減
熱

過
程

に
お

け
る
 

〇
緩

衝
材

で
生

じ
る

連
成

現
象

の
把

握
 

〇
解

析
用

パ
ラ

メ
ー

タ
の

整
理
 

〇
熱

－
水

理
－

力
学

連
成

解
析

モ
デ

令
和

9
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果
 

解
体

調
査

に
お

け
る
 

〇
緩

衝
材

で
生

じ
る

連
成

現
象

の
把

握
 

〇
解

析
用

パ
ラ

メ
ー

タ
の

整
理
 

〇
熱

－
水

理
－

力
学

連
成

解
析

モ
デ

令
和

5
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

〇
各

国
の

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
を

通
じ

た
解

析
コ

ー
ド

の
有

効
性

の
確

認
 

令
和

9
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

○
人

工
バ

リ
ア

周
辺

に
お

け
る

連
成

現

象
の

実
デ

ー
タ

の
取

得
 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

○
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
作

業
の

方
針

及
び

施
工

手
順

・
方

法
の

決
定
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 1.
2 

物
質

移
行

試
験

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 
R
2
以

降
の

実
施

内
容

R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
幌

延
地

域
に

分
布

す
る

泥
岩

は

断
層

等
の

構
造

性
の

割
れ

目
が

分
布

す
る

こ
と

が
知

ら
れ

て
い

る
た

め
、
岩

盤
基

質
部
（

＝
健

岩

部
）
に

お
け

る
拡

散
お

よ
び

割
れ

目
（

掘
削

損
傷

領
域

な
ど

の
人

為

的
な

割
れ

目
も

含
む

）
を

介
し

た

移
流
・
分

散
が

主
要

な
移

行
経

路

や
形

態
と

し
て

考
え

ら
れ

る
 

 
有

機
物

・
微

生
物

・
コ

ロ
イ

ド
等

が
、
物

質
の

移
行

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
が

考
え

ら
れ

る
 

 
し

た
が

っ
て

、
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩
で

の
物

質
移

行
経

路
や

形
態

と
物

質
移

行
に

与
え

る
要

因
（

有
機

物
・

微
生

物
・

コ
ロ

イ

ド
等

）
を

総
合

的
に

評
価

す
る

こ

と
が

必
要

 

 
そ

の
た

め
に

、
幌

延
の

泥
岩

を
事

例
と

し
て

、
岩

盤
基

質
部
（

＝
健

岩
部

）
お

よ
び

割
れ

目
の

双
方

を

対
象

と
し

た
原

位
置

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
等

を
実

施
し

、
そ

れ
ぞ

れ

の
構

造
の

物
質

移
行

特
性

評
価

手
法

を
構

築
す

る
こ

と
が

重
要

 
世

界
的

に
も

事
例

が
少

な
い

泥

岩
中

の
割

れ
目

を
対

象
と

し
た

ト
レ

ー
サ

ー
試

験
手

法
を

確
立

す
る

こ
と

も
重

要
 

 
あ

わ
せ

て
、

有
機

物
・

微
生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等
が

、
物

質
の

移
行

に

及
ぼ

す
影

響
を

把
握

す
る

こ
と

が
重

要
 

①
 
岩

盤
基

質
部

（
＝

健
岩

部
）

を

対
象

と
し

た
物

質

移
行

特
性

（
物

質

の
移

動
速

度
や

岩

盤
へ

の
く

っ
つ

き

や
す

さ
等

）
の

評

価
手

法
の

検
証

 

 ②
 
割

れ
目

を
対

象
と

し
た

物
質

移

行
特

性
（

物
質

の

移
動

速
度

や
岩

盤

へ
の

く
っ

つ
き

や

す
さ

等
）

の
評

価

手
法

の
検

証
 

 ③
 
泥

岩
中

の
割

れ
目

を
対

象
と

し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試

験
手

法
の

検
証

 

 ④
 
掘

削
損

傷
領

域
な

ど
の

人
為

的

な
割

れ
目

を
対

象

と
し

た
物

質
移

行

特
性

（
物

質
の

移

動
速

度
や

岩
盤

へ

の
く

っ
つ

き
や

す

さ
等

）
の

評
価

手

法
の

検
証

 

 ⑤
 
有

機
物

・
微

生

物
・

コ
ロ

イ
ド

等

が
、

物
質

の
移

行

に
及

ぼ
す

影
響

を

把
握

 

 ⑥
 
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩
で

の

物
質

移
行

特
性

の

総
合

的
な

評
価

手

法
の

確
立

 

 
確

立
し

た
試

験
手

法
を

用
い

て
掘

削
損

傷
領

域
で

の
物

質
移

行
に

関
す

る
デ

ー
タ

取
得

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

有
機

物
や

微
生

物
が

放
射

性
物

質
を

取
り

込
ん

で
移

動
す

る
影

響
が

限
定

的
で

あ
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

ま
た

、
物

質
移

行
評

価
手

法
の

高
度

化
す

る
た

め
以

下
を

実
施

 ④
 
確

立
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試

験
手

法
を

用
い

た
掘

削
損

傷
領

域
で

の
物

質
移

行
に

関
す

る
デ

ー
タ

取
得

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ

シ
ョ

ン
の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で

実
施

 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
 
掘

削
損

傷
領

域
の

物
質

移
行

の
評

価
手

法
の

確
立

 

④
 
過

年
度

の
掘

削
損

傷
領

域
を

対
象

と
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

の
解

析
評

価
 

④
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
の

評
価

手
法

の
確

立
体

系
化

の
中

で
、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
掘

削
損

傷

領
域

の
水

理
・

物
質

移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

を
取

得
 

掘
削

損
傷

領
域

の
物

質
移

行
特

性
を

評
価

す
る

た
め

の
デ

ー
タ

を
拡

充
 

 
 

 
 

 
 

⑤
 
有

機
物

、
微

生
物

、
コ

ロ
イ

ド

の
影

響
を

考
慮

し
た

物
質

移
行

モ
デ

ル
化

手
法

の
高

度
化

 

⑤
 
有

機
物

、
微

生
物

、
コ

ロ
イ

ド
の

影
響

を
考

慮
し

た
物

質
移

行
試

験
 

⑤
 
有

機
物

・
微

生
物

・
コ

ロ

イ
ド

が
核

種
移

行
に

及
ぼ

す
影

響
の

現
象

理
解

の
継

続
、

原
位

置
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

の
着

手
 

⑤
 

有
機

物
、
微

生
物

、
コ

ロ
イ

ド
の

影
響

を
考

慮
し

た
物

質
移

行
モ

デ
ル

化
手

法
の

高
度

化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
室

内
試

験

デ
ー

タ
(
地

下
水

中
の

有
機

物
の

サ
イ

ズ
分

布
等

)
を

取

得
 

原
位

置
試

験
の

準
備

と
し

て
試

験
孔

の
掘

削
・

装
置

を

設
置

、
基

礎

デ
ー

タ
を

取
得

 

 
 

 
 

 
 

⑥
 
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩
で

の
物

質
移

行
特

性
の

総
合

的
な

評
価

手
法

の
確

立
 

⑥
 
割

れ
目

を
有

す
る

堆
積

岩

を
対

象
と

し
た

掘
削

損
傷

領
域

を
含

む
ブ

ロ
ッ

ク
ス

ケ
ー

ル

（
数

m
～

1
0
0
m
規

模
）

に
お

け

る
遅

延
性

能
評

価
手

法
の

整
備

⑥
 
過

年
度

に
実

施
し

た
稚

内
層

深
部

の
ブ

ロ
ッ

ク
ス

ケ
ー

ル
を

対
象

と
し

た
ト

レ
ー

サ
ー

試
験

の
解

析
評

価
お

よ
び

声
問

層
の

ブ
ロ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル

に
お

け
る

遅
延

性
能

評
価

手
法

の
整

備
に

係
る

ボ
ー

リ
ン

グ
調

査
 

⑥
 

ブ
ロ

ッ
ク

ス
ケ

ー
ル
（

数
m
～

1
0
0
m
規

模
）
に

お
け

る
遅

延
性

能
評

価
手

法
の

整
備

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
原

位
置

試

験
の

準
備

作
業

と
し

て
、

物
質

移
行

試
験

装
置

を
設

置
 

稚
内

層
深

部
の

断
層

の
物

質
移

行
経

路
の

連
続

性
に

つ
い

て
デ

ー
タ

取
得

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

  

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

〇
原

位
置

試
験

デ
ー

タ
（

非
収

着
性

／
収

着
性

ト
レ

ー
サ

ー
）

の
取

得

〇
E
D
Z

に
お

け
る

モ
デ

ル
化

／
解

析

評
価

手
法

の
提

示
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
室

内
試

験
デ

ー
タ

の
拡

充
 

〇
有

機
物
・
微

生
物
・
コ

ロ
イ

ド
の

影
響

を
考

慮
し

た
物

質
移

行
モ

デ
ル

の
提

示
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
原

位
置

試
験

デ
ー

タ
（

非
収

着
性

／

収
着

性
ト

レ
ー

サ
ー

）
の

取
得

 

〇
幌

延
を

事
例

と
し

た
ブ

ロ
ッ

ク
ス

ケ
ー

ル
の

評
価

手
法

の
提

示
 

 

 1.
1 

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 
R
2
以

降
の

実
施

内
容

R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
実

際
の

地
質

環
境

下
に

お
け

る

処
分

孔
竪

置
き

方
式

を
対

象
と

し
た

熱
－

水
－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
（

ガ
ラ

ス
固

化
体

設
置

以
降

の
加

熱
時

か
ら

浸
潤

時
・

減
熱

時
を

模
擬

し
た

現
象

）
に

関
す

る
試

験
を

と
お

し
て

、
設

計
や

連
成

挙
動

評
価

手
法

の
適

用
性

の
確

認
（

人
工

バ
リ

ア
の

解
体

調
査

お
よ

び
緩

衝
材

の
飽

和
度

の
確

認
を

含
む

）
、

な
ら

び

に
施

工
方

法
な

ど
の

工
学

的
実

現
性

の
例

示
等

を
行

い
、

設
計

、

施
工

お
よ

び
評

価
・

解
析

と
い

っ
た

一
連

の
技

術
に

関
す

る
基

盤
情

報
を

整
備

す
る

 

 
こ

れ
ら

を
と

お
し

て
、
廃

棄

体
埋

設
後

に
お

い
て

、
廃

棄

体
周

辺
で

起
こ

る
現

象
の

理
解

を
深

め
、
安

全
評

価
に

お
い

て
前

提
と

し
て

い
る

環
境

条
件

が
達

成
さ

れ
る

こ
と

確
認

す
る

と
と

も
に

、

そ
の

予
測

技
術

を
確

立
す

る
こ

と
で

、
人

工
バ

リ
ア

の

設
計

に
反

映
す

る
 

③
④

 
熱

－
水

－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
（

ガ
ラ

ス

固
化

体
設

置
以

降
の

加
熱

時

(
③

)
か

ら
浸

潤

時
・
減

熱
時

(
④

)

を
模

擬
し

た
現

象
）
の

評
価

手
法

（
モ

デ
ル

化
・
解

析
手

法
）
の

確
立

 ④
浸

潤
時
・
減

熱

時
の

デ
ー

タ
を

含
め

、
ガ

ラ
ス

固

化
体

設
置

以
降

の
加

熱
・
注

水
時

か
ら

浸
潤

時
・
減

熱
時

を
全

て
模

擬
し

た
デ

ー
タ

に
基

づ
く

熱
－

水
－

応
力

－
化

学
連

成
現

象
の

モ
デ

ル
の

高
度

化
、
及

び
浸

潤
時

の
実

際
の

飽
和

度
な

ど
の

確
認

（
解

体
調

査
に

よ
る

）
 

 
 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

④
-
1
 
注

入
す

る
地

下
水

の
圧

力
や

量
を

増
加

さ
せ

緩
衝

材
に

地
下

水
を

浸
潤

さ
せ

た
場

合
の

デ
ー

タ
（

浸
潤

時
・
減

熱
時

）
を

取
得

、
連

成
モ

デ
ル

の
適

用
性

確
認

 

④
-
1
 
人

工
バ

リ
ア

性
能

確
認

試
験

に
お

い
て

、
廃

棄
体

の
発

熱
が

お
さ

ま
っ

た
状

態
を

模
擬

し
た

条
件

で
の

試
験

を
継

続

し
、

デ
ー

タ
を

分
析

・
評

価

④
-
1
 

浸
潤

時
・

減
熱

時
の

デ
ー

タ
取

得
・

連
成

モ
デ

ル
の

適
用

性
確

認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

緩
衝

材
中

の
温

度
の

低
下

や
緩

衝
材

内
側

の
間

隙
圧

の
低

下
を

確
認

 

発
熱

が
お

さ
ま

っ
た

条
件

で
の

試
験

に
移

行
、

緩
衝

材
中

の
間

隙
圧

の
低

下
を

確
認

 
 

 
 

 

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
D
E
C
O
V
A
L
E
X

等
）

に
お

け
る

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
、

改
良

・
高

度
化

 

④
-
1
 

国
際

共
同

研
究

D
E
C
O
V
A
L
E
X
 
に

よ
る

連
成

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
の

継
続

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
、

改
良

・
高

度
化
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

解
析

モ
デ

ル
や

解
析

条
件

を
設

定
 

各
解

析
コ

ー
ド

に
よ

る
解

析
結

果
の

違
い

を
把

握
 

 
 

 
 

 
 

④
-
2
 
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
作

業
お

よ
び

緩
衝

材
の

飽
和

度
の

確
認

を
実

施
す

る
 

④
-
2
 
試

験
施

工
の

解
体

調
査

結
果

を
整

理
し

、
解

体
調

査
計

画
に

反
映

す
る

た
め

の
手

法
な

ど
の

取
り

ま
と

め
 

④
-
2
 

人
工

バ
リ

ア
の

解
体

作
業

、
緩

衝
材

の
飽

和
度

の
確

認
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

試
験

施
工

で
は

、
埋

め
戻

し

材
、

プ
ラ

グ
、

試
験

孔
、

人
工

バ
リ

ア
を

設
置

、
注

水
開

始
 

試
験

施
工

の
解

体
を

行
い

、
緩

衝
材

の
解

体
方

法
や

模
擬

オ
ー

バ
ー

パ
ッ

ク
の

取
り

出
し

手
法

を
確

認
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

減
熱

過
程

に
お

け
る
 

〇
緩

衝
材

で
生

じ
る

連
成

現
象

の
把

握
 

〇
解

析
用

パ
ラ

メ
ー

タ
の

整
理
 

〇
熱

－
水

理
－

力
学

連
成

解
析

モ
デ

令
和

9
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果
 

解
体

調
査

に
お

け
る
 

〇
緩

衝
材

で
生

じ
る

連
成

現
象

の
把

握
 

〇
解

析
用

パ
ラ

メ
ー

タ
の

整
理
 

〇
熱

－
水

理
－

力
学

連
成

解
析

モ
デ

令
和

5
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

〇
各

国
の

解
析

コ
ー

ド
間

の
比

較
検

証
を

通
じ

た
解

析
コ

ー
ド

の
有

効
性

の
確

認
 

令
和

9
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

○
人

工
バ

リ
ア

周
辺

に
お

け
る

連
成

現

象
の

実
デ

ー
タ

の
取

得
 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

○
人

工
バ

リ
ア

の
解

体
作

業
の

方
針

及
び

施
工

手
順

・
方

法
の

決
定
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 2.
1 

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
 

2.
1.

1 
操

業
・

回
収

技
術

等
の

技
術

オ
プ

シ
ョ

ン
の

実
証

、
閉

鎖
技

術
の

実
証

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

 

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

研
究

期
間

 

前
半

 
後

半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定
置

・
回

収
、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含
む

）
に

関
わ

る
人

工
バ

リ
ア

の

搬
送
・
定

置
方

式
な

ど
の

工
学

技

術
の

実
現

性
、
人

工
バ

リ
ア

の
回

収
技

術
の

実
証

を
目

的
と

し
て

、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、
原

位
置

試
験

を
実

施
し

、
人

工
バ

リ

ア
の

搬
送

定
置
・
回

収
技

術
及

び

閉
鎖

技
術

を
実

証
す

る
 

①
 
処

分
場

の

操
業

（
廃

棄
体

の
搬

送
定

置
・

回
収

、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人
工

バ
リ

ア
の

搬
送

・
定

置
方

式
な

ど
の

工
学

技
術

の
実

現

性
、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
 

 ②
 
個

別
の

要

素
技

術
の

実
証

試
験

 

 ③
 
埋

め
戻

し

材
、

プ
ラ

グ
に

関
す

る
設

計
手

法
、
製

作
・
施

工

及
び

品
質

管
理

手
法

の
確

立
 

①
②

③
 
操

業
・

回
収

技
術

な
ど

の
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
、

閉
鎖

技
術

の
実

証
 

注
入

す
る

地
下

水
の

圧
力

や

量
を

増
加

さ
せ

、
緩

衝
材

に
十

分
に

水
を

浸
潤

さ
せ

た
状

態
を

確
保

し
て

施
工

方
法
（

締
固

め
、

ブ
ロ

ッ
ク

方
式

等
）

の
違

い
に

よ
る

緩
衝

材
の

品
質

の
違

い
を

把
握

す
る

。
ま

た
、
埋

め
戻

し
方

法
（

プ
ラ

グ
の

有
無

等
）・

回
収

方
法

に
よ

る
埋

め
戻

し
材

の
品

質
の

違
い

を
把

握
す

る
。

 

 ①
 
搬

送
定

置
・
回

収
技

術
の

実

証
（

緩
衝

材
や

埋
め

戻
し

材
の

状
態

に
応

じ
た

除
去

技
術

の
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
整

理
、

回
収

容
易

性
を

考
慮

し
た

概
念

オ
プ

シ
ョ

ン
提

示
、

回
収

維
持

の
影

響
に

関
す

る
品

質
評

価
手

法
の

提
示

）
 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ

ン
の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
 
地

下
環

境
に

お
け

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

劣
化

に
関

す

る
試

験
、

分
析

の
継

続
 

①
 

搬
送

定
置

・
回

収
技

術
の

実
証

 
体

系
化

の
中

で
、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
地

下
環

境
で

の
コ

ン
ク

リ

ー
ト

の
劣

化

に
関

す
る

試

験
を

開
始
 

乾
燥

お
よ

び

湿
潤

条
件

で

約
1
年

間
定

置
し

た
コ

ン

ク
リ

ー
ト

の

中
性

化
の

程

度
の

違
い

を

確
認

 

 
 

 
 

 
 

②
 
閉

鎖
技

術
（

埋
め

戻
し

方

法
：

プ
ラ

グ
等

）
の

実
証

 

②
 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
（

埋
め

戻

し
材

や
プ

ラ
グ

な
ど

）
に

関

す
る

基
盤

情
報

の
整

備
を

目

的
と

し
た

解
析

検
討

、
室

内

試
験

お
よ

び
原

位
置

試
験

の

継
続

 

②
 

閉
鎖

技
術

（
埋

め
戻

し
方

法
：

プ
ラ

グ
等

）
の

実
証

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

、
室

内

試
験

、
工

学

規
模

試
験

を

実
施
 

閉
鎖

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

・
室

内

試
験

・
原

位

置
試

験
を

実

施
 

 
 

 
 

 
 

③
 
人

工
バ

リ
ア

の
緩

衝
材

と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工
方

法
の

違
い

に
係

る
品

質
保

証
体

系
の

構
築
（

(
1
)
実

際
の

地
質

環

境
に

お
け

る
人

工
バ

リ
ア

の
適

用
性

確
認

の
う

ち
、

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
と

あ
わ

せ
て

実
施

）
 

③
 
緩

衝
材

の
施

工
方

法
に

応
じ

た
緩

衝
材

の
流

出
量

を

把
握

す
る

た
め

の
試

験
の

継

続
 

③
 

人
工

バ
リ

ア
の

緩
衝

材
と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工

方
法

の
違

い
に

係
る

品
質

保
証

体
系

の
構

築
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
自

然
湧

水
環

境
で

の
緩

衝

材
の

流
出

状

況
を

確
認
 

流
水

量
に

よ

る
影

響
に

着

目
し

た
緩

衝

材
の

流
出

試

験
を

実
施

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
実

際
の

地
下

環
境

に
お

け
る

支
保

部
材

の
経

年
変

化
に

係
る

デ
ー

タ

取
得

 

〇
坑

道
掘

削
・

閉
鎖

後
の

地
質

環
境

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
シ

ー
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
長

期
性

能
評

価
に

関
す

る
考

え
方

の
整

理
 

〇
緩

衝
材

の
膨

潤
挙

動
に

影
響

を
与

え
る

事
象

の
整

理
 

〇
止

水
プ

ラ
グ

の
施

工
に

関
す

る
重

要
技

術
の

抽
出

 

〇
E
D
Z
調

査
技

術
の

評
価

・
高

度
化

 

〇
坑

道
内

か
ら

の
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
に

対
す

る
シ

ー
リ

ン
グ

技
術

の
整

備
・

実
証

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
緩

衝
材

の
施

工
方

法
に

関
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
 

〇
坑

道
閉

鎖
に

関
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
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 2.
1 

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
 

2.
1.

2 
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

 

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

研
究

期
間

 

前
半

 
後

半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定
置

・
回

収
、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含
む

）
に

関
わ

る
人

工
バ

リ
ア

の

搬
送
・
定

置
方

式
な

ど
の

工
学

技

術
の

実
現

性
、
人

工
バ

リ
ア

の
回

収
技

術
の

実
証

を
目

的
と

し
て

、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、
原

位
置

試
験

を
実

施
し

、
人

工
バ

リ

ア
の

搬
送

定
置
・
回

収
技

術
及

び

閉
鎖

技
術

を
実

証
す

る
 

①
 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬

送
定

置
・

回
収

、

処
分

場
の

閉
鎖

を
含

む
）
に

関
わ

る
人

工
バ

リ
ア

の
搬

送
・

定
置

方

式
な

ど
の

工
学

技
術

の
実

現
性

、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
 

 ②
 
個

別
の

要
素

技
術

の
実

証
試

験
 

 ③
 
埋

め
戻

し

材
、
プ

ラ
グ

に
関

す
る

設
計

手
法

、

製
作
・

施
工

及
び

品
質

管
理

手
法

の
確

立
 

④
 
廃

棄
体

の
設

置
方

法
等

の
実

証
試

験
を

通
じ

た
、
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価

技
術

の
体

系
化

人
工

バ
リ

ア
の

品
質

を
踏

ま
え

て
、
こ

れ
ま

で
実

証
し

て
き

た
要

素
技

術
を

体
系

的
に

適
用

し
、
廃

棄
体

の
設

置
方

法
（

間
隔

な
ど

）
を

確

認
す

る
た

め
以

下
を

実
施

 ④
-
1
 
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化

 

後
半

の
5
年

程
度

で
実

施
す

る
た

め
、
R
4
は

実
施

し
な

い

 

－
 

他
の

研
究

課
題

を
取

り
込

ん
で

体
系

化
し

て
取

り
組

む

課
題

と
し

て
、

後
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

 
 

 
 

④
-
1
 

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
2
 
先

行
ボ

ー
リ

ン
グ

に
よ

る
地

質
環

境
特

性
調

査
な

ら

び
に

工
学

的
対

策
技

術
を

考

慮
し

た
、
地

下
施

設
及

び
人

工

バ
リ

ア
の

設
計

評
価

技
術

の

体
系

化
 

 
 

 
 

 
 

④
-
2
 

地
下

施
設

及
び

人
工

バ
リ

ア
の

設
計

評
価

技
術

の
体

系
化

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
3
 
多

連
接

坑
道

を
考

慮
し

た
湧

水
抑

制
対

策
技

術
及

び

処
分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流
出
・
侵

入
現

象
評

価
手

法
及

び
抑

制
対

策
技

術
の

整

備
 

 
 

 
 

 
④

-
3
 

多
連

接
坑

道
を

考
慮

し
た

湧
水

抑
制

対
策

技
術

及
び

処
分

孔
支

保
技

術
の

整
備

、
緩

衝
材

流
出

・
侵

入
現

象
評

価
手

法
及

び
抑

制
対

策
技

術
の

整
備

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

④
-
4
 
廃

棄
体

設
置

の
判

断
や

間
隔

の
設

定
に

必
要

と
な

る

情
報

の
整

理
 

 
 

 
 

 
④

-
4
 

廃
棄

体
設

置
の

判
断

や
間

隔
の

設
定

に
必

要
と

な
る

情
報

の
整

理
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化

」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化

」
を

実
施

す
る

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
や

解
析

を
実

施
す

る
。

 

 

 

 2.
1 

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
 

2.
1.

1 
操

業
・

回
収

技
術

等
の

技
術

オ
プ

シ
ョ

ン
の

実
証

、
閉

鎖
技

術
の

実
証

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

 

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

研
究

期
間

 

前
半

 
後

半
 

 
処

分
場

の
操

業
（

廃
棄

体
の

搬
送

定
置

・
回

収
、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含
む

）
に

関
わ

る
人

工
バ

リ
ア

の

搬
送
・
定

置
方

式
な

ど
の

工
学

技

術
の

実
現

性
、
人

工
バ

リ
ア

の
回

収
技

術
の

実
証

を
目

的
と

し
て

、

幌
延

の
地

下
施

設
を

事
例

に
、
原

位
置

試
験

を
実

施
し

、
人

工
バ

リ

ア
の

搬
送

定
置
・
回

収
技

術
及

び

閉
鎖

技
術

を
実

証
す

る
 

①
 
処

分
場

の

操
業

（
廃

棄
体

の
搬

送
定

置
・

回
収

、
処

分
場

の
閉

鎖
を

含

む
）

に
関

わ
る

人
工

バ
リ

ア
の

搬
送

・
定

置
方

式
な

ど
の

工
学

技
術

の
実

現

性
、

人
工

バ
リ

ア
の

回
収

技
術

の
実

証
 

 ②
 
個

別
の

要

素
技

術
の

実
証

試
験

 

 ③
 
埋

め
戻

し

材
、

プ
ラ

グ
に

関
す

る
設

計
手

法
、
製

作
・
施

工

及
び

品
質

管
理

手
法

の
確

立
 

①
②

③
 
操

業
・

回
収

技
術

な
ど

の
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
、

閉
鎖

技
術

の
実

証
 

注
入

す
る

地
下

水
の

圧
力

や

量
を

増
加

さ
せ

、
緩

衝
材

に
十

分
に

水
を

浸
潤

さ
せ

た
状

態
を

確
保

し
て

施
工

方
法
（

締
固

め
、

ブ
ロ

ッ
ク

方
式

等
）

の
違

い
に

よ
る

緩
衝

材
の

品
質

の
違

い
を

把
握

す
る

。
ま

た
、
埋

め
戻

し
方

法
（

プ
ラ

グ
の

有
無

等
）・

回
収

方
法

に
よ

る
埋

め
戻

し
材

の
品

質
の

違
い

を
把

握
す

る
。

 

 ①
 
搬

送
定

置
・
回

収
技

術
の

実

証
（

緩
衝

材
や

埋
め

戻
し

材
の

状
態

に
応

じ
た

除
去

技
術

の
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
整

理
、

回
収

容
易

性
を

考
慮

し
た

概
念

オ
プ

シ
ョ

ン
提

示
、

回
収

維
持

の
影

響
に

関
す

る
品

質
評

価
手

法
の

提
示

）
 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ

ン
の

実
証

の
う

ち
人

工
バ

リ
ア

の
定

置
・

品
質

確
認

な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
 
地

下
環

境
に

お
け

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

劣
化

に
関

す

る
試

験
、

分
析

の
継

続
 

①
 

搬
送

定
置

・
回

収
技

術
の

実
証

 
体

系
化

の
中

で
、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
地

下
環

境
で

の
コ

ン
ク

リ

ー
ト

の
劣

化

に
関

す
る

試

験
を

開
始
 

乾
燥

お
よ

び

湿
潤

条
件

で

約
1
年

間
定

置
し

た
コ

ン

ク
リ

ー
ト

の

中
性

化
の

程

度
の

違
い

を

確
認

 

 
 

 
 

 
 

②
 
閉

鎖
技

術
（

埋
め

戻
し

方

法
：

プ
ラ

グ
等

）
の

実
証

 

②
 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
（

埋
め

戻

し
材

や
プ

ラ
グ

な
ど

）
に

関

す
る

基
盤

情
報

の
整

備
を

目

的
と

し
た

解
析

検
討

、
室

内

試
験

お
よ

び
原

位
置

試
験

の

継
続

 

②
 

閉
鎖

技
術

（
埋

め
戻

し
方

法
：

プ
ラ

グ
等

）
の

実
証

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
閉

鎖
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

、
室

内

試
験

、
工

学

規
模

試
験

を

実
施
 

閉
鎖

シ
ス

テ

ム
に

関
す

る

基
盤

情
報

の

整
備

を
目

的

と
し

た
解

析

検
討

・
室

内

試
験

・
原

位

置
試

験
を

実

施
 

 
 

 
 

 
 

③
 
人

工
バ

リ
ア

の
緩

衝
材

と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工
方

法
の

違
い

に
係

る
品

質
保

証
体

系
の

構
築
（

(
1
)
実

際
の

地
質

環

境
に

お
け

る
人

工
バ

リ
ア

の
適

用
性

確
認

の
う

ち
、

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
と

あ
わ

せ
て

実
施

）
 

③
 
緩

衝
材

の
施

工
方

法
に

応
じ

た
緩

衝
材

の
流

出
量

を

把
握

す
る

た
め

の
試

験
の

継

続
 

③
 

人
工

バ
リ

ア
の

緩
衝

材
と

坑
道

の
埋

め
戻

し
材

の
施

工

方
法

の
違

い
に

係
る

品
質

保
証

体
系

の
構

築
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合

に
追

加
で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
自

然
湧

水
環

境
で

の
緩

衝

材
の

流
出

状

況
を

確
認
 

流
水

量
に

よ

る
影

響
に

着

目
し

た
緩

衝

材
の

流
出

試

験
を

実
施

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
実

際
の

地
下

環
境

に
お

け
る

支
保

部
材

の
経

年
変

化
に

係
る

デ
ー

タ

取
得

 

〇
坑

道
掘

削
・

閉
鎖

後
の

地
質

環
境

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
シ

ー
リ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

の
長

期
性

能
評

価
に

関
す

る
考

え
方

の
整

理
 

〇
緩

衝
材

の
膨

潤
挙

動
に

影
響

を
与

え
る

事
象

の
整

理
 

〇
止

水
プ

ラ
グ

の
施

工
に

関
す

る
重

要
技

術
の

抽
出

 

〇
E
D
Z
調

査
技

術
の

評
価

・
高

度
化

 

〇
坑

道
内

か
ら

の
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
に

対
す

る
シ

ー
リ

ン
グ

技
術

の
整

備
・

実
証

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
緩

衝
材

の
施

工
方

法
に

関
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
 

〇
坑

道
閉

鎖
に

関
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
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 2.
2 

高
温

度
(1

00
℃

超
)な

ど
の

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
人

工
バ

リ
ア

設
置

環
境

の
深

度

依
存

性
を

考
慮

し
、

種
々

の
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
工

学
的

実
現

性
を

実
証

し
、

多
様

な
地

質
環

境
条

件
に

対
し

て
柔

軟
な

処
分

場
設

計
を

行
う

こ
と

を
支

援
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

を
提

供
す

る
 

 
実

際
の

処
分

事
業

で
は

、
オ

ー

バ
ー

パ
ッ

ク
が

1
0
0
℃

以
下

に

な
っ

て
か

ら
処

分
す

る
こ

と
が

基
本

で
あ

る
が

、
想

定
外

の
要

因
に

よ
っ

て
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
な

る
こ

と
を

想
定

し

て
、

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム
の

安
全

裕
度

を
検

証
す

る
 

①
 
1
0
0
℃

超
の

高
温

で
の

限
界

環
境

が
人

工
バ

リ
ア

に
与

え
る

影
響

と
上

限
温

度
設

定
の

考
え

方
の

整
備

、
解

析
的

な
検

討
 

①
 
高

温
度

(
1
0
0
℃

以
上

)
な

ど
の

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
に

よ
る

緩
衝

材
が

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
状

態
を

想
定

し
た

解
析

手
法

の
開

発
 

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム

の
安

全
裕

度
の

検
証

に

向
け

て
、

緩
衝

材
が

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
状

態
を

想
定

し
た

解
析

手

法
を

開
発

す
る

た
め

以

下
を

実
施

 

 ①
-
1
 
高

温
度

(
1
0
0
℃

以

上
)
な

ど
の

限
界

的
条

件

下
で

の
人

工
バ

リ
ア

性
能

確
認

試
験

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
-
1
 
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
お

け
る

現
象

等
の

調
査

事
例

に
基

づ

く
課

題
の

抽
出

、
デ

ー
タ

取
得

や

解
析

手
法

の
高

度
化

の
計

画
の

策

定
 

①
-
1
 

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
の

解
析

・
検

討
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
)
を

入

手
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
結

果
を

踏
ま

え
た

課
題

の
抽

出
 

 
 

 
 

 
 

 

①
-
2
 
1
0
0
℃

超
に

な
っ

た

際
に

ニ
ア

フ
ィ

ー
ル

ド

（
人

工
バ

リ
ア

と
そ

の
周

辺
岩

盤
の

領
域

）
に

お
い

て
発

生
す

る
現

象
の

整
理

①
-
2
 
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

で
の

人
工

バ
リ

ア
の

基
本

特
性

や
ニ

ア

フ
ィ

ー
ル

ド
で

の
熱

-
水

-
応

力
-
化

学
に

係
る

連
成

現
象

に
関

す
る

試

験
・

解
析

お
よ

び
シ

ナ
リ

オ
検

討

事
例

の
調

査
、

わ
が

国
の

処
分

概

念
や

設
計

オ
プ

シ
ョ

ン
を

想
定

し

た
シ

ナ
リ

オ
の

整
理

 

①
-
2
 

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
際

に
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

い

て
発

生
す

る
現

象
の

整
理
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

シ
ナ

リ
オ

の
検

討
に

着
手

（
水

分
移

動
、

物
質

移
動

特
性

）
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
（

緩
衝

材
の

鉱

物
・

性
能

変
化

）
 

 
 

 
 

 
 

①
-
3
 
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

け
る

上
限

温
度

設
定

の
考

え
方

を
提

示
（

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

情
報

を
収

集
し

、
発

生
す

る
現

象
を

整
理

）
 

①
-
3
 
海

外
の

原
位

置
試

験
に

関
す

る
情

報
取

得
の

継
続

 
①

-
3
 

ニ
ア

フ
ィ

ー
ル

ド
に

お
け

る
上

限
温

度
設

定
の

考
え

方
を

提
示

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
）

を
入

手
 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
開

始
時

の
デ

ー
タ

等
）

を
入

手
 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

  

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
高

温
度

(
1
0
0
℃

以
上

)
な

ど
の

限

界
的

条
件

下
で

の
人

工
バ

リ
ア

性

能
確

認
試

験
デ

ー
タ

の
収

集
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
際

に
ニ

ア
フ

ィ

ー
ル

ド
に

お
い

て
発

生
す

る
現

象

の
整

理
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

け
る

上
限

温
度

設
定

の
考

え
方

の
提

示
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 3.
1 

水
圧

擾
乱

試
験

な
ど

に
よ

る
緩

衝
能

力
の

検
証

・
定

量
化

 
3.

1.
1 

地
殻

変
動

が
地

層
の

透
水

性
に

与
え

る
影

響
の

把
握

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
岩

盤
中

に
は

大
小

様
々

な
断

層

が
存

在
す

る
が

、
小

規
模

な
も

の

の
い

く
つ

か
は

処
分

場
に

取
り

込
ま

ざ
る

を
得

な
い

可
能

性
が

あ
る

。
そ

れ
ら

の
断

層
が

地
震

や

隆
起

な
ど

の
地

殻
変

動
の

影
響

を
受

け
た

場
合

に
、
そ

の
透

水
性

が
ど

の
程

度
ま

で
上

昇
し

得
る

か
を

検
討

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
 

 
断

層
の

透
水

性
は

断
層

の
変

形

様
式

に
大

き
く

依
存

す
る

。
脆

性

的
な

変
形

が
起

こ
る

と
断

層
の

透
水

性
は

有
意

に
上

昇
し

や
す

い
が

、
延

性
的

な
変

形
の

場
合

は

透
水

性
が

上
昇

し
に

く
い

。
生

じ

る
変

形
が

脆
性

的
か

延
性

的
か

は
、
変

形
時

の
岩

石
強

度
、
応

力

な
ど

に
依

存
す

る
 

 
本

研
究

で
は

、
地

殻
変

動
に

対
す

る
緩

衝
能

力
が

潜
在

的
に

高
い

こ
と

か
ら

堆
積

岩
に

重
点

を
置

き
、
断

層
の

変
形

様
式

を
支

配
す

る
岩

石
の

強
度
・
応

力
状

態
を

計

測
で

き
、
か

つ
マ

ッ
ピ

ン
グ
（

空

間
的

な
分

布
図

を
示

す
こ

と
）
が

可
能

な
パ

ラ
メ

ー
タ

で
指

標
化

す
る

こ
と

を
試

み
る

。
そ

の
よ

う

な
パ

ラ
メ

ー
タ

と
断

層
の

透
水

性
の

潜
在

的
な

上
限

を
関

係
付

け
る

こ
と

が
で

き
れ

ば
処

分
場

閉
鎖

後
の

断
層

の
透

水
性

に
つ

い
て

現
実

的
な

状
態

設
定

が
可

能
と

な
る

 

 
断

層
は

動
い

た
と

し
て

も
、
そ

の

透
水

性
は

、
地

層
の

力
学

的
な

緩

衝
能

力
が

働
く

こ
と

に
よ

り
、
一

定
の

値
を

超
え

な
い

。
 
こ

の
現

象
を

定
量

的
に

示
し

た
い

 

①
地

殻
変

動
に

対
す

る
堆

積
岩

の
緩

衝
能

力
を

表
現

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
（

指
標

）

の
提

案
 

 ②
水

圧
擾

乱
試

験
に

よ
る

パ
ラ

メ
ー

タ
の

有
効

性
の

検
証

 

②
 
地

殻
変

動
が

地
層

の
透

水
性

に
与

え
る

影
響

の
把

握
 

断
層

の
幅

が
数

十
c
m
の

断
層

に
お

け
る

地
震

動
や

坑
道

掘
削

に
伴

う
、

割
れ

目
に

お
け

る
地

下
水

の
流

れ
の

変
化

に
関

し
て

、
堆

積
岩

の
緩

衝
能

力
（

自
己

治
癒

能
力

）
を

実
証

す
る

た
め

に
、

以
下

の
検

討
や

試
験

を
実

施
す

る
 

 ②
-
1
 
地

殻
変

動
が

地
層

の
透

水
性

に
与

え
る

影
響

の
把

握
（

ボ
ー

リ
ン

グ
孔

を
用

い
た

水
圧

擾
乱

試

験
）

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

②
-
1
～

3
 
既

往
の

水
圧

擾
乱

試
験

の
結

果
の

解
析

 

  ②
-
1
～

3
 D
I
と

断
層

/
割

れ
目

の
水

理
学

的
連

結
性

の
関

係
に

関
す

る

解
析

 

 

②
-
1
 

地
殻

変
動

が
地

層
の

透
水

性
に

与
え

る
影

響
の

把

握
 

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

よ
り

大
型

の
断

層
を

対
象

と
し

た
水

圧
擾

乱
試

験
を

実
施

し
、

デ
ー

タ
を

取
得

 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を

改
良

 
 

 
 

 
 

②
-
2
 D
I（

ダ
ク

テ
ィ

リ
テ

ィ
イ

ン
デ

ッ
ク

ス
：

岩
盤

に
か

か
る

平
均

応
力

を
引

張
強

度
で

割
っ

た
値

）
を

用
い

た
透

水
性

評
価

の
信

頼
性

向
上

・
隆

起
侵

食
の

影
響

評
価

手
法

の
整

備
 

②
-
2
 

D
I

を
用

い
た

透
水

性
評

価
の

信
頼

性
向

上
・

隆
起

侵
食

の
影

響
評

価
手

法
の

整
備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

割
れ

目
の

水
理

学
的

連
結

性
の

領
域

区
分

に
遷

移
領

域
を

追
加

 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を

改
良

 
 

 
 

 
 

②
-
3
 
水

圧
擾

乱
試

験
に

よ
る

断
層

の
活

動
性

評
価

手
法

の
整

備
 

②
-
3
 

水
圧

擾
乱

試
験

に
よ

る
断

層
の

活
動

性
評

価
手

法

の
整

備
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

よ
り

大
型

の
断

層
を

対
象

と
し

た
水

圧
擾

乱
試

験
を

実
施

し
、

デ
ー

タ
を

取
得

 

断
層

の
活

動
性

評
価

に
係

る
既

存
情

報
を

取
得

 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成

果
を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2

坑
道

ス
ケ

ー
ル

～
ピ

ッ
ト

ス
ケ

ー
ル

で
の

調
査

・
設

計
・

評
価

技
術

の
体

系
化

」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
を

実
施

す
る

中
で

、
情

報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
ボ

ー
リ

ン
グ

孔
を

用
い

た
水

圧
擾

乱
試

験
デ

ー
タ

の
取

得
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
D
I

を
用

い
た

透
水

性
評

価
手

法
の

高
度

化
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
水

圧
擾

乱
試

験
に

よ
る

断
層

の
活

動
性

評
価

手
法

の
整

備
 

 

 2.
2 

高
温

度
(1

00
℃

超
)な

ど
の

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
人

工
バ

リ
ア

設
置

環
境

の
深

度

依
存

性
を

考
慮

し
、

種
々

の
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
工

学
的

実
現

性
を

実
証

し
、

多
様

な
地

質
環

境
条

件
に

対
し

て
柔

軟
な

処
分

場
設

計
を

行
う

こ
と

を
支

援
す

る
技

術
オ

プ
シ

ョ
ン

を
提

供
す

る
 

 
実

際
の

処
分

事
業

で
は

、
オ

ー

バ
ー

パ
ッ

ク
が

1
0
0
℃

以
下

に

な
っ

て
か

ら
処

分
す

る
こ

と
が

基
本

で
あ

る
が

、
想

定
外

の
要

因
に

よ
っ

て
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
な

る
こ

と
を

想
定

し

て
、

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム
の

安
全

裕
度

を
検

証
す

る
 

①
 
1
0
0
℃

超
の

高
温

で
の

限
界

環
境

が
人

工
バ

リ
ア

に
与

え
る

影
響

と
上

限
温

度
設

定
の

考
え

方
の

整
備

、
解

析
的

な
検

討
 

①
 
高

温
度

(
1
0
0
℃

以
上

)
な

ど
の

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
に

よ
る

緩
衝

材
が

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
状

態
を

想
定

し
た

解
析

手
法

の
開

発
 

人
工

バ
リ

ア
シ

ス
テ

ム

の
安

全
裕

度
の

検
証

に

向
け

て
、

緩
衝

材
が

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
状

態
を

想
定

し
た

解
析

手

法
を

開
発

す
る

た
め

以

下
を

実
施

 

 ①
-
1
 
高

温
度

(
1
0
0
℃

以

上
)
な

ど
の

限
界

的
条

件

下
で

の
人

工
バ

リ
ア

性
能

確
認

試
験

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

①
-
1
 
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

に
お

け
る

現
象

等
の

調
査

事
例

に
基

づ

く
課

題
の

抽
出

、
デ

ー
タ

取
得

や

解
析

手
法

の
高

度
化

の
計

画
の

策

定
 

①
-
1
 

限
界

的
条

件
下

で
の

人
工

バ
リ

ア
性

能
確

認
試

験
の

解
析

・
検

討
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
)
を

入

手
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
結

果
を

踏
ま

え
た

課
題

の
抽

出
 

 
 

 
 

 
 

 

①
-
2
 
1
0
0
℃

超
に

な
っ

た

際
に

ニ
ア

フ
ィ

ー
ル

ド

（
人

工
バ

リ
ア

と
そ

の
周

辺
岩

盤
の

領
域

）
に

お
い

て
発

生
す

る
現

象
の

整
理

①
-
2
 
1
0
0
℃

を
超

え
た

状
態

で
の

人
工

バ
リ

ア
の

基
本

特
性

や
ニ

ア

フ
ィ

ー
ル

ド
で

の
熱

-
水

-
応

力
-
化

学
に

係
る

連
成

現
象

に
関

す
る

試

験
・

解
析

お
よ

び
シ

ナ
リ

オ
検

討

事
例

の
調

査
、

わ
が

国
の

処
分

概

念
や

設
計

オ
プ

シ
ョ

ン
を

想
定

し

た
シ

ナ
リ

オ
の

整
理

 

①
-
2
 

1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
際

に
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

い

て
発

生
す

る
現

象
の

整
理
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

シ
ナ

リ
オ

の
検

討
に

着
手

（
水

分
移

動
、

物
質

移
動

特
性

）
 

先
行

研
究

事
例

の
調

査
（

緩
衝

材
の

鉱

物
・

性
能

変
化

）
 

 
 

 
 

 
 

①
-
3
 
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

け
る

上
限

温
度

設
定

の
考

え
方

を
提

示
（

国
際

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

情
報

を
収

集
し

、
発

生
す

る
現

象
を

整
理

）
 

①
-
3
 
海

外
の

原
位

置
試

験
に

関
す

る
情

報
取

得
の

継
続

 
①

-
3
 

ニ
ア

フ
ィ

ー
ル

ド
に

お
け

る
上

限
温

度
設

定
の

考
え

方
を

提
示

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
条

件
、

手
法

等
）

を
入

手
 

海
外

で
の

原
位

置
試

験
の

情
報

（
試

験
開

始
時

の
デ

ー
タ

等
）

を
入

手
 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を
評

価
し

見
直

し
て

い
く

。
 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

  

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
高

温
度

(
1
0
0
℃

以
上

)
な

ど
の

限

界
的

条
件

下
で

の
人

工
バ

リ
ア

性

能
確

認
試

験
デ

ー
タ

の
収

集
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
1
0
0
℃

超
に

な
っ

た
際

に
ニ

ア
フ

ィ

ー
ル

ド
に

お
い

て
発

生
す

る
現

象

の
整

理
 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
ニ

ア
フ

ィ
ー

ル
ド

に
お

け
る

上
限

温
度

設
定

の
考

え
方

の
提

示
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 3.
1 

水
圧

擾
乱

試
験

な
ど

に
よ

る
緩

衝
能

力
の

検
証

・
定

量
化

 
3.

1.
2 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域

を
調

査
・

評
価

す
る

技
術

の
高

度
化

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
地

下
水

の
流

れ
が

非
常

に
遅

い

領
域

（
化

石
海

水
領

域
に

相
当

と
仮

定
）

の
分

布
を

把
握

す
る

こ
と

は
、

処
分

事
業

に
お

け
る

処
分

場
選

定
の

際
に

有
用

な
情

報
に

な
り

得
る

。
こ

の
た

め
、
地

上
か

ら
の

調
査

に
よ

り
、

化
石

海
水

の
三

次
元

分
布

を
評

価
す

る
既

存
技

術
の

高
度

化
を

図
る

③
 
地

下
水

の
流

れ
が

非
常

に
遅

い
領

域
（

化
石

海

水
領

域
）

を
調

査
・
解

析
・
評

価

す
る

手
法

の
確

立
 

 ④
 
三

次
元

分
布

を
調

査
・

解
析

・

評
価

す
る

手
法

の
確

立
 

③
④

 
地

下
水

流

れ
が

非
常

に
遅

い
領

域
を

調
査
・

評
価

す
る

技
術

の
高

度
化

 

地
下

水
が

動
い

て
い

な

い
環

境
を

調
査

し
て

モ
デ

ル
化

す
る

技
術

を
実

証
す

る
た

め
以

下
を

実
施

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

③
 
地

下
水

の
流

れ
が

非

常
に

遅
い

領
域

（
化

石
海

水
領

域
）
の

調
査
・
評

価
技

術
の

検
証

 

③
、

④
-
1
 
電

磁
探

査
に

よ
り

推
定

し
た

化
石

海
水

領
域

の

三
次

元
分

布
の

妥
当

性
を

確

認
す

る
た

め
の

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

 

R
4
ま

で
の

成
果

に
基

づ
く

、
物

理
探

査
お

よ
び

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

に
よ

る
デ

ー
タ

取
得

か

ら
地

球
統

計
学

的
手

法
に

よ

る
化

石
海

水
領

域
の

三
次

元

分
布

の
推

定
に

至
る

一
連

の

手
法

の
整

理
 

③
 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域

の
調

査
・

評
価

技
術

の
検

証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
領

域
を

把
握

す

る
た

め
の

物

理
探

査
を

実

施
し

、
比

抵

抗
分

布
を

推

定
 

電
磁

探
査

に

よ
り

推
定

し

た
化

石
海

水

の
三

次
元

分

布
の

妥
当

性

を
確

認
す

る

た
め

の
ボ

ー

リ
ン

グ
調

査

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

④
-
1
 
化

石
海

水
の

三
次

元
分

布
に

係
る

調
査

・
評

価
手

法
の

検
証

 

④
-
1
 

化
石

海
水

の
三

次
元

分
布

に
係

る
調

査
・

評
価

手
法

の

検
証

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
分

布
の

把
握

に

必
要

な
ボ

ー

リ
ン

グ
の

位

置
・

本
数

等

を
検

討
 

物
理

探
査

と

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

の
デ

ー

タ
の

組
み

合

わ
せ

に
よ

り

化
石

海
水

分

布
を

推
定

す

る
方

法
の

検

討
 

 
 

 
 

 
 

④
-
2
 
広

域
ス

ケ
ー

ル
(
十

数
k
m
×

十
数

k
m
)
を

対
象

と
し

た
水

理
・

物
質

移
動

評
価

手
法

の
検

証
（

地
下

水
滞

留
時

間
）

評
価

の
た

め
の

水
理

解
析

、
塩

濃
度

分
布

評
価

の
た

め
の

水

理
・

物
質

移
動

解
析

）
 

④
-
2
 
R
3
ま

で
に

実
施

し
た

水

理
・

物
質

移
動

解
析

の
結

果
に

基
づ

き
、

古
水

理
地

質
学

的
変

遷
が

化
石

海
水

領
域

に
与

え

る
影

響
を

評
価

す
る

た
め

の

広
域

ス
ケ

ー
ル

の
モ

デ
ル

化
・

解
析

手
法

の
整

理
 

④
-
2
 

広
域

ス
ケ

ー
ル

を
対

象
と

し
た

水
理

・
物

質
移

動
評

価

手
法

の
検

証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
広

域
ス

ケ
ー

ル
の

地
下

水

流
動

に
深

度
・

気
候

な

ど
が

与
え

る

影
響

を
整

理
 

化
石

海
水

領

域
に

影
響

す

る
古

水
理

地

質
学

的
変

遷

に
関

す
る

因

子
を

抽
出

す

る
感

度
解

析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成

果
を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
を

実
施

す
る

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
や

解
析

を
実

施
す

る
。

 

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
化

石
海

水
領

域
の

調
査

・
評

価
技

術
の

整
備

・
高

度
化

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
化

石
海

水
の

三
次

元
分

布
に

係
る

調
査
・
評

価
技

術
の

整
備
・
高

度
化

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
広

域
ス

ケ
ー

ル
を

対
象

と
し

た
水

理
・

物
質

移
動

評
価

手
法

の
整

備
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 3.
2 

地
殻

変
動

に
よ

る
人

工
バ

リ
ア

へ
の

影
響

・
回

復
挙

動
試

験
 

目
的

・
背

景
・

必
要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
地

震
・
断

層
活

動
等

の
地

殻
変

動

に
対

す
る

堆
積

岩
の

力
学

的
・
水

理
学

的
な

緩
衝

能
力
（

自
己

治
癒

能
力

）
を

定
量

的
に

検
証

し
、
堆

積
岩

地
域

に
お

け
る

立
地

選
定

や
処

分
場

の
設

計
を

、
よ

り
科

学

的
・
合

理
的

に
行

え
る

技
術

と
知

見
を

整
備

す
る

 

①
 
人

工
バ

リ
ア

の
緩

衝
材

や
坑

道
の

埋
め

戻
し

材
に

よ
る

掘
削

損
傷

領
域
（

E
D
Z
）

の
ひ

び
割

れ
の

自
己

治
癒

能
力

を
評

価
す

る
手

法
の

確
立

 

 ②
 
人

工
バ

リ
ア

の
自

己
治

癒
能

力
（

ひ
び

割
れ

の

修
復

）
を

実
証

 

②
 
地

殻
変

動
に

よ
る

人
工

バ
リ

ア
の

緩
衝

材
や

坑
道

埋
め

戻
し

材
の

掘
削

損
傷

領
域
（

E
D
Z
）
へ

の

自
己

治
癒

能
力

の
実

証
 

人
工

バ
リ

ア
の

ひ
び

割

れ
に

対
す

る
自

己
治

癒
能

力
を

実
証

す
る

た
め

以
下

の
机

上
検

討
を

実
施

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

②
 
人

工
バ

リ
ア

の
緩

衝
材

や
坑

道
埋

め
戻

し
材

が
掘

削
損

傷
領

域
(
E
D
Z
)
の

力
学

的
・
水

理
学

的
な

緩
衝

能
力

（
自

己
治

癒
能

力
）
に

与
え

る
影

響
を

把
握

す
る

解
析

手
法

の
開

発
 


 D
I

を
用

い
た

E
D
Z

の
透

水
性

を
予

測
す

る
既

存

モ
デ

ル
の

再
検

証
 

②
 
D
I
を

用
い

た
E
D
Z
の

透
水

性
を

予
測

す
る

既
存

モ
デ

ル
の

再
検

証
②

-
1
 

D
I
を

用
い

た
E
D
Z
の

透
水

性
を

予
測

す

る
既

存
モ

デ
ル

の
再

検
証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

試
料

観
察

に
基

づ

き
、
E
D
Z
の

割
れ

目
開

口
状

況
を

定
量

的
に

把
握

 

水
圧

擾
乱

試
験

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
基

づ
き

モ
デ

ル
を

改
良

 
 

 
 

 
 


 坑

道
埋

め
戻

し
後

の
E
D
Z

の
透

水
性

を
予

測
す

る

モ
デ

ル
の

構
築

 

②
 
坑

道
埋

め
戻

し
後

の
E
D
Z

の
透

水
性

を
推

定
す

る
モ

デ
ル

の
構

築
②

-
2
 

坑
道

埋
め

戻
し

後
の

E
D
Z
の

透
水

性
を

予
測

す
る

モ
デ

ル
の

構
築
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で

試
験

、
解

析
を

実
施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

試
料

観
察

に
基

づ

き
、
E
D
Z
の

割
れ

目
開

口
状

況
を

定
量

的
に

把
握

 

坑
道

埋
め

戻
し

後
の

割
れ

目
の

ず
れ

が

E
D
Z

の
透

水
性

に
与

え
る

影
響

を
確

認
 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成
果

を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、
期

間
の

前
半

で
実

施
し

、
後

半
は

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」

を
実

施
す

る
中

で
、

情
報

の
不

足
等

が
あ

っ
た

場
合

に
追

加
で

試
験

や
解

析
を

実
施

す
る

。
 

  
 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

〇
D
I
を

用
い

た
E
D
Z
の

透
水

性
を

予

測
す

る
既

存
モ

デ
ル

の
再

検
証

 

令
和

4
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

〇
坑

道
埋

め
戻

し
後

の
E
D
Z

の
透

水

性
を

予
測

す
る

モ
デ

ル
の

構
築

 

 

 3.
1 

水
圧

擾
乱

試
験

な
ど

に
よ

る
緩

衝
能

力
の

検
証

・
定

量
化

 
3.

1.
2 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域

を
調

査
・

評
価

す
る

技
術

の
高

度
化

 
目

的
・

背
景

・
必

要

性
・

意
義

 
課

題
 

R
2
以

降
の

課
題

 

R
2
以

降
の

実
施

内
容

 
R
4
の

実
施

内
容

 
研

究
期

間
 

前
半

 
後

半
 

 
地

下
水

の
流

れ
が

非
常

に
遅

い

領
域

（
化

石
海

水
領

域
に

相
当

と
仮

定
）

の
分

布
を

把
握

す
る

こ
と

は
、

処
分

事
業

に
お

け
る

処
分

場
選

定
の

際
に

有
用

な
情

報
に

な
り

得
る

。
こ

の
た

め
、
地

上
か

ら
の

調
査

に
よ

り
、

化
石

海
水

の
三

次
元

分
布

を
評

価
す

る
既

存
技

術
の

高
度

化
を

図
る

③
 
地

下
水

の
流

れ
が

非
常

に
遅

い
領

域
（

化
石

海

水
領

域
）

を
調

査
・
解

析
・
評

価

す
る

手
法

の
確

立
 

 ④
 
三

次
元

分
布

を
調

査
・

解
析

・

評
価

す
る

手
法

の
確

立
 

③
④

 
地

下
水

流

れ
が

非
常

に
遅

い
領

域
を

調
査
・

評
価

す
る

技
術

の
高

度
化

 

地
下

水
が

動
い

て
い

な

い
環

境
を

調
査

し
て

モ
デ

ル
化

す
る

技
術

を
実

証
す

る
た

め
以

下
を

実
施

 

 

前
半

の
5
年

程
度

で
実

施
 

体
系

化
し

て
取

り
組

む
課

題
（

(
2
)
処

分
概

念
オ

プ
シ

ョ
ン

の
実

証
の

う
ち

人
工

バ
リ

ア
の

定
置

・
品

質
確

認
な

ど
の

方
法

論
に

関
す

る
実

証
試

験
）

で
実

施
 

R
2
 

R
3
 

R
4
 

R
5
 

R
6
 

R
7
 

R
8
 

R
9
 

R
1
0
 

③
 
地

下
水

の
流

れ
が

非

常
に

遅
い

領
域

（
化

石
海

水
領

域
）
の

調
査
・
評

価
技

術
の

検
証

 

③
、

④
-
1
 
電

磁
探

査
に

よ
り

推
定

し
た

化
石

海
水

領
域

の

三
次

元
分

布
の

妥
当

性
を

確

認
す

る
た

め
の

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

 

R
4
ま

で
の

成
果

に
基

づ
く

、
物

理
探

査
お

よ
び

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

に
よ

る
デ

ー
タ

取
得

か

ら
地

球
統

計
学

的
手

法
に

よ

る
化

石
海

水
領

域
の

三
次

元

分
布

の
推

定
に

至
る

一
連

の

手
法

の
整

理
 

③
 

地
下

水
の

流
れ

が
非

常
に

遅
い

領
域

の
調

査
・

評
価

技
術

の
検

証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
領

域
を

把
握

す

る
た

め
の

物

理
探

査
を

実

施
し

、
比

抵

抗
分

布
を

推

定
 

電
磁

探
査

に

よ
り

推
定

し

た
化

石
海

水

の
三

次
元

分

布
の

妥
当

性

を
確

認
す

る

た
め

の
ボ

ー

リ
ン

グ
調

査

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

④
-
1
 
化

石
海

水
の

三
次

元
分

布
に

係
る

調
査

・
評

価
手

法
の

検
証

 

④
-
1
 

化
石

海
水

の
三

次
元

分
布

に
係

る
調

査
・

評
価

手
法

の

検
証

 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
化

石
海

水
分

布
の

把
握

に

必
要

な
ボ

ー

リ
ン

グ
の

位

置
・

本
数

等

を
検

討
 

物
理

探
査

と

ボ
ー

リ
ン

グ

調
査

の
デ

ー

タ
の

組
み

合

わ
せ

に
よ

り

化
石

海
水

分

布
を

推
定

す

る
方

法
の

検

討
 

 
 

 
 

 
 

④
-
2
 
広

域
ス

ケ
ー

ル
(
十

数
k
m
×

十
数

k
m
)
を

対
象

と
し

た
水

理
・

物
質

移
動

評
価

手
法

の
検

証
（

地
下

水
滞

留
時

間
）

評
価

の
た

め
の

水
理

解
析

、
塩

濃
度

分
布

評
価

の
た

め
の

水

理
・

物
質

移
動

解
析

）
 

④
-
2
 
R
3
ま

で
に

実
施

し
た

水

理
・

物
質

移
動

解
析

の
結

果
に

基
づ

き
、

古
水

理
地

質
学

的
変

遷
が

化
石

海
水

領
域

に
与

え

る
影

響
を

評
価

す
る

た
め

の

広
域

ス
ケ

ー
ル

の
モ

デ
ル

化
・

解
析

手
法

の
整

理
 

④
-
2
 

広
域

ス
ケ

ー
ル

を
対

象
と

し
た

水
理

・
物

質
移

動
評

価

手
法

の
検

証
 

体
系

化
の

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
、

解
析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
広

域
ス

ケ
ー

ル
の

地
下

水

流
動

に
深

度
・

気
候

な

ど
が

与
え

る

影
響

を
整

理
 

化
石

海
水

領

域
に

影
響

す

る
古

水
理

地

質
学

的
変

遷

に
関

す
る

因

子
を

抽
出

す

る
感

度
解

析

を
実

施
 

 
 

 
 

 
 

※
1
 
本

資
料

は
現

段
階

で
想

定
す

る
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
で

あ
り

、
年

度
ご

と
に

得
ら

れ
た

研
究

成

果
を

評
価

し
見

直
し

て
い

く
。

 

※
2
 
研

究
の

進
捗

管
理

と
し

て
、

各
年

度
の

成
果

を
各

年
度

の
欄

に
追

記
す

る
。

 

個
別

の
要

素
技

術
の

課
題

に
つ

い
て

は
、

期
間

の
前

半
で

実
施

し
、

後
半

は
体

系
化

し
て

取
り

組
む

課
題

（
「

2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
）

に
統

合
し

て
実

施
す

る
。

 

「
2
.
1
.
2
坑

道
ス

ケ
ー

ル
～

ピ
ッ

ト
ス

ケ
ー

ル
で

の
調

査
・

設
計

・
評

価
技

術
の

体
系

化
」
を

実
施

す
る

中
で

、
情

報
の

不
足

等
が

あ
っ

た
場

合
に

追
加

で
試

験
や

解
析

を
実

施
す

る
。

 

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
化

石
海

水
領

域
の

調
査

・
評

価
技

術
の

整
備

・
高

度
化

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
化

石
海

水
の

三
次

元
分

布
に

係
る

調
査
・
評

価
技

術
の

整
備
・
高

度
化

 

令
和

6
年

度
ま

で
に

得
ら

れ
る

成
果

 

〇
広

域
ス

ケ
ー

ル
を

対
象

と
し

た
水

理
・

物
質

移
動

評
価

手
法

の
整

備
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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